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はじめに 

 

我が国では、新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）の拡大に伴い、特

定の産業で雇用者数が減少し、休業者数や非労働力人口が増加する一方で、医療、福祉等、

感染症の拡大下でも業務継続が求められる分野では、働く環境をめぐる新たな課題が浮き

彫りになった。 

また、急速な少子高齢化の進行、右肩上がりの経済の終焉、経済の国際化に伴う経済社

会構造の変化、価値観の多様化などの情勢があり、戦略的な労働政策、雇用情勢に応じた

機動的な対策等が進められている。政府は、令和 4 年 10 月に「賃上げ・人材活性化・労働

市場強化」雇用・労働総合政策パッケージを策定し、意欲と能力に応じた「多様な働き方」

や「賃金上昇」の好循環の実現に取り組み、令和 5 年度予算では、①労働者の賃上げ支援

として 107 億円、②人材育成・活性化として 1138 億円、③賃金上昇を伴う労働移動の円滑

化として 747 億円、等が計上されている。また、女性、高齢者、障害者、外国人、若年

者・新規学卒者支援といった多様な人材の活躍促進や、働き方改革の推進、非正規雇用労

働者への支援といった多様な働き方の支援等にも予算が計上されている。 

欧米主要国においても、我が国と同様に、2020 年頃はコロナの拡大の影響により失業率

は上昇し、その後は低下する傾向にあるが、コロナ後においても、各国の状況に応じた労

働施策が実施されている。そして、各国の会計検査院等では、コロナに係る施策も含め労

働施策に対する会計検査等を実施しており、例えば、アメリカでは失業保険の不正につい

て、イギリスでは雇用支援の各種制度について、ドイツでは高齢者の職業支援について、

フランスでは長期求職者向けの支援について、会計検査等を実施している。 

そこで、日本に対する示唆を導出すべく、本調査では、欧米主要国（アメリカ、イギリ

ス、ドイツ及びフランス）における労働施策の概要とそれらに対する会計検査の状況等に

ついて調査することとした。 

 

本調査研究の成果が、今後の会計検査院における労働施策に対する会計検査の有効かつ

効果的な実施のための一助となれば幸いである。 
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序章 調査研究の概要 

 

１．調査研究の背景・目的 

（１） 調査研究の背景 

我が国では、少子高齢化の進展や経済社会構造の変化、価値観の多様化などを背景とし

て、戦略的な労働政策、雇用情勢に応じた機動的な対策等が進められている。また、これ

まで長期に亘って賃金が低迷しており、賃金上昇に向けた取り組みも進められている。政

府は、令和 4 年 10 月に「賃上げ・人材活性化・労働市場強化」雇用・労働総合政策パッ

ケージを策定し、意欲と能力に応じた「多様な働き方」や「賃金上昇」の好循環の実現に

取り組み、令和 5 年度予算では、①労働者の賃上げ支援として 107 億円、②人材育成・活

性化として 1138 億円、③賃金上昇を伴う労働移動の円滑化として 747 億円、等が計上され

ている。また、女性、高齢者、障害者、外国人、若年者・新規学卒者支援といった多様な

人材の活躍促進や、働き方改革の推進、非正規雇用労働者への支援といった多様な働き方

の支援等にも予算が計上されている。 

労働施策に関しては、会計検査院において、従前より雇用保険料等の徴収、給付金・助

成金等の支給に係る合規性の観点からの検査をはじめ、数多くの検査が実施されてきた。

また、新型コロナウイルス感染症の関連では、経済・雇用対策として実施されている雇用

調整助成金等を検査し、不適切な支給等を指摘している。 

欧米主要国においては、各国の状況に応じた労働施策が実施されている。そして、各国

の会計検査院では、コロナに係る施策も含め労働施策に対する会計検査等を実施してお

り、例えば、アメリカでは失業保険の不正について、イギリスでは雇用支援の各種制度に

ついて、ドイツでは高齢者の職業支援について、フランスでは長期求職者向けの支援につ

いて、会計検査を実施している。 

そこで、本業務では、我が国との類似の労働施策に焦点を当て、欧米主要国（アメリ

カ、イギリス、ドイツ及びフランス）における労働施策の概要、またそれらに対する会計

検査等の状況等について調査することとする。 

 

（２） 調査研究の目的 

本調査研究は、今後の我が国における労働施策に係る会計検査に資するため、欧米主要

国（アメリカ、イギリス、ドイツ及びフランス）における労働施策の概要、またそれらに

対する会計検査等の状況及び実際の検査報告事例について調査し、整理・分析することに

より、今後の我が国における労働施策に係る会計検査に有用な情報を提供することを目的

とする。主として以下の観点からの調査を実施した。 

1）労働施策に対する検査の観点はどのようなものか。 

2）労働施策に対する検査の方法論はどのようなものか。 

3）受検庁に対して、どのような勧告を行い、どのようにフォローを実施しているのか。 
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２．調査研究の対象 

 本調査研究は、アメリカ、イギリス、ドイツ及びフランスの各国において、労働施策の

概要、また、調査対象国の会計検査院等は、どのような観点、手法により労働施策に対す

る検査等を実施しているのかを調査対象とした。 

 

３．調査研究の方法 

（１） 文献資料調査 

調査対象各国の省庁などの各機関のウェブサイトにおける公表資料を中心に、各種研

究論文、レポートなどの先行研究を加え、労働施策の状況を把握した。 

また、各国の会計検査院が公表している労働施策に対する検査レポートを収集し、検

査の傾向や概要を把握した。 

本調査研究における三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社の体制は以下のと

おりである。 

大野 泰資   経済財政政策部 上席主任研究員 

馬場 康郎   経済財政政策部 主任研究員 

角村 佳祐   社会政策部 副主任研究員 

平  安乃   地域政策部 研究員 

山口由美子   経済財政政策部 研究員 

 

なお、学識者のアドバイザーとして独立行政法人労働政策研究・研修機構の天瀬光二副

所長、飯田恵子主任調査員、石井和広主任調査員、北澤謙主任調査員補佐より調査内容や

進め方についてご指導・ご助言を頂いた。 

 

本調査で紹介した労働施策に対する会計検査・内部監察の事例は次のとおりである。 

 

＜本調査で紹介した労働施策に対する会計検査・内部監察事例＞ 

 アメリカ アメリカ イギリス ドイツ フランス 

会 計 検 査

院・内部監

察機関 

Government 

Accountability 

Office

（GAO） 

Department of 

Labor, 

Office of 

Inspector 

General 

（DOL-

OIG） 

National Audit 

Office 

 

（NAO） 

Bundesrechnu

ngshof 

 

（BRH） 

Cour des 

Comptes 

 

（CDC） 

概要作成 13事例 2事例 10事例 10事例 10事例 

うち詳細解説 2事例 0事例 2事例 2事例 2事例 

 

なお、本調査研究の過程で分析に用いた文献資料等については、巻末に一覧整理して

いる。 
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（２） 関係機関に対する Web インタビュー 

アメリカ会計検査院GAOに対しては、公表資料のみでは判然としない事項や、労働施

策、労働施策に関する会計検査の観点、方法論等を確認することを目的として、オンラ

インインタビュー調査を実施した。 

 

月日 対象機関 面談者 

2024年 

12月 12日 

 

アメリカ会計検査院
Government Accountability 

Office（GAO） 

・Seto Bagdoyan, Director, Forensic Audits and 

Investigative Services  

・Tom Costa, Director, Education, Workforce, and 

Income Security 

・Caitlin Croake, Assistant Director, Education, 

Workforce, and Income Security 

・Jared Smith, Chief Statistician, Applied Research 

and Methods  

・Sheranda Smith, Senior Analyst  

・Betty Ward-Zukerman, Assistant Director, 

Education, Workforce, and Income Security 
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報告書の概要 

第１章 欧米主要国の労働施策の概要 

アメリカでは、連邦レベルで労働施策を所管するのは、連邦労働省（Department of 

Labor：DOL）であるが、実際の雇用対策や職業訓練等を主に担っているのは州政府である。

連邦政府は連邦法に基づく指示・監督、連邦助成金予算の配分、技術的援助を行っている。

2014年に制定された労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act: WIOA）に

基づき、雇用対策や教育訓練（職業訓練）を行っている。また、失業保険（雇用保険）に

ついては連邦の定める一定の要件に基づいて、各州が独自のプログラムを管理運営してい

る。 

イギリスでは、雇用対策に関し、年齢制限を設けないプログラムとしては、健康上の問

題や障害をもつ者などが安定した職につくことを支援するプログラムである、雇用と健康

プログラム（Work and Health programme）、求職者給付等の給付を受けながら働く機会を求

職者に与えるトライアル雇用（Work Trials）などが実施されている。失業保険としては、

国民保険の納付記録に基づく給付として新求職者手当（New style Jobseeker's Allowance : 

New style JSA）、長期の疾病や障害、介護などの理由で就労困難な者に対する新雇用支援手

当（Employment and Support Allowance: New style ESA）がある。また、求職者や低所得者を

対象とした給付として、ユニバーサル・クレジット等が設けられている。職業訓練につい

ては、事業主のニーズに沿うように設計された養成訓練制度（Apprenticeships programme）

がある。職業資格枠組みとしては、レベル付などの枠組みが定められている。 

ドイツでは公的機関である雇用機関等が実施する職業支援サービスである積極的職業統

合支援、通常の業務に制約のある労働者が採用された場合の支援である統合助成金等の就

労開始に関する支援がなされている。また、雇用維持のため、一時的に操業短縮を行う場

合に公的支援を行う操業短縮手当等が導入されている。失業保険については、失業者一般

を対象とする失業手当Ⅰ、就労可能であるが自身の財産や収入では十分な生計を立てられ

ない者を対象として生活保護（社会扶助）と失業扶助を統合した市民手当（旧失業手当Ⅱ）

が導入されている。教育訓練については、職業学校における理論教育・事務所における実

践的な職業訓練を並行して実施する職業養成訓練（いわゆるデュアルシステム）を中核と

する初期職業訓練、在職者に対する支援と失業者に対する継続職業訓練がある。 

フランスでは、雇用対策として、若年者・長期求職者・高齢者・障害者を対象とした雇

用対策を実施している。若年者の失業率が高い傾向にあり、特に若年者向けの雇用対策に

重点が置かれている。企業での実務と職業訓練センターでの研修を交互に行う交互訓練、

若年者の就職や社会参入を支援する地域ミッションを介して、雇用と自立に向けた支援コ

ースや若年者雇用契約といったサポートが実施されている。失業保険については、失業保

険給付として雇用復帰支援手当が導入されている。また、雇用復帰支援手当の受給期間が

満了した長期失業者には、特別連帯手当が支給される。経済情勢の悪化に伴い企業が事業

活動の縮小を余儀なくされた場合でも、労働者の雇用を維持するため、部分活動の制度が

ある。教育訓練については、①職業資格に対する権利、②職業訓練個人口座の権利の付与、

③職業指導に関して情報提供、カウンセリング及びサポートを受ける権利の３つの法的な

権利が認められており、生涯を通じて労働者のスキル向上とキャリアアップを支援する制



 

6 

 

度が整えられている。 

 

第２章 欧米主要国における労働施策に関する会計検査等の状況 

アメリカ会計検査院では、労働施策のうち「失業保険（Unemployment insurance）」と

「労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act）」は、何度も繰り返し検査

が行われている。失業保険については、ハイリスクリストに指定されており、特に注視し

て継続したモニタリングが行われている。また、アメリカでは、会計検査院とは別に、行

政府の機関に監察総監室（Office of Inspector General: OIG）が設置されており、労働省にお

ける監察総監室（DOL-OIG）は労働省の長官から完全に独立し、労働省の全プログラムお

よび業務の有効性、効率性、経済性、完全性について、監察を実施している。 

イギリス会計検査院では、失業支援の役割も有するユニバーサル・クレジットについて

は、従前の制度から大きく制度変更がなされるものであり、かつ移行期間が長期に及ぶこ

とから、多数の検査報告書が策定されている。また、養成訓練プログラムを対象とした有

効性の観点からの検査も複数なされている。 

ドイツ会計検査院では、失業者関連あるいは操業短縮手当のデータ整備に関する勧告な

ど、効率性・有効性の面からの施策の評価や制度改正の勧告を実施している。また、政府

機関の役割分担など労働施策の組織・実施体制に関する検証・勧告も多く行われている。 

フランス会計検査院では、失業保険・雇用保険、教育訓練のいずれの施策に関しても、

効率性・有効性の面からの施策の評価や制度改正の勧告を行っており、教育訓練について

の検査に多く取り組んでいる。 

 

 

第３章 まとめ 

欧米主要国の会計検査院では、雇用対策・教育訓練に対する検査において、実際に雇用

に結びついているのか等の観点から、有効性検査を多く実施している。検査にあたっては、

施策の効果検証が大きなポイントとなっており、データ等に基づく定量的な効果検証、イ

ンタビュー等の事例に基づく定性的な効果検証がなされている。また、イギリス - .に

おいて、将来の効果検証を可能とするためのデータ収集の勧告や効果についてのエビデン

ス構築戦略を勧告している例もある。 

統計分析や経済モデルを活用した不正受給額を推計している例もある。アメリカ & .

は、マクロでの受給不正額（不正率）を推定する際に、経済学や統計学の専門家を有する

専門チームがサポートしている。 

不正受給の検知においてはシステム・データの活用も進んでいる。アメリカ & .は労

働省が不正を含む不適切支払額と率を推計するために「給付正確性測定（Benefit Accuracy 

Measurement: BAM）」プログラムを持っている。また、イギリス NAOは、前払金の不正受

給の検査において、受検庁の有する不正事例監視システム（FRAIMS）のデータの一部の

提供を受けている。 

勧告内容として、制度設計の在り方や方向性に関わるものもある。ドイツでは、システ

ムへの適切な入力ができておらず、基礎となる統計データに課題が生じているとの検査結

果から、データの確認・修正やデータ整備を勧告している。フランスでは、教育訓練全般
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を対象として検査を実施し、国・地域レベルでの共通戦略の策定等を勧告している。また、

新型コロナウイルス感染症が失業保険の財政に与えた影響に係る検査を実施し、長期的な

財政見通しの策定を勧告している。 
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略語集 

略語 正式名称（原語） 正式名称（和文） 国 

AA Agentur für Arbeit 雇用機関 独 

Alg Arbeitslosengeld 失業給付 独 

ANCT 
Agence nationale de la cohésion des 

territoires 
国家地域統合庁 仏 

ARE Allocation d'aide au retour a l'emploi 雇用復帰支援手当 仏 

ARPA American Rescue Plan Act 米国経済救済計画法 米 

ARRA American Recovery and Reinvestment Act 米国再生・再投資法 米 

AsA Assistierte Ausbildung アシスト付き養成訓練  独 

ASP Agence de services et de paiement サービス支払機関 仏 

ASS Allocation de solidarité spécifique 特別連帯手当 仏 

BA Bundesministerium für Arbeit und Soziales 連邦雇用庁 独 

BBiG Berufsbildungsgesetz 職業教育訓練法 独 

BEIS 
Department for Business, Energy and 

Industrial strategy 

ビジネス・エネルギー・

産業戦略省 
英 

BHO Bundeshaushaltsordnung 連邦予算法 独 

BIBB Das Bundesinstitut für Berufsbildung 職業教育訓練研究機構 独 

BIS 
Department for Business, Innovation and 

Skills 

ビジネス・イノベーショ

ン・技能省 
英 

BMAS Bundesministerium für Arbeit und Soziales 連邦労働社会省 独 

BMBF 
Bundesministerium für Bildung und 

Forschung 
連邦教育研究省 独 

BRH Bundesrechnungshof ドイツ連邦会計検査院 独 

CARES 
Coronavirus Aid, Relief, and Economic 

Security Act 

コロナウイルス支援・救

済・経済保障法 
米 

CDC Cour des Comptes フランス会計検査院 仏 

CDD 

senior 
Contrat à durée déterminée pour les seniors シニア向け有期契約 仏 

CEJ Contrat d'Engagement Jeune 若年者雇用契約 仏 

CÉP Conseil en évolution professionnelle 
キャリアアップカウンセ

リング 
仏 

CFA Centre de formation d’apprentissage 見習い訓練センター 仏 

CFDA Catalog of Federal Domestic Assistance 連邦国内補助金一覧 米 

CJRS Coronavirus Job Retention Scheme 
コロナウイルス雇用支援

企画 
英 

CPF Compte personnel de formation 職業訓練個人口座 仏 

CSP Contrat de sécurisation professionnelle 職業安定化契約 仏 

Dares 
Direction de l’animation de la recherche, des 

études et des statistiques 

（労働省）調査・研究・

統計局 
仏 

DCMS 
Department for Digital, Culture, Media and 

Sport 

デジタル・文化・メディ

ア・スポーツ省 
英 

DfE  Department for Education 教育省 英 

DGEFP 
Délégation générale à l’emploi et à la 

formation professionnelle 

（労働省）雇用・職業訓

練一般代表団 
仏 

DGT Direction générale du travail （労働省）労働総局 仏 
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略語 正式名称（原語） 正式名称（和文） 国 

DLUHC 
Department for Levelling Up, Housing and 

Communities 
住宅・コミュニティ省 英 

DOL Department of Labor （連邦）労働省 米 

DREETS 
Directions régionales de l’économie, de 

l’emploi, du travail et des solidarités 

経済・雇用・労働・連帯

地域圏局 
仏 

DWP Department for Work and Pensions 労働年金省 英 

EEOC Equal Employment Opportunity Commission 雇用機会均等委員会 米 

EMA Education Maintenance Allowance 教育継続手当 英 

EQ Einstiegsqualifizierung:  
職業養成訓練志願者のた

めの準備訓練 
独 

ESA Employment and Support Allowance 雇用支援手当 英 

ESFA Education and Skills Funding Agency 教育技能資金庁 英 

ETA Employment and Training Administration 
（連邦労働省）雇用訓練

局 
米 

FLSA Fair Labor Standards Act 公正労働基準法 米 

FRAIMS 
Fraud Referral and Intervention Management 

System 

不正照会及び処置管理シ

ステム 
英 

GAO Government Accountability Office アメリカ会計検査院 米 

GSCE General Certificate of Secondary Education 中等教育修了一般資格 英 

HdBA Hochschule der Bundesagentur für Arbeit 連邦雇用庁大学校 独 

HM HM Treasury 財務省 英 

HMRC Her Majesty’s Revenue and Customs 歳入関税庁 英 

IAE Insertion par l'activité économique 
経済活動を通じた社会参

入支援 
仏 

IPA Infrastructure and Projects Authority 
インフラ・プロジェクト

庁 
英 

JSA Jobseeker’s Allowance 求職者手当 英 

NAO National Audit Office イギリス会計検査院 英 

NQF National Qualification Framework 全国資格枠組み 英 

NVQ National Vocational Qualification 全国職業資格 英 

OBR Office for Budget Responsibility 予算責任局 英 

OETH 
Obligation d'emploi des travailleurs 

handicapés 
障害者雇用義務 仏 

Ofqual 
The Office of Qualifications and 

Examinations Regulation 
資格・試験監査機関 英 

Ofsted Office for Standards in Education 教育水準局 英 

OPCO Opérateurs de compétences 能力開発実施機構 仏 

OPM U.S. Office of Personnel Management 連邦人事管理庁 米 

OQ Occupational Qualifications 職種資格 英 

PACEA 
Parcours contractualisé d'accompagnement 

vers l'emploi et l'autonomie 

雇用と自立に向けた支援

コース 
仏 

PEC Parcours emploi compétences 雇用能力経路 仏 

Perkins V 
Strengthening Career and Technical 

Education for the 21st Century Act 

第 5次パーキンス職業教

育法 
米 



 

10 

 

略語 正式名称（原語） 正式名称（和文） 国 

PEUC 
Pandemic Emergency Unemployment 

Compensation 

パンデミック緊急失業補

償 
米 

PIC Plan d'investissement dans les compétences 能力開発投資計画 仏 

PIP Personal Independence Payment 自立支援給付 英 

PTP Projet de transition profennelle 職業移行計画 仏 

PUA Pandemic Unemployment Assistance パンデミック失業支援 米 

QCF Qualifications and Credit Framework 資格単位枠組み 英 

QPV Quartiers prioritaires de la politique de la ville 都市部の重点地区 仏 

RESEA 
Reemployment Services and Eligibility 

Assessment 
再就職支援・適格性評価 米 

SEISS Self-Employment Income Support Scheme 自営業者支援計画 英 

SFA Skills Funding Agency 技能資金提供機関 英 

SGB Sozialgesetzbuch 社会法典 独 

TFFF 

Temporary Full Federal Funding of the First 

Week of Compensable Regular 

Unemployment for States with No Waiting 

Week 

無待機失業給付に関する

連邦から州への還付措置 
米 

UC Universal Credit 
ユニバーサル・クレジッ

ト 
英 

VerBIS 
Vermittlungs-, Beratungs- und 

Informationssystem 

職業紹介・カウンセリン

グ・情報システム 
独 

VRQ Vocationally Related Qualifications 職業関連資格 英 

WIOA Workforce Innovation and Opportunity Act 労働力革新機会法 米 

 

注）米：アメリカ、英：イギリス、独：ドイツ、仏：フランス 
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第 1 章 欧米主要国の労働施策の概要 

第 1 節 アメリカにおける労働施策の概要 

アメリカにおいて労働施策を所管するのは、連邦労働省（Department of Labor：DOL）の

雇用訓練局（Employment and Training Administration：ETA）であるが、実際の雇用対策や職

業訓練等を主に担っているのは州政府である。連邦政府は連邦法に基づく指示・監督、連

邦助成金予算の配分、技術的援助を行っている。 

雇用対策や教育訓練（職業訓練）を規定しているのは、2014 年に制定された労働力革新

機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act: WIOA）である。WIOAは、1998年に制定

された労働力投資法（Workforce Investment Act：WIA）を全面的に改定したものであり、こ

の労働力投資法には、1933 年に制定されたワグナー・ペイザー法（Wagner-Peyser Act）と

1982 年に制定された職業訓練パートナーシップ法（Job Training Partnership Act）からの 2つ

の流れがある。前者は、ニューディール政策の下で職業紹介を行う雇用サービス事務所

（employment service office）を各州に配置することを定めており、現在も有効な法律であ

る。後者は、未熟練者や若年者等の不利な立場にある者に対して職業訓練を提供すること

を規定しており、WIA の制定に伴い廃止された。 

6(. では、各州・地域に労働力開発委員会（6ÖÙÒÍÖÙÊÌɯ#ÌÝÌÓÖ×ÔÌÕÛɯ!ÖÈÙËȯɯ6#!）

を創設することが定められており、求職者がƕか所で、職業紹介、失業保険、教育･職業訓

練情報、貧困家庭一時扶助（3ÌÔ×ÖÙÈÙàɯ ÚÚÐÚÛÈÕÊÌɯÍÖÙɯ-ÌÌËàɯ%ÈÔÐÓÐÌÚȯɯ3 -%）などの包括

的就業支援サービスを受けられるワンストップ・センター（.ÕÌɪÚÛÖ×ɯ"ÌÕÛÌÙ）1を設置す

ることが進められている。 

一方、失業保険（雇用保険）については連邦の定める一定の要件に基づいて、各州が独

自のプログラムを管理運営している。 

 

主な労働施策の概要について図表 1-1に示す。 

 

図表 1-1 アメリカの主な労働施策 

 施策名 

雇用対策 〇労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act: WIOA） 

・雇用機会税額控除（Work Opportunity Tax Credit: WOTC） 

・若年者向け雇用対策（ジョブコア、労働力革新機会法若年プログラム

等） 

・高齢者向け雇用対策（高齢者地域社会サービス雇用事業等） 

・障害者向け雇用対策 

失業保険 

雇用保険 

〇連邦失業保険 

〇時間短縮補償 

最低賃金 1938年公正労働基準法（Fair Labor Standards Act of 1938） 

・最低賃金制度 

・最低賃金未満プログラム 

 
1 全米で約 2,300か所存在する。労働省では、American Job Centerの呼称を用いることを推奨している。 
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教育訓練 〇労働力革新機会法プログラム 

〇養成訓練制度（Apprenticeship） 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

 

図表 1-2 アメリカの労働関係のデータ 

人口 338百万人（2022年） 

労働力人口 161百万人（2022年） 

就業者数 158百万人（2022年） 

失業率 合計 3.6％（2022年） 

 

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳～ 

8.1％ 3.9％ 2.9％ 2.4％ 2.5％ 3.0％ 
 

労働市場政

策への公的

支出 

合計 2.34％（対 GDP比、2020年度） 

 

【積極的措置】 ：1.39％ 

公共職業

サービス 

職業訓練 雇用イン

センティ

ブ 

保護及び

援助雇用

とリハビ

リテーシ

ョン 

直接的雇

用創出 

創業イン

センティ

ブ 

0.02％ 0.07％ 1.25％ 0.03％ 0.00％ 0.00％ 

 

【消極的措置】 ：0.96％ 

失業者等

への所得

の補助・

支援 

早期退職 

0.96％ 0.00％ 
 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（１） 雇用対策2 

雇用対策としては、不利な立場におかれがちな集団の就労を支援するための政府からの

助成、若年層・高齢者・障害者に対する就職支援や能力開発を実施している。州政府や地

方自治体が実施し、連邦政府が助成する仕組みとなっているものが多い。 

各州では、労働担当部局（カリフォルニア州労使関係省・ニューヨーク州労働省等）が

州独自の雇用対策等の施策、雇用対策・職業訓練に係る実務を担っている。 

 以下に、主な連邦プログラム、連邦助成プログラムを記す。 

 

ア 雇用機会税額控除（Work Opportunity Tax Credit：WOTC） 

就業が困難な集団に属する求職者を雇い入れた雇用主に対し、法人税の控除を行う連邦

政府のプログラムである。対象となるのは以下のいずれかに属する者を 2025 年 12 月末ま

でに雇用した雇用主であり、対象によって税額控除額は異なる。 

 

図表 1-3 雇用機会税額控除の内容 

 年間労働時間 

400時間以上 120 時間以上

400時間未満 

貧困家庭一時扶助（TANF）の長期受給者 1年目 10,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

10,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

2年目 10,000 ドルまで

の賃金の 50％ 

なし 

過去 18か月中 9か月以上 TANFを受給 1年目 6,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

6,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

退 役

軍人 

補足的栄養支援受給者 1年目 6,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

6,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

軍務中に障害を負い退役 1年以内 1年目 12,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

12,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

軍務中に障害を負い過去 1 年で 6 か

月以上失業 

1年目 24,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

24,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

過去 1年で 4週間以上 6か月以内失

業 

1年目 6,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

6,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

過去 1年で 6か月以上失業 1年目 14,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

14,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

元重罪犯人 1年目 

6,000ドルまで

の賃金の 40％ 

6,000ドルまで

の賃金の 25％ 

18～39歳で指定地域（注）に住む者 1年目 

障害があり、当局認定リハビリプログラム

の修了者 

1年目 

16・17 歳で指定地域（注）に住み、夏期に

働く者 

1年目 3,000 ドルまで

の賃金の 40％ 

3,000 ドルまで

の賃金の 25％ 

18～39歳で補足的栄養支援受給者 1年目 6,000ドルまで 6,000ドルまで

 
2 ここでは、厚生労働省（2023）「2022年 海外情勢報告」をベースに、米国労働省雇用訓練局プログラ

ム情報により、最新の情報・データを補った。 

https://www.dol.gov/agencies/eta、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
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補足的所得保障受給者 1年目 の賃金の 40％ の賃金の 25％ 

失業保険受給者又は受給していた者で 27 週

以上失業 

1年目 

（注）：エンパワーメントゾーン（Empowerment Zone）または農村再生郡に指定された地域 

出所：厚生労働省（2023）『2022年 海外情勢報告』 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei_hakusho/kaigai23.html、最終アクセス日 2025年 1月 15日）、労働省ウェ

ブサイト（https://www.irs.gov/businesses/small-businesses-self-employed/work-opportunity-tax-credit 、最終アク

セス日 2025年 1月 20日） 

 

図表 1-4 年度別雇用機会税額控除の認証件数の推移（州別認証件数の合計） 

単位：認証件数 

 

出所：労働省ウェブサイト  （https://www.dol.gov/、最終アクセス日 2025年 1月 20日） 

 

なお、州労働力機関（State Workforce Agencies）は、雇用機会税額控除の運営を行うため

に、連邦政府から 1848万 5000ドル（2022年度の場合）の支援金を受けている。 

 

イ 若年者向け雇用対策 

（ア） ジョブコア（Job Corps） 

社会的に不利な立場にある青少年等に対し合宿訓練を実施し、規律と技能・知識を習得

させつつ、教育・職業訓練を実施する連邦プログラムである。 

 

（イ） 労働力革新機会法若年プログラム 

就職が困難な者のニーズに沿った各種就職や進学のための支援を実施する。ワンストッ

プ・センターと連携した地方公共団体で実施される。連邦が助成し、州・地方が実施する

プログラムである。 

https://www.irs.gov/businesses/small-businesses-self-employed/work-opportunity-tax-credit
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（ウ） ユース・ビルド（Youth Build） 

高校を中退した若者に対して地域レベルで行われるプログラムである。連邦予算により

労働力開発委員会（Workforce Development Board: WDB）が実施する。連邦が助成し、州・

地方が実施する。 

WDBは、州における就職訓練、訓練計画を策定する。なお、州内各地域において労働力

開発委員会が設置され、当該委員会は州政府の労働力開発委員会の計画に基づき各地域に

応じたプログラムの管理運営を実施する。 

 

（エ） 若年者向け養成訓練（Youth Apprenticeship） 

16～24 歳の若年者を対象に、登録養成訓練の事前プログラム等を実施する。連邦が助成

し、州・地方が実施する。 

 

ウ 高齢者向け雇用対策（高齢者地域社会サービス雇用事業（Senior Community Service 

Employment Program: SCSEP）） 

1965年米国高齢者法（Older American Act of 1965）第 5編に基づき、連邦政府・州・地方

政府から指定を受けた非営利団体が、一定の条件を満たす高齢者を雇い入れ、就業体験と

OJTの機会を提供する。連邦が助成し、州・地方・非営利団体等が実施する。 

 

エ 障害者向け雇用対策 

1973 年リハビリテーション法に基づき、各州は、州政府内に職業リハビリテーション局

を設置しており、教育省からの財政支援が行われている。 

また、労働力革新機会法により、各州の職業リハビリテーション局では、「就職前移行

サービス（pre-employment transition services）」を障害のあるすべての学生に提供することが

求められている。 

 

オ 実施体制 

求職者が１か所で職業紹介、失業保険、教育・職業訓練情報、貧困家庭一時扶助等のサ

ービスを受けることができるよう、連邦政府の指導のもと各州ではワンストップ・センタ

ー（One-stop Center。名称は様々だが、労働省では American Job Centerの呼称を推奨してい

る）の整備が進められている。州の財源によって運営されるが、連邦政府より助成金が支

給されており、全米で、約 2,300か所設置されている。 

ワンストップ・センターで提供する支援プログラムには、以下のものがある。 
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図表 1-5 ワンストップ・センターで提供する支援プログラム 

連邦担当省 支援プログラム 根拠法 

労働省 職業紹介サービス ワグナー・ペイザー法 

福祉から就労（Welfare-to-Work）補助

金 

社会保障法 

高齢者の雇用のための訓練プログラム 1965年米国高齢者法 

貿易調整支援（輸入増加又は製造現場

の海外への移転等の影響で失業した労

働者への支援） 

1974年貿易法 

退役軍人に対する就労支援プログラム 合衆国法典第 38編第 41章 

失業保険プログラム 州法 

教育省 成人教育及びリテラシー活動 WIOA法 

職業リハビリテーションサービス（障

害者に対する職業教育） 

1973年リハビリテーション法 

職業・技術訓練への補助金プログラム 2006 年カール・D・パーキン

ス職業技術教育法 

保健福祉省 コミュニティサービスに対する包括的

補助金 

コミュニティサービスに対す

る包括的補助金法 

住宅都市開発省 雇用訓練活動 － 

出所：原田圭子（2017）「労働力の革新及び機会に関する法律－アメリカにおける就業支援の取組－」『外

国の立法 271』を基に、その後の情勢を踏まえ一部修正 

 

 

（２） 失業保険（雇用保険）3 

ア 失業保険（Unemployment Insurance） 

連邦失業税法のもと、各州が同法で定められた一定の要件（給付の対象者、給付期間、

給付額等について連邦政府が各州の最低基準を設定）に基づいて、独自のプログラムを管

理運営している。 

保険料については、連邦失業税と州失業税の 2 つからなり、双方の財源を事業主が負担

する。3つの州を除き、被用者負担はない。 

被保険者は州失業税を支払う事業主に雇われる者である。多くの州が連邦失業税の課税

対象（暦年のいずれかの四半期における賃金支払総額が 1,500ドル以上、又は 1人以上の労

働者を暦年で 20週以上雇用する事業主）を州失業保険制度の対象事業主としている。 

受給要件は州毎に異なるが、一般的には事業主都合で解雇され、求職中の就労可能な失

業者である。 

給付水準も州ごとに異なるが、全米平均給付額は週 401.44ドル（2022年）となっている。 

失業保険制度の概要は、以下のとおりである。 

 

 

 

 
3 ここでは、厚生労働省（2023）「2022年 海外情勢報告」をベースに、米国労働省雇用訓練局の失業保

険ウェブサイト（https://oui.doleta.gov/unemploy/、最終アクセス日 2025年 1月 20日）により、最新の情

報・データを補った。 
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図表 1-6 失業保険制度 

名称 失業保険（Unemployment Insurance） 

根拠法 連邦失業税法（Federal Unemployment Tax Act）、社会保障法（Social Security 

Act）第 3 編・第 9 編・第 12 編及び各州法 

運営主体 州政府が主体となって運営し、連邦労働省雇用訓練局（Employment and 

Training Administration）が監督を行っている。 

被保険者
資格 

●対象事業主： 

州により異なるが、連邦失業税の対象となる者は州の失業保険税を支払う
ことにより、原則として連邦失業税の 5.4%分が控除されるため、多くの州
では連邦失業税の対象事業主（①当該年又は前年のいずれかの四半期に合計
1,500 ドル以上の賃金を支払ったか、②1 人以上の労働者を暦年で 20 週以上
雇用する事業主）を州の失業保険制度の対象事業主としている。 

なお、連邦失業税法では、州・地方政府、一部の非営利団体（内国歳入法
Sec.503（c）にて規定されている連邦法人所得税の免税・寄付税制上の優遇
措置などの対象となる免税（Exempted）非営利公益法人）、インディアンの

部族等を州失業保険制度の対象とすることを義務付けている 。 

●対象労働者： 

州の失業保険税を支払っている事業主に雇われている者で、大部分の州で
役員も含む。入職時の「被保険者」届出等は特になく、受給要件に事後的に
該当すれば受給できる。 

受給要件 被保険者

期間等 

離職前の 5四半期中の最初の 4四半期を算定期間とし、そのう

ちの 2 四半期以上について賃金の支払いを受けており、賃金が
一定額以上等の要件を満たすこととされている。期間の条件に
ついては、多くの州で、直近 4 四半期間など、別の算定期間内
で一定の雇用期間及び賃金の支払いがあれば受給を認めてい
る。 

州が設定している賃金等の条件としては、大きく分けて以下

の 4 種類がある。①算定期間中最も高い賃金を得た四半期の賃
金（High-Quarter Wages: HQW）が一定額以上であり、かつ算定
期間の総賃金が HQWの一定倍率（1.5 倍の州が多い）以上であ
ること、②算定期間中の総賃金が週当たり給付額の一定倍率以
上であること、③算定期間中の総賃金が一定額以上であるこ
と、④労働時間が一定時間以上であること。 

離職理由 懲戒解雇又は自己都合でないこと。ただし、自己都合であっ
ても正当な理由があると認められれば受給が認められる。 

その他 求職の能力及び意欲があること。 

給 付 期

間、水準 

●給付期間： 

特に連邦法上での定めはなく、州ごとに上限は 12 週～30 週と異なるが、
大部分の州で 26 週を上限としている。失業率が一定水準より高い場合には
延長給付（extended benefits）が 13 週間、州によっては 20 週間追加で支給さ
れることとされている。 

経済対策として、特別法に基づき連邦政府の補助により給付期間の延長が
行われる場合がある。（この場合、延長給付も支給対象となる者の場合は、

特別措置から優先して支給が行われ、その後延長給付が支給される。） 

●給付水準： 

州ごとに異なる。週当たり給付額の算定方法として、大きく分けて以下の
4 種類が用いられている。また、週当たり給付額の最低額と最高額が定めら
れている。 

①算定期間中最も高い賃金を得た四半期の賃金（High-Quarter Wages: 
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HQW）に基づき算定。 

②複数の四半期の賃金平均に基づいて算定。 

③算定期間の総賃金額に基づいて算定。 

④算定期間の平均週賃金に基づいて算定。 

一部の州では扶養者がいる場合増額される。全米の平均給付額は週 401.44 

ドル（2022年）。 

●待機期間： 

州により異なるが 0～1 週間。 

財源 保険料 ●各州の失業保険税： 

3 州を除き、事業主のみに課される。各州の失業保険税率は
州ごとに異なり、かつ、給付実績・レイオフ実績等に応じて事

業所ごとに異なる。また、課税対象となる賃金の上限は各州に
より異なる（年 7,000～67,600 ドル、2023 年）。州失業保険税の
全米平均税率は、課税対象賃金の 1.74%、賃金総額の 0.41%

（2022年、推計値）である。 

●連邦失業税： 

事業主のみに課される。各暦年における年間賃金のうち 7,000 

ドルを超えない部分の 6.0%。ただし、州の失業保険税を期日ま
でに納めている場合には原則として（適用される州の失業保険
税率に関わらず）5.4%が控除されるため、通常は 0.6%となる。
ただし、州の失業保険基金が枯渇し連邦政府から借入れを行っ
ている場合で、①1 月 1 日に借入残高がある状態が 2 回以上続
き、②2 年目の 11 月 10 日に借入残高がある場合、連邦失業保険

税の控除は毎年 0.3 パーセントポイントずつ減らされる。2023 

年においては、カリフォルニア及びニューヨークで 0.6%、バー
ジン諸島で 3.9%減らされている。 

連邦失業税は①失業保険に関する連邦・州政府の事務費、②
ワグナー･ペイザー法（Wagner-Peyser Act）に基づく公共職業紹
介サービス及び退役軍人向け職業紹介・訓練等の運営費、③延
長給付（extended benefits）の連邦負担（給付額の 50%）、④州の
失業保険基金が枯渇した場合の貸出、の財源として用いられて
いる。 

公費負担 特別法により給付期間の延長がされた場合、その部分の給付。 

実績 受給者数 4,362,721人（2022 年中に失業保険の初回の給付を受けた者） 

支給総額 218 億 5,233.7 万ドル（2022 年） 

基金残高 各州により基金が積み立てられている。基金残高の各州計は
558 億 7,461.7 万ドル（2022 年末）。 

一部の州では基金が枯渇しており、連邦政府から資金を借り
入れている。連邦政府からの借入額の各州計は 281 億 1,139.5 万

ドル（2022 年末）。 

出所：厚生労働省（2023）『2022年 海外情勢報告』 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei_hakusho/kaigai23.html、最終アクセス日 2025年 1月 15日）  

 

連邦政府の労働関連（雇用訓練局）の予算のうち大半が失業保険関連の予算である。 

州政府への支援に関しては、State Unemployment Insurance and Employment Service 

Operations（SUIESO）が設けられており、そこから失業対策・雇用関連施策への支援がな

されている。こちらも大半の予算が失業保険関連である。 
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図表 1-7 失業保険給付総額の推移（暦年、単位：百万ドル） 

年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

給付総額 27,484 27,289 143,425 44,249 24,249 32,664 

注：2020年の給付額が突出しているのは、パンデミック関連の失業給付が大きかったため。 

出所：米国労働省雇用訓練局の失業保険ウェブサイト https://oui.doleta.gov/unemploy/、最終アクセス日

2025年 1月 20日） 

 

イ 時間短縮補償（Short-Time Compensation：STC） 

29 州およびワシントン DC の失業保険制度において実施されている。事業主がレイオフ

（一時解雇）に代わり従業員の労働時間を短縮する場合、一定額の失業給付を支払う。 

 

 

（３） 最低賃金制度・最低賃金未満プログラム（Subminimum Wage） 

ア 最低賃金（Minimum Wage）4 

連邦最低賃金の規定は、1938年公正労働基準法（Fair Labor Standards Act of 1938：FLSA）

に含まれており、FLSA の適用を受ける雇用主は、連邦最低賃金以上の賃金を支払わなけ

ればならない5。連邦最低賃金は、2009年 7月 24日より時給 7.25ドルとなっている。 

サービス業で一定額以上（月 30 ドル以上）のチップを受ける労働者の場合、チップの額

と賃金の合計が時給 7.25 ドル以上かつ賃金としては時給 2.13 ドル以上を支払わなければな

らない。 

また、2014 年 2 月の大統領令（Executive Order）13658 号及び 2021 年 4 月の大統領令

14026 号により、連邦政府と契約する事業者に対しては、より高い最低賃金が設けられて

いる。 

 

 

図表 1-8 連邦政府と契約する事業者に課せられる最低賃金（時給、ドル） 

 2021 2022 2023 2024 

2022年 1月 30日以降に新たに契約又は更

新した場合の最低賃金 

－ 15.00 16.20 17.20 

出所：連邦労働省 

 

なお、管理職、専門職には最低賃金制度の適用除外となるホワイトカラー・エグゼンプ

ション（exemption）がある。 

 
4 最低賃金制度ウェブサイト 

https://www.dol.gov/agencies/whd/minimum-wage、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
5 通常の雇用主は FLSAの適用を受けるが、FLSAで定める最低賃金や時間外労働、児童労働規定の適用を

受けない職種が一部あり、これらの従業員を雇用している雇用主は、FLSAの適用除外となる。具体的な

職種としては、小売店またはサービス業の委託販売員、コンピュータ専門家、小規模農場で雇われる農作

業員、航空会社従業員、新聞配達員、障害を持つ労働者等である。このうち、障害を持つ労働者に適用で

きるのが、「イ．最低賃金未満プログラム」である。 
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多くの州においても最低賃金法があり、州の最低賃金制度は、連邦最低賃金よりも厳し

い基準（高い水準）で設定されている場合が多く、30 州及びワシントン DC では、連邦最

低賃金よりも高い水準の最低賃金が定められている。なお、18 州では、物価スライドによ

り、毎年最低賃金を改定している。 

 

イ 最低賃金未満プログラム（Subminimum Wage）6 

公正労働基準法（FLSA）第 14（c）条は、特定の個人を最低賃金未満の賃金で雇用する

ことを認めている。対象となるのは、職業教育学生、小売業やサービス業、農業、高等教

育機関で雇用されるフルタイムの学生等である。また、年齢や怪我に関連するものを含め、

身体的または精神的な障害によって、仕事に対する稼得能力または生産能力が損なわれて

いる個人も対象となる。最低賃金を下回る雇用は、雇用機会の縮小を防ぐために認められ

ているが、このような雇用は、労働省賃金労働課（Wage and Hour Division）が発行する証

明書の下でのみ許可される。 

なお、2014年労働力革新機会法（WIOA）は 1973年リハビリテーション法を改正したが、

その目的の一つは「著しい障害を持つ個人を含む障害を持つ個人の競争力のある統合的雇

用の機会を最大化すること（to maximize opportunities for individuals with disabilities, including 

individuals with significant disabilities, for competitive integrated employment）」であった。これ

は、障害を持つ労働者が障害を持たない労働者と共に、統合的な雇用環境の下で、競争力

のある賃金を得ることを可能にすることである。 

 

 

（４） 教育訓練・職業訓練7 

教育訓練・職業訓練は、各州の労働力開発委員会（WDB）を中心として、各州・地域が

担っている。 

 

ア 労働力革新機会法プログラムによる職業能力開発 

プログラムとして、成人向け、非自発的離職者向け、若年者向けプログラムを提供する

ことが義務づけられており、対象者のニーズに沿った就職や進学のための各種支援に対し、

連邦政府から財政支援が行われる。 

 各プログラムの概略については、本章第 1節（1）イ、ウ、エを参照されたい。 

 

イ 養成訓練制度（Apprenticeship） 

OJT とそれに関連した職場外での教育を組み合わせた教育訓練を行うことにより、専門

 
6 最低賃金未満プログラムウェブサイト 

 https://www.dol.gov/agencies/whd/special-employment、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
7 対象者別やトピック別のプログラムが労働省の下記の「職業訓練（Training）」ウェブサイトに取りまと

められている。 

https://www.dol.gov/general/topic/training、最終アクセス日 2025年 1月 20日 



 

21 

 

職労働者及び熟練工を養成することを目指す養成訓練（Apprenticeship）制度で、登録養成

訓練制度（Registered Apprenticeship）と呼ばれている。 

 

連邦労働省雇用訓練局の職業訓練・雇用対策関連プログラムの歳出規模の推移は、以下

のとおりである。 

 

図表 1-9 連邦労働省の職業訓練・雇用対策関連歳出の推移 

 

注：単位は 100万ドル 

出所：連邦労働省 “Fiscal Year 2025 – Department of Labor Budget in Brief” 
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第 2 節 イギリスにおける労働施策の概要 

イギリスにおける社会保障制度は、1911年の国民保険法（National Insurance Act）に始ま

る。国民保険法はドイツのビスマルクの政策である社会保険制度を参考として制定された

もので、健康保険、失業保険を含むものであった。失業保険については、特定の産業部門

に限定して実施されたもので、収入の多寡に関わらず、雇用主・労働者・国がそれぞれ一

定額を拠出するものであった。 

その後、社会保障制度拡充に係る報告書であるベヴァリッジ報告書（Beveridge Report）

が 1942年に策定され、労働分野を含め、包括的な社会保障制度の充実が示された。ベヴァ

リッジ報告に基づく社会保障制度の拡充は、第二次世界大戦後のアトリー政権（労働党）

において実現した。医療費無料化、雇用保険、救貧制度、公営住宅の建設など「ゆりかご

から墓場まで」の社会保障が実現することとなった。 

1970 年代後半になると社会保障制度による財政負担などが経済発展を阻害する状況が目

立ち、「イギリス病」と呼ばれる状況となった。1980 年代のサッチャー政権（保守党）の

成立により、社会保障制度の改革が行われた。労働分野においては、最低賃金法の撤廃が

提案され、サッチャー政権の後継のメージャー政権において廃止された。 

その後は、ブレア政権（労働党）において経済効率と公平性の両立を目指す「第三の道」

が取られ、最低賃金制度の復活などがなされた。 

イギリスにおける労働施策の多くは労働年金省（Department for Work and Pensions：DWP）

が主に実施している。教育訓練に関しては教育省（Department for Education : DfE）が実施

している。また、職業紹介・求職者給付などは公共職業安定機関であるジョブセンター・

プラスが実施している。 

雇用対策に関し、年齢制限を設けないプログラムとしては、健康上の問題や障害をもつ

者などが安定した職につくことを支援するプログラムである、雇用と健康プログラム

（Work and Health programme）、求職者給付等の給付を受けながら働く機会を求職者に与え

るトライアル雇用（Work Trials）などが実施されている。 

失業保険としては、国民保険の納付記録に基づく給付として新求職者手当（New style 

JSA）、長期の疾病や障害、介護などの理由で就労困難な者に対する新雇用支援手当（New 

style ESA）がある。また、求職者や低所得者を対象とした給付として、ユニバーサル・ク

レジット等が設けられている。 

職業教育訓練としては、事業主のニーズに沿うように設計された養成訓練制度

（Apprenticeships programme）がある。職業資格枠組みとしては、レベル付などの枠組みが

定められている。 

 

主な労働施策の概要について、図表 1-10に示す。 
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図表 1-10 イギリスの主な労働施策 

 施策名 

雇用対策 ¶ 一般雇用対策 

雇用と健康プログラム（Work and Health programme） 

トライアル雇用（Work Trials）／等 

¶ 若年者雇用対策（Youth Offer）／等 

（※高齢者雇用対策、障害者雇用対策） 

失業保険 

雇用保険 

¶ 新求職者手当（New style JSA） 

¶ 新雇用支援手当（New style ESA） 

¶ 福祉給付制度（ユニバーサル・クレジット等）／等 

教育訓練 ¶ 養成訓練制度 

¶ 職業資格制度／等 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

図表 1-11 イギリスの労働関係のデータ 

 内容 

人口 6,800万人（2022年） 

労働力人口 3,388.1万人（2022年、16歳以上） 

就業者数 3,268.1万人（2022年、16歳以上） 

失業率 合計 3.5％（2022年、16歳以上） 

 

16～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳～ 

10.4％ 3.1％ 2.4％ 2.2％ 2.8％ 1.9％ 
 

労働市場政

策への公的

支出 

合計 0.53％（対 GDP比、2011年度） 

 

【積極的措置】：0.22％ 

公 共

職 業

サ ー

ビス 

職 業

訓練 

雇 用

イ ン

セ ン

テ ィ

ブ 

保護及び援助雇用と

リハビリテーション 

直 接

的 雇

用 創

出 

創業インセ

ンティブ 

0.19％ 0.01％ 0.01％ 0.00％ 0.01％ 0.00％ 

 

【消極的措置】：0.31％ 

失業者等への

所得の補助・

支援 

早 期

退職 

0.31％ 0.00％ 
 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（１） 雇用対策8 

ア 雇用と健康プログラム（Work and Health Programme） 

プログラム名 雇用と健康プログラム（Work and Health Programme） 

管理運営主体 ジョブセンター・プラス（Jobcentre Plus） 

対象者 イギリスに居住し、以下の条件に該当する者は、プログラムの対

象者となる可能性がある。 

¶ 障害者 

¶ 失業者 

¶ 介護者または元介護者 

¶ ホームレス 

¶ 元軍人 

¶ 軍人予備役の一員 

¶ 軍人または軍人のパートナー 

¶ 児童養護施設出身者 

¶ ギャングの一員、または関与する危険性のある若者 

¶ 難民 

¶ 家庭内暴力の被害者 

¶ 薬物やアルコール依存者 

¶ 元受刑者 

¶ 受刑者 

支援内容 失業者が仕事を見つけ、継続することを支援するプログラムであ

る。具体的には、以下のサポートを受けられる。 

¶ 雇用ニーズの特定 

¶ 技能に合った仕事のマッチング 

¶ 雇用主との連絡 

¶ 長期雇用の獲得 

¶ 就職支援のための訓練 

¶ 健康上の問題の管理 

 

イ トライアル雇用（Work Trials） 

プログラム名 トライアル雇用（Work Trials） 

管理運営主体 ジョブセンター・プラス 

支援内容 ¶ 求職者に提供できる短期間の仕事を指し、仕事への適性を確

認する。求職者は、仕事にボランティアとして参加し、トラ

イアル雇用中も継続して給付を受け取ることができる（賃金

は支払われない）。 

適格要件 トライアル雇用は、以下の条件を満たす必要がある。 

¶ 求職者と仕事の提供者の両者が、求職者がその仕事に適性が

あるかを判断するための方法としてのみ使用されること 

¶ 求職者が唯一の採用候補者である仕事であること 

 
8 ここでは、厚生労働省（2024）『2023年 海外情勢報告』

（https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei_hakusho/kaigai23_00001.html、最終アクセス日 2025年 1月 20日）をベー

スに、GOV.UKウェブサイト（https://www.gov.uk/、最終アクセス日 2025年 1月 20日）情報により、最新

の情報・データを補う。 



 

25 

 

¶ 週 16時間以上、最低 13週間の勤務が必要な仕事であること 

試験期間 トライアル雇用の期間は、開始前に求職者と合意する必要があ

り、以下の条件を満たす必要がある。 

¶ 求職者がその職務に適性があるか判断ができた時点で終了す

ること 

¶ 6か月未満の仕事の場合、5日以内で終了すること 

¶ 6か月以上の仕事の場合、通常は 5日程度で、最大 30日まで

の期間で終了すること 

¶ ジョブセンター・プラスの担当者は、求職者がトライアル雇

用にボランティアとして参加しており、適格要件を満たして

いるか確認する必要がある。 

 

ウ 雇用のための計画（Plan for Jobs） 

COVID-19 パンデミックの影響を受け、2020 年 7 月に雇用維持・就労支援、インフラ整

備等を通じた雇用創出策などに予算を投じる対策を示した。 

 

エ その他の施策の内容 

（ア） 若者向け施策（Youth Offer） 

労働年金省では、限定的な求職活動条件付きのもと、ユニバーサル・クレジットを受給

する 16 歳から 24 歳の若者に対し、新型コロナウイルス感染症のパンデミックが及ぼす失

業の影響を軽減することを目的に、ユース・オファー（Youth Offer）を実施した。 

2015年 4月にユース・オファーは開始され、当初は 18歳から 24歳のユニバーサル・ク

レジット受給者を対象としていたが、2021年 12月 1日からは 16歳に年齢制限を引き下げ

た。 

 

（イ） 高齢者向け施策 

年齢差別是正キャンペーンを 1999年に開始し、ウェブサイト上で政府の年齢差別是正政

策や好事例についての情報を提供している。 

 

（ウ） 障害者向け施策 

ワーク・チョイス・プログラムでは、求職支援、長期継続に関する支援や、参加者の必

要に応じて職業訓練等を任意参加で実施している。 
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（２） 失業保険・雇用保険9 

ア 新求職者手当 

制度名 新求職者手当（New style Jobseeker's Allowance：New style JSA） 

根拠法 求職者法（Jobseekers Act 1995） 

対象者 原則として 18 歳以上、年金受給年齢未満のイギリス居住者（ただし、

16歳及び 17歳の者については例外がある） 

受給要件 1. 職業についていないことまたは収入のある仕事に週平均 16 時間以

上従事していないこと 

2. 就労を行う能力を有し、求職活動を積極的に行い、かつ直ちに就

職し得ること 

3. 過去２～３年間のうち１年間、被用者として国民保険料10を納付し

ていること 

4. パーソナル・アドバイザーとの間で求職者協定を締結し、２週間

に一度ジョブセンター・プラスに来所すること 

5. 現在フルタイムの教育を受けていないこと 

給付水準 16~24歳：週最大 71.70ポンド 

25歳以上：週最大 90.50ポンド 

給付期間 最長 182日（26週） 

財源 一般財源（全額国庫負担） 

実施体制 労働年金省が管理運営し、同省所管のジョブセンター・プラスが給付業

務を担う。 

給付実績 180万 5,000人（2024年 10月） 

出所：GOV.UKウェブサイト https://www.gov.uk/jobseekers -allowance、最終アクセス日2025年1月20日 

 

申請後、開始までに最大７日間、最初の受給までに最大２週間かかる場合がある。最初

の支払いは全額ではない可能性がある。２回目以降は、通常２週間ごとに全額の手当が支

払われる。 

ユニバーサル・クレジットと併用して給付を受ける場合、New style JSA はユニバーサ

ル・クレジットを申請する際の収入としてカウントされ、ユニバーサル・クレジットの手

当が減額される。 

 

イ 新雇用支援手当 

制度名 新雇用支援手当（New style Employment and Support Allowance：New 

style ESA） 

対象者 原則として、年金受給年齢未満。就労に影響する障害または健康状

態に問題を抱えている者。 

受給要件 1. 従業員として働いた経験がある、または自営業者だった者。 

 
9 ここでは、厚生労働省（2024）『2023年 海外情勢報告』

（https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei_hakusho/kaigai23_00001.html、最終アクセス日 2025年 1月 20日）をベー

スに、GOV.UKウェブサイト（https://www.gov.uk/、最終アクセス日 2025年 1月 20日）情報により、最新

の情報・データを補う。 
10 国民保険（National Insurance）は、失業者や就労困難者向けの拠出制手当、公的年金等を含む単一の社

会保険制度。 
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2. 過去２～３年間のうち被用者として国民保険料を納付している

こと（国民保険料控除も含む） 

3. 新型求職者手当、または法定病気手当（Statutory Sick Pay 

（SSP））を受給していない者。 

 

また、収入のある仕事に週平均 16時間以上従事しておらず、週当た

り 183.50ポンド以上の収入がない場合、New style ESAを申請しなが

ら働くことが可能である。 

給付水準 申請の審査中は、13 週間にわたって以下のとおり支給される。審査

に 13週間以上かかる場合は、審査が終了するまで支払われ、未払い

金がある場合は、審査終了後に支給される。 

16~24歳：週最大 71.70ポンド 

25歳以上：週最大 90.50ポンド 

 

New style ESAの受給資格を満たしている場合、以下の２つのグルー

プのいずれかに配置され、それぞれの適用額が支給される。 

将来仕事に復帰できるグループ：週最大 90.50ポンド 

サポートグループ：週最大 138.20ポンド 

出所：GOV.UKウェブサイト https://www.gov.uk/employment -support -allowance、最終アクセス日2025

年1月20日 

 

ユニバーサル・クレジットと併用して給付を受ける場合、ユニバーサル・クレジットの

支払額は、新雇用支援手当の受給額分が減額される。新雇用支援手当は通常、ユニバーサ

ル・クレジットよりも定期的に支払われ、国民年金に補填され、他の給付を受ける際にも

役立つ。 

 

ウ ユニバーサル・クレジット 

（ア） 導入の経緯・背景 

ユニバーサル・クレジット（Universal Credit）は、2013年から段階的に導入されている社

会保障給付制度で、従来の６所得審査型給付制度（求職者手当、雇用支援手当、所得支援

手当（Income Support）、住宅手当（Housing Benefit）、勤労税額控除（Working Tax Credit）、

児童税額控除（Child Tax Credit））を統合したものである。 

2012 年福祉改革法（Welfare Reform Act 2012）によって、主に社会保障制度の簡素化と就

労インセンティブの強化、納税者と社会保障サービスの受給者の間における公平性の担保、

貯蓄推進、社会保障制度への依存の軽減と貧困の緩和などを目的とし、保守党が「時代錯

誤の社会保障制度（legacy benefits）」と位置付ける所得要件付き給付を統合するものである
11。 

 

（イ） 財政規模 

ユニバーサル・クレジットの受給世帯数は 2023年 11月時点で 480万世帯である。また

 
11 土橋康人（2013）「英国におけるユニバーサル・クレジット（Universal Credit）の導入Ⅰ」 

https://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/data/pdf/sh20040411.pdf、最終アクセス日 2025年 1月 20日 



 

28 

 

2022年度の支給総額は 412億ポンドである。 

 

（ウ） 施策の内容 

a 対象・適用要件 

ユニバーサル・クレジットは以下の条件に全て当てはまる者が受け取ることができる。 

 ̧ 低所得者もしくは失業者であること 

 ̧ 原則として 18歳以上であること12 

 ̧ 公的年金受給年齢に到達していないこと 

 ̧ 世帯の金融資産が 16,000ポンド以下であること 

 ̧ イギリスに在住していること 

出所：GOV.UKウェブサイト https://www.gov.uk/universal-credit/eligibility、最終アクセス日2025年1月20日 

 

なお、配偶者（シビルパートナーを含む）と同居する場合には、共同で請求することが

必要である。この場合、夫婦の一方が公的年金受給年齢に達した場合であっても、いずれ

かが達していなければユニバーサル・クレジットの請求が可能である。ただし、一方が公

的年金を受給している場合には、ユニバーサル・クレジットを請求することで公的年金の

支給が停止される。 

口座番号や所得情報等と共に歳入関税庁（His Majesty’s Revenue and Customs：HMRC）対

して申請を行って初めてユニバーサル・クレジットを受給することができるようになる。

職を得た場合など状況の変化が起きた場合には、その都度各自のユニバーサル・クレジッ

トのアカウントを使って報告する必要がある。 

 

b 給付額 

ユニバーサル・クレジットでは、標準手当と各種加算（子ども、障害および健康状態、

重度障害者の介護者、住宅）から給付額が設定されているが、月々の収入が一定の水準を

超えると、その閾値を超過した収入額に応じて一定割合で減額される。 

 

ユニバーサル・クレジットの最大受給額（標準手当＋各種加算）－所得等に基づく減額 

 

（３） 職業教育訓練 

職業教育訓練施策は、教育省の教育技能資金庁（Education and Skills Funding Agency）お

よび地方自治体が、実施管理と予算配分を担っている。また、職業資格枠組みにおける資

格・評価を行う機関として資格・試験監査機関（.ÍÍÐÊÌɯÖÍɯ0ÜÈÓÐÍÐÊÈÛÐÖÕÚɯÈÕËɯ$ßÈÔÐÕÈÛÐÖÕÚɯ

1ÌÎÜÓÈÛÐÖÕɯȯɯ.ÍØÜÈÓ）が設けられている。 

 

 
12 健康状態に問題がある場合、介護を行っている場合、扶養する子どもがいる場合、妊娠中である場合、

親の扶養を受けていない場合等には、16歳又は 17歳の者も受給資格がある。 
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ア 養成訓練制度13 

制度名 養成訓練制度（Apprenticeships programme） 

管理運営主体 教育技能資金庁（Education and Skills Funding Agency） 

受給対象者 16歳以上で、全日制教育を受けていないイギリス居住者 

職務内容 養成訓練制度は、仕事における実践的な訓練と勉強を組み合わせた

ものであり、見習いとして以下の内容が含まれる。 

¶ 従業員として賃金を得て、有給休暇を取得する 

¶ 経験豊富な職員とともに働く 

¶ 職務に特化したスキルを身に付ける 

職務に関する訓練や学習のための時間を確保する（通常の労働時間

の少なくとも 20%） 

賃金 年齢や期間に応じて異なり、全国最低賃金を受け取る権利がある。 

¶ 16歳から 18歳：1時間あたり 6.40ポンド 

¶ 19歳以上で 1年目：1時間あたり 6.40ポンド 

19歳以上で 2年目以降：年齢に応じた全国最低賃金 

教育水準 養成訓練制度には、同等の教育水準がある。一部の養成訓練制度で

は、卒業証書など追加の資格が付与される場合もある。 

 

 レベル 相当する教育水準 

中 級

（Intermediate） 

2 GCSE（義務教育修了（中学校卒

業程度）） 

上 級

（Advanced） 

3 A level（大学入学資格（高等学校

卒業程度）） 

高等（Higher） 4,5,6,7 基礎学位（短期大学や専門学校卒

業程度）およびそれ以上 

学位（Degree） 6,7 学士号または修士号 
¶  

訓練期間 ¶ レベルに応じて、修了までに 1年から 5年かかる。 

職務経験等 職務に関する経験がある場合、制度を始める前に本人と雇用者で合

意が取れれば、訓練期間を短縮したり、早期に資格を取得したりす

ることが可能である。これには、以下の資格等が含まれる。 

¶ 関連分野の全国職業資格（National Vocational Qualification：

NVQ）などの資格 

¶ 業界や分野での実務経験 

ITコースなどのトレーニング修了 

出所：GOV.UKウェブサイト（https://www.gov.uk/become -apprentice  、最終アクセス日2025年1月20

日） 

 

 
13 ここでは、JILPT（2009）「イギリスの公共職業教育訓練」

（https://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2009_6/england.html、最終アクセス日 2025年 1月 20日）をベー

スに、GOV.UKウェブサイト情報により、最新の情報・データを補っている。 
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（ア） 施策の内容14 

a 若年者向け施策 

イギリスでは就職前の若年者を対象とした職業教育訓練が重視されている。 

養成訓練制度は、事業主の下で働きながら訓練を受け、政府が示す認定基準に沿って資

格授与機関の認定を受けた教育訓練提供者の下で資格取得やスキル習得などを目指す。座

学による職業知識の習得と職場での実務により、労働者のスキルと雇用者側が求めるスキ

ルとのギャップを埋めることが期待されている。16～24 歳を対象に、取得目標とする全国

職業資格（National Vocational Qualification : NVQ）のレベルに応じて、養成訓練制度と上級

養成訓練制度（Advanced Apprenticeship）の 2つのレベルが用意されているほか、より若年

層の 14～16歳を対象とする若年養成訓練制度（Young Apprenticeships）がある。 

雇用されていない場合には賃金の代わりに政府から教育継続手当（Education Maintenance 

Allowance：EMA）を受けとることができる。 

 

b 在職者向け施策 

在職者を対象とした職業訓練としては、企業主導で行われる職業教育訓練の他に、通常

の養成訓練制度を拡大する形で 25 歳以上の成人を対象とした、成人向け養成訓練制度

（Apprenticeships for Adults）がある。 

 

c 失業者および経済的弱者向け施策 

失業者や経済的弱者を対象とした職業教育訓練は、労働年金省所管のジョブセンター・

プラスを通して実施されており、その主要なプログラムはニューディール（New Deal）、エ

ンプロイメント・ゾーン（Employment Zone）である。 

ニューディールは若年失業者、長期失業者、ひとり親、中高年失業者（50 歳以上）、障

害者等の特定の求職者グループを対象とした雇用支援であり、その一環として参加者には

職業訓練の機会が与えられる。また失業率が特に高く、長期失業者の多い地域として政府

が指定する地域では、ニューディールと並行してエンプロイメント・ゾーンが提供されて

おり、個人の状況に適した雇用支援、必要に応じて職業教育訓練が民間企業への委託によ

り実施されている。訓練期間中は、失業者や経済的弱者には所得水準に応じて社会保障給

付制度を通じた生活費が支給されるほか、就職時もしくは就職後に支払われる各種の給付

等がある。 

 

イ 職業資格制度15 

教育資格と職業資格のレベルを系統立て、レベル 1 から 8 までを一覧表にしたものとし

 
14 ここでは、JILPT（2009）「イギリスの公共職業教育訓練」をベースに、GOV.UKウェブサイト情報によ

り、最新の情報・データを補う。 
15 ここでは、JILPT（2012）「諸外国における能力評価制度―英・仏・独・米・中・韓・ＥＵに関する調査

―」（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2012/102.html、最終アクセス日 2025年 1月 20日）をベースに、

GOV.UKウェブサイト情報により、最新の情報・データを補っている。 
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て全国資格枠組み（National Qualification Framework：NQF）が存在する。 

資格・試験監査機関（Office of Qualifications and Examinations Regulation : Ofqual）では、

一般資格を以下の 4種類に分類している。 

 

（ア） 全国職業資格（National Vocational Qualification：NVQ） 

訓練生（資格取得希望者）の業務実践能力を評価する資格で、訓練は主に訓練生の職場

で行われ平常業務の上達が継続的に評価される。資格対象は非常に幅広い産業分野にわた

る。評価の対象になる技能達成目標は産業別技能委員会（Sector Skills Councils : SSC）が決

定する産業別の全国職務基準に基づいて設定される。 

 

（イ） 職業関連資格（Vocationally Related Qualifications : VRQ） 

訓練生に対して、職場で業務を遂行するために必要な知識と技能を訓練する。全国職業

資格と同様、雇用を前提とした資格であるが、必ずしも雇用されている必要はなく、訓練

と評価は全面的に全国職務基準に基づくものではない。この資格には特に 14 歳から 19 歳

を対象にした雇用準備資格が多い。 

 

（ウ） 職種資格（Occupational Qualifications : OQ） 

特定の職種に必要な能力開発のための資格である。訓練生は雇用されていることが必要

で、全国職業資格と同様に、訓練と評価は訓練生の職場で行われるが別の資格である。 

 

（エ） 資格単位枠組み（Qualifications and Credit Framework : QCF） 

2009 年に導入された新しい能力評価制度である。従来の制度では資格を取得するために

は、訓練を継続して完了する必要があったが、資格単位枠組みでは「クレジット」といわ

れる点数を集め、少しずつ貯蓄して資格を取ることが可能となり、柔軟に資格を取れるよ

うにした。このため、長期訓練が必要な資格を取れなかった人にも、認可資格を取得する

機会が広がった。 
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第 3 節 ドイツにおける労働施策の概要 

（１） 労働施策の変遷 

ア 積極的労働市場政策への転換と SGBⅢの創設 

第二次世界大戦後のドイツの労働市場政策は、高度成長による人手不足を背景に、国家

による積極的介入には重点を置かず、失業者に対する手厚い失業給付、失業扶助などの消

極的政策が中心となっていた。しかし、1967～1968年の不況の後、1969年には雇用促進法

と職業教育訓練法が制定され、失業の予防と雇用の促進を重点課題とする積極的労働市場

政策への転換が図られた。 

失業問題が戦後最悪の状況となっていた 1997年、長期失業者対策を主な内容とする雇用

促進改革法が成立し、ドイツの労働市場政策を総合的に規定していた雇用促進法は抜本的

に改正されるとともに、社会法典第Ⅲ編（SGBⅢ）「雇用促進」に編入された（1998年 1月

施行）。SGBⅢに盛り込まれた雇用促進策（職業訓練の促進、労働者に対する各種給付、失

業給付Ⅰ等）は、失業者の稼働機会を改善し、労働市場における需給のマッチングを行う

ことを目的としている。しかし、その後も雇用情勢の改善は見られなかった。 

 

イ ハルツ改革と SGBⅡの創設 

2002～2003 年には、労働市場政策に関わる非常に多様な提案を盛り込んだ「労働市場近

代化法（ハルツ16第Ⅰ法～第Ⅳ法）」が成立した。主な内容は以下のとおりである。 

ü 第Ⅰ法：雇用局のジョブセンターへの改編、失業届出義務の厳格化 

ü 第Ⅱ法：ミニジョブ（税・社会保険料の減免を受けた低賃金労働）の拡充 

ü 第Ⅲ法：労働市場政策の運営主体として旧連邦雇用庁の新連邦雇用庁への改組17 

ü 第Ⅳ法：失業扶助と社会扶助の一部を統合した失業給付Ⅱの創設 

2005年 1月、上記ハルツ第Ⅳ法により、「求職者のための基礎保障（失業給付Ⅱ）」（社会

法典第Ⅱ編（SGBⅡ））が創設・施行された。この制度の基本理念は「支援と要請

（Fördern und Fordern）」の原則であり、受給資格を有する要扶助者に対し速やかに適切な

職業紹介を行うことを目標としている。要扶助者は就労に向けた統合契約（期間 6 か月間）

を雇用機関と締結することにより、SGBⅢに基づく雇用促進策への参加資格が与えられる

一方、正当な利用なしに照会された仕事を断った場合には失業給付Ⅱの減額などの制裁措

置が課される。なお、失業給付Ⅱは就労能力のある者を対象としたものであり、就労能力

のない者に対しては社会法典第Ⅻ編（SGBⅫ）に基づく社会扶助が支給されることとなる。 

これ以降、ドイツの労働市場は構造上、第一労働市場（通常の労働市場。ここで失業す

る者は SGBⅢに基づき、雇用保険を財源として、従前所得に応じた失業給付Ⅰを受給。）

と第二労働市場（失業給付Ⅰの受給期間を終了した長期失業者など、就労能力のある生活

困窮者を対象とした労働市場。税財源が投入され、SGBⅡに基づいて失業給付Ⅱを受給。）

 
16 政府の委託を受けて改革案を提示した「労働市場における現代的サービス委員会」の委員長であったペ

ーター・ハルツ氏（当時、フォルクス・ワーゲン社の労務担当役員で、首相顧問も務めていた）の名にち

なむ。 
17 旧連邦雇用庁は Bundesanstalt für Arbeit、新連邦雇用庁は Bundesagentur für Arbeit 
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の 2つに区分されることとなった。 

 

ウ 失業給付Ⅱに代わる市民手当の導入 

失業給付Ⅱについては、受給者を早急に就労させることが優先されたため、一旦は就労

した受給者が短期間で再び失業状態に陥る事態が生じており、長期就労支援が課題とされ

ていた。さらに、受給者の義務違反に対する制裁措置が厳しすぎるとの批判もあり、2019

年に連邦憲法裁判所は、失業給付Ⅱを制裁的に減額する諸規定の一部を違憲と判断した。

このような厳しすぎる措置を緩和し、これまでの「何らかの問題があって長期間失業して

おり、手当を受けながら働かない（働いても短時間）者とその家族」という侮蔑的なイメ

ージによって失業給付Ⅱの受給者がスティグマ（負の烙印）を負いがちな旧来の制度を刷

新し、より長期的視野に立って受給者に寄り添いながら労働市場への統合を目指すために、

2021 年に発足したショルツ政権は失業給付Ⅱに代わる基礎保障制度として「市民手当」

（Bürgergeld）の導入を掲げ、2022年 11月に「市民手当法」が成立、2023年 1月 1日施行

と同年 7月 1日施行の二段階に分けて導入された。 

 

エ 職業訓練（特にデュアルシステム）の歴史的背景 

ドイツにおける職業訓練の起源は中世の徒弟制度まで遡るが、そこから今日に至るまで、

中央政府（主に連邦教育研究省や連邦経済エネルギー省など）、州政府（職業訓練も深く

関係する「教育」は州政府の権限であり、州ごとに特色がある）、労使、会議所（商工会

議所や手工業会議所）、連邦雇用庁、職業教育訓練研究機構等の関係者が連携を図りなが

ら、発展してきた。 

その中でも特徴的な制度として、主に 16歳以上の若者を対象とした初期職業訓練の中核

を成す「デュアルシステム」がある。これは中世以来の徒弟制度と学校における職業教育

を結び付けることで 19世紀から制度化が進み、1969年の職業教育訓練法の成立をもって現

在の体系が確立されている。ドイツでは、第二次世界大戦後も戦前からの教育制度の大枠

が維持されてきたが、その背景として「ワイマールへの復帰」という捉え方があった。同

時にこのような職業教育訓練制度が官民一体となって維持・強化されてきた背景には、労

働者が移転可能な技能を身に付け、個別企業による訓練だけに依存しない技能形成を実現

するというドイツの労働哲学もあるとされる。 

90 年代以降は訓練ポストの減少が問題とされてきたが、訓練ポストの増大に向けた官民

の継続的な取組もあり、引き続き、ドイツの労働市場において極めて重要な存在となって

いる。労使や主要政党など多くの組織が、技術や産業の変化に適応させていくことにより

この制度を維持・進化させていくことに注力しており、新たな職種の追加や既存職種のア

ップグレードも機動的になされている。 

 

 

オ 主な労働施策の概要 

主な労働施策の概要を図表 1-12に、労働関係のデータを図表 1-13に示す。 
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図表 1-12 ドイツの主な労働施策 

 施策名 

雇用対策 ¶ 雇用機関等における相談及び紹介 

¶ 積極的職業統合支援（求職活動支援制度、積極的職業統合支援制

度） 

¶ 就労開始に関する支援（統合助成金、起業助成金） 

¶ 雇用の維持に関する支援（操業短縮手当、移行給付金、ミニジョ

ブ、ミディジョブ等） 

失業保険 

雇用保険 

¶ 失業給付Ⅰ 

¶ 市民手当（旧失業給付Ⅱ） 

教育訓練 ¶ 初期職業訓練（職業養成訓練（いわゆるデュアルシステム）、アシス

ト付き養成訓練、全日制職業学校訓練） 

¶ 継続職業訓練（手工業マイスター、在職者に対する継続職業訓練支

援、失業者に対する継続職業訓練支援） 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

図表 1-13 ドイツの労働関係のデータ 

 内容 

人口 83百万人（2022年） 

労働力人口 44百万人（2022年） 

就業者数 43百万人（2022年） 

失業率 合計 3.1％（2022年） 
 

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳～ 

6.0％ 3.7％ 3.0％ 2.2％ 2.7％ 1.0％ 
 

労働市場政

策への公的

支出 

合計 1.93％（対 GDP比：2020年度） 
 

【積極的措置】 ：0.61％ 

公共職業

サービス 

職業訓練 雇用イン

センティ

ブ 

保護及び

援助雇用

とリハビ

リテーシ

ョン 

直接的雇

用創出 

創業イン

センティ

ブ 

0.33％ 0.19％ 0.03％ 0.02％ 0.03％ 0.01％ 

 

【消極的措置】 ：1.32％ 

失業者等

への所得

の補助・

支援 

早期退職 

1.32％ 0.00％ 
 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（２） 雇用対策 

ドイツでは、連邦労働社会省（Bundesministerium für Arbeit und Soziales：BMAS）が雇

用・労働政策、年金・社会保障政策、社会政策等の幅広い政策領域を所管し、施策を立案

している。求職者への職業紹介や失業保険制度の運営等は連邦雇用庁（Bundesagentur für 

Arbeit：BA）が実施しており、連邦雇用庁は BMAS の監督下にある。連邦雇用庁は連邦直

属の行政機関であり、自治管理（政労使三者構成による管理評議会を持つ）を行う権利能

力を有する公法上の法人である。 

2025年 1月時点で、本部（ニュルンベルク）のほか、州レベルで 10の地域総局、地方レ

ベルで 150の雇用機関（Agentur für Arbeit: AA 、公共職業安定所に相当）と約 600の支所を

運営している18。さらに地方自治体と共同で 300のジョブセンターを設置している。ジョブ

センターについては、共同設置のほか、認可された地方自治体による単独運営によるもの

が 104設置されている19。 

雇用関係の主な法制度としては、社会法典第 3 編（SGBⅢ）がある。SGBⅢは社会法を

編纂した社会法典（SGB、第 1編～第 12編・第 14編から構成）の 1つであり、1997年に

制定された。SGBⅢでは就労促進に関する諸制度について規定している。 

また、予算は、（労使折半の）雇用保険料、割当金、連邦資金等によって賄われている。 

 

ア 職業相談・職業紹介（Beratung und Vermittlung） 

雇用機関（Agentur für Arbeit: AA）は、失業者20や求職者に対して職業相談、職業紹介、

求人・職業訓練に関する情報提供などの包括的な就労支援サービスを提供するとともに、

事業主に対して求人充足等に係る相談など雇用に関する助言等のサービスを提供している。

これらのサービスは無料で受けることができる。 

失業者や求職者に対する職業相談においては、職業及び個人の特性を確認したのち、雇

用機関と求職者の間で、今後の取組内容や計画等を記載した統合協定が結ばれ、これをも

とに就労支援が行われる21。また、連邦雇用庁では、求職者と求人を行う事業主に対して、

オンラインでのマッチングサービスを提供するポータルサイト22を開設しており、求職者

は直接求人情報を検索できるほか、応募プロフィールを匿名で公開することもできる。 

なお、統合協定に基づく就労支援やポータルサイトなどによる求人情報提供といったサ

ービスは、職業養成訓練制度においても同様に提供されており、事業所での実践的訓練を

希望する職業訓練生に対し、訓練先となる企業の紹介及び訓練生としての採用支援を行っ

ている。 

 
18 連邦雇用庁ウェブサイト（https://www.arbeitsagentur.de/ueber-uns.、最終アクセス日 2025年 1月 20日）参

照 
19 連邦労働・社会省ウェブサイト（https://statistik.arbeitsagentur.de/.、最終アクセス日 2025年 1月 20日）参

照 
20 市民手当（旧失業給付Ⅱ）の受給者に対する紹介等はジョブセンターが行っている。 
21 市民手当の受給者に対しては、2023年 7月以降、統合協定に代わり「協力計画」が策定されている。 
22 求職者向けサイトである Jobsuche（https://www.arbeitsagentur.de/jobsuche/、最終アクセス日 2025年 1月

20日）と事業主向けサイトである Bewerberbörse（https://www.arbeitsagentur.de/bewerberboerse/、最終アク

セス日 2025年 1月 20日）がある。 
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イ 積極的職業統合支援（Aktivierung und berufliche Eingliederung） 

雇用機関は、失業者、失業の恐れがある求職者、職業養成訓練希望者を対象に、求職活

動支援制度（Vermittlungsbudget）と積極的職業統合支援制度（Maßnahmen zur Aktivierung 

und beruflichen Eingliederung）を運営している。 

求職活動支援制度は、社会保険加入義務のある仕事に就くための求職活動に対して、そ

の諸経費を助成するための支援金が支給されるものであり、具体的には、面接時等の交通

費や転居費、応募に係る諸経費などが支給されるが、詳細な基準は設定されておらず、対

象者個人の需要や状況に応じて雇用機関が個別に決定する。支給に際しては、所轄の雇用

機関担当者が支援の必要性を認めることが条件となる。 

積極的職業統合支援制度は、雇用機関及び雇用機関の委託を受けた業者や事業主が提供

する各種職業統合支援サービスを受けた場合に助成を受けられるというものであり、サー

ビス利用費用や旅費などが助成される。サービスは、①訓練の勧奨又は就職および企業へ

のサポート、②採用に不利となる事由の改善、③社会保険加入義務のある雇用の紹介、④

就労安定化の支援等からなる。なお、支援サービスの実施に関しては、雇用機関が業者等

に直接委託する場合と、対象者に「積極的職業紹介クーポン」23を支給する場合とがある。

どちらの方法がとられるかは、対象者の適性や当該地域の支援実施状況を考慮して雇用機

関が決定する。 

 

ウ 就労開始に関する支援（Aufnahme einer Erwerbstätigkeit）24 

就労開始に関する支援としては、統合助成金（$ÐÕÎÓÐÌËÌÙÜÕÎÚáÜÚÊÏÜÚÚ）と起業助成金

（&ÙĹÕËÜÕÎÚáÜÚÊÏÜÚÚ）がある。 

統合助成金は、長期失業や障害、能力低下、加齢等により、通常の業務に制約のある労

働者が採用された場合、その使用者に対して支給されるものであり、支給期間と支給額は

雇用機関が個別に決定する。支給額は対象となる賃金の最大 50%まで、支給期間は最大 12

か月である25。 

起業助成金は、失業していた労働者が自営的就労を開始する場合に支給されるものであ

る。①自営業を行う知識や能力があり、専門機関26による審査を経て雇用機関から適切と

 
23 AAが発行するクーポンには支援の目的や内容が示されており、クーポン所有者は、認定された業者の

中から自ら業者を選択し、当該業者での支援サービスを無料で利用することができる。なお、社会保険加

入義務のある職業紹介に成功した場合、原則として 2,500ユーロ、長期失業者や障害者の場合は最大 3,000

ユーロの報酬が AAから当該業者に支払われる。（雇用契約成立から数えて 6週間後に 1,250ユーロ、6か

月後に残りの額が支払われる。） 
24 連邦雇用庁 HP（https://www.arbeitsagentur.de/unternehmen/finanziell/eingliederungszuschuss-zur-foerderung-

arbeitsaufnahme 、https://www.arbeitsagentur.de/arbeitslos-arbeit-finden/arbeitslosengeld/gruendungszuschuss-

beantragen、いずれも最終アクセス日 2025年 1月 20日）参照。 
25 ただし、55歳以上の労働者については、2028年末までに支給を開始する場合、最大 36か月まで支給可

能である。また、障害者の場合は、対象となる賃金の最大 70%まで、支給期間は最大 24か月（重度障害

の場合は最大 60か月、さらに 55歳以上の場合は最大 96か月）であるが、12か月経過後（重度障害の場

合は 24か月経過後）、支給額は毎年 10%ずつ減少する（ただし、対象となる賃金の 30%を下回らない）。 
26 どの機関から意見書を入手すべきか規定されている訳ではないが、連邦雇用庁 HP
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判断されること、②失業給付（失業給付Ⅰ）を受給しており、就労開始の時点で給付期間

が最低 150日残っていること、が条件となる27。助成金は 2段階で支給される。最初の 6か

月は、直近の失業保険給付額に月額 300 ユーロを上乗せした額が支給され、営業活動の進

捗が順調と審査された場合は、さらに 9 か月間、上乗せ分の月額 300 ユーロのみ支給され

る。 

 

エ 雇用の維持に関する支援（Verbleib in Beschäftigung）28 

雇用の維持に関する支援としては、操業短縮手当（*ÜÙáÈÙÉÌÐÛÌÙÎÌÓË）や移行給付金

（3ÙÈÕÚÍÌÙÓÌÐÚÛÜÕÎÌÕ）等がある。 

操業短縮手当は、企業が経済的な理由などにより、一時的に操業短縮を行う場合、一定

の前提条件を満たす労働者に対し雇用機関から支給されるものであり、その目的は、一時

的な労働停止の際に労働者の雇用の継続を可能にして解雇を避けることにある。主な財源

は失業保険（労使折半）だが、それでもなお財源が不足する場合には一般財源（税金）が

投入される。法律上の支給期間は最長 12か月であるが、連邦労働社会省の省令によって 24

か月まで延長することが可能である。支給額は全額補填ではなく、労働停止に伴う手取り

賃金減少分の 60%（子がいる場合は 67%）が支給される。2020年以降の新型コロナウイル

ス危機下では、支給要件や期間の緩和、手当額の引き上げ等の特例措置が講じられ、その

一部は 2023年 6月末まで継続された。 

建設業等の分野においては別途、季節的操業短縮手当（Saison-Kurzarbeitergeld）が導入

されている。建設業等の分野では、冬季（12～3 月）に労働停止が多くなるところ、季節

的な労働停止により失われる賃金を補償するものである。支給額は、操業短縮手当に準ず

る。 

移行給付金は、企業経営の変更等による人員調整措置の際、対象となる労働者が、でき

る限り失業給付を受給せずに次の雇用へ移行するための支援金であり、移行措置助成金

（Transfermaßnahmen）と移行操業短縮手当（Transferkurzarbeitergeld）が含まれる。移行措

置助成金は、人員整理の対象となる労働者に対して、その解雇予告期間中、再就職支援相

談や就職支援セミナー（履歴書作成指導や模擬面接等）、短期職業訓練等の移行措置を事

業主が提供する場合に支払われるものであり、支給額は移行措置費用の 50%で、支援を受

ける労働者 1人につき 2,500ユーロを上限とする。移行操業短縮手当は、人員整理の結果と

して労働時間が減少した場合、賃金減少分を補償することにより解雇の防止と新たな雇用

に向けた支援を目的とするものであり、支給額は操業短縮手当に準じ、支給期間は最長 12

か月である。 

 

 
（https://www.arbeitsagentur.de/arbeitslos-arbeit-finden/arbeitslosengeld/gruendungszuschuss-

beantragen#accordion630401668697716 、最終アクセス日 2025年 1月 20日）の FAQにおいては、商工会議

所（IHK）や銀行、業界団体、税理士・会計士、経営コンサルタント等が挙げられている。 
27 市民手当の受給者には、初期給付金の支給など、ジョブセンターによる就労開始時の助成制度がある。 
28連邦雇用庁 HP（https://www.arbeitsagentur.de/unternehmen/finanziell/kurzarbeitergeldformen/kurzarbeitergeld-

anzeige-antrag-berechnung、最終アクセス日 2025年 1月 20日）、連邦労働社会省 HP

（https://www.bmas.de/DE/Arbeit/Arbeitsfoerderung/Beschaeftigungssicherung/transferleistungen.html 、最終アク

セス日 2025年 1月 20日）参照。 
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オ ミニジョブ（Mini-Jobs）／ミディジョブ（Midi-Jobs） 

ミニジョブ（僅少労働）は、雇用機会の拡大を目的として、所得税と社会保険料の労働

者負担分を免除する就労形態であり、低賃金労働29と短期間労働30の 2つが含まれる。どち

らも最低賃金や休暇など通常の労働者と同様の権利が認められており、労災保険も適用さ

れる。年金保険は、低賃金労働は原則適用対象となるため一定の年金保険料の支払いが発

生する31が、短期間労働は適用外となる。その他の社会保険（医療、介護、失業）はどち

らも適用外であり、保険料支払いも免除となる。なお、事業主は一定の社会保険料や税金

等を一括して支払い、金額はミニジョブの形態等によって異なる。 

ミディジョブ32は、社会保険が適用されるものの、労働者負担分の保険料については、

所得に応じた減額措置がある（事業主は通常の保険料を負担する）。年金保険料について

は、保険料が減額されても満額支払ったとみなして年金額が計算される。 

 

  

 
29 賃金平均月額が 538ユーロ以下 
30 年間の労働日数が 3か月以下もしくは合計で 70日以下 
31 この場合でも、労働者自身が使用者に文書で適用除外を申請すると免除される特例がある。 
32 賃金平均月額が 538.01ユーロ以上 2,000ユーロ以下 
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（３） 失業保険・雇用保険等 

失業等の場合における生活保障制度の大枠として、従来は、まず雇用保険料を財源とす

る失業給付Ⅰ（SGBⅢ）により行われ、その受給期間満了後、税を財源とする失業給付Ⅱ

（SGBⅡ）により行われていた。 

失業給付Ⅰは失業状態にある就労可能な者を対象としているが、失業給付Ⅱは要扶助状

態にある33就労可能な者を対象としており、給付水準も社会扶助（生活保護相当）と同一

であった。2023 年 1 月以降、失業給付Ⅱについては「市民手当」（Bürgergeld）という新た

な制度名のもと、従来の措置を一部改定した規定が施行されている。 

 

ア 失業給付Ⅰ（Arbeitslosengeld Ⅰ：Alg Ⅰ） 

BMASが監督し、BAが運営している。失業認定や手当の手続業務等は雇用機関が実施す

る。保険料は疾病金庫（Krankenkasse）が徴収し、疾病金庫から連邦雇用庁へ送金される。 

財源は労使が拠出する失業保険料であり、2023年 1月以降の拠出率は 2.6%（労働者 1.3%、

使用者 1.3%）となっている。給付実績（2022 年）は、受給者数が約 73万人、支給総額は

約 165.9億ユーロとなっている。 

被保険者資格として、労働報酬を得る被用者や職業訓練生は強制加入となっている。た

だし、ミニジョブ従事者や法定老齢年金の支給開始年齢以上の者34等は適用免除となる。 

受給要件について、被保険者期間として失業給付の権利取得期間を満たしていること35、

また失業状態にあり雇用機関に失業登録していることが求められる。 

給付期間は、離職前 5年間における被保険者期間と申請時の満年齢に応じて、6か月間か

ら 24か月間の給付を受けることが可能である。給付水準は、従前の手取賃金（法律上の控

除額を差し引いた賃金）の 60%（扶養する子がいる場合は 67%）となっている。 

なお、失業者が、正当な理由なく違反行為を行う場合、行為の内容に応じて 1 週間から

12 週間までの期間で支給が停止される。具体的には、失業者が意図的に失業状態を引き起

こす場合、雇用機関が提供する雇用を受け入れない場合、雇用機関から要求された求職活

動を行わない場合、積極的職業統合措置等への参加を拒否する場合等が停止事由に挙げら

れる。 

 

イ 市民手当（Bürgergeld） ※旧失業給付Ⅱ 

（ア） 旧失業給付Ⅱの内容 

就労可能ではあるが、自身の財産や収入では十分に生計を立てられない者を対象とした

給付であり、生計の維持に不可欠な最低生活水準を保障することを目的としている。 

生活保護（社会扶助（2ÖáÐÈÓÏÐÓÍÌ））の受給者から就労可能な層を抜き出して失業扶助と

 
33 自身の財産や収入では十分に生計を立てられず、親族や他者からの支援も受けていない状態にあること

を指す 
34 法定老齢年金の支給開始年齢は、2012年から 2029年にかけて、従来の 65歳から 67歳に段階的に引上

げを行っている。2023年 1月時点では 66歳。 
35 離職前 30か月において通算 12か月以上（特定の有期雇用の場合は 6か月以上）保険料を納付している

こと 
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統合された。就労能力があり、失業手当の受給資格を有さない要扶助者を対象とする「求

職者のための基礎保障」制度が創設された。これが失業給付Ⅱである。 

失業者の生活保障とともに自助努力を喚起する基本原則「支援と要請（Fördern und 

Fordern）」に基づくものであった。失業者本人（就労可能な要扶助者）には失業給付Ⅱが

支給され、失業給付Ⅱの給付レベルは社会扶助と同水準である。就労可能な要扶助者が、

就労可能でない要扶助者と同世帯で生活している場合には、就労可能でない要扶助者には

社会手当が支給される。失業給付Ⅱは、ドイツ連邦政府の一般財源（税金。ただし、住居

費と暖房費は地方自治体の一般財源）を基に、ジョブセンターが管理運営を行う。 

受給要件は以下に示すとおりである。なお、要扶助性の判断にあたって、利用可能な財

産については、原則とし失業給付Ⅱを請求する前に、自身の生活費に充当しなければなら

ない。 

 

【受給資格：失業手当Ⅱ】 

 ̧ 15歳以上で、法定老齢年金の支給開始年齢未満であること 

 ̧ 就労可能（１日最低３時間の就労が可能）であること 

 ̧ 要扶助性がある（自身の財産や収入では十分に生計を立てられず、親族や他者等か

らの支援も得ていない状態にある）こと 

 ̧ 日常的にドイツに居住していること 

 

給付は、①基準給付（Regelbedarf）、②超過給付（Mehrbedarf）、③住宅・暖房費給付

（Bedarf für Unterkunft und Heizung）から構成される。基準給付は、食事、衣類などの生計

費に対する給付である。超過給付は、個々の受給者の生活状況に配慮して基準給付ではカ

バーされない内容について支給される給付である。住宅・暖房費給付は、合理的な範囲に

おいて実費が支給される給付である36。そのほか、妊娠や出産の際に特別に必要となる物

品など一回限りの給付も設けられている。 

なお、ジョブセンター等に課せられた義務を懈怠した場合等においては制裁が設けられ

ており、最大全額支給が停止される規定が設けられていた。ただし、2019 年の連邦憲法裁

判所の判決に基づき、制裁措置の緩和がなされた37。 

 

（イ） 市民手当への移行38 

失業給付Ⅱにおいては、受給者を早急に就労させることが優先されたため、一旦就労し

ても短期間で再び失業状態に陥る者も多く、長期就労支援が課題となっていた。さらに、

給付水準の低さや、義務違反に対する厳しい制裁措置などをめぐって、かねてより制度見

 
36 世帯人数による住居面積の上限等が定められている。 
37 旧失業手当Ⅱにおいては、内容次第では給付が完全に停止される場合があった。2019年 10月 5日に、

連邦憲法裁判所は、失業手当を制裁的に減額する諸規定の一部を違憲と判断し、30%超の減額が認められ

なくなった。市民手当では当初から 30%減額を上限としていたが、市民手当への移行を待たず、失業給付

Ⅱのルールを変更した。BMASウェブサイト：

https://www.bmas.de/DE/Service/Presse/Pressemitteilungen/2019/bundesverfassungsgericht-sgb2.html、最終アクセ

ス日 2025年 1月 20日）  
38 連邦政府ウェブサイト（https://www.bundesregierung.de/breg-de/aktuelles/buergergeld-2124684 、最終アク

セス日 2025年 1月 20日）参照。 
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直しの議論が行われてきた。2021 年に発足したショルツ政権は、発足当初から失業給付Ⅱ

の制度改革を公約として掲げ、2022年 11月、失業給付Ⅱに代わる「市民手当」の当該法が

成立し、2023年 1月 1日施行と 7月 1日施行の二段階に分けて導入された。市民手当は、

基本的な生活保障として不十分と批判されてきた基準給付を引上げ、また求職者の職業訓

練参加や資格取得支援を強化し、長期的な就労を促進することに主眼が置かれている。 

2023年 1月 1日から導入されたのは、 

ü 基準給付（住居・暖房費用等を除く生活費用一般）の引き上げ39 

ü 資産・住宅審査に関する 1年間の猶予期間と 4万ユーロ未満の資産保護 

ü 優先配置の原則（職業訓練への参加や資格取得よりも就業を優先するという原則）

の廃止 

ü 義務違反の際の新たな給付減額措置（違反回数や状況により 10%～30%の減額） 

などである。また、2023年 7月 1日以降は、 

ü 就業時の手取り収入の増額40 

ü 受給者に対する全般的な支援やコーチングサービスの提供 

ü 職業訓練参加のインセンティブを高めるための新たな追加給付41 

などが導入された。 

 

受給要件は従前の失業給付Ⅱと変わっておらず、就労可能であることや要扶助状態であ

ることなどが要件となる。市民手当受給者が、就労可能でない要扶助者と同世帯で生活し

ている場合、その同居者も市民手当を受給できる。なお、失業は要件ではなく、扶助が必

要な自営業者やミニジョブ従事者も支給対象となる。 

 

【受給資格：市民手当】 

 ̧ 15歳以上で、法定老齢年金の支給開始年齢未満であること 

 ̧ 就労可能（１日最低３時間の就労が可能）であること 

 ̧ 要扶助性がある（自身の財産や収入では十分に生計を立てられず、親族や他者等か

らの支援も得ていない状態にある）こと 

 ̧ 日常的にドイツに居住していること 

出所：連邦雇用庁'/ɯÏÛÛ×ÚȯɤɤÞÞÞȭÈÙÉÌÐÛÚÈÎÌÕÛÜÙȭËÌɤÈÙÉÌÐÛÚÓÖÚɪÈÙÉÌÐÛɪÍÐÕËÌÕɤÉÜÌÙÎÌÙÎÌÓËɤÍÐÕÈÕáÐÌÓÓɪ

ÈÉÚÐÊÏÌÙÕɤÝÖÙÈÜÚÚÌÛáÜÕÎÌÕɪÌÐÕÒÖÔÔÌÕɪÝÌÙÔÖÌÎÌÕ、最終アクセス日ƖƔƖƙ年ƕ月ƖƔ日 

 

（４） 教育訓練 

職業教育訓練施策については、連邦教育研究省（Bundesministerium für Bildung und 

Forschung：BMBF）が所管している。BMBF は、一般の職業教育訓練施策に対する責任を

負っており、具体的には職業教育訓練法（Berufsbildungsgesetz：BBiG）、年次報告書、職業

教育訓練研究機構（Das Bundesinstitut für Berufsbildung：BIBB）の法的監視と資金提供、職

 
39 算定方法が変更され、2023年 1月時点で、単身者の市民手当の標準給付月額は 449ユーロから 502ユー

ロに引き上げられた。 
40 月収が 520ユーロ以上 1,000ユーロ未満の者に対する給付額が引き上げられ、手取額は最大 48ユーロ増

加する。 
41 資格取得に繋がりうる教育訓練に参加した者が試験合格した場合の追加給付、職業資格取得を目的とし

ない職業訓練に対する毎月 75ユーロの追加給付（2024年 3月廃止）が挙げられる。 
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業教育改善プログラムの実施などを担っている。BMBF は全訓練職種の職業教育訓練施策

に関して調整や運営を行うが、当該職種・産業を管轄する省庁（多くは連邦経済エネルギ

ー省（BMWi）とも必要に応じて教育・連携している。また、BMBF 所管の組織として

BIBBがあり、職業教育訓練に関わる全当事者間の合意形成において中核となっている。企

業内訓練に関する研究を行い、連邦政府と職業訓練提供事業者に対し助言等を行うほか、

企業内訓練の基本問題に関して政府に助言し、基準の設定や訓練規則の策定に関与する。

特にデュアルシステムでは、BMBF が企業での訓練を管理し、州政府が職業学校を管轄す

るほか、雇用機関や職能団体等も関係するため、BIBBが関係機関の調整を担っている。 

職業教育訓練関係の主な法制度としては、職業教育訓練法がある。1969 年に制定された

職業能力開発に関する基本法であり、公共職業教育訓練の法的枠組みを規定している。 

また、ドイツの職業教育訓練は、①若年者に対する職業養成訓練（いわゆる「デュアル

システム」）を中心とした初期職業訓練、②初期職業訓練修了者や社会人（失業者等を含

む）等を対象とする継続職業訓練（一般教養的な成人教育等も含む）に大きく分類される。 

 

ア 初期職業訓練 

初期職業訓練には、職業養成訓練（デュアルシステム）と全日制職業学校訓練があり、

中核となるのはデュアルシステムである。 

デュアルシステムは、職業学校における理論教育（週 1-2 日）と企業における実践的な

職業訓練（週 3-4 日）を並行して実施するもので、義務教育を終了した若者等が主な対象

となる。職業学校での教育費用は州が負担し、企業での訓練費用は訓練生手当を含めて企

業が負担する。なお、企業での職業訓練場所は企業説明会等を通じて若者自身で確保する

必要があり、雇用機関傘下の職業情報センター（BIZ）が支援を実施する。 

デュアルシステムでは、SGBⅢに基づいて雇用機関による様々な支援プログラムや助成

制度が実施される。 

（ア） 職業養成訓練志願者のための準備訓練（Einstiegsqualifizierung: EQ） 

知識等が不十分、訓練先の企業が見つからないといった理由で職業養成訓練をスタート

できない者などを対象とした支援制度である。企業が該当者を受け入れ、基礎的な知識や

能力の習得を目的とした訓練を実施する場合、雇用機関から実施企業に対し、訓練生 1 人

につき月額 262ユーロ42を上限とする訓練助成金が支払われる。 

 

（イ） 職業養成訓練の受講段階での支援 

職業養成訓練中、言語・学習面でのフォローなど追加的な支援が必要な訓練生に対し、

教育機関による個別のサポートを行う「養成訓練同伴支援（ausbildungsbegleitende Hilfen）」

がある。 

また、問題を抱える若年者が養成訓練を開始及び継続できるように、雇用機関やジョブ

センターが専門のアドバイザーを派遣し、それぞれの若年者及び企業のニーズに応じた支

 
42 2024年 12月時点 出所：連邦雇用庁 HP（https://www.arbeitsagentur.de/vor-

ort/moenchengladbach/unternehmen/einstiegsqualifizierung、最終アクセス日 2025年 1月 20日） 
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援（若年者に対する応募手続や教育面でのサポート、企業に対する養成訓練実施のための

情報提供や手続の支援、応募者とのマッチングなど）を行う「アシスト付き養成訓練」

（assistierte Ausbildung）がある。 

 

（ウ） 職業養成訓練助成金（Berufsausbildungsbeihilfe） 

経済的に困難な状況にある訓練生に対する雇用機関の助成制度であり、住居費及び生計

費等が助成される。助成金の上限は月額 781 ユーロとなっており、訓練先の企業が両親宅

から遠すぎる場合など一定の条件を満たした場合に支給され、支給額は住居や訓練報酬額、

両親や配偶者の年間所得などに応じて決定される。 

 

イ 継続職業訓練 

継続職業訓練に関する支援としては、在職者に対する支援と失業者に対する支援がある。 

在職者に対する支援について、技能資格が十分でない在職者は、資格取得のための継続

訓練受講に対して、雇用機関から支援を受けることができる。支援は使用者に対する助成

金という形で行われ、該当する労働者は、訓練受講中も継続的に賃金を受け取ることがで

きる。 

失業者に対する支援について、雇用機関が失業者に対する継続訓練の支援が必要と判断

した場合、当該失業者に訓練クーポンを支給し、訓練費用を負担する。支援内容には、必

要に応じて、交通費や宿泊費、子の保育費なども含まれ、条件を満たせば訓練期間中も失

業保険給付の支払いが継続される。  
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第 4 節 フランスにおける労働施策の概要 

フランスでは長年にわたって、失業問題への対応が労働施策における主要課題となって

きた。失業問題への対応として、これまでは解雇規制や雇用及び労働条件の保障施策に重

点が置かれていた。しかし、2010 年以降は解雇規制を緩和することで、企業の競争力強化

と労働力の流動化促進を目指している。2022年 5月に成立した第 2期マクロン政権は、任

期中に完全雇用を達成するという目標を掲げ、失業保険改革や教育訓練の充実、雇用関連

の行政サービスの見直しに取り組んでいる。若年者や失業者向けの様々な職業訓練が実施

されている一方で、失業給付の受給要件の厳格化が検討されている。 

フランスにおいて労働施策を所管しているのは、労働・保健・連帯省43（,ÐÕÐÚÛöÙÌɯËÜɯ

3ÙÈÝÈÐÓȮɯËÌɯÓÈɯ2ÈÕÛõɯÌÛɯ2ÖÓÐËÈÙÐÛõÚ）である。ƖƔƖƘ年ƕ月より現在の名称に変更され、労働条

件や労働者の権利、雇用対策や失業対策に関連する政策を立案し、実施している。失業保

険や職業紹介に関しては、フランス・トラバイユ（%ÙÈÕÊÌɯ3ÙÈÝÈÐÓ）が担当している。以前

は雇用局（/ĠÓÌɯÌÔ×ÓÖÐ）が職業紹介や失業保険の給付等を行っていたが、ƖƔƖƘɯ年ƕ月より

フランス・トラバイユに改称され、雇用局と地域の雇用相談窓口の統合により、失業者や

企業のニーズに適合した一元的なサービスを提供している。フランス・トラバイユが失業

保険給付の実務を担当しているのに対して、失業保険制度に関する措置の立案や財政運営

は、民間の労使団体の代表が集まる全国商工業雇用連合（4ÕõËÐÊ）が実施している。職業

訓練施策は、公的機関のフランス職業能力開発機関（%ÙÈÕÊÌɯÊÖÔ×õÛÌÕÊÌÚ）が中心を担っ

ている。各種の職業訓練機関への予算配分を行うほか、職業訓練の実施状況を調査し、報

告書を作成する。 

フランスの労働施策の根底には、フランスにおける労使自治の伝統がある。現在も全国

商工業雇用連合（4ÕõËÐÊ）が失業保険制度の運営を担っているように、労使団体は労働施

策の立案・実施において重要な役割を果たしている。フランスの労働法体系に目を向けて

みると、膨大な条文を持つ労働法典（"ÖËÌɯËÜɯÛÙÈÝÈÐÓ）が存在しているが、労働法の強行

規定を除いて、労働協約によるルールが適用される。労働法の一般規定は、労働協約の定

めがない場合に補充的な役割を果たすにすぎず、労使で決めたルールが重要視されている。 

 近年の重要な施策としては、2018 年の能力開発投資計画（Plan d'investissement dans les 

compétences：PIC）及び職業訓練改革、2020年の「1人の若者に1解決プラン（Plan #1 jeune 

1 solution）」がある。2018 年の能力開発投資計画（PIC）は、フランス政府が発表した

「2018～2022 年大型投資計画」の柱の一つであり、職業資格を持たない者、若年者、障害

者、都市部の重点地区（Quartiers prioritaires de la politique de la ville：QPV）44の住民に対す

る職業訓練の充実を図り、長期雇用の実現を目的としている。同じく 2018年の職業訓練改

革では、職業訓練に関与する管理機関数を削減し、業務をフランス職業能力開発機関

（France compétences）に統合することによる制度の簡素化と職業訓練の質の向上を目指し

ていた。2020 年の「1 人の若者に 1 解決プラン」は、コロナ禍における若年者向けの雇用

 
43 2022年以降は労働・完全雇用・統合省（Ministère du Travail, du Plein emploi et de l'Insertion）の名称であ

ったが、名称が変更された。以下では労働省と記載する。 
44 都市部の重点地区（QPV）は、都市郊外にある低所得者層の居住地区で、失業率が高く政府の支援対象

となっている。 
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対策として実施され、主な施策としては、25 歳以下の若年者を採用した企業に対する一人

当たり 4,000 ユーロの特別手当の支給や若年者向けの交互訓練契約を締結した企業に対す

る特別手当の支給がある。 

 

主な労働施策の概要について、図表 1-14に示す。 

 

図表 1-14 フランスの主な労働施策 

 施策名 

雇用対策 【若年者向け雇用対策】 

・見習い契約（Contrat d'apprentissage） 

・専門化契約（Contrat de professionnalisation） 

・職種転換/キャリアアップのための交互訓練（Pro-A） 

・ 雇 用 と 自 立 に 向 け た 支 援 コ ー ス （Parcours contractualisé 

d'accompagnement vers l'emploi et l'autonomie：PACEA） 

・若年者雇用契約（Contrat d'Engagement Jeune：CEJ） 

【長期求職者向け雇用対策】 

・雇用能力経路（Parcours emploi compétences：PEC） 

・経済活動を通じた社会参入支援（Insertion par l'activité économique：

IAE） 

【高齢者向け雇用対策】 

・シニア向け有期契約（Contrat à durée déterminée pour les seniors：CDD 

senior） 

【障害者向け雇用対策】 

・障害者雇用義務（Obligation d'emploi des travailleurs handicapés：OETH） 

失業保険・

雇用保険 

 

【失業者向け施策】 

・雇用復帰支援手当（Allocation d'aide au retour a l'emploi：ARE） 

・特別連帯手当（Allocation de solidarité spécifique：ASS） 

【雇用維持・促進施策】 

・部分活動（Activité partielle） 

・国家雇用創出基金（FNE-Formation） 

教育訓練・

職業訓練 

・職業訓練個人口座（Compte personnel de formation：CPF） 

・職業移行計画（Projet de transition professionnelle：PTP） 

・キャリアアップカウンセリング（Conseil en évolution professionnelle：

CÉP） 

・技能開発計画（Plan de développement des compétences） 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

図表 1-15 フランスの労働関係のデータ 

 内容 

人口 65百万人 （2022年） 

労働力人口 31百万人 （2022年） 

就業者数 28百万人 （2022年） 

失業率 合計 7.3％ （対 GDP比、2022年） 
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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳～ 

17.3％ 8.2％ 6.0％ 4.8％ 5.7％ 3.8％ 
 

労働市場政

策への公的

支出 

合計 3.97％ （対 GDP比、2020年度） 

 

【積極的措置】 ：0.76％ 

公共職業

サービス 

職業訓練 雇用イン

センティ

ブ 

保護及び

援助雇用

とリハビ

リテーシ

ョン 

直接的雇

用創出 

創業イン

センティ

ブ 

0.25％ 0.30％ 0.02％ 0.09％ 0.06％ 0.04％ 

 

【消極的措置】 ：3.21％ 

失業者等

への所得

の補助・

支援 

早期退職 

3.21％ 0.00％ 
 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（１） 雇用対策 

フランス政府は、若年者・長期求職者・高齢者・障害者を対象とした雇用対策を実施し

ている。フランスのような新卒一括採用が行われていない国では若年者の失業率が高い傾

向にあり、特に若年者向けの雇用対策に重点が置かれている。 

 

ア 若年者向け雇用対策 

若年層向けの雇用対策として、企業での実務と職業訓練センターでの研修を交互に行う

交互訓練（alternance）が行われている。交互訓練には、主に 30歳未満の若年者を対象とし

た見習い契約（Contrat d'apprentissage）とさらに高度な技能の習熟を目指す専門化契約

（Contrat de professionnalisation）がある。2018年の法律により、若年者のスキルアップを多

様化させる職種転換/キャリアアップのための交互訓練（Pro-A）も制度化された。 

その他、若年者の就職や社会参入を支援する地域ミッション（Mission local）45を介して、

雇用と自立に向けた支援コース（Parcours contractualisé d'accompagnement vers l'emploi et 

l'autonomie：PACEA）や若年者雇用契約（Contrat d'Engagement Jeune：CEJ）といったサポ

ートが実施されている。 

 

（ア） 見習い契約（Contrat d'apprentissage）  

見習い訓練センター（Centre de formation d'apprentissage：CFA）に所属する訓練生が使用

者と見習い契約を締結し、職場や同センターでの訓練を通して、職業資格の取得を目指す

制度である。対象者は原則として 16-29 歳の若年者であるが、障害者及び起業を目指す者

の場合は、年齢制限がない。契約期間は職種や職業資格に応じて通常は 6か月～3年で、年

齢や見習い期間に応じて法定最低賃金の 27-100％の給与が支給される。 

 

（イ） 専門化契約（Contrat de professionnalisation） 

学業を終了した若年者等が使用者と期間の定めのない契約または 6-12ヵ月の期間の定め

のある契約を締結し、職業訓練を受けながらその職業資格に関連する仕事に従事する制度

である。16-25 歳の若年者または 26 歳以上の求職者で特別連帯手当（ASS）などを受給し

ている者が対象となる。年齢や能力に応じて、法定最低賃金の 55-100%または労働協約で

定められている最低給与の 85%が支給される。 

 

（ウ） 職種転換/キャリアアップのための交互訓練（Pro-A） 

転職やキャリアアップのために、職業訓練個人口座（"/%）を利用して、勤務しながら

職業訓練を受けて、職業資格の取得を目指す制度である。原則として、期間の定めのない

契約の労働者で本人の職業資格が学士レベルより低い者が対象となる。訓練期間は ƚヵ月

 
45 地域ミッション（Mission local）は、地方公共団体が設立する非営利団体で、若年者が抱えている就職

や職業訓練、生活上の問題（住居、医療等）などについて個別に相談に乗り、若年者の社会参入を支援す

る機関。 
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～ƕƖヵ月であり、能力開発実施機構（./".）46が管理運営する。 

 

（エ） 雇用と自立に向けた支援コース（Parcours contractualisé d’accompagnement vers 

l’emploi et l’autonomie：PACEA） 

若年者の自立と就労に向けたサポートのため、16-25 歳の若年者に対して、最大 24 ヵ月

間の支援を実施する制度。若年者向けの就職支援を行う地域ミッション（Mission local）を

介して、カウンセリングなどの支援を行う。対象者のニーズや状況に合わせて、月額最大

552.29ユーロの手当が支給される場合がある。 

 

（オ） 若年者雇用契約（Contrat d’Engagement Jeune：CEJ） 

2022年 3月に開始した制度で、PACEAの中でも、いわゆるニート対策に特化している。

対象者は 16-25歳の若年者または 30歳未満の障害者で、現在就職しておらず、教育・職業

訓練に参加していない者である。地域ミッション（Mission local）またはフランス・トラバ

イユの相談員との面談のもとで、資格取得を目的としたコース、インターンシップ等の集

中的なプログラムを受講し、月額最大 552.29ユーロの手当を受給することができる。 

 

 

イ 長期求職者向け雇用対策 

フランス政府は長期求職者の支援に力を入れており、2021 年には大規模な支援計画が発

表され、4 億ユーロ以上の資金が投入された。長期失業者等の就職困難者をサポートする

制度としては、雇用能力経路（Parcours emploi compétences：PEC）や経済活動を通じた社

会参入支援（Insertion par l'activité économique：IAE）がある。 

 

（ア） 雇用能力経路（Parcours emploi compétences：PEC） 

国が事業者に雇用助成金を支給し、長期失業者等の就職困難者の雇用や職業訓練を促進

する制度である。非営利事業者向けの制度によると、対象者は非営利事業者と期間の定め

のない契約または 6-9 ヵ月の期間の定めのある契約を締結し、就労しながら職業訓練等を

受ける。国は事業者に対して、法定最低賃金の 30-60%を助成するとともに、職業訓練費用

を負担する。 

 

（イ） 経済活動を通じた社会参入支援（Insertion par l’activité économique：IAE） 

 長期失業者等の就職困難者に対して社会参入支援を専門に行う事業者への助成制度であ

る。事業者は国と協定を結んで就職困難者を受け入れ、対象者が社会的能力や職業能力を

習得できるよう支援する。国は事業者に対して、対象者に提供するポストに応じて助成金

を支給する。 

 
46 能力開発実施機構（Opérateurs de compétences：OPCO）は、関連する職業部門での職業訓練の実施を支

援するため、産業ごとに設置される団体。 



 

49 

 

 

ウ 高齢者向け雇用対策 

フランス労働法では、一般に年齢を理由とした差別が禁止されている。高齢者の雇用を

促進する施策として、シニア向け有期契約（Contrat à durée déterminée pour les seniors：CDD 

senior）の制度がある。シニア向け有期契約は高齢者を対象とした期間の定めのある労働契

約で、フランス・トラバイユに 3 ヵ月以上登録して求職活動を行っている者または職業安

定化契約（CSP）47を締結した 57歳以上の者が、最大 36ヵ月まで結ぶことができる。シニ

ア向け有期契約は、一般の期間の定めがある労働契約とは異なり、農業部門を除くすべて

の職種で理由を問わず利用が可能である。 

 

 

エ 障害者向け雇用対策 

フランス労働法では、障害を理由とした直接的・間接的な差別が禁止されている。従業

員 20 人以上の企業は全従業員の 6%以上の障害者を雇用することが義務付けられている。

達成できない場合は障害者職業参入基金管理運営機関（Association de Gestion du Fonds pour 

l'Insertion Professionnelle des Personnes Handicapées：Agefiph）により、達成できなかった障

害者雇用数×基準額分の負担金が徴収される。従業員 20人未満の企業を含むすべての企業

には、障害者雇用実績の開示義務が課されている。加えて、障害者が通常の職場環境で勤

務できるよう医療的支援や社会的支援を行う制度も存在する。 

 

 

オ 支出額等 

フランスの国家予算は施策ごとに管理されている。労働省が所管する主な施策は、プロ

グラムƕƔƖ「雇用へのアクセスと復帰」、プログラムƕƔƗ「経済の変化と雇用創出支援」、プ

ログラム ƕƕƕ「労使関係と雇用の質の向上」、プログラム ƕƙƙ「雇用及び労働政策の立案・

管理・評価」である。ƖƔƖƔ～ƖƔƖƘ年にかけて特に雇用創出支援に力を入れており、予算総

額は増加傾向にある。プログラム ƕƔƖ「雇用へのアクセスと復帰」には、若年者雇用契約

（"$)）に関する費用、プログラム ƕƔƗ「経済の変化と雇用創出支援」には、交互訓練を実

施する若年者に対する社会保険料免除への補償が含まれている。 

 

 

 
47 職業安定化契約（Contrat de sécurisation professionnelle：CSP）は、従業員数が 1,000人未満の企業または

清算中の企業において、経済的な理由で解雇が想定されている従業員に対して、なるべく早く次の仕事が

見つかるよう支援を提供する制度である。企業は解雇予定者との面談時に職業安定化契約の選択肢を提示

し、対象者が同意する場合はフランス・トラバイユのもとで職業訓練生となり、最長 12 ヵ月の期間で転

職に向けた研修、カウンセリングなどを受けることができる。 
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図表 1-16 フランス労働省の項目別予算の推移（2020-2024 年度） 

 

注：単位は億ユーロ 合計については 10億ユーロ単位で公表されている年度については 10億ユーロ単位

で四捨五入した計数となっており、内訳と一致しないことがある。 

出所：Budget de l'État | budget.gouv.frよりMURC 作成よりMURC 作成 

  

20242023202220212020

146119656764

7476766664

77667

1.80.70.610.7

229200150140140
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（２） 失業保険・雇用保険 

一定の受給要件を満たす失業者は、失業保険給付として雇用復帰支援手当（Allocation 

d'aide au retour a l'emploi：ARE）を受給できる。雇用復帰支援手当の受給期間が満了した長

期失業者には、特別連帯手当（Allocation de solidarité spécifique：ASS）が支給される。 

また、経済情勢の悪化に伴い企業が事業活動の縮小を余儀なくされた場合でも、労働者

の雇用を維持するため、部分活動（Activité partielle）の制度がある。部分活動を実施した

場合の助成金の財源は、国と失業保険の分担による。労働者の雇用を維持しつつ、労働者

のスキルアップを支援するためには、国家雇用創出基金（FNE-Formation）を利用すること

ができる。 

 

ア 失業者向け施策 

（ア） 雇用復帰支援手当（Allocation d'aide au retour a l'emploi：ARE） 

離職前に失業保険に加入しており、求職活動を行う失業者に対しては、雇用復帰支援手

当（ 1$）として、離職前の賃金に基づいて算出された金額が支給される。 

 

（イ） 特別連帯手当（Allocation de solidarité spécifique：ASS） 

特別連帯手当（ASS）は、雇用復帰支援手当（ARE）の受給期間が満了しているが、引

き続き求職活動を行っている失業者に対して、定額の日額給付として支給される。 

 

図表 1-17 雇用復帰支援手当（ARE）と特別連帯手当（ASS）の概要 

名称 雇用復帰支援手当（ARE） 特別連帯手当（ASS） 

運営主体 失業保険制度に関する措置の立

案、財政運営は全国商工業雇用連

合（Unédic）が担当し、求職者登

録や給付はフランス・トラバイユ

が行っている。 

規則制定などの制度管理は国が

行い、事業の管理運営は、フラ

ンス・トラバイユが行ってい

る。 

被保険者資格 民間の賃金労働者（派遣労働者及

びパートタイム労働者を含む）が

対象となる。 

ARE の受給期間が満了した長期

失業者が対象となる。ただし、

50 歳以上の失業者で ARE より

ASS の給付額の方が多いために

後者の受給を希望する場合は

ASS を受給することが可能であ

る。 

受給要件 以下の全ての要件を満たしている

こと 

・年齢に応じて 24ヵ月または 36ヵ

月の期間に 130日間または 910時間

働いていたこと 

・原則として直近の離職が自己都

合退職でないこと 

・積極的かつ継続的に求職活動を

以下の全ての要件を満たしてい

ること 

・失業前 10 年間に合計で 5 年以

上就業し、ARE を受給していた

こと 

・積極的に求職活動を継続して

いること 

・身体的に仕事に就く能力があ
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行っているまたは、個別就職計画

に基づいた職業訓練を実施してい

ること 

・身体的に仕事に就く能力がある

こと 

・原則として年金受給開始年齢に

達していないこと 

ること 

・法定退職年齢以上の場合は、

老齢年金の満額受給に必要な加

入期間を満たしていないこと 

・一定の収入を超えないこと

（単身者は月額 1,330.70 ユーロ

以下、カップル世帯で月額 

2,091.10ユーロ以下） 

給付期間 給付期間は加入期間と同期間であ

るが、以下の通り上限が定められ

ている。 

53歳未満：730日（24ヵ月）以下 

53歳以上 55歳未満：913日（30ヵ

月）以下 

55歳以上：1,095日（36ヵ月）以下 

最大 6 ヵ月間。その間に受給要

件を満たせば更新可能（更新回

数に制限はない）。 

給付額 離職前賃金に基づいて算定された

日額手当×当該月の日数。以下の

1-3 のいずれか高額の算定額が日額

手当になる（2021年 10月 1日以降

に雇用契約が終了する場合）。 

1 離職前日額賃金の 40.4％＋定額手

当 12.47ユーロ 

2 離職前日額賃金の 57％ 

3最低給付額の 30.42 ユーロ 

※最低給付額が離職前日額賃金の

75％を超える場合は、離職前日額

賃金の 75%相当額が日額手当にな

る。 

日額 19.01 ユーロが支給される

（収入によって減額）。 

財源 使用者負担（保険料率は原則とし

て労働者の給与の 4.05%）及び一般

社 会 保 障 拠 出 金 （Contribution 

Sociale Généralisée：CSG） 

全額国庫負担 

出所：フランス労働省 HP（https://travail-emploi.gouv.fr/lallocation-daide-au-retour-lemploi-are 、最終アクセス

日 2025年 1月 20日等）等よりMURC作成。金額等は 2024年 12月時点の情報。 

 

 

イ 雇用維持・促進施策 

雇用維持・促進施策としては、部分活動（Activité partielle）や国家雇用創出基金（FNE-

Formation）の制度がある。特に新型コロナウイルスの感染が拡大した 2020年以降は、労働

者の雇用を維持するための部分活動と労働時間が短縮された労働者に空いた時間でのスキ

ルアップを促す国家雇用創出基金がセットで用いられた。 

 

（ア） 部分活動（Activité partielle） 

経済情勢の悪化を理由として、企業が労働時間の短縮や事業所の一時的な閉鎖を実施し
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た場合に、国が企業に対して助成金を支給する制度である。企業はサービス支払機関

（Agence de services et de paiement：ASP）から部分活動を行う労働者の時間給の一部に相当

する助成金を受け取り、労働者に部分活動手当を支払う。 

新型コロナウイルスの感染が拡大した 2020年 3月以降は、休業補償割合と国の助成率が

調整された。観光、宿泊、外食、文化、運輸、スポーツ、イベント、その他売上が 8 割以

上低下している業種は特定業種と定められ、他業種より優遇された助成率が適用された。

また、2022年 4月まで行政による感染防止策が実施された地域において事業活動を停止し

た企業を対象に、特定地域企業として優遇された助成率が適用される特例措置が講じられ

た。国からの助成として 2020年は 255億ユーロ、2021年は 92億ユーロが支出され、財源

としては国の一般財源と失業保険からの財源が用いられた。 

 

（イ） 国家雇用創出基金（FNE-Formation） 

国家雇用創出基金（FNE-Formation）の目的は、雇用を維持しつつ、労働者のスキルアッ

プにより、企業による社会経済の変化への対応を支援することである。企業は能力開発実

施機構（OPCO）に申請を行い、（見習い契約や専門化契約を除く）すべての労働者の職業

訓練に資金を提供することができる。小規模企業向けには訓練費用の 70%、中規模企業向

けには訓練費用の 60%、大企業向けには訓練費用の 50%が助成される。 
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（３） 教育訓練・職業訓練 

フランスでは職業訓練に関して、①職業資格に対する権利、②職業訓練個人口座の権利

の付与、③職業指導に関して情報提供、カウンセリング及びサポートを受ける権利の３つ

の法的な権利が認められており、生涯を通じて労働者のスキル向上とキャリアアップを支

援する制度が整えられている。 

キャリアの途上にあるすべての労働者が利用できる制度として、職業訓練個人口座

（Compte personnel de formation：CPF）やキャリアアップカウンセリング（Conseil en 

évolution professionnelle：CÉP）がある。職業訓練個人口座（CPF）を活用してキャリアア

ップを目的とした職業訓練を受ける際に、合わせて職業移行計画（Projet de transition 

professionnelle：PTP）を利用し、有給休暇を取得することもできる。また、技能開発計画

（Plan de développement des compétences）では、企業の主導により職業訓練を実施する。 

 

ア 主な職業訓練制度 

（ア） 職業訓練個人口座（Compte personnel de formation：CPF） 

労働者が職業訓練を受講する権利を個人口座に蓄積する制度である。職業訓練個人口座

には「ユーロ」単位で権利が蓄積され、貯蓄されたユーロを利用して、職業訓練を受講で

きる。フルタイムの労働者は年間 500ユーロ分の権利が付与され、上限 5,000ユーロまで貯

蓄できる（低スキル労働者の場合は年間 800ユーロ分の権利が付与され、上限 8,000ユーロ

まで貯蓄できる）。対象者は 16 歳以上のすべての労働者で、パートタイム労働者、自営業

者、公務員、求職者も含む。 

 

（イ） 職業移行計画（Projet de transition professionnelle：PTP） 

 労働者が職業訓練を受講する際に、転職の個別支援を受けることができ、職業訓練のた

めの有給休暇を取得できる制度である。対象者は原則として 24ヵ月間働いており、使用者

から職業訓練を受講する許可を得た従業員である。職業訓練個人口座（CPF）に蓄積され

た権利を用いて職業訓練を受講する際に、職業移行計画（PTP）を実行することができ

る。対象者は転職支援協会（Association Transitions Pro）に申請書を提出し、審査を受けて

制度を利用する。 

 

（ウ） キャリアアップカウンセリング（Conseil en évolution professionnelle：CÉP） 

求職者、民間企業の従業員、公務員、自営業者などすべての人は、無料で自身のキャリ

アに関するカウンセリングを受けることができる。第一段階のカウンセリングでは、個人

の専門性や労働市場に関する状況を分析し、第二段階のカウンセリングでは、今後のスキ

ルアップに向けた計画や利用可能な公的支援を整理する。キャリアアップカウンセリング

は、フランス・トラバイユや若年者向けの就職支援を行う地域ミッション（Mission locale）

が実施している。 
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（エ） 技能開発計画（Plan de développement des compétences） 

技能開発計画は、企業による労働者に対する職業訓練計画である。企業は業務上必須の

職業訓練、または追加で必要なスキルを身に着けるための職業訓練を受講するよう労働者

に要請できる。必須の職業訓練を受講する場合、及びオプションの職業訓練を勤務時間内

に受講する場合は、職業訓練の受講中に給与が支払われる。職業訓練に関する費用は企業

が負担する。 

 

 

イ 職業訓練に関連する資金の流れ 

2018 年の職業訓練改革により、職業訓練に関連する業務を一元的に担う公的機関とし

てフランス職業能力開発機関（France compétences）が設置された。職業訓練に関連する資

金の流れは図表 1-18のようになり、企業は職業訓練に関する費用を含む法定拠出金を社会

保険料徴収機関（Urssaf）48に支払う。社会保険料徴収機関（Urssaf）は資金をフランス職

業能力開発機関（France compétences）に提供し、職種転換/キャリアアップのための交互

訓練（Pro-A）や国家雇用創出基金（FNE-Formation）であれば能力開発実施機構（OPCO）、

職業移行計画（PTP）であれば転職支援協会（Association Transitions Pro）のように、職業

訓練の種類に応じて予算が配分される。各種職業訓練を管理する機関の資金を利用して、

職業訓練が実施される。 

 

図表 1-18 職業訓練に関連する資金の流れ 

 
出所：Cour des comptes, LA FORMATION PROFESSIONNELLE DES SALARIÉS p.8よりMURC 作成 

  

 
48 社会保険料徴収機関（Urssaf）は、社会保険料の徴収事務等の公共サービスを担う民間団体。 
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第 2 章 欧米主要国における労働施策に関する会計検査等の状況 

第 1 節 アメリカ会計検査院の取組 

（１）アメリカ会計検査院（GAO）の概要 

アメリカ会計検査院（Government Accountability Office: GAO）は、1921 年予算及び会計

法において設置され、連邦議会の補佐機関（independent, nonpartisan agency that works for 

Congress）として政府支出や政府の活動について、主として議会からの要請を受けて検査

を実施している49。 

本部はワシントン DCに置かれ、その他、全米に 11の支部が存在する。職員数 3,576人

（常勤換算値）のうち、約 7 割が本部に勤務している。職員には、会計、法律、工学、公

共経営管理、経済学、社会科学・自然科学の専門家、データ・IT の専門家なども含まれて

いる。年間予算は約 8.1億ドル（2024年度、前年度未使用分残高を含めると 10.7億ドル）

であり、2024年度には、718 件の検査報告、1,484 件の新たな勧告、60 回の議会証言を行っ

ている。 

GAO は、2024 年度には約 675 億ドルの財政的節約を実現したとされる。これは、GAO

への投資 1ドルあたり約 76ドルの財政的節約を生み出していることに相当する。また、財

政的節約は、過去 6年平均で GAOの予算 1ドル当たり 123ドルであると試算されている。

さらにGAOでは、金銭換算はされていないが政府全体のプログラム・運用の改善に結びつ

く 1,232 件の勧告を実施している。勧告については、各検査レポートの勧告先への検査プ

ロセスの中で検査チームがフォローアップを実施している。GAO の検査レポートによる勧

告の後４年以内に当該勧告が実現されることを目標としている。2024 年度の場合、4 年前

（2020年度）に発出した勧告の受検庁での実行率は 70％であった。 

 

（２）GAO の検査体制 

GAO の組織は、図表 2-1 のとおり、会計検査院長（任期 15 年）のもと、会計検査院長

とともに、最高運営責任者、最高管理・財務責任者、法律顧問の 3 名が執行委員会を構成

している。GAO は、ミッションごとに 15 のチームに分かれており、このうち労働施策に

対する検査は、主として「教育・労働・所得保障（Education, Workforce and Income Security」

チームが担当しているが、給付金の不正に関わる検査テーマについては「フォレンジック

検査・調査サービス（Forensic Audits and Investigative Service）」チーム、検査手法に計量経

済モデルを用いるケースについては「応用研究・手法（Applied Research and 

Methods :ARM）」チームが担当する場合もある。 

なお、ARMチームは、検査方法のデザインや、情報の取得・分析の適切な方法の選択・

実装について、他のミッションチームに協力している。また、2019 年に作られた「科学・

技術評価・分析（Science, Technology Assessment, and Analytics: STAA）」チームは、主要な技

術の評価とそれに関連する政策オプションの提示、連邦政府の科学技術政策の評価などを

 
49 2024年度の場合、業務の 93％は議会の委員会からの要請であった。本文中の数値は、GAO （2024） 

“Performance and Accountability Report Fiscal Year 2024”より。（https://www.gao.gov/products/gao-25-900570、

最終アクセス日 2025年 1月 15日） 
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担当するとともに、高度なデータサイエンスを会計検査に適用するためのツールと戦略の

開発・提供を行っている50。 

 

図表 2-1 アメリカ会計検査院 GAO の組織構造 

 

出所：GAO（2024） “Performance and Accountability Report Fiscal Year 2024” 

https://www.gao.gov/products/gao-25-900570、最終アクセス日 2025年 1月 20日 

 

（３）労働施策に対する GAO の会計検査 

労働施策に関して会計検査院 GAOの検査対象となる機関としては、労働省（Department 

of Labor）が圧倒的に多い。 

 

GAO のウェブサイト“Reports & Testimonies”では、トピック別（テーマ別）、受検庁別で

の検査レポートの検索が可能となっている。また、キーワードを掛け合わせて検索も可能

である。そこで、労働施策に対する検査レポートとしては、トピックとして Employment

（雇用）、Equal Opportunity（機会均等）、Education（教育）、Human Capital（人的資本）、

Worker and Family Assistance（労働者・家族支援）を選択し、それぞれのトピックにキーワ

ードとして、Unemployment insurance（失業保険）、Workforce Innovation and Opportunity 

Act（労働力革新機会法）、Reskilling （リスキリング）、Reemployment （再雇用）を掛け合

わせて、調査対象候補の検査レポートを収集したところ、2015年以降で 70本以上の検査レ

ポートを抽出することができる。 

このうち、「失業保険（Unemployment insurance）」と「労働力革新機会法（Workforce 

Innovation and Opportunity Act）」は、何度も繰り返し検査が行われており、これらのテーマ

についての議会・国民の関心の高さがうかがえる。 

 

  

 
50 https://www.gao.gov/about/careers/our-teams（最終アクセス日 2025年 1月 20日） 
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図表 2-2 GAO による暦年別・トピック別の労働施策に関する検査レポート数 

 

（注）一つのレポートが、複数のキーワードに分類されている場合があるため、2015 年から 2024 年まで

の労働施策に関する検査レポート数を単純に合計すると 150件以上となる。 

 

 

 以下の図表 2-3は、直近 10年間の労働施策に関する GAOの検査報告の一部である。 

 

 

2024202320222021202020192018201720162015Ϻ˔м˔ЖЕСАϼ

34312121Unemployment insuranceEmployment(ᾼ )

253126524Workforce Innovation and Opportunity Act

11Reskilling 

14212133Reemployment

1Unemployment insuranceEqual Opportunity( Ṑᵓỡ )

112Workforce Innovation and Opportunity Act

1Reskilling 

12Reemployment

1Unemployment insuranceEducation(ễӾ)

113311Workforce Innovation and Opportunity Act

Reskilling 

1Reemployment

Unemployment insuranceHuman Capital( Ɫ )

111Workforce Innovation and Opportunity Act

111Reskilling 

22111Reemployment

431211Unemployment insuranceWorker and Family Assistance
( ʾᴪיּ (כ◦ 11113651Workforce Innovation and Opportunity Act

1Reskilling 

1411132Reemployment

101625148526161114›ὓ
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図表 2-3  労働施策に対する GAOの検査報告リスト 

No. 公表年 タイトル （レポート番号） タイトル邦訳 詳細※ 

1 2017 
Workforce Training: DOL Can Better Share Information on 

Services for On-Demand, or Gig, Workers （GAO-17-561） 

職業訓練：DOLはオンデマンドまたはギグワーカー向けのサ
ービスに関する情報をより良く共有できる 

 

2 2018 

Unemployment Insurance: Actions Needed to Ensure Consistent 

Reporting of Overpayments and Claimants' Compliance with 

Work Search Requirements （GAO-18-486） 

失業保険：過払いと申請者の求職要件の遵守に関する一貫し
た報告のために必要な措置 

 

3 2018 

Vocational Rehabilitation: Additional Federal Information 

Could Help States Serve Employers and Find Jobs for People 

with Disabilities （GAO-18-577） 

職業リハビリテーション：連邦政府の追加情報は、州が雇用
主と障害者の求職活動を支援することに役立つ 

 

4 2019 

Employment and Training Programs: Department of Labor 

Should Assess Efforts to Coordinate Services Across Programs 

（GAO-19-200） 

雇用訓練プログラム：労働省はプログラム間のサービス調整
の努力を評価すべきである 

 

◎ 

事例 1 

5 2021 

Economic Adjustment Assistance: Experts' Proposed Reform 

Options to Better Serve Workers Experiencing Economic 

Disruption （GAO-21-324） 

経済調整支援：経済的に困難な労働者により良いサービスを
提供するための専門家の改革案 

 

6 2022 
Career and Technical Education: Perspectives on Program 

Strategies and Challenges （GAO-22-104544） 
キャリア・技術教育：プログラム戦略と課題の展望  

7 2022 
Workforce Automation: Insights into Skills and Training 

Programs for Impacted Workers （GAO-22-105159） 

労働の自動化： 

影響を受ける労働者の技能と訓練プログラムに関する洞察 
 

8 2023 

Workforce Innovation and Opportunity Act: Additional Steps 

Needed to Help States Collect Complete Enrollment 

Information （GAO-23-104830） 

労働力革新機会法：州が完全な登録情報を収集するために必
要な追加措置 

 

9 2023 
Subminimum Wage Program: DOL Could Do More to Ensure 

Timely Oversight （GAO-23-105116） 

最低賃金未満プログラム：DOLはタイムリーな監督を確保す
るためにより多くのことができる 

 

10 2023 

Telework: Growth Supported Economic Activity During the 

Pandemic, but Future Impacts Are Uncertain 

 （GAO-23-105999）  

テレワーク：パンデミック時の経済活動は成長で支えられた
が、将来の影響は不透明 

 

11 2023 

Unemployment Insurance: DOL Needs to Address Substantial 

Pandemic UI Fraud and Reduce Persistent Risks  

（GAO-23-106586） 

失業保険：DOLはパンデミックによる深刻な失業保険不正に
対処し、持続的なリスクを軽減する必要がある 
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No. 公表年 タイトル （レポート番号） タイトル邦訳 詳細※ 

12 2023 

Unemployment Insurance: Estimated Amount of Fraud During 

Pandemic Likely Between $100 Billion and $135 Billion 

（GAO-23-106696） 

失業保険：パンデミック時の不正推定額は 1,000億ドルから
1,350億ドルの間と思われる 

 

◎ 

事例 2 

13 2024 
Federal Workforce: Leading Practices Related to Diversity, 

Equity, Inclusion, and Accessibility （GAO-24-106684） 

連邦政府の労働力： 

多様性、公平性、インクルージョン、アクセシビリティに関
連する先進的実践 

 

※「詳細」列の◎印は、次項にて詳細な解説を紹介している事例を表している。 

 

 

 



 

62 

 

 

（４）失業保険制度に対する継続的モニタリング 

ア ハイリスクリストへの指定 

GAOでは、1990年から、無駄や不正、濫用、不適切な管理が生じやすい、又は変革の必

要性が高い政府プログラム・業務を「ハイリスクリスト（High Risk List）」として取り上げ

ている。2 年ごとに、ハイリスク分野の状況を説明し、さらなる進展を確実にするために

必要な行動を概説し、行政府と議会が注意を払う必要のある新たなハイリスク分野を特定

している51。2023年時点で 37分野のハイリスクリストが指定されているが、長年にわたっ

て特定されてきたハイリスク分野の多くは、それに対する取組により改善が進んでおり、

前回の更新以来、約 1000億ドルの財務上の利益がもたらされた。 

このうち、失業保険制度は、2022年 6月に新たにハイリスクリストに追加された分野で

ある。GAO が失業保険制度をハイリスクリストに追加した理由は、失業保険は連邦・州合

同のプログラムであるが、①失業者のニーズへの対応や、②不正や不適切な支払いのリス

クの軽減、③納税額の財政的損失の防止について、長年にわたって課題を抱えてきたため

である。 

 

イ ハイリスクリストのモニタリング方法 

ハイリスクリストの核心は、政府の管理と説明責任を改善するために、議会による関心

を高め、継続的なモニタリングを行うことにあり、上院の国土安全保障・政府問題委員会

（Senate Committee on Homeland Security and Governmental Affairs）と下院の監視・説明責任

委員会（House of Representatives Committee on Oversight and Accountability）の支援を受け、

大きな注目を集めている。さらに、議会だけでなく、行政管理予算局（OMB）の関与、連

邦政府機関の持続的なリーダーシップ、計画、実行こそが、ハイリスク分野への対応を成

功させるための鍵となっている。GAO によれば、リスクの高い問題に対する持続的な解決

策の取組は、数十億ドルを節約し、国民へのサービスを向上させ、政府のパフォーマンス

と説明責任を強化することに繋がり、2006年度から 2022年度までの 17年間で、経済的利

益は総額 6750億ドルに上るという。 

 GAOは、ハイリスク分野への取組の進捗を評価するために、5つの基準（KPI）を独自に

設定して用いている。それらは、以下のとおりである。 

1）進捗への取組を開始し、進めるための「リーダーシップのコミットメント」 

2）主要なリスクを解決するための「能力」（熟練した職員、十分な資金、内部統制、技術、

管理・組織基盤など） 

3）根本原因と解決策を明確にし、是正措置を実質的に完了するためのアプローチを提供

する「行動計画」 

4）機関のリーダーが是正措置の有効性と持続可能性を追跡し、独自に検証するための

「モニタリング」 

 
51 本報告書執筆時点における最新のハイリスクリストは 2023年 4月時点のものである。次回の更新は、

2025年 4月である。 
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5）ハイリスク分野の根本原因に対処する是正措置の実施に関する「進捗状況の実証」 

GAOは、各基準について、以下の 3段階で評価を行っている。 

①基準を満たしている。この基準に更に取り組む必要のある重要な行動はない。 

②部分的に基準を満たしている。必要な行動が一部に取られたが、すべてではない。 

③基準が満たされていない。必要な措置がほとんど取られていない。 

進捗の度合いは、星印を用いて視覚的に表され、5つの基準のそれぞれについて、3つの

評価のうちのどれに相当するかが示される。また、星印の内側にプラス記号がある場合は、

前回のハイリスクリスト更新以降、その基準に対する評価が進んだことを示している。同

様に、星印の内側にマイナス記号がある場合は、前回の更新以降、その基準の評価が低下

したことを示している。 

 

ウ 労働省に期待される取組 

失業保険制度は 2022 年 6 月に新たにハイリスクリストに加えられた分野であるため、

2023年 4月の更新時には、取組については評価対象外となっている52が、GAOが労働省に

求めている 5つの取組の具体的方向性は図表 2-4のとおり示されている。 

 

図表 2-4 失業保険制度の 5つの評価基準に対する GAOの見解 

 

1）リーダーシップのコミットメント 

GAO と労働省監察総監室（DOL-OIG）は、失業保険制度の改革のために労働省のリ

ーダーシップが必要であることを確認している。2021年 8月、労働省は失業保険近代化

計画を実施するに際し、戦略的リーダーシップを発揮するために、長官室内に失業保険

近代化室を設置した。この動きには期待が持てるが、失業保険近代化室は一時的なもの

であり、少数のリーダーシップチームで構成されており、長期スケジュールが欠如して

いる。労働省の失業保険近代化計画で示されたビジョンを実現するためには、長期的な

戦略計画と持続的なリーダーシップが不可欠である。 

 

2）能力 

州および連邦政府の能力の限界は、GAO や DOL-OIG のレポートで繰り返し指摘され

ている。特に、景気後退期に効果的に失業保険制度が対応できていないことである。 

 
52 失業保険制度に対する労働省の取組に関する最初の評価は、次回のハイリスクリスト更新時（2025年）

に行われる。 



 

64 

 

2009 年から 2017 年の間、労働省は単一共通システムを開発する州のコンソーシアム

に資金提供を行ったが、州法や業務プロセスの相違を管理する課題に直面している。ま

た、2020 年にパンデミックが始まった頃、多くの州は旧式の IT システムに依存してい

た。この点に関し、GAOは、2022年 6月の検査レポート53の中で、失業保険制度が直面

する能力上の課題として、人員配置の限界、時代遅れの ITインフラ、景気後退時の給付

金トリガーの有効性が限定的であることを指摘した。労働省は、2021 年米国経済救済計

画法（American Rescue Plan Act：ARPA）により、州の IT システムの近代化を資金面で

支援したが、失業保険近代化計画のインフラ改善ビジョンを達成するには、持続的かつ

システム全体にわたるソリューションが重要となる。 

 

3）行動計画 

労働省は、失業保険制度改革のための原則を説明し、「公平行動計画（Equity Action 

Plan）」の中で、失業保険制度における公平な成果を妨げる障壁を挙げ、現在進行中およ

び計画中の行動をまとめた。しかし、労働省は、給付金受給における格差の程度とその

潜在的原因や、現代経済に対応するための非伝統的労働者の支援について、包括的な分

析をまだ実施していない、と GAOは 2022年 6月の検査レポートで報告している。 

さらに、労働省は、GAOの「不正リスクフレームワーク（Fraud Risk Framework）54」

に沿った包括的な失業保険不正リスク評価を実施していない。根本原因を特定し、その

解決策を明確にするための明確な計画が、長期的には必要である。この行動計画は、モ

ニタリングの取組にも役立つ。 

 

4）モニタリング 

労働省は、失業保険の請求、補償、迅速な支払い、過払いの有無など、さまざまな情

報を州からデータ収集している。しかし、これらのデータの完全性と正確性には限界が

あるため、GAOでは改善に向けた提言を行ってきた。労働省は、失業保険の近代化の有

効性をモニタリングするために、質の高い、場合によっては新たなデータが必要とな

る。 

 

5）進捗状況の実証 

労働省は、不適切支払率の削減、不正リスクに対するより適切な管理、人種や民族グ

ループ、州全体を含めた公平性の向上、現役労働者人口へのより効果的なアプローチと

現代経済への対応、パンデミック前レベルの支給の適時性の回復、景気後退に対する対

応改善などについて進捗を示さなければならない。労働省は、失業保険に関するGAOの

勧告や DOL-OIG の勧告を実施することにより、進捗状況を示すことができる。必要に

応じて州および連邦の利害関係者を関与させることも重要である。 

 

 

 

 ハイリスクリストの評価に用いられる 5つの基準以外に、GAOでは今後労働省が実施す

べき取組と、これらが実施された場合の潜在的利益について言及している。 

 

＜今後実施すべき取組＞ 

2023年 3月現在、失業保険制度の改善を求めて労働省に対して行った勧告のうち 19件は

 
53 Unemployment Insurance: Transformation Needed to Address Program Design, Infrastructure, and Integrity Risks 

（GAO-22-105162） https://www.gao.gov/assets/gao-22-105162.pdf、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
54 A Framework for Managing Fraud Risks in Federal Programs（GAO-15-593SP）https://www.gao.gov/assets/gao-

15-593sp.pdf、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
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未対応であり、そのうち 5件は優先的に対応すべき勧告である。 

・変革計画を策定し、実行すること。この計画には、効果的なサービスの提供と財務リス

クの軽減に関する持続的な行動の概要を盛り込むべきである。 

・不正リスク評価のプロセスを管理する専任組織を指定し、その責任を文書化すべきであ

る。 

 

＜潜在的利益＞ 

失業保険制度の強化により、失業中の労働者に対するサービスが改善され、システムが

財務リスクにさらされる可能性が低減される。労働省がGAOの勧告に沿って取り組み、変

革計画を策定・実行することにより、不正に関連するものを含めた不適切支払率の削減、

請求処理の効率性向上、パンデミック前の迅速な支払い水準の回復、現在の労働者人口へ

のより効果的な対応、給付分配における公平性の向上など、定量的な成果を達成できる可

能性がある。 
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（５）労働施策に対する GAO の検査事例 

【事例１】 雇用訓練プログラム：労働省はプログラム間のサービス調整の努力を評価すべ

きである 

Employment and Training Programs: Department of Labor Should Assess Efforts to Coordinate 

Services Across Programs （GAO-19-200） 

 

ア 検査の背景 

GAO は、長年にわたって連邦政府が資金提供を行う雇用訓練プログラムに関して、「断

片化（Fragmentation）」、「目標や活動の重複（Overlap）」、「対象の重複（Duplication）」があ

る可能性を指摘してきた。 

「断片化」とは、複数の連邦政府機関（組織）が、同じ分野に関与し、サービス提供を

改善する機会がある状況で生じ得る。「目標や活動の重複」とは、複数の機関やプログラ

ムがよく似た目標を持ちよく似た活動を行っている場合や、よく似た受益者を対象として

いる場合に生じ得る。また、「対象の重複」とは、複数の機関やプログラムが同じ活動を

行ったり、同じ受益者に同じサービスを提供していたりする場合に生じ得る。 

GAOは、2011年のレポート55では、9つの連邦機関が行っている 47の雇用訓練プログラ

ムのうち 44件に他のプログラムとの「目標や活動の重複」があることを指摘した。また、

2014 年に成立した労働力革新機会法（WIOA）の目的の一つは、これらのプログラムを調

整し、統合することであった。特に、労働省と教育省によって運営されている労働力プロ

グラムを、保健福祉省等の支援を受けて統合することに重点を置いていた。 

このような 2011年以降の変化を踏まえ、連邦政府の雇用訓練プログラム間の断片化と重

複の状況について報告をするよう、議会56から GAOに要請があった。 

 

イ 検査の観点・着眼点 

検査の観点は以下の３点である。 

1） 2011 年のレポートでのレビュー以降、連邦政府の雇用訓練プログラムの数や義務はど

のように変化したのか。 

2） 雇用訓練プログラムが、どの程度同様の集団に同様のサービスを提供し続けているの

かという点と、その潜在的な影響の例はどのようなものか。 

3） プログラム間の断片化や重複に対処するため、各省庁がどの程度行動を起こし、何を

学んだか。 

 

ウ 検査対象・検査方法 

 
55 GAO（2011） “Multiple Employment and Training Programs: Providing Information on Colocating Services and 

Consolidating Administrative Structures Could Promote Efficiencies”（GAO-11-92） 

https://www.gao.gov/assets/gao-11-92.pdf、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
56 上院の国土安全保障・政府問題委員会における常設調査小委員会（Permanent Subcommittee on 

Investigations, Committee on Homeland Security and Governmental Affairs, U.S. Senate） 
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9つの連邦政府機関が運営する 47の雇用訓練プログラムについて、追加と絞り込みを行

い、関連レポート・研究のレビュー及び連邦機関の担当者へのアンケートとインタビュー

によって検査を実施した。 

なお、検査期間は、2017年 9月から 2019年 3月までの 1年半である。 

 

（ア） 検査対象の抽出 

まず、過去の GAOの検査で確認された 9つの連邦政府機関が運営する 47の雇用訓練プ

ログラムをリストアップした上で、現在の状況を連邦政府機関の担当者に照会し、リスト

を更新した。 

 次に、連邦国内補助金一覧（Catalog of Federal Domestic Assistance: CFDA）に記されてい

る以下の目的に合致するプログラムを選択した。 

・雇用可能性を高めるための個人の職業スキルを向上させること 

・仕事の機会を見つけること 

・求職者の就職を支援すること 

また、2011年の GAOのレポートで用いた以下の 12ワードを用いて、CFDAを検索し、

検査対象とする追加プログラムを選定した。 

雇用（Employment）、職業訓練（job training）、労働力（workforce）、キャリア（career）、

職業（vocational）、自給自足・自営（self-sufficient）、再雇用（re-employment）、労働

（labor）、雇用関連（employment-related）、労働力人口（labor force）、労働市場（labor 

market）、経済的自営（economic self-sufficiency） 

 さらに、小規模プログラムや税額控除、訓練提供者のための訓練プログラム等を除外し

た上で、2 人のアナリストが独立に検査対象とすべきプログラムを検討し、双方の合意を

もって検査対象プログラムとした（決定できないプログラムについては、別のアナリスト

にも照会した）。 

 この後、GAO から各連邦機関の担当者に検査対象プログラム案 46 件の確認を取ったと

ころ、労働省の 3件のプログラムが除外され、最終的には 43件のプログラムが検査対象と

なった。 

 

（イ） 検査方法 

a プログラムに関するアンケート調査 

検査の観点の１つ目に相当するプログラムの数や要件について、GAO は連邦各機関の担

当者に対して、電子メールにエクセルを添付して、プログラムの提供サービス、予算、参

加者（受益者）数、や CFDA に記載されているプログラムの目的、資格要件、受益者要件

について、確認や訂正を求める質問を行った。また、各プログラムの重複や断片化を管理

するための行動についても質問した。その際、データや情報源、提供データの限界を明ら

かにするようにも求めた。さらに、回答データに疑義がある場合（例：資金が減少してい

るのにプログラム参加者が増加しているような場合）や異常値については、各機関に確認

を求めた。 
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b プログラムの重複や断片化に関する検査方法 

検査の観点の 2つ目に当たる 43件の雇用訓練プログラム間での重複の有無について、提

供対象となる人口グループに従ってプログラムを分類し、各分類内で類似サービスを提供

するプログラムを「目標や活動の重複（Overlap）」として特定した。なお、「対象の重複

（Duplication）」の有無については、検査を行っていない。GAOは、連邦政府の雇用訓練プ

ログラムについて「対象の重複」を過去に特定したことはなく、今回の検査の目的は、過

去に特定された「目標や活動の重複」と「断片化」に焦点を当てているためである。 

 検査の観点の 3 つ目に相当するプログラム間の重複や断片化に関する潜在的な影響の例

や、各省庁が採った措置については、GAO の過去の検査レポートや連邦政府機関によるレ

ポートを参照した。 

 連邦政府機関によるレポートでは 6 件の分析が精緻であると判断し、レビュー対象に含

めた。また、ProQuest57を通じて、プログラム間の重複や断片化を管理するために取った措

置をどの程度評価しているのかをキーワードで調べた。 

雇用訓練プログラムの影響については、プログラムの成果をプログラムが無かった場合

の推定結果と比較する必要があるが、連邦政府機関が提出した 16件のインパクト評価研究

事例のうち、方法論が妥当な 13件を採用した。 

 

エ 検査結果 

雇用訓練プログラムは、2011 年度の 47 件（うち、44 件が他のサービスと重複）から

2017年度の 43件へと減少している。43件の内訳は、労働省 19件、教育省 7件、保健福祉

省 7件、内務省 3件、国防総省 2件、退役軍人省 2件、農務省 1件、司法省 1件、環境保護

庁 1件である。 

 

（ア） 支出額と参加者数 

2009～2017年度にかけ、連邦政府による雇用訓練プログラムの年間支出は約 200億ドル

から 140 億ドルへと減少したが、これは、2009 年の米国再生・再投資法（ARRA）による

資金提供の終了が主要因である。 

43件のプログラムは依然として 9機関で実施されており、就職相談や評価 （43件のうち

39件） 、就職準備の訓練 （43件のうち 38件） は各機関で重複している。先住民や退役軍

人、若者等の特定の集団を対象とするプログラムも同様のサービスを提供している。 

2017年度には、43件のプログラムのうち、8件のプログラムの支出合計が 110億ドル以

上、すなわち雇用訓練プログラム全体の支出の 82％を占めている。 

 

  

 
57 ProQuest社が提供する論文・記事データベース 
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図表 2-5 雇用訓練プログラムのうち主要 8 プログラムが占める支出割合（2017 年度） 

 

 

 雇用訓練プログラムの参加者数については、2,400万人から 1,100万人へと、2011年のレ

ポート時から 56％減少した。特に、労働省のワグナー・ペイザー法関連雇用サービスと、

労働力革新機会法（WIOA）成人プログラムの 2 つがこの減少の大部分を占め、それぞれ

800万人と 400万人減少した。これらのプログラムは、景気の好転によって失業率が低下す

るにつれ、大きく参加者数が減少したプログラムである。 

 

（イ） プログラム間の重複 

43 件の雇用訓練プログラムは、類似の人々に類似のサービスを提供しているという点で、

概ね重複している。ほぼすべてのプログラムで、就職相談や評価（39 件）、求職活動や就

職斡旋活動（39件）、就職準備の訓練（38件）、職業紹介（37件）などを提供している。 

 

図表 2-6 最も頻繁に提供される雇用訓練サービス、および同様のプログラムの提供件数 

（2017年度） 

雇用訓練サービス 報告された件数 

就職相談や評価 39 

求職活動や就職斡旋活動 39 

就職準備の訓練 38 

職業紹介 37 

職業開発 36 

職業訓練または職業教育 36 

就業経験 35 

15%

12%

10%

7%
6%6%

5%

18%

21%
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実地訓練（OJT） 33 

補習学業、英語、または基礎的な成人識字指導 32 

雇用維持訓練 32 

その他の雇用および訓練活動 29 

高校卒業または同等の資格取得支援 26 

 

プログラム間の重複には、特定のニーズを持つプログラム参加者が、雇用訓練サービス

をよりよく利用できるようになったり、よりカスタマイズされた、またはより集中的な支

援を受けることができるようになったりするメリットがある。 

 一方、複数のプログラムが重複していたり、断片化されていたりする場合、プログラム

管理者が調整しなければ、利用可能な資源を効率的に活用できないリスクもある。 

 

（ウ） 重複、断片化に対する措置 

43件の雇用訓練プログラムのうち、8機関にまたがる 31プログラムについては、断片化

を管理するために少なくとも 1つの行動がとられていた。また、9機関全体で 38プログラ

ムについては、重複を管理するために少なくとも 1 つの措置が講じられていた。例えば、

断片化と重複に対処するために、労働省と教育省の 7 つのプログラムの担当者は、情報を

共有し、サービス内容を調整するために、省庁間ワーキンググループに参加していた。ま

た、退役軍人省は労働省と省庁間の技術支援ガイドを更新し、両機関の退役軍人向け雇用

訓練プログラムの連携を図っていた。 
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図表 2-7 雇用訓練プログラムの重複や断片化を管理するために取られた措置の数 

行動の分類 

下記の各課題を管理する

ために用いられた行動 

断片化 重複 

参加者向けサービスの調整（例：サービスの共同登録および

共同配置、参加者紹介） 

8 15 

資金調達（例：資金源の合理化、プログラム間の資金移転に

際してより柔軟な対応を地方自治体に許可） 

1 5 

助成金管理（例：助成金申請プロセスおよび助成金管理） 13 12 

省庁間での協力、ワークグループ、合意 8 13 

指導および技術支援の提供 10 13 

パフォーマンスの測定およびモニタリング（例：測定および

報告システムの調整、進行中のプログラムモニタリング） 

13 5 

戦略的計画 9 3 

 

他方、5 つのプログラムについては、断片化や重複を管理するための措置をとっていな

かった。5 つのプログラムは、それぞれ、1）国防総省の職業訓練、雇用技能訓練、技能実

習、インターンシップ、2）教育省のハワイ先住民向けキャリア・技術教育プログラム、3）

内務省の部族向け技術カレッジ、4）労働省の登録技能実習、5）労働省の女性向け技能実

習および非伝統的職業訓練、である。その理由としては、プログラムが独自のサービスを

提供しているか、専門的な人々にサービスを提供しているため、対策は必要ないというも

のであった。 

 

（エ） 重複、断片化に対する措置に関する評価 

雇用訓練プログラムの運営機関では、プログラムの断片化や重複を管理するための措置

がどの程度機能しているかという点に関する情報を一貫して持っていなかった。 

 

（オ） 雇用訓練プログラムの効果 

GAO の「断片化と重複に関する評価と管理のガイド58」では、プログラムの評価結果を

利用して、プログラム資金の非効率的な使用など、断片化や重複の悪影響を軽減したり、

より良く管理するための選択肢を評価することの重要性を指摘している。 

これらの評価は、例えば、（1）先住民、若者、難民など、特定の集団向けの雇用訓練ニ

ーズに対して、複数のプログラムがどのように対応しているか、ということについての情

報格差や、（2）断片化・重複の望ましくない影響を管理し、プログラム間の連携と効率性

を改善する程度に関し、取り組むべき方法を特定するための参考になる。 

2011 年の GAO の検査以降、連邦各機関はさらにインパクト評価を完了したと報告して

いるが、プログラムの効果検証は、一般的に単一プログラムや特定の対象集団に限定され

ている。調整された活動がプログラム対象者にどのような利益をもたらしたかを評価した

 
58 GAO（2015） “Fragmentation, Overlap, and Duplication: An Evaluation and Management Guide”（GAO-15-

49SP） 
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のは 1 件のみであり、先住民、若者、難民には焦点を当てていない。労働力革新機会法

（WIOA）では、各機関による評価の実施を奨励しており、特に労働省に対しては、特定

のプログラムの調整という目的に沿って、特定の雇用訓練プログラムの優先事項を記載し

た 5 か年計画の公表を義務付けている。労働省はいくつかの措置を講じたと報告している

が、複数年にわたる雇用訓練プログラムの評価の戦略計画は依然として欠如している。そ

の結果、労働省は重複管理措置が成功しているかどうかを把握できていない。 

 

オ 所見（検査対象機関等への勧告） 

GAO は、労働省が他の連邦機関と協議の上、雇用訓練プログラム間の調整が完全であり、

その評価に関する複数年の戦略計画を策定・公開することを勧告した。計画策定に際して

は、先住民や若者、難民等の特定の集団の雇用訓練ニーズに対応する複数のプログラムが

どのように対応しているのか、という点に関する情報格差にも対処すべきであることも勧

告内で付言している。 

 

カ 検査対象機関の対応・その後の状況 

労働省は GAOからの勧告に同意した。 

また、雇用訓練プログラムを実施している連邦 9 機関に対して、本検査レポートの草稿

を送付したところ、労働省と退役軍人省からは技術的コメントが返送されてきたので、最

終検査報告書に反映させた。その他の機関からのコメントは無かった。 
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【事例２】失業保険：パンデミック時の不正推定額は 1,000 億ドルから 1,350 億ドルの間

と思われる 

Unemployment Insurance: Estimated Amount of Fraud During Pandemic Likely Between $100 

Billion and $135 Billion （GAO-23-106696） 

 

ア 検査の背景 

 失業保険制度は、プログラムが不完全であるという課題に長年直面しており、特に、

COVID-19パンデミックの期間中にさらに悪化した。議会は 2020年 3月にコロナウイルス

支援・救済・経済保障法（Coronavirus Aid, Relief, and Economic Security Act: CARES）を制

定し、失業者を救済するため、以下の 3つの一時的な失業保険制度を新設した。 

・パンデミック失業支援（Pandemic Unemployment Assistance: PUA） 

・連邦パンデミック失業補償（Federal Pandemic Unemployment Compensation: FPUC） 

・パンデミック緊急失業補償（Pandemic Emergency Unemployment Compensation: PEUC） 

しかし、給付金に対する需要が急増し、給付を迅速に実施する必要があったため、不正

受給のリスクが高まった。そのため、GAO は 2022 年 6 月に失業保険制度をハイリスクリ

ストに追加していた59。 

 労働省は、不正を含む不適切支払額と率を推計するために使用している給付正確性測定

（Benefit Accuracy Measurement: BAM）プログラムにおける通常の失業保険請求に対する推

定不適切支払率を適用し、FPUCとPEUCの不適切支払額を推計していた。これによれば、

2020年度の不適切支払推定額 80億ドル（推定不適切支払率 9.2％）から 2021年度には 781

億ドル（推定不適切支払率 18.9％）、2022年度は 189億ドル（推定不適切支払率 22.2％）へ

と増加していた。ただし、失業保険の全体的な不適切支払推定額には、PUA の不適切支払

推定額は含まれていない。また、不適切支払額には、不正等による過払額に加え、意図的

または非意図的なエラーに基づく過少支払額も含んでおり、失業保険全体の不正に関する

有効な指標ではなかった。 

 また、2018 年以来、GAO は労働省に対し、失業保険制度を改善するために 26 の勧告を

行ってきたが、不正リスク管理に関する 4件の勧告を含む 16件は、未実施のままであった。 

そこで、GAO は本検査レポートで、パンデミック期間中の失業保険不正額の下限と上限

の範囲を含む独自の推計を行った。 

 

イ 検査の観点・着眼点 

検査の観点・着眼点は、（1）パンデミック期間中の失業保険の不正額、（2）労働省が各

州に行った支援額、（3）各州が報告した失業保険の過払い金の回収額と免除額、を示すこ

とである。 

 

 
59 https://files.gao.gov/reports/GAO-23-
106203/index.html?_gl=1*1hwaj41*_ga*ODkxOTcwMzc0LjE3MTM4Njg4MTI.*_ga_V393SNS3SR*MTcyOTYw

NzAyOC4zOS4xLjE3Mjk2MDg3NzMuMC4wLjA.#appendix41、最終アクセス日 2025年 1月 20日 
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ウ 検査対象・検査方法 

GAO は労働省の給付サンプルデータを他の連邦データベースと照合した。また給付請求

と経済状況に関する計量経済モデルを作成した。GAO はまた、州が報告した過払い、回収、

免除に関するデータも活用した。不正リスクやその他の要因に基づいて、パンデミック関

連の失業保険プログラムの運営、BAMプログラムの潜在的な限界、州における不正の定義、

パンデミック関連失業保険プログラムにおける不正測定の取り組みに関する情報を得るた

めに、アリゾナ、カリフォルニア、フロリダ、ジョージア、イリノイ、カンザス、ミシガ

ン、ネバダ、ニュージャージー、ニューヨーク、ペンシルベニア、ロードアイランド、テ

キサス、ワシントンの 14 州の州労働力機関（State Workforce Agency: SWA）に対してイン

タビューも実施した。 

なお、検査対象期間はパンデミック関連の失業保険給付が始まった 2020年 4月から、公

衆衛生上の緊急事態が終了した 2023年 5月末までである。 

 

（ア） パンデミック期間中の失業保険における不正額の推計方法 

失業保険支出を、独自の不正リスクプロフィールを有している PUAに関連するか否かで

分類し、COVID-19 期間中の失業保険の不正額推計には、以下の関連する複数の個別の推

計を組み合わせた。 

1）PUA に関連しない通常の失業保険プログラム、PEUC、混合所得者失業補償

（MEUC）、延長給付、および FPUCの支払額 

2）PUA関連での FPUCの支払い分を含む PUAプログラムの支払額60 

 

a BAM モデルによる推定不正率の算出 

PUA を除く失業保険プログラムにおける不正額の推定値を算出するため、GAO は BAM

プログラムの 2020年 4月から 2022年 12月までのデータを使用して、不正額の推計を行っ

た。BAMの対象となる 3つの主要な失業保険プログラムは、州の失業保険、連邦職員の失

業補償、元軍人の失業補償である。GAO は、推定不正率を含む四半期ごとの BAM データ

を労働省のウェブサイト61からダウンロードした。BAMプログラムの推定不正率は、全 50

州、コロンビア特別区、プエルトリコについて算出されている。DOL のガイダンスによる

と、米領バージン諸島は BAMプログラムの運用が免除されている。 

GAO は、BAM プログラムでの推定不正率が PEUC プログラムと延長給付プログラムの

不正率の妥当な近似値であると仮定した。また、BAM が停止していた時期については、

GAO は、州のダミー変数、各四半期における州の人口調整済み請求数、四半期がパンデミ

ック前か否かを含む説明変数を用いて線形回帰モデルにより不正率を推計した。 

なお、州労働力機関（SWA）との協議により、GAO では BAMプログラムで不正率が実

際より過小評価されるリスクは、過大評価されるリスクよりも高いと判断した。その理由

 
60 労働省は、本検査での失業保険不正額推計には、PUAは対象者や受給資格要件が異なるため、対象外と

した。また、MEUCも 1年未満の運営であったため推計の対象外とした。ただし、GAOは 2023年 5月末

までのMEUCプログラムの連邦支出総額 7800万ドルを不正支払額推定値に含めた。 
61 https://www.dol.gov/agencies/eta/unemployment-insurance-payment-accuracy/data  
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として、BAMでのサンプリングが不確実であることや、すべての潜在タイプの不正をカバ

ーしていない可能性があることを指摘している。 

 

b PUA プログラムに対する不正率の算出 

 PUAプログラムについては、労働省監察総監室（DOL-OIG）が提供した 2,540件の PUA 

支払いサンプル及び不正指標の中から、個人情報の盗難や資格詐欺に関連する不正指標を

特定するために、GAO はサンプル 260 件を選択した62。その上で、260 件のサンプルから

統合不正リスクスコアを作成し、欠損データに対して多重代入法から得られる推定量（不

正率）を当てはめる統計モデルを用いて 2,540 件のサンプルについても、不正指標の存在

を示すフラグを作成した63。 

その上で、GAO は、全州が不正防止ツールやプロセスを包括的に導入していた場合の

PUA 給付金支払い水準を予測する計量経済学的モデル64を開発した。PUA の給付金支払い

における潜在的な不正額は、 

（1）実際の給付金支払額と計量経済モデルから予測される給付金支払額との差の合計か

ら、（2）包括的な不正防止ツールやプロセスの平均的な効果（計量経済モデルから推定さ

れる係数）を用いて、給付金支払における潜在的な不正額を推定した。潜在的不正率は、

実際の給付支払額に対する潜在的不正額の比率として計算される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
62 不正指標は不正行為の可能性を示唆するフラグであり、不正そのものではない。GAOでは、労働省の

監察総監に対して、不正指標が存在する請求者の照会を行う予定である。（検査レポート付録脚注 11） 
63 本検査レポートでは、潜在的な不正加害者が不正リスクに気づいたり、プログラムの潜在的な弱点を突

いたりしないよう、特定した不正指標については、詳述されていない。不正リスクのスコアリング過程に

ついても、同様の理由から詳述されていない（検査レポート付録脚注 14、19）。 
64 このモデルには、州の特徴を表す変数として、パンデミック時の疾病負担、失業率、人口構成、産業構

成 COVID-19厳格性指数（人々の行動を制限する州の閉鎖・封じ込め政策の厳格性を示す指標）、通常の

州の失業保険の特徴（保険加入失業率、賃金クレジットが不十分な割合、単一請求拒否の割合）、労働市

場の状況（経済的理由によるパートタイム労働者、自営業者の割合、失業の理由）、職業構成（26の職業

グループ）、ラグ付き変数（パンデミック時の疾病負担のラグ、厳格性指数のラグ）等が含まれている。

計量モデルは、州ごとにクラスター化した標準誤差を用いたプール化された最小二乗法によって推定され

ている。 
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図表 2-8 パンデミック期間における失業保険の不正額推計手順 

 

 

 

（イ） 労働省から各州への支援額の把握方法 

GAOは、労働省から各州への支援額を把握するため、2020年 3月から 2023年 7月まで

に各州に提供された財政的・技術的支援に関する労働省のデータ・要件を検査した。また、

カリフォルニア州、フロリダ州、カンザス州、ネバダ州、ニューヨーク州、ワシントン州

の 6 州を選定し、職員に対するインタビューを実施した。これらの州は、（1）不正リスク

レベル、（2）支援額の受領額、（3）支援額の受け入れ範囲に基づいて選ばれたが、選ばれ

た 6州の情報は、すべての州に一般化できるわけではない。 

 

（ウ） 各州における失業保険の過払い金の回収額と免除額の把握方法 

GAO は、2023年 5月 1日時点で各州が労働省に提出した様式 902P（PUA）と様式 227

（非 PUA）を通じて、2020年 3月から 2023年 3月までに各州が過払い金を回収、償却、

免除した額について、入手可能な最新のデータを検査した。 

また、労働省や選定された 6 州の職員に対して、以下の諸点の情報を得るためにインタ

ビューを行った。 

1）不正な失業保険の過払い額 

2）不正な失業保険の過払いを回収するための取組 

3）不正な過払いを損金処理（write-off）するための基準 

4）不正ではない失業保険の過払いに対する権利放棄 

さらに、データの信頼性を評価するため、様々な電子テストを実施した。これらのテス

DOLχBAMФк
ϽжЭД˔Ќ►

• χﬞỘ ᾑπψʺ50 ʺЀкрРϯ
ỸʺФϵиЕзЀχ ϬḯϚʺ

DOLχBAMФкϽжЭχД˔ЌϬ► ΰο
Μϥʻ

BAMχ ӤϬ
ᶈ βϥθϛτ︡
ϣϦθ︣

1. BAMФкϽжЭχ Ϭ► ΰοʺ
BAMΥ ♁ήϦθОрДЬАϼ◦ ΜχΩ
χ3ΤὮḧτΣΪϥ χﬞỘ ᾑχ
Ϭ βϥ ὓЯДиϬᵫ ΰθʻ

2. 2022 12ὮϘπτDOLΥ ⁮ΰθ ΥΚ
ϥ ḧ Ϭ► ΰοʺ2023 1ὮΤϣ
2023 5ὮϘπχBAMχ Ϭᵵ▄ΰθʻ

3. 3νχ︠ σﬞỘ ᾑФкϽжЭχBAM
Д˔ЌϬ► ΰοʺ ϬʺPUA Ẑ
τḩ ΰσΜFPUCχ ᶤ›Ϟᶈ ​​ẚ
ʾОрДЬАϼừẍﬞỘ ʾ₤›

Ộﬞיּ ФкϽжЭχ◦ τᶈ ΰθʻ

ᾤ χ

χὓ▄

• χﬞỘ ᾑτḩ ΰθẚ χ
χ Ϭ▄ βϥθϛʺ χ

ρ Ṝχ Ϭ► ΰθʻϘθʺ
χ τḩ ΰθ ᶎם

Ϝ ΰθʻ

χﬞỘ ᾑ

DOL-OIGχ ◙
τϢϥ χ►

• DOL-OIGψʺ2,540ὯχPUA◦ ΜЂрФиτ ◙ Υ ∕βϥΤςΞΤϬ
βϥθϛʺД˔Ќ ︣ Ϭ► ΰθʻάϦτψʺ πχ ẐϞʺЄϴϯ

ήϦθ ◓Ю˔иϘθψṮϩΰΜ ◓Ю˔иτḩβϥ◙ ΥḯϘϦϥʻDOL-OIG
ψάϦϣχ ◙ ϬGAOτ ằΰθʻ

PUA◦ Μχ

ЂрФи

• DOLΥPUAχ Ϭ βϥθϛτ ὓΰθ2,540ὯχPUA◦ ΜЂрФиϬ
︣ΰθʻⱳτ2,540ὯΤϣ260ὯχPUA◦ ΜχЂрФиϬ ΰθʻ

χ

χὓ▄

• 2,540Ὧχ◦ ΜρDOLχЂрФи ὓτḩβϥ◙ τṁξΦσΥϣʺGAOχ ᴥ
₰ὫᴮϬPUAχ τᶈ ΰθʻϘθʺ χ τḩ
ΰθ ᶎם Ϝ ΰθʻήϣτὓ ὊↄЯДиϬ► ΰοʺὫᴮχ Ϝᾁ
ΰθʻ

ϼкІЫАЎрϽχ
ᴥ

• ◙ χ ∕Ϭήϣτ βϥθϛʺ2,540ὯχPUA◦ ΜЂрФиτνΜοʺ
♂ ЫІЌ˔ТϮϱиϞיּ ṛᾼ зІЕρϼкІЫАЎΰθʻיּ

PUA◦ Μχ

ᴥ ₰

• 2,540ὯΤϣ ΰθ260ὯχPUA◦ ΜτνΜο ᴥ ₰Ϭם☼ΰθʻάϦψʺ
ᴥβϓΦ зІϼϬ ΰʺ2,540ЂрФиτ βϥД˔Ќ ︣ χ ῟

Ϭ ᴣβϥθϛτ“ϩϦθʻ ᴥ ₰ψʺPUAϾ˔ІТϮϱиχйРв˔ʺ
ΰθPUA Ẑτ βϥDOL-OIGχᾋᵔʺ῝ᵫ Ϭ ΰθйРв˔ʺּזᵓ
χԁ ᾁ ЄІГЭ(Enumeration Verification System) ρχϼкІЫАЎϬ

ḯϭπΜϥʻ

зІϼ

ІЀϯзрϽ
• ᴥ ₰χὫᴮϬ► ΰο260ὯχPUA◦ Μχ зІϼІЀϯϬ⌠ ΰθʻ

ЯДиρ

ζχ

• 260ЂрФиχ ᴥ ₰Ϭ ֳΰθ зІϼІЀϯϬ2,540ЂрФиτᶈ ΰθ
ὓЯДиϬ⌠ ΰθʻ

ОрДЬАϼﬞỘ◦כ(PUA)
ˢPUA Ẑτḩ βϥ ОрДЬАϼﬞỘ (FPUC)ẚ ϬḯϚˣ

ОрДЬАϼτΣΪϥﬞỘ ᾑχ Ỳᶛτ βϥ ӤϬ▄ βϥθϛʺ χ ρḩ βϥ◦ Ϭ ϙ›ϩδθʻ



 

 

77 

 

トには、欠落データ、重複記録、指定範囲外の値の確認が含まれている。 

 

エ 検査結果 

（ア） パンデミック期間中の失業保険の不正額の推定値 

GAO は全米 50 州にコロンビア特別区、プエルトリコ、米領バージン諸島を含めた 53

州・地域を対象に COVID-19パンデミック時（2020年４月～2023年５月まで）の失業保険

の不正額は 1,000億ドルから 1,350億ドルの間であったと推定している。これは、パンデミ

ック中に支払われた失業保険給付総額の約 11％～15％に相当する。 

 

（イ） 連邦政府から州に対する支援と不正額の回収 

パンデミック期間中、労働省は各州に失業保険制度とプロセスを改善するための支援を

行い、2023年 7月現在、不正防止、発見、調査、回収行動のために、合計約 14 億ドルの補

助金を各州に割り当てた。州職員は、検証ソフトや給付の適時性の改善、不正の発見と防

止に取り組んだ。 

 

図表 2-9 CARES 法および ARPA 法に基づく失業保険に対する連邦からの財政支援 

 

 

労働省は、補助金とは別に、州に対して「タイガー・チーム・イニシアチブ」という専

門家による技術支援も提供した。 

2023年 5月 1日時点で、各州は 2020年 3月から 2023年 3月までに、約 558億ドルの不

正および非不正の失業保険の過払いを確認し、約 68億ドルを回収した。この期間中、各州

は合計 53億ドルの不正な失業保険過払いを確認し、12億ドルを回収した。州は、直接返済

や相殺など、過払い金を回収するためにいくつかの手段を用いている。また、州は過払い

金を回収不能として損金処理（write-off）することもできる。さらに、州は不正でない過

払い金を回収する法的権利を放棄することができるが、労働省の規則では、州が不正な過
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払い金を放棄することは認められていない。 

 

図表 2-10 州合計での失業保険プログラムにおける不正過払い額（2020 年 3 月～2023 年

3 月） 

 

 

オ 所見（検査対象機関等への勧告） 

2018年以来、GAOは労働省に対し、失業保険制度を改善するために 26の勧告65を行った

が、16 件は未実施または一部実施のままである。パンデミック失業支援（PUA）の受給に

おける人種的・民族的不公平さとその潜在的原因について調査し報告すべきであることや、

何をもって求職活動を行ったとみなすかについての情報を明確にすべきである等の勧告を

実施することにより、失業保険の不正に関する脆弱性を減らすことができる。 

 

カ 検査対象機関の対応・その後の状況 

本検査レポートの草稿に対して、労働省は、継続的に不正防止対策に取り組んできてお

り、GAO からの勧告についても取り入れている、との書簡を GAO に送付した。その中で、

GAOの今回の推計は、PUAの請求対象の少数サンプルについての分析に大きく依存してい

るという懸念を述べ、不正額の推計というよりも、「不正リスク」の大きさを推計したも

のに過ぎず、推定額は過大である可能性が高いと述べた。 

しかし、GAO はこれに同意せず、報告書の中で不正額の範囲を推定するためにとった手

順を説明している。これらの手順には、（1）サンプルの設計とサイズを考慮して、95％信

頼区間の値を利用したこと、（2）サンプル内の潜在的な不正の特定に関する不確実性を考

慮し、複数のデータソースの活用と、妥当性チェックを行ったこと等が含まれている。 

なお、GAO は、サンプルに含まれる特定のケースが実際に不正であるかどうかを判断す

るためには、追加調査が必要であろうという労働省のコメントには同意している。 

 

  

 
65 過去に行われた 26件の勧告については、検査レポート付録 II “GAO Unemployment Insurance-Related 

Recommendations to the Department of Labor”を参照。 
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第 2 節 労働省監察総監室の取組 

（１）労働省監察総監室（DOL-OIG）の概要66 

1978年監察総監法（Inspector General Act of 1978）により、労働省を含むさまざまな省庁

レベルの機関に監察総監室（Office of Inspector General: OIG）が設置された。 

労働省における監察総監室（DOL-OIG）は、会計、監査、刑事司法、経済学、金融、IT、

法務、オペレーションズ・リサーチ、公共・経営管理、リスク・パフォーマンス管理、社

会科学、自然科学などの分野における専門知識を有する 300 名以上のスタッフで構成され

ている。 

DOL-OIG は、労働省の長官から完全に独立し、労働省の全プログラムおよび業務の有効

性、効率性、経済性、完全性について、監察を実施している。これは、監察課（Office of 

Audit）により実施される。 

監察は、 

 ・労働省のプログラムや業務が適用法令を遵守しているか、 

 ・労働省の資源が効率的かつ経済的に活用されているか、 

 ・労働省のプログラムが意図した結果を達成しているか、 

といった観点から行われる。 

また、調査課（Office of Investigation）により、労働省のプログラム、運営、職員に関す

る連邦法違反が無いかどうかについて、刑事、民事、行政法の観点からの調査を行ってい

る。 

なお、長官および議会は、DOL-OIG に監察、評価、調査の実施を要請することができる。 

この他、組織的な経営管理を担当する課として、議会・広報担当課、多様性・公平性・

包括性・アクセシビリティ担当課、法務サービス担当課、管理・政策課、業績・リスク管

理課、特別調査課、オンブズマンが設置されている。 

 

（２）DOL-OIG の労働施策に対する内部監察 

上記の体制のもと、DOL-OIG では、毎年 20～40 本程度のレポートを公表している（注

意喚起（Alert Memorandum）等の監察レポート以外のレポートも含む）。 

なお、レポートの中には、DOL-OIG から外部の監査法人等に委託して実施され、DOL-

OIGの承認に基づき、監察レポートとなるものもある。 

監察レポートについては、年度別・受検局別に検索できるほか、これらにキーワードを

掛け合わせて検索することもできる。このうち、本調査では、以下の 2 本を概要表で取り

上げた。 

  

 
66 DOL-OIGのウェブサイト（https://www.oig.dol.gov/ 最終アクセス日：2025年 1月 20日）および “Fiscal 

Year 2023 Annual Performance Report & Fiscal Year 2025 Annual Performance Plan”より取りまとめた。 

https://www.oig.dol.gov/
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図表 2-11 労働施策に対する DOL-OIG の内部監察報告リスト 

No. 公表

年 

タイトル タイトル和訳 

1 2017 Program Specific Performance 

Measures Are Needed to Better 

Evaluate The Effectiveness of The 

Reemployment Services and 

Eligibility Assessment Program（04-

17-002-03-315） 

再就職支援・適格性評価プログラ

ムの有効性をより良く評価するた

めに、プログラム固有の業績測定

が必要である 

2 2023 COVID-19: ETA Needs a Plan to 

Reconcile and Return to the U.S. 

Treasury Nearly $5 Billion Unused by 

States for a Temporary 

Unemployment Insurance Program

（19-23-015-03-315） 

COVID-19： 雇用訓練局 ETAは、

州が一時的失業保険に未使用の約

50 億ドルを精算し、財務省に返還

する計画を策定する必要がある 

 

 

 

  



 

 

81 

 

第 3 節 イギリス会計検査院の取組 

（１） イギリス会計検査院（NAO）の概要 

イギリス会計検査院（National Audit Office: NAO）は、政府や行政機関からは独立し、議

会に直接報告を行う議会機関（Parliamentary Body）と位置づけられている。 

 

（２） NAO の検査体制 

NAOは会計検査院長の下に 6名の Executive Directorが配置され、6つのマネジメントグ

ループを中心に業務を組織化し、それぞれのグループに検査チーム、機能チーム、インサ

イトチームが混在している。検査チームには、財務検査チームと VfMチームが存在する。

また、機能チームは、バックオフィスとしての機能を果たしている。これに対して、イン

サイトチームは、ナレッジハブとしての機能を担い、検査チーム（特に VfM検査チーム）

と協力したり、外部との知識の共有を行ったりしている。 

 

図表 2-12 イギリス会計検査院 NAO の組織構造 

 
出所：NAO（2024） “Annual Report and Accounts 2023-24”（https://www.nao.org.uk/corporate-

information/nao-annual-report-and-accounts-2023-24/、最終アクセス日2025年1月20日 ）よりMURC作

成 

 

NAOは、2023-24年度は、約 965名の職員により、416会計と 64件の VfMプロジェクト

の検査を実施した。NAO の年間 1 ポンドの支出に対して少なくとも 17 ポンドの経済的貢
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献をもたらした、と推計されている。 

 

（３） 労働施策に対する NAO の会計検査 

NAO の検査レポートについては、受検庁別の検索、部門（セクター）別の検索、キーワ

ード別の検索が可能となっているので、これらの方法により、過去 10年程度の労働政策関

連の検査レポートを収集する。受検機関としては主として労働年金省、保健社会省を対象

に、検査レポート数を把握する。また、キーワードには「雇用・福祉・年金」、「教育・訓

練・技能」等を採用し、調査対象とする検査レポートを抽出した。 
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図表 2-13 労働施策に対する NAOの検査報告リスト 

No. 公表年 タイトル タイトル邦訳 詳細※ 

1 2016 Delivering value through the apprenticeships programme 養成訓練制度プログラムによる価値の提供  

2 2016 
Ensuring employers comply with National Minimum Wage 

regulations 
雇用主による最低賃金規制遵守の確保  

3 2018 Rolling out Universal Credit ユニバーサル・クレジットの展開  

4 2018 
Investigation into errors in Employment and Support 

Allowance 
雇用支援手当の誤りに関する調査  

5 2019 The apprenticeships programme 養成訓練制度プログラム  

6 2019 Supporting disabled people to work 障害者の就労支援  

7 2020 Universal Credit advances fraud ユニバーサル・クレジットの前払いの不正受給  

8 2020 Universal Credit: getting to first payment ユニバーサル・クレジット：初回給付に向けて  

9 2021 Employment support 雇用支援  

10 2021 Employment support: The Kickstart Scheme 雇用支援：キックスタート計画  

11 2022 Developing workforce skills for a strong economy 強い経済のための労働力技能の開発  

12 2022 
Delivery of employment support schemes in response to the 

COVID-19 pandemic 
COVID-19パンデミックに対応した雇用支援計画の提供  

13 2022 The Restart scheme for long‑term unemployed people 長期失業者のためのリスタート計画 
◎ 

事例 1 

14 2023 Transforming health assessments for disability benefits 障害給付のための健康評価の変革  

15 2024 Progress in implementing Universal Credit ユニバーサル・クレジット実施の進捗状況 
◎ 

事例 2 

※「詳細」列の◎印は、次項にて詳細な解説を紹介している事例を表している。 
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（４） 労働施策に対する NAO の検査事例 

【事例１】長期失業者のためのリスタート計画 

The Restart scheme for long‑term unemployed people 

（長期失業者のためのリスタート計画） 

個別検査レポート 2022年 

 

ア 検査の背景と目的 

本報告書は、2021年 6月の「雇用支援」（COVID-19 パンデミックが労働市場に与えた影響

と労働年金省の対応の概要を概観した報告書）と 2021 年 11 月の「雇用支援：キックスタート

計画」（若者を対象とした労働年金省の雇用対策を検討した報告書）を踏まえ、労働年金省が

実施する、長期失業者への雇用支援であるリスタート計画について、需要の減少および計画の

再検証の決定を踏まえて検討している。 

COVID-19パンデミックにより失業者が急増し、求人が減少した状況を踏まえ、2020年 7月

に労働年金省はリスタート計画の実施を発表した。当初は、29 億ポンドの費用で長期失業者に

最大 12か月の個別支援を提供することを目指し、約 143万人の支援を見込んでいた。リスター

ト計画が開始されて間もなく、対象者数が予想を大幅に下回っていることに気づき、この問題

に対応するため、プログラムの対象資格基準を拡大し、またプログラム内容を再検討し、より

多くの人が支援対象となるようにした。現在、労働年金省は、リスタート計画の総費用は 16億

8,000万ポンドで、約 69万 2,000人がプログラムに参加すると予測している。これは、計画当初

の予想額の 65%、当初期待していた参加者の 48%に相当していた。 

本報告書では、長期給付受給者のニーズを満たすようにリスタート計画が設計されたか、労

働年金省はこのプログラムに対する需要を把握していたか、プログラムの商業的なアプローチ

は適切だったか、プログラムにおける経済的根拠を持つかを評価している。 

 

イ 検査対象・検査方法 

2022年 1月から 11月にかけて、以下の取り組みを実施した。 

¶ 関係者へのインタビュー 

¶ リスタート計画に関する職員（政策立案、採算性、分析および評価担当者）との議論 

¶ 失業者への支援提供とリスタート計画に関して、専門家の関係団体へのインタビュー 

¶ リスタート計画に関する実績等について、リスタート計画の請負企業の幹部職員への

インタビュー 

¶ 文書レビュー 

¶ 労働年金省の取組のフォローアップ、インタビューや現地視察等の他の調査から得ら

れた結果との照合、プログラムデータへの情報提供を目的として、リスタート計画の

事業計画書、大臣への提出書類、評価報告書等の文書レビューを実施 

¶ データ分析 

¶ 労働市場に関する国立統計局のデータ 

¶ 労働市場の予測に関する予算責任局のデータ 
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¶ 労働年金が発表した失業関連の給付受給者に関するデータ 

¶ 現地視察 

¶ リスタート計画について、現場職員による申請者への対応の様子の視察や、現場職員

との議論のため、2022年4月から5月の間に、労働年金省のジョブセンターとその地域

の雇用支援事業者への現地視察を実施 

 

ウ 検査結果 

（ア） リスタート計画が長期給付受給者のニーズを満たしているかについて 

a リスタート計画開始までの期間 

2020年 11月に財務省がリスタート計画に対して 29億ポンドの資金提供を行うことを発

表し、8か月後の 2021年 6月に計画を始めるまでの間に、労働年金省は、リスタート計画

の設計、調達、準備を完了させた。この期間は、過去の計画と比較しても妥当である。こ

れにより、リスタート計画は、最初の COVID-19 ロックダウン中にユニバーサル・クレジ

ットの申請を開始した人々が対象となる時期から約 3 か月後に給付を開始する準備が整っ

た。 

 

b リスタート計画の設計 

リスタート計画は、2011年から 2017年に実施された労働年金省の「Work Programme」

を基盤としている。このプログラムでは、プログラムの参加者は非参加者と比較して、開

始後 2年間で平均 46日多く就業していたと、労働年金省は評価した。リスタート計画で

は、歳入関税庁のデータを活用して就業移行を確認する仕組みや、支援が困難な参加者が

提供者によって放置されることを防ぐためのサービス基準など、いくつかの点が改善され

た。また 2020年の内閣府の「Outsourcing Playbook」を参考に、提供者のコストを予測する

「費用モデル分析」や、提供者に実際のコストを提示する「Open book accounting」を導入

した。これにより、適正な価格が支払われているか、適切なインセンティブが設定されて

いるかの検討を可能にする。 

 

c ユニバーサル・クレジットの支援と比較した際のリスタート計画の支援 

リスタート計画の参加者は、少なくとも 2 週間に 1 回、ジョブセンターの支援者やリス

タート計画の提供者と面談することが期待されるが、提供者との面談はより長時間行われ

る。労働年金省と提供者の両方が、参加者が直面する就業障壁を理解しようと努め、時に

はその障壁を克服するために参加者と同様の行動計画（障壁を克服するための職業訓練や

コーチング）を合意することもある。ただし、リスタート計画と労働年金省のジョブセン

ターは類似の支援を提供している一方で、リスタート計画は参加者が直面する就業障壁を

より体系的に特定し、それに対処するために適切な支援を直接提供するか、あるいは参加

者に必要な支援を紹介するよう設計されている。 
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d リスタート計画とユニバーサル・クレジットのシステムとの統合状況 

提供者と労働年金省間で情報を共有する明確な仕組みがないため、就業活動について、

参加者は、提供者と労働年金省の双方にそれぞれ情報を伝える必要がある。また参加者は、

最初の「ÞÈÙÔɯÏÈÕËÖÝÌÙ」の会話の中で、労働年金省にすでに伝えた内容を提供者に再度

詳しく説明する必要がある。これは非効率的で、参加者にとって重複の手続きと感じられ

る可能性があることから、生産性が低下する恐れがある。しかし、調達のスケジュール上、

労働年金省のユニバーサルクレジットシステムと提供者のシステムを統合することは不可

能であった。 

 

e 労働年金省の予想よりも、提供者が参加者を就労に繋げている 

労働年金省と提供者の契約では、参加者が 6か月間、全国最低賃金で週 16時間相当の収

入を得る「職業成果（job outcome）」を達成する割合が指標として示される。リスタート計

画の参加者が安定した仕事を見つけるまでにかかる時間についての予測を基に、労働年金

省は、2022年 9月までにリスタート計画を開始した参加者の 36%が「職業成果」を達成す

る見込みであると推定しており、これは計画当初の 31%を上回る成果である。この状況に

は、COVID-19 パンデミックのロックダウン後に経済が再開した際の、歴史的に低い失業

率と高い求人倍率が背景にある。提供者が参加者を就労に繋げている一方で、労働年金省

がプログラムの評価を完了するまで、これらのうち何人の参加者が自力で仕事を見つけた

かは明確には分からない。 

 

（イ） 労働年金省は計画の需要を十分に理解していたかについて 

a リスタート計画の想定参加者 

リスタート計画が、当初予想していた参加者は 143万人だったが、実際は約半分の 69万

2,000人の参加者を支援する見込みとなった。これは、失業率の上昇が予想よりも緩やかだ

ったこと、現場職員によって適格と認められる受給者数が予想よりも少なかったこと、リ

スタート計画を紹介されたすべての受給者がプログラムに参加するわけではないことなど

が要因である。 

リスタート計画への参加が予想される人数は、想定よりも少ないことを踏まえ、対象者

の基準を拡大したことを反映している。この変更により、予想される参加者数は増加した

が、新たに対象となった人々は平均してすでに雇用に近い状態であり、リスタート計画か

ら得られる利益は少ないと予想されている。 

 

b 想定よりも少ない参加者数 

労働年金省は、当初の経済予測に基づいて、リスタート計画の参加者が予想より多くな

ると予測し、過剰な需要への対応について焦点を当てていた。実際は、成果に連動して支

払われる契約のため、提供者に支払う金額はプログラムに参加する人数に応じて変動する

が、労働年金省は予想よりも少ない参加者に対する対応方法を明確に計画していなかった。
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そのため、需要が大幅に低い場合に、提供者のコストを削減するための契約システムや契

約を再交渉せずに提供対象を拡大することについては、十分に考慮されていなかった。労

働年金省は、これらのメカニズムが何か分からず、これらを取り入れれば契約コストが増

加すると述べた。 

 

c リスタート計画への参加の判断状況 

参加には、申請者の生活状況や精神的健康状態などの状態が含まれる。現場職員が参加

の判断を決める際に使用する情報は、一般的に労働年金省のシステムには容易に分析でき

る形で記録されておらず、労働年金省は雇用支援計画を設計する際に、これらの情報を把

握することができない。 

 

d 申請者の状況等を踏まえた現場職員のリスタート計画への参加判断 

労働年金省は、適切な人々がリスタート計画に参加できるよう確実なプロセスを導入し

た。現場職員が、検討を依頼されたがリスタート計画への参加を承認しなかった可能性の

ある申請者のうち、43%は、現場職員が検討した時点ですでに対象に適していなかったこ

とが分かり、残りの 57%は現場職員の判断でリスタート計画には適さないとされた。 

 

（ウ） リスタート計画に対する労働年金省の商業的アプローチについて 

a 労働年金省の市場管理 

労働年金省は、2010-11年度以降、雇用支援への支出が大幅に減少し、雇用支援の大規模

計画を実施する能力が低下していた。そのため労働年金省は、競争的な価格や実績の圧力

を抑え、協力と能力構築を重視する商業的アプローチを採用することを決定した。このア

プローチにより、リスタート計画の提供者は調達プロセスを高く評価し、契約の初期支払

いが、提供者が必要な資金を確保し、計画開始に向けて準備を整えるための助けとなった

と述べた。 

 

b 商業的アプローチの影響 

労働年金省は、「適正コスト予測（should cost）」や「オープンブック会計（open book）」

の規定に依存して、適正な価格を支払っているかを確認し、契約管理を通じて実績が適切

であることを確保しなければならない。 

 

c 成果報酬型インセンティブの効率的な設計 

雇用支援のための成果報酬型インセンティブを効率的に設計することは、各提供者が生

み出す正確な付加価値を特定することが難しいため、容易ではない。労働年金省は、提供

者が能力を構築できるように、固定費と、就労に繋がる参加者数に依存する成果報酬を導

入した。しかし、提供者の収益、純利益、利益率は、労働年金省が紹介する参加者数や地

域の労働市場の状況など、提供者の管理外の要因に大きく左右されている。またモデルに
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よれば、提供者はコストを大幅に増加させずに職業成果を増加させるインセンティブを持

っている。ただし、職業成果の増加が、提供者が受け取る金額を大幅に増加させる場合、

提供者はより簡単に就職させられる人々に焦点を当てるインセンティブをもつ懸念がある。 

 

d 新しいサービス基準 

新しい基準は、提供者が仕事に就きやすい人々にのみ焦点を当てる可能性を減らすこと

を目的としている。基準には主に、提供者がどれだけ頻繁に、どれほど効果的に参加者と

やり取りをするか、また参加者の満足度測定が含まれる。提供者の平均的な実績は、労働

年金省が現在データを持っている 8つの基準のうち 6つについて期待を下回っているが、

プログラムの進行に伴って改善が見られている。2022年 10月時点で、労働年金省は基準

に対する実績が不十分であったため、提供者に支払った納入費の 0.8％（230万ポンド）を

差し引き、さらに 1.9％（560万ポンド）の費用を提供者が改善するまで延期した。提供者

は、参加者が期待通りにプログラムに参加しないことがあり、基準を満たしたことを示す

ための事務的負担が良い体験を実現する能力を妨げていると述べた。基準を満たさなかっ

たことが、仕事の成果にどのような影響を与えているのか、また提供者が仕事に就きやす

い人々に焦点を当てていることを示しているかは明確ではない。 

 

e サービス基準に関する一貫した管理情報の設定 

労働年金省は、基準を評価するためにいくつかのサンプルケースをレビューしている。

労働年金省によれば、契約を開始する前に提供者が一貫した管理情報システムを確立する

時間がなかったため、この方法を採用したと述べた。この方法では、すべての基準が満た

されているかを評価するまでに少なくとも 5か月の遅れが生じる。 

 

f 提供者との契約の再交渉 

リスタート計画の需要の低下を受けて、労働年金省は、次の三点の目的で契約の再交渉

を行った。 

¶ リスタート計画の提供が求められる品質水準で維持されることを確保すること 

¶ 提供者との紛争のリスクを減らし、法的措置にまで発展する可能性を減らすこと 

¶ 個々の提供者が個別に計画外の再交渉を求めるリスクを減らすこと 

労働年金省は、交渉に十分な準備をしていたが、限定的な削減しか実現できなかった。

これは、提供者が予想される参加者数に基づいて固定契約（物件の賃貸契約など）を結ん

でいたことや、代替の提供体制を簡単に構築できなかったためである。参加者数の減少に

より、労働年金省は契約を再交渉しなかった場合 1,710 億ポンドの支払いを見込んでいた

が、再交渉を踏まえ 2,700万ポンドの削減に成功し、現在は総額 1,680億ポンドの支払いを

見込んでいる。 
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（エ） リスタート計画に対する強力な経済的根拠を労働年金省が持っているかどうか 

a 参加者一人当たりの平均予想コスト 

インフレを考慮した場合、リスタート計画の参加者一人当たりの平均予想コストは、

Work Programme（2011-2017年実施。2021-22年の価格で 1,760ポンド）や Work and Health 

programme（2017-2022年実施。2021-22年の価格で 1,560ポンド）よりも高い。これらのプ

ログラムはリスタート計画と似た支援を提供していたが、支援の期間は長かった。最近の

インフレの上昇により、リスタート計画の実質的なコストは減少することになるが、契約

に基づくインフレに伴うコスト（職員の給与引き上げなど）は提供者が負担することにな

っている。この点が価値のある支出かどうかは、提供者がこれらの費用を負担できるか、

またその結果として実績が低下しないかに依存する。 

 

図表 2-14 雇用支援プログラムの参加者一人当たりの費用比較 

プログラム 参加者一人当たりの

総推定費用 

参加者が支援を受ける期間 

リスタート計画（当初） ￡1,800 最大 12か月 

リスタート計画（再交渉後） ￡2,429 最大 12か月 

ワークプログラム（2011-2017

年） 

￡1,760 最大 24か月 

ワーク＆ヘルスプログラム 

（2017-2022年） 

￡1,560 最大 15か月、さらに最大 6か

月の就業支援の追加可能性 

ワーク＆ヘルスプログラム 

（2022年計画延長）） 

￡2,120 最大 15か月、さらに最大 6か

月の就業支援の追加可能性 

出所：NAO（2022） “The Restart scheme for long‑term unemployed people”, Figure11 “Comparison of costs per 

participant for different employment support schemes  

 

b リスタート計画で見込まれる社会的利益 

労働年金省は、リスタート計画が 1ポンドの支出当たり 2.44ポンドの社会的利益を達成

すると見込んでおり、これは事業計画書で期待されていた 3.80ポンドを下回る金額であ

る。これはリスタート計画の純利益が 68億ポンドから 23億ポンドに減少したことを意味

する。この減少は、参加者数の減少、1人あたりのコストの増加、労働年金省がリスター

ト計画の支援なしでも仕事に就きやすい参加者を対象にプログラムを拡大したために発生

した。また労働年金省は、見込みよりも少ない参加者数が原因で、純利益を確認するため

の影響評価計画を再検討する必要があった。この新しい計画は、達成された純利益の保証

にならないかもしれないが、プログラムが意図された効果をもたらしたかどうかを評価す

るには十分だと労働年金省は考えている。 
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図表 2-15 リスタート計画の経済的根拠 

 完全な 

ビジネスケース 

契約再交渉後の 

ビジネスケース 

リスタート計画の生涯コスト   

リスタート計画のコスト 2.58 1.68 

その他のコスト 0.02 0.02 

総コスト 2.60 1.70 

リスタート計画の生涯節約   

給付支出の削減による節約 3.44 1.45 

継続的な経済的および社会的節約 6.88 2.91 

労働年金省の人件費削減 0.05 0.02 

総節約 10.37 4.38 

正味利益 7.77 2.68 

正味現在社会価値 

（時間の価値を考慮済） 

6.84 2.32 

コスト便益比 ￡3.80：￡1 ￡2.44：￡1 

単位は10億ポンド 

出所：NAO（2022） “The Restart scheme for long‑term unemployed people, Figure12 “Economic case for Restart” 

 

（オ） バリューフォーマネーの結論 

リスタート計画は、長期失業者が就労するために有用なサービスを提供しており、過去

の類似プログラムの影響に基づけば、広く経済に大きな純利益をもたらすことになる。ま

た、労働年金省は過去の類似プログラムである「Work Programme」から契約手続きを改善

し、現場職員が設定した適格要件内で、リスタート計画に最も適格な求職者に焦点を当て

られるよう支援した。 

しかし、リスタート計画はよりコストを抑えられた可能性があると考える。2020 年の経

済予測を考慮すると、労働年金省は計画の需要が高いと予測していた。そのため、限られ

た期間を経て、需要に対応できるように提供者の能力を構築する必要があり、競争に重点

を置くことができなかった。しかし、労働年金省は契約締結前に、求職者のうちプログラ

ムに適している人数はどの程度かを適切に評価せず、需要が大幅に低下する可能性につい

て十分に計画していなかった。その結果、需要が低い場合にコストを削減する選択肢がな

かった。そのため、リスタート計画は当初予定していたよりも一人当たりのコストが高く、

過去の類似プログラムよりもそのコストは高い。 

 

エ 勧告と受検機関のコメント・対応 

労働年金省は、今後再び経済危機が起こった際に、リスタート計画のような雇用支援プ

ログラムを導入する可能性が高い。リスタート計画で得た知見から学び、必要に応じて能

力を柔軟に拡大・縮小できるように準備を整えるべきである。 

以上を踏まえ、NAOは、労働年金省に対して 9件の勧告を行った。労働年金省の対応は

記載されていない。 
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勧告 1：現在の経済予測を踏まえ、リスタート計画の需要が増加する可能性があるかを検

討し、今後の契約に関するシナリオ計画を改善すること 

勧告 2：参加者が同じ情報を繰り返し伝えなくても済むように、今後の契約外の雇用支援

プログラムに関して、ジョブセンターと提供者間での情報提供を改善すること 

勧告 3：リスタート計画を評価し、今後の支援提供に活かすため、提供者からの情報を収

取し活用すること 

勧告 4：雇用支援を必要とする対象者を把握する方法を向上させること 

勧告 5：参加者がジョブセンターの利用頻度を減らせるよう検討すること 

勧告 6：成果連動型報酬の制度を継続的に改善すること 

勧告 7：雇用支援の規模拡大と縮小コストの削減を行うこと 

勧告 8：今後の契約において、対象者のサービス基準を評価するために使用する情報の改

善を行うこと 

勧告 9：リスタート計画の参加状況や就職結果に関する四半期ごとの統計を公開するなど、

雇用支援プログラムの透明性を高めること 
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【事例２】福祉給付制度 

Progress in implementing Universal Credit 

（ユニバーサル・クレジット実施の進捗状況） 

個別検査レポート 2024年 

 

ア 検査の背景と目的 

本報告書の検査対象は、ユニバーサル・クレジットである。労働年金省は、2010年にユニバ

ーサル・クレジットの導入を発表し、6つの所得審査型給付制度（求職者手当、所得支援手当、

住宅手当、雇用支援手当、勤労税額控除、児童税額控除）を統合した。ユニバーサル・クレジ

ットは、生活費を支援する給付であり、主な目的は、就労することで、受給資格が急激に失わ

れ生活がさらに苦しくなる状況を回避することである。 

労働年金省は、ユニバーサル・クレジットを通じて、より充実した経済的インセンティブ、

簡素化された手続き、申請者に対する求職活動の義務付けの強化により、より多くの人々の就

労を促進することを目指してきた。また不正や誤支給の削減、給付管理コストの削減への寄与

も期待されている。2017年までに800万世帯をユニバーサル・クレジットに移行させる計画だっ

たが、システム開発の初期段階で問題が発生し2013年にプログラムを再設定することとなっ

た。2018年にユニバーサル・クレジットの新規申請を全国規模で展開し、2018年時点での詳細

を記載した事業計画の中で、2022年3月までにユニバーサル・クレジットへの移行を完了させる

意向を示した。2022年11月、労働年金省は2018年の事業計画の一部を更新した。2023年4月から

全国的な移行が始まり、2023年12月時点で約630万人がユニバーサル・クレジットを請求してお

り、2022-23年度には412億ポンドがユニバーサル・クレジット給付として支払われた。 

本報告書の目的は、労働年金省がユニバーサル・クレジットの導入作業を適切に進めている

かを検証することである。バリューフォーマネーを評価するための基準として、ユニバーサ

ル・クレジットの実施について 2018年の報告書で期待された進捗が達成されているか、従来の

給付からユニバーサル・クレジットへ効果的に移行させる管理準備が整っているか、従来の給

付からユニバーサル・クレジットへの移行を完了させる計画があるかについて検討している。 

 

イ 検査対象・検査方法 

¶ 労働年金省職員へのインタビュー 

ü ユニバーサル・クレジットの実施において、全体として達成した進捗状況、および移

行プロセスに関する詳細な計画と進捗について理解するため、主要責任者および労働

年金省の職員にインタビューを行った。 

¶ 他機関へのインタビュー 

ü 移行プロセスにおける歳入関税庁の役割と、労働年金省との連携について理解するた

め、税額控除からユニバーサル・クレジットへの移行を支援する歳入関税庁の担当者 

ü ユニバーサル・クレジットを含む、政府の主要プロジェクトに関して、労働年金省の

プログラムの監査と精査を担当する、インフラ・プロジェクト庁（Infrastructure and 

Projects Authority: IPA）の担当者 

ü 労働年金省からの助成金によって提供されている市民相談所の「申請支援（Help to 
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Claim）」サービスについて議論するとともに、ステークホルダー向けの諮問への意

見を求めるため、市民相談所（Citizens Advice）の担当者 

¶ 文書レビュー 

ü 導入における、労働年金省の全体的な進捗状況、従来の給付からユニバーサル・クレ

ジットへの移行に関する計画と進捗状況、移行の完了に関する計画について理解する

ため、下記の文書をレビューした。 

Õ ユニバーサル・クレジット事業計画、進捗報告書、リスク登録、管理情報など

を含むユニバーサル・クレジットプログラム委員会の文書などの労働年金省の

未公表文書 

Õ 発表や声明、議会質問への回答、政策文書、評価報告書などの労働年金省の公

表文書 

Õ 下院の会計委員会および労働年金委員会に提出された証拠および同委員会の公

表した報告書 

¶ 現地視察 

ü ユニバーサル・クレジットの申請プロセスについて理解を深めること、労働年金省の

意思決定者の役割を議論し視察すること、ユニバーサル・クレジット移行における労

働年金省の取組について議論し視察すること、労働年金省担当者と移行プロセスにお

ける経験や他業務との関連性について議論することを目的に、2023年10月に、労働年

金省の拠点である、ボルトンとプレストンのサービスセンターに現地訪問した。 

¶ 定量的分析 

ü ユニバーサル・クレジットの実施における労働年金省の全体的な進捗状況を評価する

ため、ユニバーサル・クレジットおよび従来の給付の受給者数に関するデータを用

い、労働年金省の未公表の推定値および計画と比較 

ü 受給者に送付された移行通知の件数および結果に関するデータを用い、ユニバーサ

ル・クレジットの受給者のうち、ユニバーサル・クレジットの申請者数と未申請者

数、および未申請のために従来の給付が停止された人数を割り出した。また、労働年

金省が送付した移行通知数と送付した移行通知の予測数値とを比較 

ü ユニバーサル・クレジットに関する財務状況を把握するため、政府による公的資金援

助の発表、労働年金省による未公表の2018年の事業計画および2023年12月までの推定

費用と利益に関するデータ、労働年金省による未公表の費用および支出等の財務デー

タを分析 

¶ 関係機関の意見集約 

ü 障害者権利、福祉権利、貧困緩和など様々なステークホルダー団体から意見を収集す

ることを目指し、連絡を取った13団体のうち、8団体（子どもの貧困対策グル－プ、

市民相談所、障害者権利擁護団体、慈善団体、全国住宅連盟、Policy in Practice、司法

ネットワーク（Rightsnet）、フードバンク支援団体（The Trussell Trust））から面談

または書面にて、以下の点について質問した。 

Õ 従来の給付からユニバーサル・クレジットへの移行について、労働年金省がど

の程度順調に進んでいると考えるか。 

Õ 申請者がユニバーサル・クレジットへ移行する上で、現在または将来的に促進



 

94 

 

する要因や阻害要因は何か。 

Õ ユニバーサル・クレジットへの移行の際に、脆弱な申請者が労働年金省の支援

を必要とする場合、その支援は利用可能で効果的か。 

Õ 労働年金省は、移行プロセスに、貴団体をどのように関与させているか。 

Õ ユニバーサル・クレジットへの移行において、主な機会とリスクは何か。 

 

ウ 検査結果 

（ア）全体的な進捗状況 

a 2018 年事業計画を踏まえた進捗状況 

2018年事業計画では、ユニバーサル・クレジットの実施にかかる予想コストは 9億 1,200

万ポンド増加し、完了予定日は少なくとも 6 年遅れの 2028 年に延長された。ユニバーサ

ル・クレジットの実施にかかる予想コストは引き続き増加しているが、近年では増加幅は

小さくなっている。2020 年には、労働年金省がユニバーサル・クレジットの実施に 28 億

5,000万ポンドがかかると予測しており、これは 2018年の事業計画と比較して 8億 3,400万

ポンド（41%）の増加を意味する。労働年金省の最新の推定では、2023年 12月時点で、実

施費用は 29億 2,800万ポンドに達し、さらに 7,800万ポンド（事業計画の予想に対して 4%

の増加）が追加されている。 

 

図表 2-16 ユニバーサル・クレジット導入の推定費用 

2018年計画 2,016 

ユニバーサル・クレジット移行に伴うスタッフのコスト 147 

その他のプログラムコスト 1,868 

2023年 12月予測 2,928 

ユニバーサル・クレジット移行に伴うスタッフのコスト 236 

その他のプログラムコスト 2,692 

2018年から 2023年の増加分 912 

増加率 45.2% 

単位は100万ポンド 

出所：NAO（2024） “Progress in implementing Universal Credit, Figure2 “Estimated cost of implementing 

Universal Credit（UC）” 

 

コスト増加の主な要因は、インフレ、不正や誤りを防止するための新しい対策、プログ

ラムの期間延長によるものである。2018 年には、労働年金省はユニバーサル・クレジット

の実施を 2022年 3月までに完了する予定だったが、COVID-19パンデミック前に完了予定

日を 2024年 9月に延長し、その後パンデミックの影響を受けて 2025年 3月に新たに設定

した。完全な移行における最も重要な遅れは、政府が雇用支援手当受給者のユニバーサ

ル・クレジットへの移行を 2028年まで延期する決定をしたことにより発生した。このため、

実施の完了は労働年金省が 2018年に計画したものより少なくとも 6年遅れることになった。 
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b COVID-19 パンデミック禍におけるユニバーサル・クレジットの受給者数 

COVID-19パンデミックにおいて、ユニバーサル・クレジットの受給者数は急速に増加

し、2020-21年度には 600万人に達した。 

2020年 2月時点で、ユニバーサル・クレジットの受給者は 290万人だったが、2020年 3

月 1日から 5月 26日までの間に、労働年金省は 240万件の新規申請を受けた。その結果、

2020-21年度には 600万人がユニバーサル・クレジットを受給した。申請件数の増加に対応

するため、労働年金省は一部の審査を一時停止し、オンラインかつ対面接触や社会的距離

を取ることなく迅速に処理を行った。この対応により、支援が必要な人々は迅速に支援を

受けられるようになり、労働年金省は、旧制度では提供できなかった支援を行うことがで

きたと結論付けたが、同時に不正や誤りが増加した。ユニバーサル・クレジット受給者数

は、COVID-19パンデミック後、2022年 3月には 550万人に減少したが、2023年 12月には

630万人に再び増加している。一方、旧制度の福祉給付を受けている世帯数は着実に減少

している。 

 

図表 2-17 ユニバーサル・クレジット受給者数と予測の比較（2018-19年から 2024-25

年） 

 

 

 

縦軸は「受給者数（100万人）」、横軸は「会計年度」を示す。 

出所：NAO（2024） “Progress in implementing Universal Credit, Figure4 “Total number of Universal Credit 

（UC） claimants in Great Britain compared with forecasts, 2018-19 to 2024-25”  

 

c ユニバーサル・クレジットの労働市場への影響 

労働年金省は、ユニバーサル・クレジットが短期的な影響の評価に基づき、労働市場に

持続的な肯定的影響を与えていることを示す証拠を持っている。 

2022年に事業計画を更新した際、労働年金省は、ユニバーサル・クレジットのバリュー

フォーマネーが引き続き強固であると結論付けた。完全移行後、ユニバーサル・クレジッ

■2018年計画予測 ■2019年秋予測 ■実績値 
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トは年間 104億ポンドの純利益を生み出すと予測され、そのうち最大の利益（61億ポン

ド）は、雇用の増加とそれに関連する経済的影響によるものであるとされている。2018年

には、労働年金省がユニバーサル・クレジットの目的である雇用増加が達成されたかどう

かは、ユニバーサル・クレジットの効果を他の要因から切り離して評価することができな

いため、測定することはできないと報告した。それに代わり、労働年金省は、ユニバーサ

ル・クレジットが旧制度の給付と比較して人々を就労に繋げる可能性が高いかどうかを評

価している。これまでの 5回の評価では、ユニバーサル・クレジットが正の効果を持つこ

とを示唆している。最初の 4回の評価では、子どものいない単身申請者を対象としたもの

で、最新の評価では、2018年初頭のデータに基づき、新規ユニバーサル・クレジット申請

者が新しい求職手当（Jobseeker’s Allowance）申請者よりも半年後に就業している可能性が

2%高いことが確認された。2024年 2月、労働年金省は 5回目の評価を完了した。この評価

も 2018年初頭のデータに基づいており、ひとり親家庭の申請者は旧制度の給付を受けてい

た場合と比較して、ユニバーサル・クレジットを新たに申請してから半年以内に就業して

いる可能性が 5%高いことを示した。労働年金省は、ユニバーサル・クレジットが労働市

場に与える短期的な影響にのみ焦点を当てており、旧制度の給付申請者の比較対象グルー

プが少ないことから、2018年以降にユニバーサル・クレジットを申請した人々の結果を比

較することはできないと評価している。評価から得られた限定的ではあるがポジティブな

証拠に基づき、労働年金省はユニバーサル・クレジットが労働市場に持続的に正の影響を

与えていると確信している。 

 

図表 2-18 ユニバーサル・クレジットの完全導入による推定年間純利益67 

影響 利益 

●運営上の節約 2.5  

●運営上の費用 （2.0）  

純運営上の費用／節約  0.5 

不正・誤りの削減  1.3 

広範な経済的影響68  11.1 

給付支出  （2.4） 

合計  10.4 

単位は10億ポンド 

出所：NAO（2024） “Progress in implementing Universal Credit”, Figure6 “Estimated net annual benefits arising 

from fully implementing Universal Credit （UC）”  

 

（イ）旧制度の給付からユニバーサル・クレジットへの移行 

a 税額控除申請者の移行 

労働年金省は、2024年 12月までに約 90万世帯を旧制度の給付からユニバーサル・クレ

ジットに移行させる明確な計画を持っており、まずは税額控除申請者から移行を開始する。 

 
67 ユニバーサル・クレジットの完全導入により、労働年金省が見込んでいる利益を示す。 
68 広範な経済的影響には、経済生産量の増加（47億ポンド）と雇用の増加（14億ポンド）が含まれ

る。 
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旧制度の給付からユニバーサル・クレジットへの申請者の移行では「managed 

migration」と呼ばれる計画を基に進めている。2022年には、この計画の設計とコミュニケ

ーション方法を 1,848人の申請者でテストし、その結果を踏まえてアプローチを調整し

た。2023年 4月に税額控除申請者への移行を開始する前に、労働年金省は多くの申請者を

ユニバーサル・クレジットに移行させる準備が整っているかを評価した。2023年 12月ま

での 9か月間に、労働年金省は 342,580通の移行通知を送付した。これは、予定していた

送付数の 99.9%に相当する。これまでのテストも含め、労働年金省は 2023年 12月までに

合計 346,550通の通知を送付した。労働年金省は、通知の送付数を徐々に増加させ、2024

年 1月までには月間 91,000通に達する予定である。税額控除のみのケースに続き、他の旧

制度の給付も移行計画を拡大する予定である。移行通知の送付は 2024年 9月に完了し、そ

の申請者にユニバーサル・クレジットを申請するための 3か月前通知を提供し、2024年 12

月末までに計画を完了させる予定である。 

 

b 税額控除申請者の移行状況 

これまでのところ、移行通知を受け取った税額控除世帯のうち約 5 分の 1 がユニバーサ

ル・クレジットを申請せず、給付が停止された。 

当初、労働年金省は移行計画において、全体で旧制度の給付を受けている世帯の 3%が

移行通知を受け取った後にユニバーサル・クレジットに移行しないと想定していたが、

2023年 12月時点で、148,700件のうち 31,500件（21%）がユニバーサル・クレジットを申

請せず、旧制度の給付が停止された。これらのケースのほとんど（99.5%）は、税額控除

のみのケースであり、移行予定の全世帯の 14%を占める。労働年金省は、税額控除申請者

の移行率が他の旧制度の給付の受給者よりも低いことをテストで確認したため、ユニバー

サル・クレジットを申請しない人の割合は減少すると予想している。労働年金省は 2023年

11月に移行計画を改訂し、現在では、税額控除のみを受けている世帯の 26%、および他の

旧制度の給付などを受けている世帯の 4%がユニバーサル・クレジットに移行しないと想

定している。 

 

c ユニバーサル・クレジットを申請しない理由 

労働年金省は、旧制度の給付受給者の一部が、ユニバーサル・クレジットを申請しない

理由を完全には理解していない。2022 年、労働年金省は Ipsos に委託して、30 人の申請者

を対象に質的調査を実施し、一部の人々がユニバーサル・クレジットを申請しない理由を

調査した。調査では、ユニバーサル・クレジットを申請する際の障壁が明らかになり、例

えば、移行通知が自分には適用されないと思っていたり、最近の状況変化によりユニバー

サル・クレジットの資格がないと思っていたり、自動的に移行されると思っていたりする

ケースが挙げられた。労働年金省はこの調査結果を受け、移行通知と計画に変更を加え、

申請者に第二のリマインダーを様々な手段を通して送るようにした。また、移行通知を受

け取った後にユニバーサル・クレジットを申請しない人の割合を確認しており、本検査時

点では、申請しない、あるいは遅れて申請する理由について調べる追加的調査が進行中ま

たは予定されていた。労働年金省は、申請しない割合が懸念するべき事態ではないと安堵



 

98 

 

しているが、申請者が権利を持つ給付を申請していることに対して肯定的な保証が限定的

であると認識している。本検査に回答した関係者は、通知を受けたにもかかわらずユニバ

ーサル・クレジットを申請しない申請者について、経済的困難を招くリスクがあることに

懸念を示した。 

 

d ユニバーサル・クレジットに移行する申請者に対する財政的保護 

労働年金省は、ユニバーサル・クレジットに移行する申請者に対して、要請に応じて支

援を提供し、管理された移行の下で移行する申請者には、移行時に不利にならないように

財政的保護を提供している。その一環として、電話のヘルプラインを通した支援が行われ、

2022年 5月から 2023年 9月の間に 30,000件以上の電話を受け付けた。しかし、本検査に回

答した関係者は、支援の提供状況や効果について懸念を示した。また労働年金省は、ユニ

バーサル・クレジットの新規申請者や旧制度の給付からの移行者を支援するために、シチ

ズンズ・アドバイスに資金を提供している。この「申請支援（Help to Claim）」サービスに

は、2022-23年度および 2023-24年度に総額 4,100万ポンドの資金が提供されている。2023-

24 年度にこのサービスを利用する申請者 136,000 人のうち、12,000 人は旧制度の給付から

の移行者であると労働年金省は見込んでいる。管理された移行の下でユニバーサル・クレ

ジットに移行する申請者には、旧制度の給付を置き換えるユニバーサル・クレジットの権

利が旧制度の給付より低い場合にその差額を補填する「移行保護」が提供され、移行時に

不利益を被らないようにされている。移行保護は期間に制限はなく、政府が給付水準を引

き上げ、申請者のユニバーサル・クレジットの権利が増加するにつれて、徐々に減少して

いく。申請者の状況が変化した場合、移行保護は終了することがある。 

 

e 税額控除受給者の債務 

ユニバーサル・クレジットに移行する税額控除受給者の 80％が政府に対して未払い債務

を抱えていると推定されている。労働年金省は、過度な財政的困難を与えることなく、こ

の債務を回収することを目指している。 

歳入関税庁は通常、前年度の所得に基づいて税額控除を支給し、年に一度、状況の変化

を反映して支給額を調整する。このため、税額控除受給者は、状況の変化と歳入関税庁に

よる年次審査の間に過剰支給を受けることで債務を抱えることが多い。受給者がユニバー

サル・クレジットに移行する際、歳入関税庁は受給者に通知し、異議がない場合、その債

務を労働年金省に移管する。労働年金省は、支給される給付額を最大 25％削減することで

債務を回収している。受給者が支払い困難な場合、労働年金省に返済計画を求めることが

可能である。2016年 4月から 2023年 3月までの間に、歳入関税庁は 36億ポンドの税額控

除債務を労働年金省に移管しており、2024-25 年度末までにさらに 10 億ポンドを移管する

見込みである。 
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（ウ）旧制度の給付からユニバーサル・クレジットへの全請求者の移行完了 

a 雇用支援手当受給者の移行延期 

政府は、雇用支援手当受給者をユニバーサル・クレジットに移行する措置を 2028年まで

延期することとした。秋季声明において発表されたこの措置は、当時イギリスが直面して

いた深刻な経済危機に対する政府の対応の一環だった。労働年金省は、この延期により、

2024-25 年度から 2027-28 年度の期間にわたり、給付支出を約 10 億ポンド純減できると試

算している。労働年金省は、2028-29年度に 600,000人の雇用支援手当受給者をユニバーサ

ル・クレジットに移行させる必要があると述べているが、本検査時点で、これらの受給者

をユニバーサル・クレジットに移行させるための具体的な計画はまだ策定されていなかっ

た。 

 

b 移行延期による財政への影響 

雇用支援受給者の移行延期により、給付支出が削減されると予想されている。これは、

全体として見れば、雇用支援手当よりもユニバーサル・クレジットの方が、対象者はより

多くの給付を受け取ることになると予想されたためである。この推定値には、いくつかの

不確実性が含まれているものの、予算責任局（Office for Budget Responsibility）は、2022年

秋季声明前にこの見積を審査し承認した。 

 

c 移行延期による受給者への影響 

労働年金省は、移行対象となる雇用支援手当受給者のうち、51％がユニバーサル・クレ

ジットに移行することで平均して月額約 130 ポンド程度の恩恵を受ける可能性があると推

定しており、特に脆弱な状況にある受給者が含まれる可能性が高い。 

雇用支援手当受給者は、ユニバーサル・クレジットへの自発的な移行が可能だが、ユニ

バーサル・クレジットの給付額が旧制度を下回る場合、移行保護の対象にはならない。一

部の機関は、給付計算ツールを提供し、受給者が十分な情報に基づいて選択できるよう支

援している。また、状況が変化した場合にはユニバーサル・クレジットへの移行が必要に

なることもある。労働年金省は、約 41％の雇用支援手当受給者が、ユニバーサル・クレジ

ットに移行することで平均月額 217 ポンド程度の不利益を被ると推定しているが、実際に

は移行保護の枠組みの下でこれらの受給者の給付は補填される。 

 

（エ）バリューフォーマネー 

労働年金省は、2024年末までに大多数のユニバーサル・クレジット移行を完了させる見

込みで、最初は比較的に単純なケースが予想される税額控除の受給者から移行を開始し

た。今後より支援が必要だと予想される、従来の給付受給者の移行には、多くの課題に直

面する可能性がある。現在の主な課題は、税額控除の受給者の一部がユニバーサル・クレ

ジットに申請しないことであり、労働年金省はユニバーサル・クレジットに移行しない受

給者が経済的困難に陥っていないか、適切に支援を受けていることを確認する必要があ
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る。 

COVID-19パンデミック初期の 2020年は、ユニバーサル・クレジットに予期しなかった

大幅な需要増加をもたらしたが、ユニバーサル・クレジットは対応する能力を示した。た

だし、申請の増加に対応するために一部のコントロールを緩めたため、不正や誤りも増加

した。全体的には、2018 年の事業計画以来、ユニバーサル・クレジットの実施完了日が少

なくとも 6年延び、実施コストの見積もりが 9億ポンド（45%）以上増加した。それにもか

かわらず、労働年金省は 2022年の評価でユニバーサル・クレジットの費用対効果が依然と

して高いと結論付けた。労働年金省の評価では、ユニバーサル・クレジットは、少なくと

も短期的には一部の受給者の労働市場に良い影響を与えていることが示されており、また

ユニバーサル・クレジットの全てのメリットがコストを上回っていると確信している。し

かし、2018 年の事業計画で予測された規模の利益を、ユニバーサル・クレジットが達成し

ていることを示す証拠はない。労働年金省は、ユニバーサル・クレジットを推進するにあ

たり、ユニバーサル・クレジットが完全に実施されたときに、最大限の価値を確保できる

よう、費用対効果を保証し、また教訓を得るために、影響評価を引き続き発展させる必要

がある。 

 

エ 勧告と受検機関のコメント・対応 

NAO は労働年金省に対して、4 件の勧告を行っており、労働年金省の対応は記載されて

いない。 

 

勧告 1： 一般的な給付実現に関する進捗とともに、特に労働市場への影響を評価する業務

の一環として、モニタリング、調査、評価を行い、ユニバーサル・クレジットの

効果的な運用に関する根拠を構築しつづけること 

勧告 2：雇用支援手当受給者の、ユニバーサル・クレジットへの移行の遅延による影響を

反映させるために、費用や効果の推定値を更新すること 

勧告 3：従来の給付受給者の一部がユニバーサル・クレジットを申請しない理由をより深

く理解するために必要な調査と試験を継続し、必要な場合には、そのアプローチを

適応させ、申請の障壁に対処するために迅速な対応を取ること 

勧告 4：調査と試験の結果を踏まえ、より脆弱な受給者がユニバーサル・クレジットに移

行する際に、労働年金省の従来の給付受給者への効果的な支援を提供するための適

切な手配を整えること 
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第 4 節 ドイツ会計検査院の取組 

（１） ドイツ会計検査院（BRH）の概要 

ドイツ連邦会計検査院（Bundesrechnungshof: BRH）は、ドイツの憲法に相当する「基本

法」第 114 条第 2 項において、連邦議会、連邦政府、連邦裁判所のいずれにも属さない独

立機関として規定されている。 

BRH では、年間約 600件程度の検査を実施しており、検査報告は、内部報告の形式で詳

細な報告書として受検庁に対して送付される。そして、報告内容について受検庁との合意

が得られなかった場合のみ（年間 100 件程度）、年次報告書（Jahresberichte）に記載され、

所見（Bemerkun）と共に議会に報告される。 

BRHは、年次報告書に加えて、連邦予算法（Bundeshaushaltsordnung：BHO）に基づく勧

告報告書（Beratungsberichte、Real Time Audit とも呼ばれる）、特別報告書（Sonderberichte）、

検査結果報告書（Prüfungsmitteilung）等を随時作成している。 

 

（２） BRH の検査体制 

BRH の本部はボンにあり、この他にベルリン、ポツダムに支部がある。職員数は約

1,050人、年間予算は約 1.92億ユーロ（2024年度）であり、これは連邦予算 4,768億ユーロ

の約 0.04％の大きさである69。2024年 6月時点の組織としては、合計 48の検査課を有する

9つの検査局と、内部管理機能を担当するサポート部門 1つの計 10部門から構成される。

さらに、国連等の国際的な検査業務への協力を行うための部門も存在する。 

このうち、労働施策に対する検査としては、主として第 VI局が担当している。 

 
69 2024年度連邦予算法 https://www.gesetze-im-internet.de/hg_2024/BJNR0260A0024.html 、、最終アクセス

日 2025年 1月 20日 
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図表 2-19 ドイツ会計検査院 BRH の組織構造（2025年 1月現在） 

 

出所：ドイツ会計検査院ウェブサイト 

https://www.bundesrechnungshof.de/SharedDocs/Downloads/DE/diverse_dokumente/organigramm_bundesrechnungshof.pdf?__blob=publicationFile&v=18 、最終アクセス日

2025年 1月 20日 
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（３） 労働施策に対する BRH の会計検査 

BRH のウェブサイトにおいては、年度別・トピック別に検査レポートを検索することが

できる。トピック「Arbeit（労働）」にて検索されるレポートを取りまとめるとともに、

「Ausbildung（職業訓練）」、「Anstellung（雇用）」、「Arbeitslosengeld（失業給付）」、

「Arbeitsuchende（求職者）」、 「Jobcenter（職業センター）」等のキーワードから過去 10年

程度内の検査レポートを収集し、調査対象とする検査レポートを絞り込んだ。 

 以下の図表 2-20は、直近 10年間の労働施策に関する BRHの検査報告の一部である。 
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図表 2-20  労働施策に対する BRH の検査報告リスト 

No. 公表年 タイトル タイトル邦訳 詳細※ 

1 2020 
Arbeitsmarktstatus von erwerbsfähigen Leistungsberechtigten 

bei den gemeinsamen Einrichtungen 
共同施設における雇用可能な受益者の労働市場の状況  

2 2021 Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III SGB IIIの法的分野におけるアシスト付き養成訓練 
◎ 

事例 1 

3 2021 
Betreuung von Leistungsberechtigten nach Vollendung des 55. 

Lebensjahres durch die Jobcenter 
ジョブセンターによる 55歳以降の給付金受給者への支援  

4 2021 
Bundesagentur für Arbeit muss Dienstleistungen für Jobcenter 

kostendeckend kalkulieren 

連邦雇用庁はジョブセンターのサービス費用を算定しなけれ
ばならない 

 

5 2022 
Auslastung von Vergabemaßnahmen in den Rechtskreisen SGB 

III und SGB II 
SGB IIIおよび SGB IIの法的分野における調達措置の活用  

6 2023 

Konjunkturelles Kurzarbeitergeld in der Covid-19-Pandemie - 

Schlussfolgerungen für die Weiterentwicklung des 

Kriseninstrumentariums 

新型コロナウイルスによるパンデミックにおける経済的な操
業短縮手当 - 危機管理制度のさらなる発展に向けた結論 

 

7 2023 

Bedarfsgerechte Veranschlagung und Verteilung der Mittel für 

Eingliederungsleistungen in der Grundsicherung für 

Arbeitsuchende 

求職者の基本所得支援における統合サービスのためのニーズ
に基づく予算編成と資金配分 

 

8 2023 
Bundesprogramm „Ausbildungsplätze sichern“ （APS） - Teil 

1 
連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」 - 第１部 

◎ 

事例 2 

9 2023 
Bundesprogramm „Ausbildungsplätze sichern“ （APS） - Teil 

2 
連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」 - 第２部  

10 2024 

Erkenntnisse aus der COVID-19-Pandemie zu 

Kriseninstrumenten im Bereich des Bundesministeriums für 

Arbeit und Soziales - Schlussfolgerungen für die 

Weiterentwicklung der Integrationsarbeit, der 

Leistungsgewährung und anderer Maßnahmen 

連邦労働社会省の分野における危機的手段に関する COVID-19

パンデミックからの調査結果-統合作業、給付金支給およびそ
の他の措置のさらなる発展のための結論 

 

※「詳細」列の◎印は、次項にて詳細な解説を紹介している事例を表している。 
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（４） 労働施策に係る BRH の検査事例 

【事例１】SGB III の法的分野におけるアシスト付き養成訓練 

Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III 

SGB IIIの法的分野におけるアシスト付き養成訓練 

検査結果報告書 2021年 

 

ア 検査の背景 

（ア） 検査の位置づけ 

2015 年、立法機関は、旧 SGB III 第 130 条に従い、アシスト付き養成訓練 （Assistierte 

Ausbildung：AsA）に関する規則を制定した。AsAは、とりわけ不利な立場にある若者たち

が、デュアルシステムによる企業内職業訓練へ移行・修了し、労働市場に関与することを

支援することを目的としている。 

AsAに関する規則は 2015年 5月 1日に施行され、SGBⅢ及び SGBⅡに適用された。AsA

は当初は時限措置として導入されたが、2020年 5月に恒久化され、SGBⅢ第 74条、第 75

条、第 75条 aが新たに規定され、訓練関連の規定と統合されることとなった。利用が柔軟

なものとなり、支援対象者は拡大された。 

本検査は、制度改正前の 2017年の状況に基づいている。2017年の検査で指摘した事項に

ついては、2020 年以降の新制度で対応されているが、未だ対応できていない項目もある。

連邦雇用庁にとって、若者が職業訓練を修了し、適切な職業に就くことができるように支

援することは、依然として課題である。 

 

（イ） 過去の検査結果の概要 

2017年に AsAの検査を実施している。この際には統計的サンプルを用いて 800件の事例

を調査するとともに、6 か所の雇用機関（Agenturen für Arbeit）を対象として現地調査を実

施し、国全体での利用状況に係るデータを評価した。当該検査結果の概要は以下の通りで

あり、連邦雇用庁は指摘事項を認めた。 

 ̧ 利用が低調であった（定員の 23.1%が充足されず 850万ユーロの無駄が発生） 

 ̧ 参加資格が記録されていない事例がある（調査対象の 28.9%の事例で、参加資格が

明示されていない、あるいは一貫したものでなかった） 

 

イ 検査手法 

本検査の目的は、連邦雇用庁が 2017年の検査で指摘された問題点を、連邦雇用庁の公表

した措置によって改善することに成功したかどうかを調べることにある。このため、以下

を調査した。 

 ̧ AsAの利用状況 

 ̧ AsAを途中で終了した者はどのくらいいたのか。また、その理由は何か。 

 ̧ 職業紹介や相談を担当する専門スタッフ（専門職）は、AsA への参加の決定を記録
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し、検証可能な方法で資格を確認していたのかどうか。 

 ̧ 2017年の検査対象であった 800件の支援事例において、企業内職業訓練の修了、就

学から就業への移行についてどのような示唆が得られたのか。 

検査にあたって、連邦雇用庁が専用アプリケーション ".2 "'（"ÖÔ×ÜÛÌÙÎÌÚÛĹÛáÛÌɯ

2ÈÊÏÉÌÈÙÉÌÐÛÜÕÎ）等の(3システムからデータベース抽出したデータを評価した。 

ƖƔƕƜ年Ɨ月からƖƔƕƝ年ƚ月に開始された Ú のƗƜƜ措置全てを対象としている。利用

率を算定するため、ƖƔƕƝ年Ɲ月ƗƔ日までにこれらの措置に参加したƛȮƗƕƘ名のデータを参

照している。また、途中で終了している場合、終了理由を確認した。 

ƖƔƕƜ年Ɯ月から ƖƔƕƝ年Ɲ月の間に  Ú に参加した者のデータから、(#$ 監査ソフト

ウェアを使用して、ƝƜ件の個別事例を無作為に抽出し、職業紹介・カウンセリング・情報

システム（5ÌÙÔÐÛÛÓÜÕÎÚɪȮɯ!ÌÙÈÛÜÕÎÚɪɯÜÕËɯ(ÕÍÖÙÔÈÛÐÖÕÚÚàÚÛÌÔ：5ÌÙ!(2）における参加決定

に係る書類を調査した。 

ƖƔƕƛ年の検査対象であったƜƔƔ件の支援事例について、5ÌÙ!(2のデータをもとに、企業

内職業訓練の修了、就学から就労への移行が成功したのかどうか各ジョブセンターが記録

しているのか調査した。 

連 邦 雇 用 庁 が 公 表 し た ア シ ス ト 付 き 養 成 訓 練 に 係 る 統 計 （#ÈÛÌÕɯ áÜÙɯ

$ÐÕÎÓÐÌËÌÙÜÕÎÚÉÐÓÈÕáɯ ÕÈÊÏɯ ɕɯ ƕƕɯ 2&!ɯ (((Ȯɯ )ÈÏÙÌÚáÈÏÓÌÕɯ ƖƔƕƜ）や連邦雇用庁大学校

（'ÖÊÏÚÊÏÜÓÌɯËÌÙɯ!ÜÕËÌÚÈÎÌÕÛÜÙɯÍĹÙɯ ÙÉÌÐÛ：'Ë! ）による研究成果についても調査した。 

ƖƔƖƔ年ƙ月ƕƝ日の!1'・連邦雇用庁の電話会議での議論、同年 ƕƔ月Ɩƛ日の連邦雇用

庁からの書面回答を経て、検査結果を決定する。 

 

ウ 利用状況と途中終了の状況 

（ア） 前提 

各雇用機関は、 Ú の措置に係る参加者枠の需要見込みを立て、連邦雇用庁の調達部局

に、措置の調達を委託する。各ジョブセンターは、ƖƔƖƗ年まで継続する Ú の措置につい

て、いわゆる「標準規定」を選択するか、標準規定とは異なる「個別規定」が必要である

かを決定する。 

 Ú の標準規定の措置の場合、各雇用機関は、 Ú の措置のƕ年目及び開始前の準備段

階において、参加定員のƛƔǔ分の対価をプロバイダーに支払う。Ɩ年目はƚƔǔ、Ɨ年目以降

は実際の参加者数に応じて職業訓練費用を支払う。 

一部の雇用機関は個別規定によって調達しており、最低保証の適用期間を短縮し、より

早期に実際の参加者数に応じた対価を支払う契約をプロバイダーと結んでいた。 

 Ú の措置の費用は、参加者数及び参加者一人当たりの月額費用によって決定される。

契約期間中に、各雇用機関は、各措置に参加者を割り当てる。参加者が途中で終了した場

合には、空いた枠を他の参加者に割り当てることができる。各雇用機関と、各プロバイダ

ーは、通常、最低保証する参加者枠について合意し、プロバイダーは最低保証のある参加

者枠について対価を受ける権利を有する。 

連邦雇用庁は、ƖƔƕƜ年 ƕƔ月より、ドイツ全土における  Ú の定員充足率をモニタリン

グ可能な集中管理システムを提供している。 
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（イ） 措置の利用状況 

ƖƔƕƜ年Ɨ月ƕ日からƖƔƕƝ年ƚ月ƗƔ日までの期間を対象として、2&!Ⅲに基づいて新た

に開始された全ての Ú の措置に係るデータ、各月において実際に充足した参加者数を分

析した。支援を受けた参加者数が、対象月の最低保証参加枠に達した場合には、対象月に

おいて対象措置は十分利用されているとみなした。雇用機関とプロバイダーの間で合意さ

れた最低保証参加枠と実際の参加者数の差に、措置における参加者定員 ƕ人あたりの月額

報酬を乗じた金額を算定した。この金額は、雇用機関が、見返りなく、プロバイダーに支

払わなければならない金額である。 

検査対象の  Ú の措置に係る利用状況は図表 2-21 に示すとおりである。措置のうち

ƝƔȭƙǔにおいて定員に満たさず、未利用枠に対してƘƚƕ万ユーロ（支出額のƕƜȭƛǔ）が支出

された。また、標準規定によって調達している措置と、個別規定によって調達している措

置を比較すると、利用率は個別入札の方が低いものの、ƕ件当たりの未利用枠に対する支

出は標準規定によって調達している措置の方が高い。 

 

図表 2-21 AsA の利用状況 

 標準規定 個別規定 合計 

措置の数 ƗƖƚ ƚƖ ƗƜƜ 

参加者が定員に満たない措置の数 ƖƝƝ ƙƖ Ɨƙƕ 

参加者が定員に満たない措置の割合 Ɲƕȭƛǔ ƜƗȭƝǔ ƝƔȭƙǔ 

 Ú への支出額 €ƖƕȮƝƔƕȮƖƝƜ €ƖȮƜƘƘȮƛƘƝ €ƖƘȮƛƘƚȮƔƘƛ 

未利用枠の割合 ƕƝȭƚǔ ƕƕȭƚǔ ƕƜȭƛǔ 

未利用枠に対する支出 €ƘȮƖƜƙȮƘƗƙ €ƗƗƔȮƚƚƙ €ƘȮƚƕƚȮƕƔƔ 

未利用枠が生じている措置 ƕ件当たり

の、未利用枠に対する支出 

€ƕƘȮƗƗƗ €ƚȮƗƙƝ  

出所：BRH（2021） “Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III” Tabelle 1 “Auslastung der Maßnahmen der 

Assistierten Ausbildung （bundesweit）”, Tabelle 2 “Auslastung der Maßnahmen der Assistierten Ausbildung 

（bundesweit） „Standardprodukt“ und „Individuelle Ausschreibung“”よりMURC作成 

 

（ウ） 途中で終了した参加者 

 Ú の措置を途中で終了した参加者に係る状況は図表 2-22 に示すとおりである。ƛȮƗƕƘ

名の参加者のうち ƗȮƛƘƗ名が当初に合意された終了日より前に終了している。そのうち

ƖƛȭƝǔで「意欲／努力の欠如」が理由として挙げられている。 

 

図表 2-22 AsA の途中終了の状況 

参加者数 ƛȮƗƕƘ 

途中終了したと記録されている者 ƗȮƛƘƗ 

途中終了の割合 ƙƕȭƖǔ 

途中終了の理由として「意欲／努力の欠如」と記されている

者 
ƕȮƔƘƘ 

「意欲／努力の欠如」を理由とする途中終了の割合 ƖƛȭƝǔ 
出所：BRH（2021） “Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III” Tabelle 3 “Vorzeitig beendete Teilnahmen bei 

Maßnahmen der Assistierten Ausbildung” 
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エ 参加資格確認の記録 

（ア） 法的な規定 

雇用機関は、社会給付を決定する際に、一定の裁量が与えられている場合でも、権限の

目的に従って裁量を行使し、法律の定める裁量の範囲を遵守しなければならない。雇用機

関は、経済性の原則に従い、支援対象者の能力、労働市場の受け入れ能力、労働市場政策

の実施の必要性を考慮した上で、個別の事例で最適な積極的労働促進サービスを選択しな

ければならない。 

連邦雇用庁は、技術的な監督を通じて、雇用機関が合法的に、かつ統一的で裁量権を逸

脱せずに参加資格の決定を行うようにしなければならない。連邦雇用庁は、雇用機関に対

して、行政機関内での使用を目的とし、法令に基づいて職務を遂行するため、専門的な指

針を提供している。 Ú 技術指針において、各参加者の資格要件の充足に係る決定は、

5ÌÙ!(2の参加者履歴（カウンセリング記録）に記録することが求められている。ただし、

参加決定に関しては触れられていない。 

指針 ƖƔƕƝƕƖƔƖƘにより、連邦雇用庁は生涯キャリアカウンセリングガイドラインを導入

した。当該ガイドラインにおいて、企業内職業訓練への参加は、職業準備や企業外職業訓

練よりも優先されると示している。また、参加決定は、5ÌÙ!(2に分かりやすく記録されな

ければならないとされている。ただし、当該指針は、本検査の検査期間においては適用さ

れていなかった。 

 

（イ） 検査結果 

 Ú の措置への参加者から無作為抽出された ƝƜ名の 5ÌÙ!(2記録をサンプルとして分析

した。いずれもƖƔƕƜ年Ɯ月からƖƔƕƝ年Ɲ月に参加した者である。 

ƝƜ件中ƖƗ件（ƖƗȭƙǔ）において、雇用機関の専門家は、5ÌÙ!(2記録に、参加決定を記録

していなかった。「 Ú を提案した」等の記載しか残っていない事例もある。 

5ÌÙ!(2の相談対応記録に、法定資格基準（学習障害や社会的不利条件など）の存在を明

記しているか調査したところ、ƝƜ件中ƙƗ件（ƙƘȭƕǔ）において、雇用機関の専門家は、資

格要件の有無に関する考察を記載していなかった。「支援を求めている者は、2&!Ⅲ第 ƕƗƔ

条における Ú の対象者グループに所属している」等の一般論としての記載がなされてい

た。 

雇用機関の専門家が、法律で定められている裁量である、 Ú の参加が望ましいと考え

られる理由、望ましくないと考えられる理由を比較検討した上で、代替措置を提案するこ

とを検討したかどうかについて調査したところ、ƝƜ件中 ƘƝ件（ƙƔȭƔǔ）において、裁量権

を行使していなかった。 

調査において、雇用機関の中には、専門家が個別事例の記録に当たってチェックリスト

を作成している機関があった。チェックリストにおいて、参加決定の重要な点が網羅され

ているが、全てを網羅しているわけではないケースもあった。ƙ件の参加決定の事例にお
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いては、担当する専門家は異なるが、同一の定型文を用いていた。 

 

オ 就学から就業への移行についての調査 

 Ú の目的は、企業内職業訓練への移行と第一次労働市場（補助金等の積極的労働市場

政策の措置なしに雇用関係が成立する労働市場）への接続である。 

 Ú の参加者が就学から就業への移行に成功したかどうか、またどの程度成功したのか

を判断するために、ƖƔƕƛ年の検査で抽出したƜƔƔ事例をサンプルとして使用した。 

5ÌÙ!(2ɯにおいて、これらの参加者のデータが利用可能かを確認したところ、ƜƔƔ事例の

うち ƚƘƖ事例のデータにアクセスが可能であった。残りの ƕƙƜ事例のデータセットは登録

が抹消されていたかアクセス不能であった。また、ƚƘƖ事例のうち ƘƖ事例はまだプログラ

ムに参加中であり、併せてƖƔƔ件の参加者事例は評価対象外とした。 

評価対象となるƚƔƔ事例のうち、予定終了日までプログラムに参加したƕƖƖ人（ƖƔȭƗǔ）

は全員が企業内職業訓練を無事に終了した。 

残りの ƘƛƜ人（ƛƝȭƛǔ）は  Ú を途中終了した。途中終了してから ƚか月後の状況は図

表 2-23に示すとおりである。ƚƔ人が職業訓練を終了しており、合計でƕƜƖ人（ƗƔȭƗǔ）が

企業内職業訓練を修了していた。 

 

図表 2-23 AsA 参加者の状況（途中終了してから 6か月後）70 

検査対象 ƜƔƔ71 

 データが登録抹消あるいはアクセス不能 ƕƙƜ72 

プログラム参加中 ƘƖƛƖ 

評価対象となる検査対象 ƚƔƔ 

 企業内職業訓練を修了 ƕƖƖ73 

途中終了 ƘƛƜ 

 【内訳】支援プログラムからは離脱したが、

別途企業内職業訓練を修了 
ƚƔƛƗ 

企業内職業訓練に参加（未修了） ƕƝƚ 

学校内職業訓練に参加（未修了） Ɩƙ 

社会保険料の対象となる就職 ƙƝ 

その他 ƕƗƜ 
出所：BRH（2021） “Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III” Tabelle 4 “Verbleib der Teilnehmer （6 

Monate nach dem individuellen vorzeitigen Ende）”をもとにMURC作成 

 

カ 連邦雇用庁による AsA に関する調査結果 

立法機関は、時限措置として導入された AsAの効果をより深く把握するため、AsAの実

施時期を 2020年 9月 30日まで延長した。2017年の BRHの検査報告書では、AsAを恒久的

な措置とするか否かを決定する前に、評価すべきと勧告している。 

 
70 図表に一部MURC追記 
71 このうち 642事例のデータにアクセス可能であった。 
72 これらの合計 200事例は評価対象外とした。 
73 これらの合計 182人が企業内職業訓練を修了していた。 
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連邦雇用庁は、2017年に連邦雇用庁が HdBAに委託した調査結果を紹介した。 

この調査結果は、2018年 3月に公表された。同調査によると、AsAは就学から就業への

移行にあたって有用な手段であること、あらゆるステークホルダーから幅広く支持されて

いると評価される。しかし、AsA を最大限活用するためには、他の支援策との重複の解消

や柔軟な利用の観点から修正が必要とされている。AsA の有効性を明らかにするためには、

参加者の状況に係る定量的な分析が有用であるが、分析するために必要なデータを集める

ことを考えると、最初の研修訓練修了グループが終了してから 2 年後でなければ実施でき

ない。2017年 9月から 11月にかけて 29の地区で 106人74を対象に実施したインタビューに

基づいているものである。インタビュー対象者のうち 59 人（55.6%）が、AsA が目標を高

い水準で達成していると回答している。 

連邦雇用庁は、本検査時点では AsAに関するより広範な評価は実施していない。AsAの

新規参加者は、2017年以降大幅に減少しており、2019年には前年比で 26.9%減少した。ま

た、プログラムを終了する者は毎年増加しており、新規参加者の数を上回っている。連邦

雇用庁は、大半の参加者は途中終了しているため、統合率・定着率（Eingliederungs- und 

Verbleibsquoten）はほとんど意味を持たないと説明している。 

 

キ 評価 

検査期間中、2&!Ⅲの法規則に基づく  Ú の措置のドイツ全体の利用率は低迷していた。

ƖƔƕƛ年の前回検査と比較して、未利用枠は ƖƗȭƕǔから ƕƜȭƚǔに低下したものの、数百万ユ

ーロが効果のない支出となった。 

連邦雇用庁が、統括して提供している利用状況のモニタリングは、目立った改善には繋

がらなかった。一部の雇用機関においては、個別規定によって調達することで、財務負担

を軽減することができた。措置１件あたりの未利用枠に対する支出額は、標準規定によっ

て調達された措置は、個別規定によって調達された措置の Ɩ倍以上であった。!1'は、連

邦雇用庁に対して、プロバイダーに支払う対価のうち受講者数と連動する部分の割合をよ

り引き上げること、また最低保証の適用期間に関する標準規定を改定することを勧告する。 

!1'は、 Ú の途中終了が依然として多いことを懸念している。特に、途中終了のƗ分

の ƕについて「意欲／努力の欠如」が途中終了の理由とされていることは憂慮すべきこと

である。 

!1'は、参加者に対する相談対応や選定に関する雇用機関のアプローチについても改善

の余地がある。相談対応記録をみても、約半数については参加者の選定理由が理解できな

かった。条件が満たされ、かつ参加者が措置の目標を達成できると見込まれる場合のみ、

参加者を各措置に割り当てるように勧告する。参加要件に係る考察、参加決定にあたって

行使された裁量権について記録が必要であると!1'は考えている。 

 Ú 措置参加者の現状を分析したところ、 Ú を修了し企業内職業訓練を無事に修了し

た者は ƖƔȭƗǔに過ぎない。ただし、 Ú を途中終了した者の中にも、就学からの就業への

 
74 連邦雇用庁の地域総局別の割り当ては次のとおり。北部地域：26人、ラインラント＝プファルツ州・ザ

ールラント州：14人、ノルトライン＝ヴェストファーレン州：12人、ヘッセン州：7人、バイエルン州：

17人、ザクセン＝アンハルト州・テューリンゲン州：1人、バーデン＝ヴュルテンベルク州：16人、ベル

リン州・ブランデンブルク州：13人 
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移行を無事に成功させた者もおり、プログラム終了後 ƚか月以内に学校内職業訓練に参加

している者や社会保険料の対象となる就職をしている者もいることから、 Ú は途中終了

した者にもプラスの効果をもたらした可能性がある。途中終了者にとって Ú が適切な支

援であったのか、他に適切な支援があったのかは調査していない。 

途中終了者が多く、かつ新規参加者が減少しており、 Ú は緊急に改善することが必要

となる。「構造改革時における継続教育助成および教育助成拡充法（&ÌÚÌÛáɯáÜÙɯ%ġÙËÌÙÜÕÎɯ

ËÌÙɯ ÉÌÙÜÍÓÐÊÏÌÕɯ 6ÌÐÛÌÙÉÐÓËÜÕÎɯ ÐÔɯ 2ÛÙÜÒÛÜÙÞÈÕËÌÓɯ ÜÕËɯ áÜÙɯ 6ÌÐÛÌÙÌÕÛÞÐÊÒÓÜÕÎɯ ËÌÙɯ

 ÜÚÉÐÓËÜÕÎÚÍġÙËÌÙÜÕÎ）」に基づいて新たに制度設計された  Ú プログラムに関する技術

指導及び新たな契約において、!1'のコメントを考慮するよう勧告する。 

 

ク 連邦雇用庁のコメント 

（ア） ドイツ全土での措置の利用状況 

連邦雇用庁は、全国における措置の利用状況はまだ十分でなく、対策が必要であること

に同意した。新たな AsAの契約規定においては、訓練年度に縛られなくなった。 

最低保証の適用期間に係る標準規定を改定すべきという BRHの勧告には従うことはでき

ない。参加定員の 70%の最低保証率は、参加者が少ないことのリスクを、雇用機関とプロ

バイダーの間で分散させるものであり、両者の利益にかなう。最低保証率がないとリスク

プレミアムが上昇するため、対価の上昇が見込まれる。最低保証率を 50%に引き下げる入

札を試行的に行ったところ、最大 30%の対価上昇が起こった。 

BRH は、連邦雇用庁が、統括して提供している利用状況のモニタリングは、大きな改善

に繋がっていないと述べている。ただ、このモニタリングは部局の対話の一環として利用

しており、2018年以降改善が続いている。 

 

（イ） AsA を途中で終了した参加者 

連邦雇用庁は、法定の参加資格要件の遵守するとともに、個人の支援ニーズに基づいて

的を絞った形で制度を利用すべきという点で BRHと合意した。 

支援対象者の性格的な特徴を踏まえると、措置を途中終了するリスクが高くなる傾向に

ある。また、措置を途中終了することは必ずしも職業訓練を行わないことを意味する訳で

はなく、支援の必要がない等の理由で措置を途中終了した場合も、途中終了として記録さ

れることとなる。ドイツ全土で、2018年 10月から 2019年の間に、6,042名の参加者が AsA

を途中終了したが、このうち 4,458名（73.8%）が社会保険料負担の対象となる雇用に従事

していた。 

各地域総局の推計によると、新たな AsA プログラムにおいては、支援内容・支援期間が

個人の支援ニーズに沿ったものとなるため、研修参加者の継続性を高めることが期待され

る。 

 

（ウ） 参加資格要件の記録 

連邦雇用庁は、裁量権の行使・参加資格要件の記録が不十分であるという BRHの意見に
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全面的に同意しない。 

新たな AsAプログラム開始に伴い、連邦雇用庁は、COSACHのプロセスを改訂し、参加

資格の決定・記録を簡素化した。必要な記録を行うために検証スキームが導入された。参

加資格決定に関するメモが自動的に、COSACHのプロセスを通じてVerBISに作成される。

また、個人の支援ニーズを定期的に把握し、VerBISのカウンセリング記録に記録される。 

 

（エ） 参加者の状況 

参加者がプログラムを途中離脱した後の状況を監視するため、COSACH のプロセスに新

たなチェックが導入された。参加者が途中離脱した場合、システムに参加者の状況が登録

されているかどうかチェックされる。 

 

（オ） AsA に関する連邦雇用庁の見解 

連邦雇用庁は、AsA の重要性が低下したという BRH の結論には同意しない。2019 年の

AsA措置への参加者は 2018年と比較して減少している。ただし、熟練労働者を確保するた

めには、職業訓練を修了することが重要であることは、2025 年戦略の「就学から就業への

移行を改善する」行動計画に反映されている。AsA はこの目標を達成する上で重要な役割

を果たしている。 
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【事例２】連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」‐第 1 部 

Bundesprogramm „Ausbildungsplätze sichern“ （APS ） - Teil 1 

連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」‐第 1部 

検査結果報告書 2023年 

 

ア 連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」の概要 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大（以下、「コロナパンデミック」という。）による

職業訓練市場への影響を緩和するため、連邦政府はƖƔƖƔ年ƚ月Ɨ日、中小企業がコロナパ

ンデミックの影響を受けながらも職業訓練を継続した場合等に、若年者職業訓練支援を目

的とするボーナスや助成金を支給することを決定した。 

ƖƔƖƔ年ƚ月ƖƘ日、連邦教育研究省、連邦経済エネルギー省、連邦労働社会省は、この決

定を具体化するための連邦プログラムを策定した。 

連邦プログラムはƖつの助成指針（以下、「第ƕ助成指針」と「第Ɩ助成指針」という。）

に分かれていた。連邦教育研究省と連邦労働社会省は、第 ƕ助成指針に基づく助成の実施

や申請の処理を連邦雇用庁に委託し、その結果として生じる管理コストを連邦雇用庁に支

払うことを決定した。なお、第 Ɩ助成指針の実施については、連邦教育研究省が単独で責

任を負っている。（第Ɩ助成指針について、本検査の対象となっていない。） 

連邦雇用庁は、ƖƔƖƔ年Ɯ月ƛ日と同年Ɯ月Ɨƕ日に連邦プログラムに関する専門的指示を

発行した。専門的指示では、助成に関する主な要件と申請手続の手順が定められた。 

各助成の概要は以下のとおり。 

 

図表 2-24 各助成制度の要件の概要（2020 年 7 月時点） 

助

成 

職業訓練ボーナス75 

職 業 訓 練 ボ ー ナ

ス・プラス76 

 
訓練生引受けボー

ナス77 

操業短縮回避のた

めの 

職業訓練手当助成

金78 

要

件 

¶ コロナパンデミッ

クによる重大な影

響（ƕか月分の操

業短縮手当の受給

又は売上高の一定

の減少） 

¶ 新規職業訓練の開

始 

¶ 過去 Ɨ年間の平均

と同数以上の職業

¶  ¶ 職業訓練生を受

け入れている中

小企業がコロナ

パンデミックの

影響で破産した

ことにより職業

訓練を継続でき

なくなった訓練

生の採用 

¶ 試用期間経過後

¶ 操業短縮の実施 

¶ コロナパンデミ

ックによる業務

の減少 

¶ 訓 練 生 に つ い

て、職業訓練の

継続及び操業短

縮の対象外 

¶ 職業訓練の継続

に関する連邦雇

 
75 中小企業が、過去 3年間の平均と同じ人数の訓練生を受け入れた場合に、訓練生 1人につき 2,000ユー

ロが当該企業に支給されるものである。 
76 中小企業が、過去 3年間の平均より多い人数の訓練生を受け入れた場合に、訓練生 1人につき 3,000ユ

ーロが当該企業に支給されるものである。 
77 破産した中小企業から訓練生を引き受けた場合に、当該引受企業に支給されるものである。 
78 操業短縮が実施されている企業において、職業訓練は操業短縮の対象外として継続されている場合に、

訓練生に支払われる職業訓練手当の助成として当該企業に支給されるものである。 
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訓練生の受入れ 

¶ 試用期間経過後の

職業訓練の継続 

の職業訓練の継

続 

用庁への適時報

告 

出所：BRH（2023） “Bundesprogramm „Ausbildungsplätze sichern“ （APS ） - Teil 1”ɯTabelle 1 “Übersicht der 

Förderleistungen nach der Förderrichtlinie, Stand: Juli 2020” 

 

申請手続は、職業訓練を実施する企業の本社がある地域を管轄する雇用機関の雇用者サ

ービス部門（ &ɪ2）が担当した。 &ɪ2が申請書を処理し、承認・却下の是非と助成金額

を決定した後、 &ɪ2からオペレーショナルサービス部門（.2）に申請書類と決定内容が

転送され、.2から企業に通知を発行するとともに助成金を支給した。 

企業は、 &ɪ2における申請処理のために、職業訓練ボーナスや職業訓練ボーナス・プ

ラスに係る申請書類をすべて提出する必要があった。連邦雇用庁は、申請書類に不足があ

った場合には、提出されていない申請に分類した。申請書に添付すべき証拠書類は、申請

書に添付のチェックリストに記載されている。なお、連邦雇用庁は、申請書類がすべて揃

っていない場合でも、その時点で明らかに却下すべきと思われる申請については却下する

権利を有していた。また、申請書類に矛盾した情報があった場合、専門的指示に従い、

 &ɪ2は企業と協議をしたうえで当該情報を修正し、その旨を記録することができた。 

ƖƔƖƔ年ƕƖ月ƕƔ日、第ƕ助成指針に対するƕ回目の改正が行われた。この改正により、

連邦教育研究省と連邦労働社会省は助成のための要件を部分的に変更し、プログラムの期

間を延長した。 

ƖƔƖƕ年Ɨ月ƕƛ日、第ƕ助成指針に対するƖ回目の改正が行われ、プログラムの期間をさ

らに延長することが決定されるとともに、トレーナー報酬助成金とロックダウンⅡ特別助

成金のƖつの助成金が追加された。この改正は同年Ɨ月Ɩƛ日に施行された。トレーナー報

酬助成金は、トレーナーの操業短縮を回避するため、トレーナーに対する既存の報酬補助

金を拡大したものであり、企業はƖƔƖƖ年Ɨ月末まで当該助成金を申請できるようになった。

また、従業員Ƙ人以下の零細企業にはロックダウンⅡ特別助成金79が支給された。 

ƖƔƖƖ年ƕ月ƕ日、第ƕ助成指針に対するƗ回目の改正（最終改正）が行われた80。 

 

イ 財務状況 

連邦政府は当初、連邦プログラムの実施に ƙ億ユーロの支出を予定していた。連邦教育

研究省、連邦経済エネルギー省、連邦労働社会省はこの支出について、第 ƕ助成指針の実

施にƘ億ƕȮƔƔƔ万ユーロの予算、第Ɩ助成指針の実施にƝȮƔƔƔ万ユーロの予算とした。なお、

第ƕ助成指針の実施に係るƘ億ƕȮƔƔƔ万ユーロには、連邦雇用庁による事務処理に関する支

出がすでに含まれている。 

ƖƔƖƕ年ƕƖ月ƕƗ日までの申請状況は以下のとおり。 

 

 
79 従業員数 4人以下の零細企業を対象とした新たな助成金であり、研修を 30日以上継続した場合に、

1,000ユーロの特別補助金を受け取ることができるものである。 
80 この改正は、EUの国家補助規制における補助総額が増額されたことに伴うものであり、プログラムの

内容に関する変更等は含まれていない。 
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図表 2-25 申請状況の概要（2021 年 12 月 13 日時点） 

助成 提出された申請 承認された申請 

ボーナス È 

（少なくともいずれかƕつ É） 

ƗƜȮƘƙƖ件 ƖƚȮƖƙƖ件 

操業短縮回避助成金81 

（最低ƕか月） 

訓練生：ƙȮƗƗƚ人 

トレーナー：ƕȮƗƔƝ人 

訓練生：ƖȮƙƚƝ人 

トレーナー：ƝƚƜ人 

ロックダウンⅡ特別助成金 Ƙƚƕ件 Ɨƙƙ件 
注 

Èɯ「ボーナス」は、職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラス、訓練生引受けボーナスを指す。 

Éɯ申請件数は、少なくともいずれか ƕつの助成を申請したもの。なお、企業は ƕ回の申請で複数の助成を

申請することができ、複数の訓練生に関する申請をすることもできる。 

出所：BRH（2023） “Bundesprogramm „Ausbildungsplätze sichern“ （APS ） - Teil 1” Tabelle 2: “Übersicht der 

Förderanträge bis zum 13. Dezember 2021” 

 

 

ƖƔƖƔ年Ɯ月ƕ日の連邦プログラム開始からƖƔƖƕ年ƕƖ月Ɨƕ日までの間に、連邦雇用庁は

ƕ億ƝȮƔƔƔ万ユーロを支出した。また、ƖƔƖƖ会計年度にはƘȮƛƙƔ万ユーロの支出を計上した。 

 

ウ 検査の内容・手順 

検査の目的は、連邦雇用庁が連邦プログラムの第 ƕ助成指針に基づく手続を適切かつ経

済的に実施していたかについて判断することであった。 

!1'は、サンプルとして個別ケース ƗƔƔ件を調査した。連邦雇用庁の専用アプリケーシ

ョン".2 "'（"ÖÔ×ÜÛÌÙÎÌÚÛĹÛáÛÌɯ2ÈÊÏÉÌÈÙÉÌÐÛÜÕÎ）のデータによると、ƖƔƖƕ年ƕƔ月Ɩƛ

日時点で、ボーナス（職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラス、訓練生引受けボー

ナス）の申請件数は ƙƘȮƝƝƙ件、助成金（職業訓練手当助成金、トレーナー報酬助成金、ロ

ックダウンⅡ特別助成金）の申請件数は ƖƛȮƘƘƔ件であった。サンプルの選定に当たっては、

ボーナス申請と助成金申請の Ɩつの母集団に分けて層別化した後、無作為に選定した。ボ

ーナスのサンプルケースは職業訓練ボーナス ƚƔ件、職業訓練ボーナス・プラス ƚƔ件、訓

練生引受けボーナス ƗƔ件、助成金のサンプルケースは職業訓練手当助成金 ƚƔ件、トレー

ナー報酬助成金ƚƔ件、ロックダウンⅡ特別助成金ƗƔ件となった。 

ƖƔƖƖ年 ƕƖ月 ƕƚ日、!1'は予備的な検査結果を連邦雇用庁に通知した。連邦雇用庁は

ƖƔƖƗ年Ɩ月Ɲ日付け書簡でコメントをした。!1'は、連邦雇用庁のコメントも考慮した上

で、検査結果を確定した。 

なお、連邦労働社会省に対する検査結果は別の報告書で取り扱うこととなっている。 

 

エ 職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラス 

（ア） 状況 

企業は、職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラスを申請する場合には、申請期限

 
81 「操業短縮回避助成金」は、職業訓練手当助成金とトレーナー報酬助成金を含んでいる。 
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として職業訓練契約の試用期間終了後 3 か月以内に申請書を提出しなければならないとさ

れている。 

申請を処理する際、AG-Sは申請企業における前年の職業訓練の平均的な契約数を評価し、

その数値と各年度の職業訓練契約の数を比較することで、申請企業が職業訓練ボーナスや

職業訓練ボーナス・プラスの要件を満たしているかどうかを確認した。 

連邦雇用庁は、企業が申請書類を完全に提出した場合にのみ、職業訓練ボーナス、職業

訓練ボーナス・プラスを支給する義務を負った。なお、申請書類には、試用期間を正常に

終了したという自己申告も含まれていたが、企業が試用期間終了前でも申請書類を提出で

きるよう、申請時の申請書類には含まれていなかった。申請が承認された時点で試用期間

終了の自己申告がまだ提出されていなかった場合、OSは、試用期間終了後も職業訓練が継

続することを条件に職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラスを支給した。OSは、企

業から自己申告書を受け取った後、訓練生が実際に試用期間を終了したかどうかを確認し、

必要に応じて助成金の支給額を調整した。 

 

（イ） 検査結果 

職業訓練ボーナス及び職業訓練ボーナス・プラスについて、検査対象となったサンプル

118件のうち 14件で申請処理に誤りがあった。 

① 連邦雇用庁は、申請時点ですでに試用期間終了から 3 か月以上経過していた（申請期

限を超過していた）複数の申請を承認していた。連邦雇用庁は、訓練生によって試用

期間の終了時期が異なることや、個々の職業訓練契約の申請期限がすでに終了してい

ることを考慮しなかった。そのため、申請書に記載されたすべての職業訓練契約につ

いてボーナスが承認された。 

② 申請書類の不足や申請書の記入漏れも数件あったが、AG-S は不足書類の提出依頼を

しなかった。申請書類の不足の例としては、コロナパンデミックによって重大な影響

を受けたことを証明するための操業短縮手当の申請通知が挙げられる。 

③ 訓練生の人数に関する情報が申請書と商工会議所証明書で異なっていたケースが 2 件

あったが、AG-S はそれに関して事実を明らかにしなかった。あるケースでは、AG-S

が職業訓練ボーナスと職業訓練ボーナス・プラスの比率を誤って決定し、本来であれ

ば 3つの職業訓練ボーナスと 1つの職業訓練ボーナス・プラスであったところ、4つの

職業訓練ボーナス・プラスが承認された。別のケースでは、試用期間が終了する前に

職業訓練契約が終了しており、本来であれば当該企業は過去 3 年間の平均と同数以上

の職業訓練生の受入を維持しなかったことになるため、職業訓練ボーナスは承認され

ないはずが、連邦雇用庁は訓練生 1名分の職業訓練ボーナスを承認した。 

④ AG-Sは、3件のケースにおいて申請を処理しなかったか部分的にしか処理しなかった。

また、AG-Sは、2件のケースにおいて申請書に記載されたうちの一部の訓練生につい

てのみ職業訓練ボーナスや職業訓練ボーナス・プラスの受給権利があることを企業に

通知しなかった。 
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（ウ） 所見 

申請は、専門的指示に従って適切に処理される必要がある。 

連邦雇用庁は、申請期限を超過していたにもかかわらず、いくつかのケースでボーナス

を支給した。本来であれば期限を超過しているとして申請を却下すべきであったケースで

あり、不正に支払われたことになる。 

連邦雇用庁は、申請書類がすべて揃っていて正しく記入されていることを確認しなけれ

ばならない。申請書類に不備がある場合、AG-Sは当該企業に連絡をとり、企業との間で申

請書の記載内容の変更を調整し、その結果を文書に残す必要がある。 

連邦雇用庁は、AG-Sが職業訓練生の受入人数を正しく算定することを保証する必要があ

る。企業からの申請書と商工会議所からの証明書の間に情報の不一致がある場合には、正

確な情報を明らかにし、不正な支払いを防ぐ必要がある。 

また、不経済的な支給を防ぐため、適正な金額が支払われる必要がある。試用期間終了

後に職業訓練契約が継続しない場合、支給される助成金を減額する必要がある。 

BRH は、不正に支給された職業訓練ボーナスと職業訓練ボーナス・プラスについて、返

還を検討するよう連邦雇用庁に勧告した。 

 

（エ） 連邦雇用庁のコメント 

連邦雇用庁は、不正な支給が行われたとされた職業訓練ボーナスと職業訓練ボーナス・

プラスの事例を調査し、必要に応じてその適法性を確認した。 

しかし、BRH の調査結果に完全に従っていたわけではなかった。例えば、あるケースで

は、申請期限を超過した不正な支給であったが、その後の助成指針の改正によって遡及的

に正当化されたとした。 

また、申請書類の不足や申請書の記入漏れについて、不足していた情報はそれぞれの申

請の内部フォームでのみ書き換えられていた。 

 

（オ） 最終的な評価 

連邦雇用庁は、!1'からの勧告に従い、不正に支払われた職業訓練ボーナスと職業訓練

ボーナス・プラスの回収を検討した。 

!1'は、申請期限を過ぎて申請された場合、その後に助成指針が改正されたとしても違

法性を正当化することはできないと考える。 

!1'は、申請企業から提供する必要がある情報を連邦雇用庁が補足することは基本的に

困難であると考える。 &ɪ2が、申請に当たって不足している情報を内部フォームで書き

換える場合、少なくとも申請企業との口頭での協議が必要となる。また、コロナパンデミ

ックによる特殊な状況下であっても、その結果は文書化される必要がある。原則として、

決定を左右する情報は申請企業から書面で提出されることが重要であり、口頭で確認した

情報は立証ができないため、口頭で得られた情報に従って決定をしてはならない。 
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オ 操業短縮回避助成金（職業訓練継続の届出） 

（ア） 状況 

操業短縮回避助成金を受給するには、企業は様々な要件を満たす必要があったが、ƖƔƖƔ

年Ɯ月からƖƔƖƕ年Ɩ月までは、操業短縮にもかかわらず職業訓練を継続していることを企

業から連邦雇用庁に届け出ることが必要であった。各月の ƕ日から末日までの間に届け出

れば、期限内の届出とみなされた。企業は、この書類に訓練生の氏名、職業訓練学校の在

学期間、職業訓練提供者の氏名を記載し、 &ɪ2において、当該情報を操業短縮手当の支

給リストと比較することにより、訓練生が操業短縮をしていないかを確認した。職業訓練

継続の届出が期限内に受理されなかった場合、申請は却下された。 

ƖƔƖƕ年Ɨ月に行われた第ƕ助成指針のƖ回目の改正により、連邦労働社会省はこの手続

を変更し、ƖƔƖƕ年 Ɨ月以降、職業訓練継続の届出義務は廃止された。その結果、ƖƔƖƕ年 Ɨ

月Ɩƛ日以降、企業はƖƔƖƔ年Ɯ月からƖƔƖƕ年Ɩ月までの間について、Ɨか月の期限付きで

職業訓練の継続を事前に届け出ることなく操業短縮回避助成金の遡及申請が可能になった。 

 

（イ） 検査結果 

① Ɩつのケースでは、企業が届出期限の翌月に職業訓練継続の届出を提出していた。届

出期限を超過していたにもかかわらず、どちらのケースでも、連邦雇用庁は不正に助

成金を支給した。また、あるケースでは、申請した月の届出が無効になっていたが、

それにもかかわらず連邦雇用庁は不正に助成金を支給した。 

② 別のケースでは、届出の提出が遅れたことを理由に連邦雇用庁は申請を却下した。し

かし、第 ƕ助成指針の Ɩ回目の改正により、助成金の遡及申請が可能になっていたが、

連邦雇用庁はこの申請を審査しなかった。 

 

（ウ） 所見 

連邦雇用庁は、手続が法令に則っていることを確認しなければならない。不正に支給を

したケースもあれば、申請を却下すべきでなかったケースもあったが、いずれにしても連

邦雇用庁は、助成の受給資格の有無をしっかりと確認するべきであった。 

 

（エ） 連邦雇用庁のコメント 

連邦雇用庁は、!1'が不正な支給と評価したケースについて、後ほどその適法性を確認

した。別のケースでは、職業訓練継続の届出の受領日が内部で誤って設定されていたが、

電子メールでは期限内に受領されていたことが明らかとなった。このケースでは、連邦雇

用庁がファイル管理方法を規定しており、助成金の申請が期限内に受理されたことが明ら

かとなった。 

 

（オ） 最終的な評価 

連邦雇用庁は、!1'が不正な支出と評価したケースについて、不正を正し、適法性を確
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認した。別のケースでは、ファイル管理を明確化した。 

 

カ 操業短縮回避助成金（申請書類・決定書類の不備） 

（ア） 状況 

操業短縮回避助成金の申請書類は、申請書のチェックリストに記載された複数の書類で

構成されている。例えば、ƖƔƖƕ年 Ƙ月以降の申請の場合、申請者は以下の書類を提出する

必要があった。 

 ̧ 職業教育訓練法、手工業規則法、海事労働法に基づく当局の証明書、または職業訓

練の対象職種であることを証明する職業訓練契約書 

 ̧ トレーナーの合意報酬を記載した雇用契約書 

 ̧ 当初合意された報酬よりも高額なトレーナー報酬を支払った証明（例：料金の値上

げなど） 

 ̧ デミニマス証明書 

また、ƖƔƖƔ年Ɯ月からƖƔƖƕ年Ɩ月までの間、企業は職業訓練継続の届出を追加で提出す

る必要があった。ただし、これは操業短縮回避助成金の申請書類には含まれていなかった。 

操業短縮回避助成金の申請を処理するために、 &ɪ2は算定と支給の根拠となる追加書

類を必要としたため、これらの書類を「*ÜÎ」電子ファイルから「 /2」電子ファイルに

コピーした82。 &ɪ2は、関連する「*ÜÎ」電子ファイルへの一時的なアクセス権を持ち、

アクセス権がない場合には「*ÜÎ」電子ファイルの担当.2に連絡をして書類は &ɪ2に転

送された。その後、 &ɪ2は「 /2」電子ファイルに書類をファイリングする必要があった。 

必要な書類は、支給決定に関する一括命令書、または以下の Ɨつの書類のいずれかであ

った。 

 ̧ 操業短縮手当の申請書 

 ̧ 操業短縮手当の承認通知書 

 ̧ 助成金申請の承認書 

 &ɪ2は、申請された操業短縮手当の金額と実際に支給された金額を比較し、一致した

場合には操業短縮手当に関する書類から、操業短縮回避助成金の受給要件である労働時間

の損失を算定することができた。 

 

（イ） 検査結果 

操業短縮回避助成金の申請書がないケースが ƕ件あった。また、操業短縮回避助成金の

申請チェックリストにある申請書類の一部の不足や申請書の記入漏れのケースも複数あっ

た。 

 /2の電子ファイルから、算定と支給を根拠づける書類が欠落しているケースもいくつ

かあった。個々のケースでは、操業短縮手当の申請書、操業短縮手当の承認通知書、助成

 
82 「Kug」電子ファイルは操業短縮手当（Kug：Kurzarbeitergeld）に係る電子ファイルを、「APS」電子フ

ァイルは連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」（APS：Ausbildungsplätze sichern）に係る電子ファイル

を指す。 



 

120 

 

金申請の承認書のいずれかが欠落していた。 

 

（ウ） 所見 

AG-Sは、すべての申請書、計算書、支払い書類が完全に揃っており、連邦プログラムの

電子ファイルに保存されていることを確認する必要があった。BRH は、労働時間の損失に

関する誤った算定が行われ、企業が操業短縮回避助成金を不正に受給した可能性がないと

は考えなかった。 

BRH は、連邦雇用庁に対し、助成金の不正な支給を避けるため、すべての書類が適切に

提出され、文書化されていることを確認するよう勧告した。 

 

（エ） 連邦雇用庁のコメント 

連邦雇用庁は、すべての申請書類及び支給を根拠づける書類が完全に電子ファイル化さ

れていなければならないという!1'の所見に同意した。 

しかし、連邦雇用庁は、場合によっては!1'の所見に従っていないとした。例えば、連

邦雇用庁の専門的指示によると、申請書類が不完全であっても、その時点で申請を却下す

べきであることが明らかな場合は、完全な申請書類を揃える必要はないとしている。これ

は、操業短縮回避助成金の申請書類が提出されていなかったケースにも当てはまり、算定

を裏付ける書類が電子ファイルから欠落していたケースについても当てはまる。 

連邦雇用庁は、他のケースについて、算定と支給を根拠づける書類を完成させたとした。 

 

（オ） 最終的な評価 

連邦雇用庁は、すべての申請書類と支給を根拠づける書類が完全に揃っていなければな

らないという!1'の見解を共有しており、電子ファイルもおおむね完成している。 

 

キ デミニマス証明書及び少額助成証明書のランダムフォローアップ 

（ア） 状況 

デミニマス宣言は、企業が連邦雇用庁に提出する申請書類の一部であった。この宣言で

は、企業は、現在および過去 Ɩ年間に受け取ったすべてのデミニマス助成の金額を記入し

た。連邦雇用庁は、基本的には企業から提出された宣言は信用できるものとみなした一方、

専門的指示ではƙƔ件ごとにデミニマス証明書を要求することが規定されていた。 

 

（イ） 検査結果 

連邦雇用庁の本部は、ƙƔ件ごとにデミニマス証明書及び少額助成証明書を要求する手順

の決定を雇用機関に委ねていたところ、その手続が雇用機関によって異なっていた。例え

ば、 &ɪ2のチームリーダーが証明書の要求を担当する雇用機関もあった。また、ある雇

用機関では全体的に申請件数が少なかったため、ƗƔ件ごとに証明書を要求していた。 

今回サンプルとなった ƗƔƔ件のケースでは、雇用機関がデミニマス証明書又は少額助成
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証明書を要求したケースは見つからなかった。 

 

（ウ） 所見 

連邦雇用庁は、全国で一律にƙƔ件ごとに証明書を要求する手順を確立することができな

かった。また、ƙƔ件ごとに証明書が要求されたかどうかの確認も行っていなかった。 

連邦雇用庁の本部と地域総局は、証明書の要求手順を各雇用機関に任せていた。その結

果、ƙƔ件に満たない申請しか受理されなかった雇用機関では、証明書が要求されず確認も

されなかったということが起こりえた。例えば、各雇用機関ではƙƔ件に満たない申請しか

受理されなかったが、申請の合計件数がƙƔ件を超えた場合、証明書を要求する手順を各雇

用機関に委ねるという連邦雇用庁のアプローチは専門的指示の要件を満たすには不適切で

あった。 

!1'は、将来における同様のケースでは、本部又は地域総局レベルで各雇用機関を横断

し、十分な数のケースで証明書を要求できるようにすべきであると提案した。あるいは、

要求対象となる最低件数を設定し、各雇用機関がその規模に応じて独自の裁量でそれより

も少ない件数を設定できるようにすることを提案した。 

 

（エ） 連邦雇用庁のコメント 

連邦雇用庁は、BRHの所見に同意した。連邦雇用庁は、50件ごとにデミニマス証明書又

は少額助成証明書を全国的に確認するための具体的な手順を確立していなかった。効果的

な管理・統制メカニズムが欠如していたため、50 件ごとに証明書が要求されることはなか

った。連邦雇用庁は、将来における同様のケースに対処するために、BRH からの提案を検

討する意向である。 

 

（オ） 最終的な評価 

連邦雇用庁は、今回の同庁のアプローチが、50 件ごとにデミニマス証明書又は少額助成

証明書を要求するとした専門的指示を実現するには不適切であったという見解を共有して

いる。連邦雇用庁は、BRHの提案を検討する予定である。 
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第 5 節 フランス会計検査院の取組 

（１） フランス会計検査院（CDC）の概要 

フランス会計検査院（Cour des Comptes：CDC）は、行政府・立法府から独立した司法機

関としての地位を有している。その任務は、憲法第 47 条の 2 に規定され、「政府の行為に

関する監視により国会を補佐」し、「公共政策の評価に関する政府・国会の補佐」「公開報

告を通じた市民への情報提供による貢献」を行うこととされている。2023 年の平均スタッ

フ数は 1,808名（うち本部に 45%、地方事務所・海外領土事務所に 55%）、年間予算 2.46億

ユーで 1兆 6070億ユーロ分の歳出検査を実施している（本部、地方事務所・海外領土事務

所の合計）。年間レポートの発行数は 1,298 本（検査以外のレポートも含む。うち本部が

180本、地方事務所・海外領土事務所が 1,118本）である。2021年度に行った勧告のうち、

76％が受検庁により完全または部分的に実施されている83。 

 

（２） CDC の検査体制 

検査体制としては、身分保障のある司法官としての院長（Premier Président）の下、7 つ

の局で検査業務を遂行する体制となっている。この他、事務総長（secrétaire général）と庁

内サービス・統制支援局（Directions et services administratifs et d'appui au contrôle）が存在し、

院内向けにサービスを提供している。CDCで労働施策に対する会計検査は、主に第 5局が

担当している。 

図表 2-26 フランス会計検査院 CDC の組織構造 

 

出所：フランス会計検査院ウェブサイトを基に、MURC作成 

Organisation | Cour des comptes （ccomptes.fr） 最終アクセス日：2025年 1月 20日 

 

 
83 以上の数値は、Cour des Comptes （2024） “Rapport d'activité 2023”によっている。 

̘
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（３） 労働施策に対する CDC の会計検査 

CDC で公表される検査レポートは年間 40～60 件程度である。CDC ではレポートをキー

ワードによって検索することができないため、レポートタイトルと検査概要から労働施策

関連の検査レポートを抽出することとした。過去 10年程度の「年次検査報告書」、「個別テ

ーマ検査報告書」さらには、2021年度に導入された Audit flashも対象に抽出したところ、

労働施策関連の検査レポートとして、過去 10件程度を抽出することができた。 
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図表 2-27 労働施策に対する CDC の検査報告リスト 

No. 公表年 タイトル タイトル邦訳 詳細※ 

1 2018 La formation des demandeurs d'emploi 求職者向けの訓練  

2 2020 
Les dispositifs de l'État en faveur des salariés des entreprises 

en difficulté 
経営難に陥った企業の従業員を支援する国の制度  

3 2021 
[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2021] 

Tome I - L'assurance chômage face à la crise sanitaire 

[2021年度年次報告書] 

第１巻 健康危機に直面する失業保険 
 

4 2021 
Préserver l'emploi : le ministère du travail face à la crise 

sanitaire 
雇用の維持：労働省が健康危機に取り組む 

◎ 

事例 1 

5 2022 
[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2022] 

Le plan #1 jeune 1 solution en faveur de l'emploi des jeune 

[2022年度年次報告書] 

若者雇用のための#1人の若者に 1解決プラン 
 

6 2022 La formation en alternance 交互訓練における訓練  

7 2022 
Les dispositifs en faveur de l'emploi des habitants des 

quartiers prioritaires de la politique de la ville 
都市部の重点地区（QPV）における雇用促進計画  

8 2023 Le plan en faveur des demandeurs d'emploi de longue durée 長期求職者支援計画  

9 2023 La formation professionnelle des salariés 従業員のための職業訓練 
◎ 

事例 2 

10 2023 
Les tensions sur l'emploi : le cas des filières de production 

emblématiques du Jura 
雇用への圧力：ジュラ地方を代表する生産部門のケース  

※「詳細」列の◎印は、次項にて詳細な解説を紹介している事例を表している。 
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（４） 労働施策に対する CDC の検査事例 

【事例１】雇用の維持：労働省が健康危機に取り組む 

Préserver l'emploi : le ministère du travail face à la crise sanitaire 

（雇用の維持：労働省が健康危機に取り組む） 

個別検査レポート 2021年 

 

ア 検査の背景と目的 

本報告書の検査対象は、コロナ禍で実施された雇用・労働に関する施策である。具体的に

は、労働力の余剰を回避するための部分活動の措置、部分活動に配置された従業員の職業訓

練を強化するための国家雇用創出基金（FNE-Formation）の利用などがある。2020 年の夏以

降には、若年層向けの１人の若者に１解決プラン（Plan #1 jeune 1 solution）に基づく施策が

行われた。 

本報告書の目的は、COVID-19 の流行に際して、労働省が実施した措置の設計、実施、お

よび可能な限り初期の結果を評価することである。ただし、本報告書の目的は、ロックダウ

ン措置の妥当性を検討することではなく、政府が実施した経済戦略全般（特に連帯基金、国

家保証付き融資、税・社会保障の免除・猶予などの措置）の妥当性を検証することでもない。 

 

イ 検査対象・検査方法 

国家レベルでは、労働省内の雇用・職業訓練一般代表部（DGEFP）、労働総局（DGT）、

調査・研究・統計局（Dares）、財務省総局、サービス支払機関（ASP）、雇用局（Pôle emploi）

および 11の能力開発実施機構（OPCO）のうち 5つの機関に検査を実施した。地方レベルで

は、オクシタニー、サントル・ヴァル・ド・ロワール、イル・ド・フランスのビジネス・労

働・雇用等を担当する地方総局に対して、詳細なヒアリングを行った。 

 

ウ 検査結果 

（ア） コロナ禍で実施された緊急措置 

コロナ禍でフランス政府が実施した主な緊急措置として、失業給付の給付期間の延長、娯

楽産業の労働者向けの措置、部分活動の申請手続きの簡素化と給付水準の引き上げ、国家雇

用創出基金の申請手続きの簡素化と対象者の拡大があった。 

失業給付の給付期間の延長については、2020年 3月に受給資格が終了した求職者は 91日

間、2020年 4月に受給資格が終了した求職者は 60日間、2020年 5月に受給資格が終了した

求職者は 30 日間延長する措置が取られた。娯楽産業における断続的労働者向けの措置とし

ては、失業保険給付の受給資格として必要な 507時間の活動時間基準が引き下げられるなど
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した84。部分活動については、従来の制度では企業が従業員に支払う手当の一部のみが補償

されていたところ、緊急措置により手当の 100%が補償された。国家雇用創出基金の対象は、

従来の従業員 250人未満の企業からすべての従業員規模の企業に拡大された。 

 

（イ） 部分活動の効果 

部分活動に関する緊急措置は、コロナ禍での雇用の維持に重要な役割を果たした。コロナ

危機が深刻化した 2020年 4月には、約 100万社で 840万人の従業員が部分活動を利用した。

2021年の 4月には、部分活動の利用者が 300万人となり、新たなピークを迎えた。コロナ危

機が最も深刻な時期には、従業員の約 3人に 1人（Unédicによると民間部門従業員の 44%）

が部分活動を利用し、これは月 150時間のフルタイム労働換算で 470万人に相当する。部分

活動の利用が集中したのは、ロックダウン措置の影響を受けた宿泊・飲食業界や航空・自動

車業界などであった。部分活動の利用状況は地域や産業部門により異なっているが、コロナ

禍で特に影響を受けた部門で利用されたといえる。 

 

図表 2-28 2020 年 3 月から 2021 年 5 月までの部分活動の利用状況 

2020年 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

部分活動に配置

された従業員数

（単位：百万

人） 

6.7 8.4 7.0 3.2 1.8 1.1 1.2 1.8 3.1 2.4 

補償額（単位：

10億ユーロ） 

3.2 8.5 4.6 2.1 1.2 0.7 0.8 0.9 2.3 1.9 

 

2021年 1月 2月 3月 4月 5月 

部分活動に配置

された従業員数

（単位：百万

人） 

2.2 2.2 2.3 3.0 2.3 

補償額（単位：

10億ユーロ） 

1.6 1.7 2.1 2.2 1.5 

出所："ÖÜÙɯËÌÚɯÊÖÔ×ÛÌÚȮɯ“/ÙõÚÌÙÝÌÙɯÓɅÌÔ×ÓÖÐɯȯɯÓÌɯÔÐÕÐÚÛöÙÌɯËÜɯÛÙÈÝÈÐÓɯÍÈÊÌɯãɯÓÈɯÊÙÐÚÌɯÚÈÕÐÛÈÐÙÌȮ“3ÈÉÓÌÈÜɯÕ°ɯ

ƕɯȯɯÓÌɯÙÌÊÖÜÙÚɯÈÜɯËÐÚ×ÖÚÐÛÐÍɯÌßÊÌ×ÛÐÖÕÕÌÓɯËɀÈÊÛÐÝÐÛõɯ×ÈÙÛÐÌÓÓÌɯËÌɯÔÈÙÚɯƖƔƖƔɯãɯÔÈÐɯƖƔƖƕɂ  

 

（ウ） 国家雇用創出基金の効果 

国家雇用創出基金に関しても、緊急措置により利用者は増加した。2020年 12月 31日時点

で、企業から 20万 5千件の訓練申請があり、合計 760万時間以上の訓練を 43万 7千人の従

 
84 娯楽産業における断続的労働者向けの措置として、失業保険給付の受給に必要な過去 12ヵ月の間に少な

くとも 507時間の活動時間が 338時間に下げられるなどした。 

Mesures en faveur des intermittents du spectacle et de l'audiovisuel à compter du 1er septembre 2021 
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業員に提供した。ただし、国家雇用創出基金は、比較的コロナ危機の影響が少ない業種で、

すでに高い資格を持つ従業員に利用された。国家雇用創出基金を利用した主な業種を見てみ

ると、長期にわたってコロナ危機の影響を受けた業種（運輸・輸送、宿泊・飲食、小売）も

含まれるが、潜在的に脆弱性が弱く、テレワークの導入が比較的容易な第三次産業（IT、法

律、会計、サポートサービス）で実際に多く利用されている。また、受講者の 35%を管理職

が占めており、熟練労働者と非熟練労働者の受講者は約 12%にすぎない。国家雇用創出基金

における緊急措置は、コロナ禍で困難な状況にある非熟練労働者の支援には必ずしも繋がら

なかった。 

 

図表 2-29 2020 年 12 月 31 日時点で国家雇用創出基金を利用する主な業種 

業種 割合 

サポートサービス 14.4% 

宿泊・飲食 13.7% 

法律・会計・経営業務 11.8% 

小売 9.1% 

運輸・輸送 7.4% 

IT 6.0% 

出所：Cour des comptes, Préserver l'emploi : le ministère du travail face à la crise sanitaire,“Tableau n° 6 : principaux 

secteurs d’activité utilisateurs du FNE-formation au 31 décembre 2020” 

 

（エ） 部分活動に関する不正行為 

部分活動の申請手続きを迅速化するため、申請の事前チェックを大幅に簡略化した。2020

年 3月 25日付けの政令により、労働者を部分活動に従事させるための事前許可の審査にかか

る時間が 15 日から 48 時間に短縮され、補償金を 10 日以内に支払うという目標が設定され

た。請求の数が膨大になり、手作業による検証が不可能となったため、自動大量処理が導入

された。 

こうした事前チェックの緩和による問題に対処するため、5 万件分の事後チェック計画が

考案された。2020 年 5 月 5 日に地方雇用局（Direccte）に出された指示では、3E 部門（企

業・雇用・経済部門）が最初の書類検査を実施し、T部門（労働部門）が 3E部門からの報告

または外部からの通報を受けて、不正の疑いがある場合に詳細な書類検査および立ち入り検

査を実施するという業務分担が示された。しかし、検査対象の絞り込み方法について明確な

指示はなく、地域ごとに対象者や手法が異なるという問題が生じた。 

不正の疑いがあるいくつかの類型として、前月の報酬と無関係な時間給を使用すること、

実際の労働時間数とは無関係な報酬時間数の設定、日当による部分活動手当の支給、虚偽の

給与明細書を作成して従業員になりすますこと、複数の異なる法人に同一の従業員が在籍す

るケースなどがある。明らかに故意に不正を行った場合を除いて、会社が返済に同意した過

払い金については、「誤りの権利」に基づき、単純な誤りとみなすよう各部門に指示がなさ

れた。 
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図表 2-30 2021 年 1 月 4 日時点での地方雇用局による検査状況 

検査の実施とフォローアップ （ 単 位 ：

件） 

比率（%） 

検査件数 60,360  

2020年 5月 25日以降に開始された進行中の

検査件数 

23,684  

（進行中のうち）通報にもとづく検査件数 1,616  

事後検査の終了 37,379 100 

正常な事案 24,524 65.6 

過払い金の回収 9,167 24.5 

追加の支払い 1,814 4.8 

不正の疑い 1,874 5 

（不正の疑いのうち）刑事手続きの開始 988 4 

（不正の疑いのうち）行政処分 42 0.2 

ɯ出所："ÖÜÙɯËÌÚɯÊÖÔ×ÛÌÚȮɯPréserver l'emploi : le ministère du travail face à la crise sanitaire, “Tableau n° 7 : bilan des 

contrôles au 4 janvier 2021 

  

2021年1月 4日までに地方雇用局による検査が完了したのは全体の 62%にすぎず、イル・

ド・フランス地方では開始された検査の 22%しか完了していないなど、地域によっても差が

生じた。図表 2-30によると、実施された検査のうち約 4件に 1件の割合で過払い金の回収が

必要となり、5%の割合で不正が疑われた。 

2020 年 6 月には、同じ拡張子のメールアドレスを利用した大規模な不正受給の事案が発

覚した。調査の結果、これらの会社は労働者と労働時間の虚偽申告に基づいて、部分活動の

手当受給のみを目的として設立されていたことが判明した。同じようなメールアドレスを利

用した不正行為の類型として、既存の企業になりすます事例もあった。 

2020年 9月 22日には、労働省から地方雇用局への通達が出され、10月 1日より申請の事

前審査期間を 15日間に戻すことが発表された。さらに、2020年 6月 22日から 2020年 9月 4

日までの間に作成された口座に対する支払いは停止され、調査後にのみ解除されることにな

った。こうした措置はより早い段階から講じることができたはずであり、事前審査期間につ

いては、ロックダウン措置が行われた時点または組織的な不正が発覚した時点から対応すべ

きであった。 

2020年 6月 1日以降は、部分活動への助成率が一般的な企業に対しては 60%、特定の業

種や売上が減少している企業に対しては 70%とされた。こうした助成率については、事前に

検証されることなく企業が選択するほか、売上の減少という条件を満たす企業について、売

上の情報がシステムで提供されていなかった。検証データによると、こうした助成率の選択

に多くの誤りや不正があったことが示されている。CDCの検査によると、建設部門では 23%

の企業が 70%の助成率を利用しているとし、その支給額は 2,500 万ユーロであった。同様に

科学技術活動の部門でも、33%が 70%の助成率を利用し、支給額は 1億 5,000万ユーロであ

った。2021年 1月 11日時点で、11の地方雇用局の部門が 1,090件の請求に対して実施した検
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査の結果を取りまとめたところ、確認した企業の 87%が助成率を誤って使用していたことが

判明した。 

こうした大規模な不正受給が発覚した事案がある一方で、テレワークと部分活動の組み

合わせによる不正受給を立証することは困難である。会社のシステムや電子メールに労働時

間等の痕跡が残るが、会社にはこのようなデータを保管する義務がない。イル・ド・フラン

ス地方で実施された 1,740 件の検査のうち、テレワークと部分活動による事案の検査はわず

か 30件であった。 

 事後チェックに基づき不正額を推定するためには、概念的な面と技術的な面で難しさがあ

る。概念的な面とは、不正行為には不正を行う意図が伴うはずであるが、特定の明確な場合

を除いて立証が困難であり、結果としてチェックの結果は「過払い」や「コンプライアンス

違反」に分類されることになる。技術的な面とは、不正額を推定するためには代表的なサン

プルを抽出する必要があるが、実際の事後チェックではリスクの高さから選ばれた対象に対

して、チェックを実施することになる。代表的なサンプルを抽出するためには、期間・量・

地理的な分布に制約を課して、均質なリスクを持つグループに分類する必要がある。事後チ

ェックの設計段階から不正額を推定する作業を考慮し、すでに実施されている事後チェック

においても対象を拡大することが求められる。 

 

（オ） 結論 

 部分活動については、支援の必要がなかった企業に恩恵をもたらすなどの問題は限定的で

あったと考えられる。また、国家雇用創出基金は、対象グループや内容を絞っていなかった

ため、非熟練労働者の支援には必ずしも繋がらなかった。さらに、ロックダウン中の失業給

付の受給権の延長は、迅速に実施されたが、娯楽産業の断続的労働者に対する支援は過度に

高額であった。部分活動の助成について、申告された労働時間や給与の過大評価等の不正の

リスクがあることから、このような濫用を防止するために、社会保障関連の申告、銀行口座

情報等のデータの相互参照や事前チェックを導入すべきであった。 

 緊急措置を実施する際の一般的な課題として、制度間の競合と迅速な評価手続きの 2つの

課題がある。制度間の競合とは、同じ目的を達成するために、様々な関係者が異なる手法を

用いることをいう。迅速な評価手続きとは、制度とその成果を継続的に評価し、必要に応じ

て資金を配分することができるように、十分なスピードで評価手続きを実施することをいう。

いずれにせよ、労働施策を短期的な目標を数値として評価するのではなく、雇用への統合と

いう観点で中長期的に評価するべきであり、そのための評価方法を考案する必要がある。 

 

エ 勧告と受検機関のコメント・対応 

CDC は、労働省、財務省、サービス支払機関（ASP）などに対して 10 件の勧告を行った。 
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勧告 1：事業を縮小していない企業が受け取った給付金の一部返還を認める規定を設けるこ

と（労働省） 

勧告 2：部分活動への給付の恩恵を受けた企業が、最も有利な税率の適用資格があることを

体系的に確保すること（労働省） 

勧告 3：2020年 3月より不正の総額を推定できるという条件で、地方政府での部分活動に対

する事後的なチェックを開始すること（労働省） 

勧告 4：不正行為により効果的に対処するために、国の管理機関とサービス支払機関（ASP）

が特に社会、税金、銀行に関するデータを相互に照合できるようにすること（財務

省、労働省、サービス支払機関等） 

勧告 5：地方政府において、能力開発実施機構が処理した国家雇用創出基金ファイルの品質

管理計画を展開すること（労働省） 

勧告 6：将来的には企業が従業員に支払う部分活動への補償の上限を、最低賃金の 4.5 倍で

はなく、3.5倍または 4倍に引き下げる可能性を検討すること（労働省） 

勧告 7：緊急措置評価委員会が収集したデータに基づき、フランス・ストラテジーのもとで、

雇用・労働分野における措置の影響を評価するための共同作業計画を定めること（フ

ランス・ストラテジー、フランス国立統計経済研究所、労働省、財務省） 

勧告 8：新たな例外的給付制度の設計段階から、組織的な不正行為の発生を計画的に防止す

ること（労働省） 

勧告 9：危機に際して実施された職業訓練の措置を定期的に評価し、必要であれば新たな戦

略を実施できるようにすること（労働省） 

勧告 10：地方政府におけるすべての危機管理システムをモニタリングし、その実施に利用で

きる資源の妥当性を評価すること（労働省） 

 

CDC の勧告に対して、サービス支払機関（ASP）、雇用局（Pôle emploi）などが回答して

いる。雇用局は、雇用期間と失業期間を繰り返す労働者に対する給付金の支払いが遅れてい

ると CDCが指摘している点に関しては、遺憾であると述べている。 
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【事例２】従業員のための職業訓練 

La formation professionnelle des salariés 

（従業員のための職業訓練） 

個別検査レポート 2023年 

 

ア 検査の背景と目的 

本報告書の検査対象は、2018年の法律による従業員の職業訓練改革である。職業訓練改革

の目的は、管理機関数の削減とフランス職業能力開発機関（France compétences）への統合に

よる制度の簡素化、職業訓練の質の向上などであった。 

 検査の目的は、職業訓練改革の程度を測定し、提供される訓練の質を向上するために取ら

れた措置の初期評価を実施することである。続いて、主要な職業訓練制度、特に職業訓練個

人口座（CPF）、技能開発計画（Plan de développement des compétences）や職業移行計画（PTP）

に関して、改革の成果と限界を示し、職業訓練の管理および資金調達に影響を及ぼす主要な

問題について検討している。 

 

イ 検査対象・検査方法 

 CDC は政府部門、特に労働省内の雇用・職業訓練一般代表部（DGEFP）、職業訓練の主な

資金提供者であるフランス職業能力開発機関（France compétences）、能力開発実施機構

（OPCO）、転職支援協会（Association Transitions Pro）、供託局（Caisse des dépôts et 

consignations）、多数の職業訓練機関およびその代表者に対して、書類に基づく検査と現地訪

問による検査を実施した。 

 

ウ 検査結果 

（ア）2018 年の職業訓練改革 

2018年の法律による職業訓練改革により、職業訓練に関する業務を一元的に担う公的機関

として、フランス職業能力開発機関が創設された。産業ごとに設置される職業訓練の支援団

体は能力開発実施機構に、個別の訓練休暇を管理する組織は転職支援協会に再編された。 

2019年に業務を開始したフランス職業能力開発機関は、創設直後の人員不足を解消し、順

調に業務を進めている。11の組織に再編された能力開発実施機構は、その多くが順調に運営

を開始しているが、複数の産業にまたがる組織を引き継いで編成された能力開発実施機構は、

組織の統合に時間を要している。転職支援協会への移行については、業務内容の変更の影響

もあり、組織再編の効果が十分には発揮されていない。 
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（イ）職業訓練の質の向上 

職業訓練の分野では、認証という用語に２つの概念がある。職業資格認証とは、専門的な

目的を持つ職業上の資格を登録することをいう。品質認証とは、職業訓練機関による訓練の

質を国の品質基準により認定することをいう。職業資格認証については、フランス職業能力

開発機関が登録申請を受理し、認証機関が審査を行っている。2030年までには、省庁間の合

同協議委員会の審査を経る手続きから、フランス職業能力開発機関による単一の登録手続き

への移行が目指されている。 

フランス労働法に基づき、職業資格はスキル区分で構成されている。フランス職業能力開

発機関は、2023年の前期にスキル区分の対応関係を整理するプロジェクトを立ち上げた。あ

る資格の一部として取得したスキル区分が、別の資格の一部として認められ、後者の資格取

得が容易になる可能性がある。ただし、職業資格や認証機関の多さ、法的・技術的制約のた

めに、スキル区分の対応関係の整理は容易ではない。 

2018 年の職業訓練改革により、職業訓練の品質を保証する制度として、クオリオピ

（Qualiopi）認証が導入された。この認証プロセスは国の認証機関であるフランス認定委員

会（Comité français d'accréditation：Cofrac）に委ねられており、さらにフランス認定委員会は、

この認証を発行する責任を負う 34 のサービス提供者（認証機関）を認定している。クオリ

オピ認証に関しては、クオリオピ認証を受けた職業訓練機関の下請け業者が認証マークを使

用するなどの不正行為が発生している。 

 

（ウ）職業訓練個人口座（CPF） 

2018年の職業訓練改革により、職業訓練個人口座については、①訓練を受講する権利を時

間ではなくユーロで表示する、②オンラインプラットフォーム（Mon compte formation）で訓

練を申請できるようにする、③供託局が資金管理を行うといった変更が実施された。 

制度の改革に加えて、コロナ危機の影響もあり、職業訓練個人口座の利用は増加した。改

革前の 2016年から 2019年までは、年間の利用件数が 50万件から 60万件であったが、2020

年には 106万 2,554件、2021年には 209万 7,271件に増加した。 
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図表 2-31 職業訓練個人口座（CPF）の申請数と金額 

 

出所："ÖÜÙɯËÌÚɯÊÖÔ×ÛÌÚȮɯ+ÈɯÍÖÙÔÈÛÐÖÕɯ×ÙÖÍÌÚÚÐÖÕÕÌÓÓÌɯËÌÚɯÚÈÓÈÙÐõÚ,“Graphique n° 1 : évolution du nombre de 

dossiers et du coût du CPF” 

 

 職業訓練個人口座の利用数の増加とともに、不正な勧誘により特定の職業訓練の受講へ

と誘導するなどの行為も増加している。職業訓練個人口座に関わる詐欺の金額は、2020年の

780 万ユーロから、2021 年には 4,320 万ユーロに増加したと推定される。これらの金額は報

告に基づき算出されたものであり、実際には口座保有者が認識していない不正などもある。 

 

（エ）技能開発計画（Plan de développement des compétences） 

技能開発計画では、企業の主導で従業員に職業訓練を受講させることができる。主に企業

が職業訓練のための資金を拠出するが、法定拠出金や国の財源などによっても補完される。

以前は従業員 300 人未満の企業が対象であったが、2019 年以降は、従業員の訓練受講率が

20％に満たず、計画の立案や資金調達が困難な従業員数 50 人未満の企業に対して、法定拠

出金からの資金が支出されるようになった。 

コロナ禍においては、従業員の職業訓練への資金提供の手段として、国家雇用創出基金

（FNE-Formation）の利用が奨励された。国家雇用創出基金は、部分活動を利用する等の一

定の条件のもとで、2020 年にはすべての企業に開放された。したがって、2018 年の改革で

資金提供の対象から除外された従業員数 50人から 299人の企業にとっては追加的な財源とな

った。国家雇用創出基金の追加措置がいずれ廃止される可能性を考えると、従業員数 50 人

から 299人の企業に対しても、技能開発計画による公的支援を検討する必要がある。 

 

月別申請件数（キャンセルを除く）-左目盛り 

供託局の合計支出金額（単位：ユーロ）-右目盛り 
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（オ）職業移行計画（Projet de transition professionnelle：PTP） 

職業移行計画は、2018年の職業訓練改革で導入され、労働者が職業訓練を受講する際に、

転職の個別支援や職業訓練のための有給休暇を取得できる制度である。職業移行計画は、職

業移行のための CPFとも呼ばれている。 

職業移行計画の資金管理は転職支援協会、職業訓練個人口座の資金管理は供託局で実施す

るとされているが、職業移行計画で資金提供される可能性のある職業訓練コースは、必然的

に職業訓練個人口座の対象となる。職業移行計画と職業訓練個人口座は類似の制度ではある

が、手続きの統合は実現していない。 

 

（カ）フランス職業能力開発機関の財政とガバナンス 

フランス職業能力開発機関は、見習い契約と職業訓練個人口座の利用の増加により、2020

年に 46億 2,000万ユーロ、2021年に 29億ユーロの赤字を計上した。2018年の職業訓練改革

の優先項目の一つであった見習い契約について、その契約者数は 2020年に 46%、2021年に

38%増加した。職業訓練個人口座の費用は、フランス職業能力開発機関の予測を上回り、

2020年には 2億 1,300万ユーロ、2021年には 12億ユーロの超過となった。フランス職業能

力開発機関は借入のみで赤字に対応できず、フランス政府は 2021年以降の 3年間で合計 84

億 3,000万ユーロの例外的な補助金を交付している。 

 

図表 2-32 フランス職業能力開発機関の予算における職業訓練個人口座の予想支出と実績

支出 

 2020 2021 2022 

当初予算での予想支出 973 1,417 2,600 

実績支出 1,186 2,635 2,511* 

単位：百万ユーロ 

ɖ支出データはƖƔƖƗ年Ƙ月公表 

出所："ÖÜÙɯËÌÚɯÊÖÔ×ÛÌÚȮɯ+ÈɯÍÖÙÔÈÛÐÖÕɯ×ÙÖÍÌÚÚÐÖÕÕÌÓÓÌɯËÌÚɯÚÈÓÈÙÐõÚ,“Tableau n° 5 dépenses prévisionnelles et 

exécutées au titre du CPF dans le budget de France compétences” 

 

 2018 年の職業訓練改革によって、国の監督下にあるフランス職業能力開発機関が設立さ

れるなどして、職業訓練における国の役割が増大している。改革によって、労働組合や使用

者団体といった社会的パートナーが職業訓練政策に関与する機会は限定されるようになり、

2021 年 10 月の全国職業間枠組み協定の中では、社会的パートナーが「フランス職業能力開

発機関内の意思決定プロセスの見直し」を求めた。 

 

エ 勧告と受検機関のコメント・対応 

CDC は労働省や財務省などに対して 13 件の勧告を行っており、受検機関の対応は記載さ

れていない。 



 

135 

 

 

勧告 1：経営資源、職務遂行、リスク管理に関するより厳しい目標に基づき、2023 年から

2025 年までの目標と資源に関する合意に、能力開発実施機構の管理費を含めること

（労働省、OPCO） 

勧告 2：能力開発実施機構の中で、支部のすべてまたは一部に共通する活動や、資源の共有

を進めること（OPCO） 

勧告 3：2030年までに、職業資格の国家登録の基準と手続きを統一し、すべての資格がフラ

ンス職業能力開発機関の職業認証委員会により審査されるようにすること（労働省） 

勧告 4：ある資格から別の資格への移行を容易にするため、資格間での一貫したスキルの区

分を確保すること（労働省、フランス職業能力開発機関） 

勧告 5：認証および品質管理における不正行為への対応を検討して、フランス認定委員会、

認証機関、資金提供機関に対する基準を強化する；2024 年には総合評価を行うこと

（労働省） 

勧告 6：2023年に職業訓練における不正行為撲滅のため、特にクオリオピ認証と職業訓練個

人口座を対象とし、指標と期限を含む計画を策定すること（労働省） 

勧告 7：職業訓練に関する財政法案の付録に、全体及び企業規模別（特に従業員数 50人から

299人の企業について）の職業訓練費用を定期的に記載すること（労働省） 

勧告 8：国家レベルで職業移行のための戦略的運営委員会を設置し、地域レベルで国家戦略

を確実に実施すること（労働省） 

勧告 9：能力開発実施機構の地域ネットワークと転職支援協会の運営上の統合を行い、長期

的には地域合同委員会による職業移行計画の審査という原則を維持しつつ、転職支援

協会の権限を OPCOへ移譲すること（労働省） 

勧告10：職業訓練個人口座と職業移行のためのCPFの財務管理を一元化すること（労働省、

供託局） 

勧告 11：職業の変化に応じた優先課題に資金提供できるよう裁量を拡大するため、フランス

職業能力開発機関に対して、恒久的な政府補助金を導入すること（労働省、財務省） 

勧告 12：職業訓練の国家戦略目標の策定に社会的パートナーを積極的に関与させ、それを制

度的枠組みに反映させること（労働省） 

勧告 13：供託局が管理する制度のガイドラインを定義する際に、社会的パートナーの参加を

確保すること（労働省、供託局） 
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第 3 章 まとめ 

第1節 欧米主要国と我が国の労働施策の状況の比較とまとめ 

ここでは、本報告書第 1章で見た欧米主要国の労働施策を国別に整理する。 

 

初めに、OECD 統計を用いて、調査対象諸国の労働関係の公的支出（積極的措置、消極的

措置）の対 GDP 比の大きさを比較する。なお、国際比較を行う上では、以下に留意する必

要がある。第一に「失業リスクのある在職者85」の範囲が、国によって異なるため、労働市

場政策に含める政策の範囲も国によって異なることである。第二に、日本は中央政府の支出

額を、フランスは中央政府とともに地方政府やその他の社会基金も含めた支出額を報告して

いるように、中央政府以外の一般政府の支出の計上の有無にもばらつきがあることである。

第三に、国によって 8 つの政策分野86に何の個別政策を含めるかの整理の仕方が異なること

である87。 

イギリスを除く調査対象国（アメリカ・ドイツ・フランス）に比べ、日本は、労働施策に

対する公的支出の対 GDP 比が低いことが挙げられる。また、労働施策の中で注力している

分野は国によって異なり、日本やアメリカは雇用インセンティブの割合が高い一方、フラン

スやドイツでは公共職業サービスや職業訓練の比率が比較的高くなっている。 

  

 
85 OECD統計における労働市場政策（Labour Market Policy）への公的支出を「労働関係の公的支出」として

本節で紹介している。労働市場政策は、失業者（現在仕事をしていないが、就業可能な状態で、求職中の

者）、不安定雇用者（現在就業中であるが、雇用主の経済的事情により、非自発的失業のリスクがある者）、

不活動者（現在は非労働力人口に分類されるが、労働市場に参加する意思がある者）を対象とした政策とさ

れる。したがって、在職者については、失業リスクの有無により、不安定雇用者として労働市場政策の対象

者となるのか否かが異なる。 
86 「公共職業サービス」「職業訓練」「雇用インセンティブ」「保護及び援助雇用とリハビリテーション」「直

接的雇用創出」「創業インセンティブ」「失業者等への所得の補助・支援」「早期退職」の 8分野である。詳

細は図表 3-2参照。 
87 関家（2019）「OECD Databaseによる公共職業訓練政策の国際比較―公共職業訓練費に注目して―」 
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図表 3-1 各国の積極的措置・消極的措置関連の公的支出の内訳（2020 年度） 

 

注 1：イギリスは 2011年度 

注 2：公共職業サービス、職業訓練、雇用インセンティブ、保護及び援助雇用とリハビリテーション、直接

的雇用創出、創業インセンティブが「積極的措置」、失業者等への所得の補助・支援、早期退職が「消極的

措置」に分類される。 

出所：OECD統計  

 

図表 3-2 労働市場政策の内容 

政策分野 対象となる政策 

公共職業サービ

ス 
¶ 公共職業サービス機関（/ÜÉÓÐÊɯ$Ô×ÓÖàÔÌÕÛɯ2ÌÙÝÐÊÌ：/$2）等が

行う失業者・求職者向けの就職支援活動や、雇用主への採用支援

活動に係る費用 

¶ そのほか、/$2を通して提供される下記の運営経費など 

職業訓練 ¶ 施設内訓練、職場訓練、見習い制等の運営費 

¶ 能力開発を促進する為の個人や企業への助成金等 

雇用インセンテ

ィブ 

¶ 採用に対する企業への報奨金、個人の就職活動に関する報奨金 

¶ 経済的理由や企業再編によって、失業するリスクのある人の雇用

維持のための報奨金など 

保護及び援助雇

用とリハビリテ

ーション 

¶ 就業困難者（障害者と事故や病気等から回復中の者）を雇用する

企業への助成 

¶ 就業困難者を対象とした、職業訓練関連のリハビリテーションへ

の助成など 

直接的雇用創出 ¶ 長期失業者等に対する一時的な雇用創出に関わる費用 

創業インセンテ

ィブ 

¶ 起業への助成 

¶ ローン・設備の提供、事業運営に関するアドバイス等に係る費用 

失業者等への所

得の補助・支援 

¶ 失業者への賃金保障（失業手当等） 

早期退職 ¶ 年金受給年齢までの早期退職給付等 
出所：関家（2019）「OECD Databaseによる公共職業訓練政策の国際比較―公共職業訓練費に注目して―」、

OECD “Public spending on labour markets” 

 

以下では、国別に労働施策を見ることとする。なお、各国の労働施策について、「雇用対

0.99

3.97

1.93

0.53

2.34
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策」「失業保険 雇用保険」「教育訓練」に分けている88。 

 

（１） アメリカ 

アメリカでは、社会保障全体で対 GDP 比 23.9%（2020 年度）となっており、労働関係の

公的社会支出は積極的措置が 1.39%（2020 年度）、消極的措置が 0.96%（2020 年度）となっ

ている。内訳では、公共職業サービスが 0.02%、職業訓練が 0.07%、雇用インセンティブが

1.25%、保護及び援助雇用とリハビリテーションが 0.03%、直接的雇用創出及び創業インセ

ンティブが 0％、失業者等への所得の補助・支援が 0.96%（2020年度）となっている。 

雇用対策として、雇用機会税額控除（就業が困難な集団に属する求職者を雇い入れた雇用

主に対する法人税控除）のほか、若年者・高齢者・障害者向けのぞれぞれの雇用対策が導入

されている。 

失業保険については、失業者に対して給付する連邦失業保険、時間短縮補償（事業主がレ

イオフに代わり従業者の労働時間を短縮する場合に一定額の失業給付を支払う制度）がある。 

また、教育訓練としては、労働力革新機会法プログラム、養成訓練制度（OJT とそれに関

連した職場外での教育を組み合わせた教育訓練を実施）が導入されている。 

 

図表 3-3 アメリカの労働施策（再掲） 

 施策名 

雇用対策 〇労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act: WIOA） 

・雇用機会税額控除（Work Opportunity Tax Credit: WOTC） 

・若年者向け雇用対策（ジョブコア、労働力革新機会法若年プログラム

等） 

・高齢者向け雇用対策（高齢者地域社会サービス雇用事業等） 

・障害者向け雇用対策 

失業保険 

雇用保険 

〇連邦失業保険 

〇時間短縮補償 

最低賃金 1938年公正労働基準法（Fair Labor Standards Act of 1938） 

・最低賃金制度 

・最低賃金未満プログラム 

教育訓練 〇労働力革新機会法プログラム 

〇養成訓練制度（Apprenticeship） 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

 

 
88ɯ「労働市場政策」との関係については、概ね以下の通りである。 

「雇用対策」には「公共職業サービス」「雇用インセンティブ」「保護及び援助雇用とリハビリテーション」

「直接的雇用創出」「創業インセンティブ」、「失業保険 雇用保険」には「失業者等への所得の補助・支

援」「早期退職」、「教育訓練」には「職業訓練」が含まれる。 
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（２） イギリス 

イギリスでは、社会保障全体で対 GDP 比 22.5%（2020 年度）となっており、労働関係の

公的支出は積極的措置が 0.15%（2019 年度）、消極的措置が 0.12%（2020 年度）となってい

る。内訳では、公共職業サービスが0.19%、職業訓練が0.01%、雇用インセンティブが0.01%、

保護及び援助雇用とリハビリテーションが 0％、直接的雇用創出が 0.01%、創業インセンテ

ィブが 0％、失業者等への所得の補助・支援が 0.31%（2011年度）となっている。 

雇用対策として、特定のカテゴリーに限定されず広く失業者等が対象となるものとして、

雇用と健康プログラム（失業者が仕事を見つけ、継続することを支援するプログラム）、ト

ライアル雇用（短期間の仕事を通じて仕事への適性を確認する）が導入されている。また、

若年者・高齢者・障害者向けのぞれぞれの雇用対策が導入されている。 

失業保険については、失業者一般を対象とする新求職者手当、就労に影響する障害または

健康状態を抱える者を対象とする雇用支援が導入されている。加えて、従来の失業手当等を

含む所得審査型給付制度を統合したユニバーサル・クレジットも導入されている。 

教育訓練については、仕事における実践的な訓練と仕事外での研修を組み合わせたもので

ある養成訓練制度、教育資格と職業資格を系統立てたものとして職業資格制度が導入されて

いる。 

 

図表 3-4 イギリスの労働施策（再掲） 

 施策名 

雇用対策 ¶ 一般雇用対策 

雇用と健康プログラム（Work and Health programme） 

トライアル雇用（Work Trials）／等 

¶ 若年者雇用対策（Youth Offer）／等 

（※高齢者雇用対策、障害者雇用対策） 

失業保険 

雇用保険 

¶ 新求職者手当（New style JSA） 

¶ 新雇用支援手当（New-style ESA） 

¶ 福祉給付制度（ユニバーサル・クレジット等）／等 

教育訓練 ¶ 養成訓練制度 

¶ 職業資格制度／等 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（３） ドイツ 

ドイツでは、社会保障全体で対 GDP 比 25.6%（2019 年度）となっており、労働関係の公

的支出は積極的措置が0.61%（2020年度）、消極的措置が1.32%（2020年度）となっている。

内訳では、公共職業サービスが 0.33%、職業訓練が 0.19%、雇用インセンティブが 0.03%、

保護及び援助雇用とリハビリテーションが 0.02%、直接的雇用創出が 0.03%、創業インセン

ティブが 0.01%、失業者等への所得の補助・支援が 1.32%（2020年度）となっている。 

雇用対策として、公的機関である雇用機関等が実施する職業支援サービスである積極的職

業統合支援、通常の業務に制約のある労働者が採用された場合の支援である統合助成金等の

就労開始に関する支援がなされている。また、雇用維持のため、一時的に操業短縮を行う場

合に公的支援を行う操業短縮手当等が導入されている。 

失業保険については、失業者一般を対象とする失業手当Ⅰ、就労可能であるが自身の財産

や収入では十分な生計を立てられない者を対象として生活保護（社会扶助）と失業扶助を統

合した市民手当（旧失業手当Ⅱ）が導入されている。 

教育訓練については、職業学校における理論教育・事務所における実践的な職業訓練を並

行して実施する職業養成訓練（いわゆるデュアルシステム）を中核とする初期職業訓練、在

職者に対する支援と失業者に対する継続職業訓練がある。 

 

図表 3-5 ドイツの労働施策（再掲） 

 施策名 

雇用対策 ¶ 雇用機関等における相談及び紹介 

¶ 積極的職業統合支援（求職活動支援制度、積極的職業統合支援制

度） 

¶ 就労開始に関する支援（統合助成金、起業助成金） 

¶ 雇用の維持に関する支援（操業短縮手当、移行給付金、ミニジョ

ブ、ミディジョブ等） 

失業保険 

雇用保険 

¶ 失業給付Ⅰ 

¶ 市民手当（旧失業給付Ⅱ） 

教育訓練 ¶ 初期職業訓練（職業養成訓練（いわゆるデュアルシステム）、アシス

ト付き養成訓練、全日制職業学校訓練） 

¶ 継続職業訓練（手工業マイスター、在職者に対する継続職業訓練支

援、失業者に対する継続職業訓練支援） 

出所：各種資料よりMURC作成 
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（４） フランス 

フランスでは、社会保障全体で対 GDP 比 34.9%（2020 年度）となっており、労働関係の

公的支出は積極的措置が 0.76%（2020 年度）、消極的措置が 3.21%（2020 年度）となってい

る。内訳では、公共職業サービスが0.25%、職業訓練が0.30%、雇用インセンティブが0.02%、

保護及び援助雇用とリハビリテーションが 0.09%、直接的雇用創出が 0.06%、創業インセン

ティブが 0.04%、失業者等への所得の補助・支援が 3.21%（2020年度）となっている。 

雇用対策として、若年者・長期求職者・高齢者・障害者を対象とした雇用対策を実施して

いる。若年者の失業率が高い傾向にあり、特に若年者向けの雇用対策に重点が置かれている。

企業での実務と職業訓練センターでの研修を交互に行う交互訓練（見習い契約と専門化契約

の 2つがある）、若年者の就職や社会参入を支援する地域ミッション（Mission local） を介し

て、雇用と自立に向けた支援コースや若年者雇用契約といったサポートが実施されている。 

失業保険については、失業保険給付として雇用復帰支援手当が導入されている。また、雇

用復帰支援手当の受給期間が満了した長期失業者には、特別連帯手当が支給される。経済情

勢の悪化に伴い企業が事業活動の縮小を余儀なくされた場合でも、労働者の雇用を維持する

ため、部分活動の制度がある。 

教育訓練については、①職業資格に対する権利、②職業訓練個人口座の権利の付与、③職

業指導に関して情報提供、カウンセリング及びサポートを受ける権利の３つの法的な権利が

認められており、生涯を通じて労働者のスキル向上とキャリアアップを支援する制度が整え

られている。 

 

図表 3-6 フランスの労働施策（再掲） 

 施策名 

雇用対策 【若年者向け雇用対策】 

¶ 見習い契約（Contrat d'apprentissage） 

¶ 専門化契約（Contrat de professionnalisation） 

¶ 職種転換/キャリアアップのための交互訓練（Pro-A） 

¶ 雇 用 と 自 立 に 向 け た 支 援 コ ー ス （Parcours contractualisé 

d'accompagnement vers l'emploi et l'autonomie：PACEA） 

¶ 若年者雇用契約（Contrat d'Engagement Jeune：CEJ） 

【長期求職者向け雇用対策】 

¶ 雇用能力経路（Parcours emploi compétences：PEC） 

¶ 経済活動を通じた社会参入支援（Insertion par l'activité économique：

IAE） 

【高齢者向け雇用対策】 

¶ シニア向け有期契約（Contrat à durée déterminée pour les seniors：CDD 

senior） 

【障害者向け雇用対策】 

¶ 障害者雇用義務（Obligation d'emploi des travailleurs handicapés：

OETH） 
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失業保険 

雇用保険 

 

【失業者向け施策】 

¶ 雇用復帰支援手当（Allocation d'aide au retour a l'emploi：ARE） 

¶ 特別連帯手当（Allocation de solidarité spécifique：ASS） 

【雇用維持・促進施策】 

¶ 部分活動（Activité partielle） 

¶ 国家雇用創出基金（FNE-Formation） 

教育訓練 ¶ 職業訓練個人口座（Compte personnel de formation：CPF） 

¶ 職業移行計画（Projet de transition professionnelle：PTP） 

¶ キャリアアップカウンセリング（Conseil en évolution professionnelle：

CÉP） 

¶ 技能開発計画（Plan de développement des compétences） 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

（５） 日本 

日本では、社会保障全体で対 GDP 比 24.9%（2020 年度）となっており、労働関係の公的

支出は積極的措置が 0.7%（2020 年度）、消極的措置が 0.2%（2020 年度）となっている。内

訳では、公共職業サービスが 0.07%、職業訓練が 0.01%、雇用インセンティブが 0.65%、保

護及び援助雇用とリハビリテーションが 0.01%、直接的雇用創出及び創業インセンティブが

0％、失業者等への所得の補助・支援が 0.24%（2020年度）となっている。 

わが国の労働施策としては、公共職業安定所（ハローワーク）等を通じた職業紹介等を行

っているほか、雇用の創出・維持や教育訓練を行う企業に対する支援に関して多様な助成金

等が設けられている。 

日本の特徴として、税制面で企業の賃上げを支援する観点から、賃上げを行った企業に対

して法人税等を控除する賃上げ促進税制が設けられている。 

 

図表 3-7 日本の労働施策（2024 年 4 月時点） 

 施策名 

雇用対策 【公共職業サービス】 

¶ 公共職業安定所（ハローワーク） 

¶ 地域若者サポートステーション 

¶ ジョブカフェ 

【雇用インセンティブ（企業への助成・支援）】 

¶ トライアル雇用助成金 

¶ 特定求職者雇用開発助成金 

¶ 雇用調整助成金 

¶ 産業雇用安定助成金 

¶ 人材確保等支援助成金 

¶ キャリアアップ助成金等 

【雇用インセンティブ（個人への支援）】 

¶ 雇用継続給付 

【障害者を雇用する企業等への支援】 
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¶ 障害者雇用安定助成金等 

【直接的な雇用創出】 

¶ チャレンジ雇用 

【賃上げ税制】 

¶ 賃上げ促進税制（中小企業向け、大企業向け） 

失業保険雇

用保険 

¶ 失業等給付（雇用保険） 

¶ 就職促進給付 

教育訓練  ¶ 公共職業訓練政策（雇用保険の受給者等を対象とした公共職業訓

練） 

¶ 雇用調整助成金（再掲） ※教育訓練を行った場合の賃金等への助

成89 

¶ 賃上げ促進税制における上乗せ要件（教育訓練費） 

¶ 教育訓練給付 

出所：各種資料よりMURC作成 

 

  

 
89 在職者によるリスキリングを強化する観点から、休業よりも教育訓練に拠る雇用調整を選択しやすくする

よう教育訓練実施率に応じた助成率や教育訓練加算額を変更（教育訓練実施率が 1/10未満の場合の助成率

引き下げ、1/5以上の場合の加算額引き上げ） 
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第2節 欧米主要国と我が国の労働施策に関する会計検査の比較とまとめ 

ここでは、本報告書第 Ɩ章で見た欧米主要国の労働施策に関する会計検査の状況を国別に

整理する。 

 

（１） アメリカ 

ア 検査テーマ上の特徴 

（ア） 雇用訓練制度 

アメリカでは、雇用対策や教育訓練（職業訓練）を規定しているのは、2014年に制定され

た労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act: WIOA）である。WIOAを対象

とし、職業訓練に関する情報提供が対象者に適切に提供されているかどうかという点に関す

る検査事例が多い90。 

 

（イ） 失業保険制度 

長年にわたり、失業保険の過払いが問題となっているため、失業保険の不正対策に関する

検査事例も多い91。このテーマに関しては、2022年 6月以降、GAOによるハイリスクリスト

にも掲載されるようになっている。 

 

 
90 WIOA関連の職業訓練に関する検査事例としては、本調査では米国 GAO事例概要表 

No.1 “Workforce Training: DOL Can Better Share Information on Services for On-Demand, or Gig, Workers” 「職

業訓練：DOLはオンデマンドまたはギグワーカー向けのサービスに関する情報をより良く共有できる」

（GAO-17-561）、 

No.3 “Vocational Rehabilitation: Additional Federal Information Could Help States Serve Employers and Find Jobs 

for People with Disabilities” 「職業リハビリテーション：連邦政府の追加情報は、州が雇用主と障害者の求職

活動を支援することに役立つ」（GAO-18-577）、 

No.4 “Employment and Training Programs: Department of Labor Should Assess Efforts to Coordinate Services 

Across Programs” 「雇用訓練プログラム：労働省はプログラム間のサービス調整の努力を評価すべきであ

る」（GAO-19-200）  

No.8 “Workforce Innovation and Opportunity Act: Additional Steps Needed to Help States Collect Complete 

Enrollment Information”「労働力革新機会法：州が完全な登録情報を収集するために必要な追加措置」（GAO-

23-104830） 

を取り上げている。うち、No.4については、詳細解説【事例 1】でも紹介している。 
91 失業保険を対象とした検査事例としては、本調査では米国 GAO事例概要表 

No.2 “Unemployment Insurance: Actions Needed to Ensure Consistent Reporting of Overpayments and Claimants' 

Compliance with Work Search Requirements”「失業保険：過払いと申請者の求職要件の遵守に関する一貫した

報告のために必要な措置」（GAO-18-486） 

No.11 “Unemployment Insurance: DOL Needs to Address Substantial Pandemic UI Fraud and Reduce Persistent 

Risks”「失業保険：DOLはパンデミックによる深刻な失業保険不正に対処し、持続的なリスクを軽減する必

要がある」（GAO-23-106586）、 

No.12 “Unemployment Insurance: Estimated Amount of Fraud During Pandemic Likely Between $100 Billion and 

$135 Billion”「失業保険：パンデミック時の不正推定額は 1,000億ドルから 1,350億ドルの間と思われる」

（GAO-23-106696） 

を取り上げている。うち、No.12については、詳細解説【事例 2】でも紹介している。 
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（ウ） 特定ターゲットを対象としたプログラムに対する検査 

特定の労働者をターゲットにした労働施策（職業訓練を含む）に対する検査事例も多く見

られる92。 

 

（エ） 今日的なテーマに対する検査 

今日的な動向として、オンラインプラットフォームを通じた働き方や、労働の自動化（無

人化）の進展、テレワークなど、ITやロボティクスの発展に合わせた労働施策上の対応に関

する検査事例も見られる93。 

 

イ 検査手法上の特徴 

（ア） 連邦政府・州政府職員へのインタビュー 

アメリカにおいて労働施策を所管するのは、連邦労働省（Department of Labor：DOL）の

雇用訓練局（Employment and Training Administration）であるが、実際の雇用対策や職業訓練

等を主に担っているのは州政府である。失業保険（雇用保険）についても、連邦の定める一

定の要件に基づいて、各州が独自のプログラムを管理運営している。 

そのため、GAO が検査対象とするのは、連邦政府の業務範囲（連邦法に基づく助成金の

配分や技術的支援、失業保険給付の要件の規定等）に限定されるが、これらの情報を収集す

るために、連邦および州政府職員、州労働力機関の職員へのインタビューが多用されている。 

 

 
92 本調査では、ギグワーカー向けの職業訓練の情報提供に関する検査事例として、米国 GAO事例概要表

No.1 “Workforce Training: DOL Can Better Share Information on Services for On-Demand, or Gig, Workers”  

「職業訓練：DOLはオンデマンドまたはギグワーカー向けのサービスに関する情報をより良く共有でき

る」（GAO-17-561） 

学生向けのキャリア・技術教育（CTE）プログラムに対する検査事例として、 

No.6 “Career and Technical Education: Perspectives on Program Strategies and Challenges”「キャリア・技術教

育：プログラム戦略と課題の展望」（GAO-22-104544） 

多様性、公平性、インクルージョン、アクセシビリティに関連する取組に対する検査事例として、 

No.13 “Federal Workforce: Leading Practices Related to Diversity, Equity, Inclusion, and Accessibility”「 連邦政府
の労働力：多様性、公平性、インクルージョン、アクセシビリティに関連する先進的実践」（GAO-24-

106684）を取り上げている。 
93 本調査では、ギグワーカー向けの職業訓練の情報提供に関する検査事例として、米国 GAO事例概要表

No.1 “Workforce Training: DOL Can Better Share Information on Services for On-Demand, or Gig, Workers”  

「職業訓練：DOLはオンデマンドまたはギグワーカー向けのサービスに関する情報をより良く共有でき

る」（GAO-17-561）、 

労働の自動化により影響を受ける労働者の技能訓練に関する検査事例として、 

No.7 “Workforce Automation: Insights into Skills and Training Programs for Impacted Workers”「労働の自動化：

影響を受ける労働者の技能と訓練プログラムに関する洞察」（GAO-22-105159） 、 

テレワークの影響に関する検査事例として、 

No.10 “Telework: Growth Supported Economic Activity During the Pandemic, but Future Impacts Are Uncertain” 

「テレワーク：パンデミック時の経済活動は成長で支えられたが、将来の影響は不透明」 （GAO-23-

105999）  

を取り上げている。 
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（イ） 行政府内部の監察総監室（OIG）との協力 

OIGは行政府内部での監察を実施し、GAOは議会からの要請を受けて検査を実施するとい

う違いはあるものの、監察・検査のテーマとして OIGと GAOとの間での重複を極少化する

ための情報連携・交換が実施され、調整が行われている。GAO へのインタビューによれば、

概ね年 1～2回の情報交換を行っているとのことであった。 

 

（ウ） 計量経済学・統計学に基づいた計量モデルの開発 

検査の過程で、失業保険における不正受給額の推定を行うような場合には、「応用研究・

手法（Applied Research and Methods：ARM）」チームが計量経済モデルの開発を行う。この場

合、行政機関から不正受給検知に関するデータ提供を受ける場合がある94。 

「応用研究・手法」チームは、検査方法のデザインや、情報の取得・分析の適切な方法の

選択・実装について、他のミッションチームに協力するチームである。 

 

（エ） 失業保険のハイリスクリスト指定 

GAOは、2022年 6月に「失業保険制度」を新たにハイリスクリストに追加した。GAOが

失業保険制度をハイリスクリストに追加した理由は、失業保険は連邦・州合同のプログラム

であるが、①失業者のニーズへの対応や、②不正や不適切な支払いのリスクの軽減、③納税

額の財政的損失の防止について、長年にわたって課題を抱えてきたためである。 

 ハイリスクリスト指定後の初回評価は 2025年 4月に実施される予定であるが、下記の 5つ

の評価基準軸について、労働省の取組をそれぞれ 3段階で評価することとなっている。 

1）リーダーシップのコミットメント 

2）能力 

3）行動計画 

4）モニタリング 

5）進捗状況の実施 

  

 
94 例えば、米国 GAO事例概要表 

No.12 “Unemployment Insurance: Estimated Amount of Fraud During Pandemic Likely Between $100 Billion and $135 

Billion”「失業保険：パンデミック時の不正推定額は 1,000億ドルから 1,350億ドルの間と思われる」（GAO-

23-106696）。この検査事例については、詳細解説【事例 2】でも紹介している。本事例では、GAOは、労働

省監察総監室（DOL-OIG）から、給付正確性測定（BAM）プログラムのデータや不正指標の提供を受けて

いる。 
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図表 3-8 ハイリスクリスト「失業保険制度」の 5つの評価基準（再掲） 

 

 

本報告書において紹介するアメリカの労働施策に対する会計検査等の対象と特徴の概要は

図表 3-9に示すとおりである。 

 

図表 3-9 アメリカの労働施策に対する会計検査等の対象と特徴 
 検査対象 特徴的な検査 

雇用対策 

 ̧ 一般求職者向け雇用対策 

 ̧ ギグワーカー向けサービス 

 ̧ 職業リハビリテーションプログラ

ム（障害者向け） 

 ̧ 最低賃金未満プログラム（障害者

向け） 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策評価 

 ̧ プログラムの重複、断片化への対処

を重視 

 ̧ 情報提供のあり方に対する勧告 

失業保険・雇

用保険 
 ̧ 失業保険 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策評価

（再掲） 

 ̧ 不正受給に係る受検庁のリスク管理

への検査 

教育訓練 

 ̧ 一般求職者向け教育訓練 

 ̧ キャリア・技術教育（CTE）プログ

ラム 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策評価

（再掲） 

 ̧ プログラムの重複、断片化への対処

を重視（再掲） 

 ̧ 情報提供のあり方に対する勧告（再

掲） 

（うち 新型

コロナウイル

ス感染症関

連） 

 ̧ パンデミック失業支援（PUA） 

 ̧ 連邦パンデミック失業補償

（FPUC） 

 ̧ パンデミック緊急失業補償

（PEUC） 

 ̧ テレワークの影響 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策評価

（再掲） 

 ̧ 不正受給に係る受検庁のリスク管理

への検査（再掲） 

 ̧ 不正額推定のための計量経済モデル

の開発 
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（２） イギリス 

雇用対策、教育訓練について、効率性・有効性の面からの施策の評価や制度改正の勧告を

行っている。 

 ̧ ƖƔƕƚ年の検査報告95では、養成訓練制度プログラムの管理方法と取り組みの評価につ

いて、有効性の観点からの検査している。有効性の検証にあたっては、政府が有する

データの分析のほか、受検庁や民間企業等への半構造化インタビュー、小規模事業者

とのフォーカスグループ等を実施している。 

 ̧ ƖƔƕƝ年の検査報告96では、同様に養成訓練制度プログラムを対象としており、養成訓

練制度プログラムの財源、利用状況、管理状況等について、有効性の観点からの検査

をしている。こちらの検査においても、データ分析のほか、教育訓練の提供者等を対

象とするフォーカスグループを開催している。 

 ̧ ƖƔƖƖ年の検査報告97では、技能開発に関する政策が労働力技能の向上に効果的である

か否かが検査対象となっている。職場で発揮される基礎的な技能や、個人の雇用可能

性を向上させるための技能に焦点を当てている。 

 

また、失業支援の役割も有するユニバーサル・クレジットについては、従前の制度から大

きく制度変更がなされるものであり、かつ移行期間が長期に及ぶことから、多数の検査報告

書が策定されている。ƖƔƕƜ年の検査報告書98においては制度移行の状況や課題、ƖƔƕƝ年の検

査報告99においては前払金の不正受給に係る受検庁の対応を検査している。また、ƖƔƖƔ年の

検査報告100においては初回手続に着目して支払いが問題ないか、手続面で請求者に十分な支

援を行っているのかを検査している。ƖƔƖƘ年の検査報告101においては、ƖƔƕƜ年の検査報告

を踏まえた進捗状況を検査している。 

他の失業者への給付関連の検査としては、以下が挙げられる。 

 ̧ ƖƔƕƜ年の検査報告102において雇用支援手当の過小給付を対象として、合規性の観点か

ら検査を実施した。 

 

本報告書において紹介するイギリスの労働施策に対する会計検査の対象と特徴の概要は図

表 3-10に示すとおりである。 

 
95 概要表 No.1 “Delivering value through the apprenticeships programme”（養成訓練制度プログラムによる価値

の提供） 
96 概要表 No.5 “The apprenticeships programme”（養成訓練制度プログラム） 
97 概要表 No.11 “Developing workforce skills for a strong economy”（強い経済のための労働力技能の開発） 
98 概要表 No.3 “Rolling out Universal Credit”（ユニバーサル・クレジットの展開） 
99 概要表 No.7 “Universal Credit advances fraud”（ユニバーサル・クレジットの前払いの不正受給） 
100 概要表 No.8 “Universal Credit: getting to first payment”（ユニバーサル・クレジット：初回給付に向けて） 
101 概要表 No.15 “Progress in implementing Universal Credit”（ユニバーサル・クレジット実施の進捗状況） 
102 概要表 No.4 “Investigation into errors in Employment and Support Allowance”（雇用支援手当の誤りに関する

調査） 
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図表 3-10 イギリスの労働施策に対する会計検査の対象と特徴 
 検査対象 特徴的な検査 

雇用対策 

 ̧ 障害者の就労支援 

 ̧ ワークプログラム 

 ̧ キックスタート計画 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告 

失業保険・雇

用保険 

 ̧ 雇用支援手当 

 ̧ ユニバーサル・クレジット 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

 ̧ 不正受給に係る受検庁のリスク管理

への検査 

教育訓練 
 ̧ 技能開発全般 

 ̧ 養成訓練制度 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

（うち 新型

コロナウイル

ス感染症関

連） 

 ̧ ワークプログラム（再掲） 

 ̧ キックスタート計画（再掲） 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 
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（３） ドイツ 

雇用対策、失業保険・雇用保険、教育訓練のいずれについても、効率性・有効性等の観点

からの施策の評価や制度改正の勧告を行っている。 

 ̧ ƖƔƖƔ年の検査報告103では、ジョブセンターにおける失業者のデータ登録状況等を検査

対象としており、失業統計の正確性を確認し、修正することを勧告している。連邦会

計検査院は労働施策の企画・立案の前提となる雇用関連の統計データに対して問題意

識を有している。 

 ̧ ƖƔƖƕ年の検査報告104では、ジョブセンターにおける ƙƙ歳以上の失業者への就労等の

支援を合規性の観点から検査しているが、その中で、システムに必要なデータが登録

されていないことを指摘している。 

 ̧ ƖƔƖƗ年の検査報告105では、新型コロナウイルス感染症への対応策としての操業短縮手

当の特例措置について、有効性・経済性・効率性の観点から検査を行っている。特例

措置が制度目的と乖離していること、不正受給のリスクが高まっていること、受給状

況等に係る統計データに課題があることを指摘している。不正受給対応のための簡素

化手続を延長しないことや、操業短縮手当に係るデータ整備を勧告している。 

 ̧ ƖƔƖƕ年の検査報告106では、教育訓練の一環であるアシスト付き養成訓練について、有

効性の観点からの効果分析を行うとともに、合規性の観点から手続きの適正性の検証

をしている。効果分析にあたっては、連邦雇用庁のデータベースを参照して数千人の

参加者のデータ分析を行うことで参加者の傾向等の分析をする一方で、手続きの適正

性の検証にあたっては、(#$ 監査システムを用いてサンプルを抽出した上で検証し

ている。 

 ̧ ƖƔƖƖ年の検査報告107では、雇用機関やジョブセンターによる外部機関へのサービスの

委託等を検査対象とし、調達方法、サービスに対する参加者充足状況、利用状況の確

認の可否等を検査しており、調達における対価支払い条件の見直し、利用状況が確認

できるモニタリング体制の構築等を勧告している。 

 

 
103 概要表 No.1 “Arbeitsmarktstatus von erwerbsfähigen Leistungsberechtigten bei den gemeinsamen Einrichtungen”

（共同施設における雇用可能な受益者の労働市場の状況） 
104 概要表 No.3 “Betreuung von Leistungsberechtigten nach Vollendung des 55. Lebensjahres durch die Jobcenter”

（ジョブセンターによる 55歳以降の給付金受給者への支援） 
105 概要表 No.6 “Konjunkturelles Kurzarbeitergeld in der Covid-19-Pandemie - Schlussfolgerungen für die 

Weiterentwicklung des Kriseninstrumentariums”（新型コロナウイルスによるパンデミックにおける経済的な操

業短縮手当 - 危機管理制度のさらなる発展に向けた結論） 
106 概要表 No.2 “Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III”（SGB IIIの法的分野におけるアシスト付き養成

訓練） 
107 概要表 No.5 “Auslastung von Vergabemaßnahmen in den Rechtskreisen SGB III und SGB II”（SGBⅢ及び SGB

Ⅱの法的分野における調達措置の活用） 
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 ̧ ƖƔƖƕ年の検査報告108では、連邦雇用庁とジョブセンターの費用分担を検査対象として

いる。 

 ̧ ƖƔƖƗ年の検査報告109では、ジョブセンターに配分された政府予算が適切なものである

のかを検証している。 

 

本報告書において紹介するドイツの労働施策に対する会計検査の対象と特徴の概要は図表 

3-11に示すとおりである。 

 

図表 3-11 ドイツの労働施策に対する会計検査の対象と特徴 
 検査対象 特徴的な検査 

雇用対策 

 ̧ ジョブセンターにおける失業関連

施策全般 

 ̧ 積極的労働市場政策全般 

 ̧ 操業短縮手当 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告 

失業保険・雇

用保険 
 ̧ 求職者に対する基礎保障制度 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告（再掲） 

教育訓練 

 ̧ 積極的労働市場政策全般（再掲） 

 ̧ アシスト付き養成訓練 

 ̧ 職業訓練ポストの確保 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告（再掲） 

 ̧ IDEA監査ソフトウェアによるデータ

抽出 

（うち 新型

コロナウイル

ス感染症関

連） 

 ̧ 新型コロナウイルス関連の各種給

付金等 

 ̧ 操業短縮手当（再掲） 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

  

 
108 概要表 No.4 “Bundesagentur für Arbeit muss Dienstleistungen für Jobcenter kostendeckend kalkulieren”（連邦雇

用庁はジョブセンターのサービス費用を算定しなければならない） 
109 概要表 No.7 “Bedarfsgerechte Veranschlagung und Verteilung der Mittel für Eingliederungsleistungen in der 

Grundsicherung für Arbeitsuchende”（求職者の基本所得支援における統合サービスのためのニーズに基づく予

算編成と資金配分） 
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（４） フランス 

雇用対策、失業保険・雇用保険、教育訓練のいずれの施策に関しても、効率性・有効性の

面からの施策の評価や制度改正の勧告を行っている。 

 ̧ ƖƔƕƜ年の検査報告110では、効率性・有効性の観点から、政府内の労働施策関連部局が

実施している教育訓練全般を対象に検査を実施している。国と地方の調整等の体制面

についても検証がなされている。 

 ̧ ƖƔƖƗ年の検査報告111では、ƖƔƕƜ年の大規模な教育訓練制度改革を検査対象として、

効率性や有効性、合規性の観点からの検査を実施している。 

 ̧ ƖƔƖƗ年の検査報告112では、特定地域の教育訓練を含む雇用対策について、有効性の観

点からの検査を実施している。 

 ̧ ƖƔƖƖ年の検査報告113では、特定地域における積極的労働市場施策の効果を分析してい

る。効果分析にあたっては、対象者を分類し、時系列で行動の変化を分析するコホー

ト分析を行っている114。 

新型コロナウイルス感染症の影響等については迅速な検査を実施している。 

 ̧ ƖƔƖƕ年の検査報告115においては、新型コロナウイルス感染症が失業保険の財政に与え

ている影響やガバナンスの状況について検査し、ガバナンスの枠組みの明確化や財政

見通しの策定を勧告している。 

 ̧ ƖƔƖƕ年の検査報告116では、失業保険・雇用保険に係る不正行為に対処するために、民

間の銀行口座情報のデータ等との連携を勧告している。 

 

本報告書において紹介するフランスの労働施策に対する会計検査の対象と特徴の概要は図

表 3-12に示すとおりである。 

  

 
110 概要表 No.1 “La formation des demandeurs d'emploi”（求職者向けの訓練） 
111 概要表 No.9 “La formation professionnelle des salariés”（従業員のための職業訓練） 
112 概要表 No.10 “Les tensions sur l'emploi : le cas des filières de production emblématiques du Jura”（雇用への圧

力：ジュラ地方を代表する生産部門のケース） 
113 概要表 No.7 “Les dispositifs en faveur de l'emploi des habitants des quartiers prioritaires de la politique de la ville”

（都市部の重点地区（QPV）おける雇用促進計画） 
114 4つの雇用促進政策の利用者を対象に、50日後、100日後、350日後までの就職状況の変化を追跡してい

る。なお、都市部の重点地区（貧困層の多い地区）の居住者のデータと一般地区の居住者のデータを用いて

比較も行っている。 
115 概要表 No.3 “[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2021] Tome I - L'assurance chômage face à la crise sanitaire”

（[2021年度年次報告書]第１巻 健康危機に直面する失業保険） 
116 概要表 No.4 “Préserver l'emploi : le ministère du travail face à la crise sanitaire”（雇用の維持：労働省が健康危

機に取り組む） 
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図表 3-12 フランスの労働施策に対する会計検査の対象と特徴 
 検査対象 特徴的な検査 

雇用対策 

 ̧ 積極的労働市場政策全般 

 ̧ 見習い契約 

 ̧ 専門家契約 

 ̧ 長期求職者支援 

 ̧ コロナ禍における若年者向けの雇

用対策 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告 

 ̧ 有効性等の検査にあたって、コホー

ト分析の実施 

失業保険・雇

用保険 

 ̧ 失業保険 

 ̧ 部分活動 

 ̧ 国家雇用創出基金 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告（再掲） 

 ̧ 民間のデータ等との連携の勧告 

教育訓練 
 ̧ 積極的労働市場政策全般（再掲） 

 ̧ 教育訓練全般 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

 ̧ 給付や施策の実施体制に対する検

証・勧告（再掲） 

 ̧ 有効性等の検査にあたって、コホー

ト分析の実施 

（うち 新型

コロナウイル

ス感染症関

連） 

 ̧ コロナ禍における若年者向けの雇

用対策（再掲） 

 ̧ 失業保険（再掲） 

 ̧ 部分活動（再掲） 

 ̧ 国家雇用創出基金（再掲） 

 ̧ 新型コロナウイルス感染症の影響等

についての迅速な検査 

 ̧ 効率性・有効性の面からの施策の評

価や制度改正の勧告（再掲） 

 ̧ 民間のデータ等との連携の勧告（再

掲） 
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第3節 日本における労働施策に係る会計検査の特徴 

日本の会計検査院は、意思決定を行う検査官会議（検査官 3名から構成される合議体）と、

検査を実施する事務総局で組織されている。主に調査官・調査官補から構成される事務総局

のスタッフ数は、1,251名（令和 6年 1月現在の定員）である。このうち、労働施策を担当す

る厚生労働省の検査を担当するのは、主として第 2 局となっている。（このほか、国会要請

対応のため第 5局（特別検査課）等が対応することがある。）。 

 

図表 3-13 我が国会計検査院の組織構成 

 

出所：会計検査院ウェブサイトより  https://www.jbaudit.go.jp/jbaudit/outfit/index.html、最終アクセス日 2025年

1月 20日 

 

労働施策に係る会計検査の状況としては、2014年度（平成 26年度）～2022年度（令和 4

年度）の決算検査報告データベースに、2023 年度（令和 5 年度）決算検査報告を加えた 10

年分の検査報告について、キーワード「雇用」「教育訓練」「キャリア形成」等によって検索

したところ、ほぼ毎年のようにこれらの政策に対する検査を実施している。労働施策に係る

検査事例以外の抽出分（例えば、「補助事業の実施及び経理が不当と認められるもの」にお

ける「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地事業等」など）を除いて、年度別に整理

した検査事例一覧を、次頁以降に示す。 

決算検査報告での掲記事項は「不当事項」「処置要求」「意見表示」「処置済事項」であり、

合規性、経済性、効率性の観点とともに、政策の運営状況の改善を促すことを目的とした有

効性の観点からの検査が見られる。 

 一方、検査対象としては、ほとんどが雇用保険の失業等給付の支給あるいは労働保険の保

険料徴収に関するものである。 
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図表 3-14 我が国会計検査院における労働施策に係る会計検査事例（過去 10 年） 

No. 年度 

決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

1 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

2 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 
地域雇用創造推進事業に係る委託事業の実施に当たり、委託費の対象とはならない経費等が含まれて
いたため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

3 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 
雇用保険の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）の支給が適正でなかったも
の 

4 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

5 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の支給が適正でなかったもの 

6 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の雇用調整助成金の支給が適正でなかったもの 

7 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の介護給付費及び訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

8 2014 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急雇用創出事業臨時特例交付金及びふるさと雇用再生特別交付金により造成した基金を活用して実
施した事業において基金を補助の目的外に使用していたもの 

9 2014 決算検査 厚生労働省 意見表示 
特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）の支給について、障害者の就労・離職
状況等を把握するとともに、これらを十分に踏まえて障害者に対する定着指導等を一層効率的、効果

的に行うことなどにより、障害者の雇用の安定に資するものとなるよう意見を表示したもの 

10 2014 決算検査 厚生労働省 処置要求 

地域雇用創造推進事業及び実践型地域雇用創造事業に係る委託事業の実施に当たり、事業の実施によ
る効果に対する評価を適切に行い、地域における効果的な雇用の創出に資するために、アウトプット

実績及びアウトカム実績の把握、事業に係る個別の雇用対策事業の利用対象者の範囲の設定等を適切
に実施するよう改善の処置を要求したもの 

11 2014 決算検査 厚生労働省 
処置済事

項 

認定訓練助成事業において、算定基準等に補助対象訓練生となる者の要件及びその確認方法を明示す

ることなどにより、事業を目的に沿って適切に実施するよう改善させたもの 

12 2015 決算検査 内閣府 不当事項 
地域社会雇用創造事業交付金により造成した基金を活用して実施した事業において、事業費を過大に
精算していたもの 

13 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

14 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

15 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の雇用調整助成金の支給が適正でなかったもの 

16 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金の支給が適正でなかったもの 

17 2015 決算検査 総務省 不当事項 
地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）が交付の対象とならない事業に交付
されていたもの 
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No. 年度 

決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

18 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急雇用創出事業臨時特例交付金及びふるさと雇用再生特別交付金により造成した基金を活用して実
施した事業において基金を補助の目的外に使用していたもの 

19 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 
特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）の支給に係る障害者の離職状況等につ
いて 

20 2015 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急人材育成・就職支援事業臨時特例交付金により造成した基金を活用して実施した事業において基
金を補助の目的外に使用していたもの 

21 2015 決算検査 厚生労働省 処置要求 

日雇労働求職者給付金に係る制度の運用に当たり、一般被保険者等への切替えなどの取扱いが適切に
行われるよう是正改善の処置を求め、失業認定における労働の意思の有無等の確認が十分に行われる
よう意見を表示し、及び日雇労働被保険者に対する支給要件の確認が十分に行われるとともに、日雇
労働求職者給付金の不正受給を防止するための取組が効果的に実施されるよう是正改善の処置を求め
たもの 

22 2015 決算検査 経済産業省 
処置済事
項 

全国商工会連合会等が小規模事業者に対して交付する国庫補助金を原資とした小規模事業者持続化補
助金について、雇用を増加させる取組に対する補助上限額の引上げの対象となるのは従業員数を純増
させる事業者であることを公募要領等に明記するなどして、補助上限額の引上げが適切に行われるよ
う改善させたもの 

23 2016 決算検査 内閣府 不当事項 
地域社会雇用創造事業交付金により造成した基金を活用して実施した事業において、事業費を過大に

精算していたもの 

24 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

25 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の介護給付費及び訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

26 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金の支給が適正でなかったもの 

27 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

28 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の雇用調整助成金の支給が適正でなかったもの 

29 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリア形成促進助成金の支給が適正でなかったもの 

30 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

31 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急雇用創出事業臨時特例交付金及びふるさと雇用再生特別交付金により造成した基金を活用して実
施した事業において基金を補助の目的外に使用していたもの 

32 2016 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急人材育成・就職支援事業臨時特例交付金により造成した基金を活用して実施した事業において基
金を補助の目的外に使用していたもの 

33 2016 決算検査 厚生労働省 処置要求 
労働移動支援助成金のうち再就職支援奨励金の支給に当たり、対象労働者における紹介事業者の再就
職支援を受ける意思、対象労働者に対する紹介事業者の再就職支援の状況等を確認するなどして、同
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No. 年度 

決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

奨励金に係る制度の運用を制度の趣旨に沿った効果的なものとするよう改善の処置を要求したもの 

34 2017 決算検査 内閣府 不当事項 
復興支援型地域社会雇用創造事業交付金により造成した基金を活用して実施した事業において、事業
費を過大に精算していたもの 

35 2017 決算検査 総務省 不当事項 地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）が過大に交付されていたなどのもの 

36 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 
地域若者サポートステーション事業の委託費の算定に当たり、委託費の対象とはならない経費が含ま
れていたため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

37 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

38 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

39 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の認定職業訓練実施奨励金の支給が適正でなかったもの 

40 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金の支給が適正でなかったもの 

41 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

42 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の雇用調整助成金の支給が適正でなかったもの 

43 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の建設労働者確保育成助成金の支給が適正でなかったもの 

44 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の企業内人材育成推進助成金の支給が適正でなかったもの 

45 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

46 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急人材育成・就職支援事業臨時特例交付金により造成した基金を活用して実施した事業において基
金を補助の目的外に使用していたもの 

47 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急雇用創出事業臨時特例交付金により造成した基金を活用して実施した事業において基金を補助の
目的外に使用していたもの 

48 2017 決算検査 厚生労働省 不当事項 
高年齢者就業機会確保事業（シルバー人材センター事業）の実施に当たり、事業の一部を実施してい
ないなどしていたもの 

49 2017 決算検査 厚生労働省 処置要求 
建設労働者確保育成助成金の認定訓練コース（賃金助成）について、支給要領を改正するなどして、
助成金単価が受講者に係る中小建設事業主の賃金負担の実態に即したものとなるよう改善の処置を要
求したもの 

50 2017 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

企業内人材育成推進助成金について、事業主に対して、ジョブ・カードを活用して評価やコンサルテ
ィングを実施した場合に支給されるものであることについて周知するとともに、支給申請の際に実際
に評価等で活用したジョブ・カードを事業主から提出させることとして、支給決定の際に適切な調査
確認が行われるよう改善させたもの 

51 2018 決算検査 総務省 不当事項 
地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）等が過大に交付されていたなどのも
の 
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決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

52 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

53 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

54 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 
高年齢者就業機会確保事業（シルバー人材センター事業）の実施に当たり、補助対象経費を過大に精
算するなどしていたもの 

55 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金の支給が適正でなかったもの 

56 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の人材開発支援助成金の支給が適正でなかったもの 

57 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

58 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の雇用調整助成金の支給が適正でなかったもの 

59 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

60 2018 決算検査 厚生労働省 不当事項 
緊急人材育成・就職支援事業臨時特例交付金により造成した基金を活用して実施した事業において基
金を補助の目的外に使用していたもの 

61 2018 決算検査 厚生労働省 処置要求 

都道府県労働局における統計調査の実施に当たり、会計法令等に従うなどして会計経理が適正に行わ

れるなどするよう是正改善の処置を求め、及び統計調査の実施に係る予算の執行実績を把握するなど
し、その結果に応じて統計調査の適切な実施を確保するための措置について検討するなどした上で、
統計調査の実施に必要と認められる経費を予算に適切に見積もる態勢を整えるよう改善の処置を要求
したもの 

62 2018 決算検査 厚生労働省 処置要求 

障害者に係る就労移行支援事業について、過大に算定されていた訓練等給付費の返還手続を行わせる
よう適宜の処置を要求するとともに、基本報酬の届出において、提出を求めるべき根拠資料を明確に
示すなどした上で、届出の内容の確認を適切に行うよう周知したり、就労移行支援の利用者が就職し
た後に就労移行支援サービス費を算定できない旨を周知したりすることにより、給付費の算定が適正
に行われるよう是正改善の処置を求めたもの 

63 2018 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

認定職業訓練実施付加奨励金の支給について、訓練修了者等が訓練校等に就職した場合に、1週間の実

労働時間が 20時間に達していない就職は就職率の算定に用いられる就職とならないことを要領等に定
めたり、労働局が訓練修了者等の勤務実態等を適切に確認する仕組みを整備したりなどすることによ
り、支給の趣旨に沿って適切に実施されるよう改善させたもの 

64 2019 決算検査 総務省 不当事項 
地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）により実施した事業の交付対象事業
費に交付の対象とならない費用を含めていたもの 

65 2019 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

66 2019 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

67 2019 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース助成金）の支給が適正でなかったもの 
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68 2019 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリア形成促進助成金の支給が適正でなかったもの 

69 2019 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

70 2019 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

訓練終了者に対して支給される終了後手当について、訓練終了者が相当程度就職困難者に該当するこ
とを確認するための具体的な要件を取扱要領に定めることなどにより、安定所において終了後手当の
支給決定の可否を判断するに当たり、訓練終了者間の公平性が確保されるよう改善させたもの 

71 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

72 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働者福祉対策事業費補助金が過大に交付されていたもの 

73 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 
農林業職場定着支援事業等の委託費の算定に当たり、架空の請求書を発行させるなどして実際には支
払っていない印刷費を含めるなどしていたため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

74 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 
女性就業支援全国展開事業等の委託費の算定に当たり、従事者に対して実際に支給した給与等の額に
基づかずに人件費を算定していたため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

75 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

76 2020 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

77 2020 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

離職者等再就職訓練事業の託児サービス経費について、月額単価等を一般利用単価と同額に改めたこ
となどの要領の改正内容を都道府県等に対して周知徹底することなどにより、委託費の精算を適正に
行うこととするよう改善させたもの 

78 2020 決算検査 厚生労働省 特定検査 
新型コロナウイルス感染症の影響による労働者の休業等に対応するための雇用調整助成金等の支給等
について 

79 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

80 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 
就職氷河期世代の方向けの短期資格等習得コース事業の委託費の算定に当たり、委託事業に従事して
いない日数を委託事業の従事日数に含めてキャリアコンサルタントの人件費相当額を算定するなどし

ていたため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

81 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

82 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の人材開発支援助成金の支給が適正でなかったもの 

83 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 
建設労働者雇用支援事業の委託費の算定に当たり、研修や講習の受講者数が正しく報告されていなか
ったため、委託費の支払額が過大となっていたもの 

84 2021 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

85 2021 決算検査 厚生労働省 処置要求 

保有するデータを活用するなどして雇用調整助成金等と休業支援金等の重複支給や休業支援金等の二

重支給の有無を確認することなどとして、その具体的な方法を策定するよう是正改善の処置を求め、
重複支給又は二重支給が確認されたものについて不正受給額等を返還させる措置を講ずるよう適宜の
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No. 年度 

決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

処置を要求し、及び、リスクの所在等に十分に留意して雇用調整助成金等に関する実地調査の対象と
する事業主の範囲を設定することとする見直しを行うことなどとして、その具体的な方法を策定する
よう改善の処置を要求したもの 

86 2021 決算検査 厚生労働省 意見表示 
雇用調整助成金の支給に当たり、事業主の支給申請に係る負担の軽減や支給事務の迅速性の確保に配
慮しつつ、支給額が休業手当の支払額を上回る額を極力生じさせない合理的な算定方法とするよう意
見を表示したもの 

87 2021 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

キャリアアップ助成金等の不正受給に関与した代理人等に関する情報に基づき、既に支給済みのキャ

リアアップ助成金等についても、労働局による不正受給の有無についての確認が適切に行われるよう
改善させたもの 

88 2021 決算検査 農林水産省 不当事項 「緑の雇用」新規就業者育成推進事業等の補助対象事業費を過大に精算していたもの 

89 2022 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

90 2022 決算検査 経済産業省 不当事項 
被災事業者自立支援事業費補助金により造成した基金を用いて実施した事業において、購入した設備
を補助の目的外に使用していたり、対象とならない経費を補助対象事業費に含めていたりしていたも
の 

91 2022 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

92 2022 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の人材開発支援助成金の支給が適正でなかったもの 

93 2022 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の産業雇用安定助成金の支給が適正でなかったもの 

94 2022 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

95 2022 決算検査 厚生労働省 
処置済事
項 

労働保険事務組合に対する報奨金の交付額の算定に当たり、労働保険料の収納率を高く維持するとい
う交付目的に照らして、確定保険料が生じていない対象事業主を算定の対象に含めないこととするこ
とにより、報奨金の交付額の算定が適切に行われるよう改善させたもの 

96 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 労働保険の保険料の徴収に当たり、徴収額に過不足があったもの 

97 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 
労働者災害補償保険の保険給付に要した費用のうち事業主から徴収すべき額を徴収していなかったも
の 

98 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 自立支援給付の訓練等給付費に係る国の負担が不当と認められるもの 

99 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース助成金）の支給が適正でなかったもの 

100 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険の失業等給付金の支給が適正でなかったもの 

101 2023 決算検査 厚生労働省 不当事項 雇用保険のキャリアアップ助成金の支給が適正でなかったもの 

102 2023 決算検査 厚生労働省 処置要求 
労働保険の保険料の申告書等の郵送に必要となる業務が経済的に実施されるよう、電子申請が義務化
された特定事業主や電子申請が義務化されていない事業主のうち電子申請を行った事業主に対する申
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No. 年度 

決算検査、随

時報告、国会
要請の別 

受検庁 掲記事項 タイトル 

告書等の郵送の取りやめに関する具体的な検討を行って、それらの郵送の取りやめ及び同業務の見直
しのための計画を策定するよう改善の処置を要求したもの 

103 2023 決算検査 厚生労働省 処置要求 

人材開発支援助成金の支給に当たり、訓練実施機関から入金を受けることにより訓練経費の全てを負
担していなかった事業主について、事実関係を確認するなどした上で、不適正と認められる助成金を
返還させる措置を講ずるよう適宜の処置を要求し、並びに訓練実施機関等から事業主に対する入金が
あった際の取扱いを明確にするよう要領等を見直すなどして事業主に対して周知するとともに、労働
局における支給決定に係る審査及び実地調査において訓練実施機関等から事業主に対する入金の有無
等を適切に確認できるような審査方法及び調査方法をマニュアル等に新たに定めるよう改善の処置を

要求したもの 
出所：会計検査院検査報告データベース（https://report.jbaudit.go.jp/、最終アクセス日 2025 年 1 月 20 日）および令和 5 年度決算検査報告

（https://www.jbaudit.go.jp/report/new/all/index.html、最終アクセス日 2025年 1月 20日）より、MURC作成 
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以上より、欧州諸国および日本の労働施策に対する会計検査の対象と観点を整理すると

図表 3-15のようになる。 
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図表 3-15 調査対象国における会計検査院の検査対象となっている各種施策 
 アメリカ イギリス ドイツ フランス 日本 

雇用対策 

一般求職者向け雇用対

策 

ギグワーカー向けサー

ビス 

職業リハビリテーショ

ンプログラム（障害者

向け） 

最低賃金未満プログラ

ム（障害者向け） 

障害者の就労支援 

ワークプログラム 

キックスタート計画 

ジョブセンターにおけ

る失業関連施策全般 

積極的労働市場政策全

般 

操業短縮手当 

積極的労働市場政策全

般 

見習い契約 

専門家契約 

長期求職者支援 

コロナ禍における若年

者向けの雇用対策 

地域若者サポートステー

ション 

雇用調整助成金 

休業支援金 

産業雇用安定助成金 

人材開発支援助成金 

労働移動支援助成金 

自立支援給付 

労働移動支援助成金 

失業保険・

雇用保険 
失業保険 

新雇用支援手当 

ユニバーサル・クレジ

ット 

求職者に対する基礎保

障制度 

失業保険 

部分活動 

国家雇用創出基金 

雇用保険 

失業等給付金 

日雇労働求職者給付金 

労働者災害補償保険 

教育訓練 

一般求職者向け教育訓

練 

キャリア・技術教育

（CTE）プログラム 

技能開発全般 

養成訓練制度 

積極的労働市場政策全

般（再掲） 

アシスト付き養成訓練 

職業訓練ポストの確保 

積極的労働市場政策全

般（再掲） 

教育訓練全般 

認定訓練助成事業 

（うち 新

型コロナウ

イルス感染

症関連） 

パンデミック失業支援

（PUA） 

連邦パンデミック失業

補償（FPUC） 

パンデミック緊急失業

補償（PEUC） 

テレワークの影響 

ワークプログラム（再

掲） 

キックスタート計画

（再掲） 

操業短縮手当（再掲） 

新型コロナウイルス関

連の各種給付金等 

コロナ禍における若年

者向けの雇用対策（再

掲） 

失業保険（再掲） 

部分活動（再掲） 

国家雇用創出基金（再

掲） 

雇用調整助成金（再掲） 

緊急雇用安定助成金 

産業雇用安定助成金（再

掲） 
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第4節 日本への示唆 

欧米主要国の労働施策に対する会計検査の事例から、今後、日本の会計検査でも活用で

きると考えられる観点を以下に整理する。 

 

（１） 雇用対策・教育訓練の有効性検査における効果検証 

欧州主要国の会計検査院では、雇用対策・教育訓練に対する検査において、実際に雇用

に結びついているのかなどの観点から、有効性検査を多く実施している。検査にあたって

は、施策の効果検証が大きなポイントとなっており、データ等に基づく定量的な効果検証、

インタビュー等の事例に基づく定性的な効果検証がなされている。 

イギリス会計検査院において、施策の効果検証にあたって、政府が有するデータの分析

のほか、受検庁や民間企業等への半構造化インタビュー117、小規模事業者とのフォーカス

グループ118の実施等を実施している119。また、将来的な効果検証を可能とするためのデー

タ収集を勧告している事例120、施策の効果に関するエビデンスが不十分であることから、

エビデンスを生み出す（エビデンスギャップを埋める）ためのエビデンス構築戦略を勧告

している事例121もある。 

フランス会計検査院においては、特定地域の住民に対する支援策の効果を検証する上で、

雇用局から提供を受けたデータを用いて、コホート分析122を行っている事例がある。 

 

（２） 統計分析や経済モデルの活用 

日本を含め、調査対象のいずれの国の検査においても、統計分析は行われているが、と

りわけアメリカGAOでは、マクロでの受給不正額（不正率）を推定する場合等には、経済

学や統計学の専門家を擁する「応用研究・手法（Applied Research and Methods：ARM）」チ

ームが担当する。このチームは、他のすべての検査チームをサポートする組織として位置

付けられている。 

 

（３） システム・データを用いた不正受給等の検知 

雇用対策や教育訓練における給付金の支給、失業保険等の保険金支払いは、不正受給等

が生じやすい施策であり、検査における不正受給等の検知においてシステム等を用いてい

る。 

 
117予め質問をある程度決めておくものの、状況や被験者の反応にあわせて面接者が自由に質問を変えてい

くインタビュー形式である。被験者に対して予め質問を用意せずに行う非構造化インタビュー

（Unstructured interview）、全ての被験者に同一の質問を行う構造化インタビュー（Structure interview）の

中間と位置付けられる。 
118 情報収集のためのグループインタビューを実施するために集めた被験者の集団である。1対 1のインタ

ビューではなく、複数の被験者を同一のインタビューの場に集め、討議が行われる。 
119 イギリス NAO概要表 No.1 “Delivering value through the apprenticeships programme”（養成訓練制度プログ

ラムによる価値の提供） 
120 イギリス NAO 概要表 No.3 “Rolling out Universal Credit”（ユニバーサル・クレジットの展開） 
121 イギリス NAO 概要表 No.6 “Supporting disabled people to work”（障害者の就労支援） 
122 被験者をいくつかの集団に分けて長期的に分析すること。政策等の影響の分析手法の一つである。 
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アメリカでは、労働省が不正を含む不適切支払い額・率を推計するために「給付正確性

測定（Benefit Accuracy Measurement: BAM）」プログラムを持っている。GAOが失業保険の

不正額について検査を行う場合、このプログラムのデータや不正指標を労働省監察総監室

（DOL-OIG）から提供を受けている。 

イギリスでは、前払金の不正受給の検査において、受検庁の有する不正事例監視システ

ム（FRAIMS）のデータの一部の提供を受けている123。 

ドイツでは、給付金の事例ではないが、手続き等の適正性の検査にあたっては IDEA 監

査システムを用いてサンプルを抽出した上で検証している124。 

 

（４） 制度設計の在り方や方向性を示す勧告 

イギリスでは、将来的な効果検証を可能とするためのデータ収集を勧告している事例125、

何が効果的であるのかのエビデンスが不十分であることから、エビデンスギャップを埋め

るためのエビデンス構築戦略を勧告している事例126もある（再掲）。 

ドイツでは、システムへの適切な入力ができておらず、基礎となる統計データに課題が

生じているとの検査結果から、データの確認・修正やデータ整備を勧告している127。 

フランスでは、教育訓練全般を対象として検査を実施し、国・地域レベルでの共通戦略

の策定等を勧告している128。また、新型コロナウイルス感染症が失業保険の財政に与えた

影響に係る検査を実施し、長期的な財政見通しの策定を勧告している129。 

  

 
123 イギリス NAO概要表 No.7 “Universal Credit advances fraud”（ユニバーサル・クレジットの前払いの不正

受給） 
124 ドイツ BRH概要表 No.2 “Assistierte Ausbildung im Rechtskreis SGB III”（SGB IIIの法的分野におけるア

シスト付き養成訓練） 
125 イギリス NAO 概要表 No.3 “Rolling out Universal Credit”（ユニバーサル・クレジットの展開） 
126 イギリス NAO 概要表 No.6 “Supporting disabled people to work”（障害者の就労支援） 
127 ドイツ BRH概要表 No.1 “Arbeitsmarktstatus von erwerbsfähigen Leistungsberechtigten bei den gemeinsamen 

Einrichtungen”（共同施設における雇用可能な受益者の労働市場の状況）、ドイツ BRH概要表 No.6” 

Konjunkturelles Kurzarbeitergeld in der Covid-19-Pandemie - Schlussfolgerungen für die Weiterentwicklung des 

Kriseninstrumentariums”（新型コロナウイルスによるパンデミックにおける経済的な操業短縮手当 - 危機管

理制度のさらなる発展に向けた結論）等 
128 フランス CDC 概要表 No.1 “La formation des demandeurs d'emploi”（求職者向けの訓練）。なお、本調査

は議会からの検査要請に基づくものである。 
129 フランス CDC 概要表 No.3 “[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2021] Tome I - L'assurance chômage face à la 

crise sanitaire”（[2021年度年次報告書]第１巻 健康危機に直面する失業保険） 
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参考資料 1 欧米主要国の会計検査院等における労働施策に対する検査等の概要 

１．アメリカ会計検査院 GAO 等における労働施策に対する検査等の概要 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

1 

Workforce Training: 
DOL Can Better Share 

Information on Services 

for On-Demand, or Gig, 

Workers  

（GAO-17-561） 

 

職業訓練： 

DOLはオンデマンドま

たはギグワーカー向けの

サービスに関する情報を

より良く共有できる 

 

労働省（DOL） 

 
 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

2015年、GAOは、雇用主と被用者という標準的雇用形態のない何百万人もの労働者が存在している

と報告した（GAO-15-168R）。オンラインプラットフォームにより、自営ギグワークに関する障壁は

軽減されつつあるものの、公共労働力システムがギグワーカーの成功に必要な技能や訓練をどのよう

に支援しているかは不明である。GAOはギグワーカーが必要とする技能や訓練の支援について検査す

るよう要請された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

（1）ギグワーカーの特徴や業務内容は何か、（2）利害関係者がギグワーカーに必要だとする非職

業的技能や訓練、およびそれらはどのように提供されているのか、（3）ギグワーカーへの支援提供

に関して連邦機関や労働力開発委員会が挙げた課題は何か、の3点に着目して検査を実施した。 

 

【検査対象・検査手法】 

文献調査の他、連邦政府職員、8州・11地方労働力開発委員会、ギグワーカー会社、ギグワーカ

ー、研究者、その他の利害関係者へのインタビューを行った。また、関連法規制、指針も検査した。 

 

【検査結果】 

オンラインギグワーカーの最大約40%が34歳以下であり、法務から家具の移動まで、様々な職業に

従事している。ギグワークの利点は、スケジュールの柔軟性と自主性にあり、不利な点は、経済的な

安定性と健康保険や失業保険などの福利厚生の欠如である。また、ギグワーカーには顧客サービスや

時間管理等のソフトスキルと、マーケティングや金融リテラシー等のビジネススキルが必要であり、

その多くは労働省の既存のプログラムで提供できる。 

しかし、ギグワーカー支援における2つの大きな課題として、期待できる慣行に関する情報不足

と、雇用関連の結果の報告の難しさが挙げられた。労働省は、オンラインポータルを通じて期待でき

る慣行を共有しているが、「ギグ」や関連用語を自営業の情報に完全にリンクさせてはいない。ま

た、州や地方の労働力委員会は、労働力革新機会法（WIOA）で義務付けられているような、自営業

者の雇用と収入の結果を検証することは難しいと説明した。 

2017年6月、労働省は、WIOAで義務付けられている成果を報告するために使用できる情報の収集方
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

法について、労働力開発委員会に指針を示した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働省は、労働力委員会がギグワーカーへのサービスに関する期待できる慣行の情報を探し、共有

することを支援するための措置を講じることを勧告する。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

 労働省はGAOの勧告に同意した。 

 

2 

Unemployment Insurance:  
Actions Needed to Ensure 

Consistent Reporting of 

Overpayments and 

Claimants' Compliance 

with Work Search 

Requirements 

（GAO-18-486） 

 

失業保険： 

過払いと申請者の求職要

件の遵守に関する一貫し

た報告のために必要な措

置 

労働省（DOL） 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

DOLが監督し、州が運営する失業保険では、2017年に約570万人に対し、300億ドルが支払われた。

連邦法では、申請者は求職要件を満たす必要があるが、その要件は州により異なる。州は求職要件を

満たしていない申請者に給付の一部が過剰に支払われた事例を把握している。GAOは、求職要件を満

たしていない申請者に対する不適切な支払いを検証するように議会から要請された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

過去の検査報告書（GAO-18-133R）を踏まえ、本検査では、（1）求職要件の過払いに対する州の

対応、（2）検査対象に選定した州における過払いへの対処方法、（3）州の取組に対するDOLの監督

と支援について検査した。 

 

【検査対象・検査手法】 

各州が実施した2013年度から2017年度の失業保険給付における無作為抽出調査の結果など、DOLデ

ータに関する分析を実施した。また、求職要件と過払い率の差異から、インディアナ州、ネバダ州な

ど6つの州を選定し、その失業保険データについて検証している。DOLと選定州の職員に対して、関

連する連邦法や規制、ガイダンスに関するインタビュー調査を実施した。 

 

【検査結果】 

求職要件が問題となる過払いの発生を把握した22の州では、過払いとして報告するケースと、申請

者に対する警告（正式な警告）として報告するケースがあった。後者では過払い額を確定していなか

ったため、DOLの過払い金の推計は過少になっている。GAOでは、州が正式な警告を発して過払いを

確定させていない額が、2017年度で18億ドル（±2億ドル）と推計しており、この額が過少になって

いるとした。2017年にDOLは、この種の警告が連邦法では認められていないと判断し、各州に書簡を
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

発行する予定であったが、まだ発行していない。 

DOLは、州の求職活動に対する過払い率を監視しているが、申請者の求職活動を確認する方法につ

いては明確にしていない。DOLは「十分な」数の求職活動を確認するよう州に指示しているが、「十

分な」条件は明確ではない。DOLデータによると、一部の州では申請者の求職活動の多くを確認して

いない。DOLでは、正式な警告に関する書簡を発行した後、確認方法を明確にする予定であると述べ

ている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

DOLに対して、州の正式な警告が連邦法では許可できないという情報を各州に提供すること、求職

活動の確認要件を明確にすることなど、4つの勧告を行った。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

DOLはGAOの勧告に同意し、その対応策を講じると述べている。 

 

3 

Vocational Rehabilitation: 

Additional Federal 

Information Could Help 
States Serve Employers 

and Find Jobs for People 

with Disabilities 

（GAO-18-577） 

 

職業リハビリテーショ

ン： 

連邦政府の追加情報は、

州が雇用主と障害者の求

職活動を支援することに

役立つ 

 

教育省、労働省

（DOL） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

教育省と州の職業リハビリテーション（VR）機関が運営するVRプログラムは障害者の就職を支援

している。2014年労働力革新機会均等法（WIOA）はVRプログラムを変更し、雇用主へのサービス提

供を重視している。これにより、単なる雇用から広範な目標を対象としたキャリアアップを促進し、

他の労働力プログラムとも連携させている。GAOはWIOAによるVRプログラムの検査を要請された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本検査は、（1）WIOAに基づいてVR機関が雇用主と協力し、障害者を一般雇用（障害のない従業

員と統合され、競争力のある賃金を得る）に配置するための措置とその課題に対する教育省の対応、

（2）VR機関が他の労働力プログラムと調整した方法とその課題に対する連邦機関の対応、（3）州の

VR機関による雇用主へのサービス提供の取組に対する連邦機関の評価について扱っている。 

 

【検査対象・検査手法】 

州のVR機関は79機関あり、そのすべてを調査対象としたが、調査に回答したのは74機関であった。

また、36人の州VR担当者とVRに協力した29人の雇用主を対象にグループディスカッションを実施し

た。加えて、地理的分布を考慮して選ばれたアラバマ州、アリゾナ州、メリーランド州のVR担当者と

労働力プログラム担当者を対象に詳細な電話インタビューを実施している。 
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

【検査結果】 

州のVR機関は、WIOAに基づき、障害者の一般雇用を促進するため、雇用主へのサービスを拡大し

ていると報告したが、多くの機関が雇用主のニーズを満たし、一般雇用を促進する上での課題を指摘

している。雇用されている障害者のキャリアアップ支援を十分に理解していない機関もあった。教育

省は情報提供に努めてきたが、本検査の中で調査した3つのVR機関のうち2つで、より多くの情報の必

要性が指摘された。 

GAOが調査したVR機関のほとんどは関連機関との連携を強化していると報告したが、連携強化に

関する連邦ガイドラインにはいくつかの課題がある。雇用主と連携するために提携している機関に関

して、その役割と責任を文書化していると報告したVR機関はほとんどなかった。教育省と労働省は技

術的な支援を提供しているが、提携機関の役割と責任の文書化は含まれていない。GAOによる過去の

検査では、文書化により提携機関の活動が明確化され、連携の改善に役立つことが分かっている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

教育省には5つ、DOLには2つの勧告を実施した。教育省には、州のVR機関による雇用主への情報

提供で追加情報の必要性を検討する必要があることなどを勧告し、DOLには、地方自治体に対し、雇

用主と協力するパートナー機関の役割と責任を文書化するよう奨励し、DOLが文書サンプルを提供す

ることなどを勧告している。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

DOLは勧告に同意したが、教育省はこれに賛成も反対も表明せず、対応策を検討すると述べた。 

 

4 

Employment and Training 

Programs: Department of 

Labor Should Assess 

Efforts to Coordinate 

Services Across Programs 

（GAO-19-200）  

 

雇用訓練プログラム：労

働省はプログラム間のサ

ービス調整の努力を評価

すべきである 

労働省（DOL）

をはじめ、農務

省、国防総省、

教育省、保健福

祉省、内務省、

司法省、退役軍

人省、環境保護

庁の 9省庁 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 2011年のレポート（GAO-11-92）で、GAOは9つの連邦機関が行っている雇用訓練プログラムに重

複や断片化があることを指摘した。2014年に成立した労働力革新機会法（WIOA）の目的の一つは、

これらのプログラムを調整し、統合することであった。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の観点は以下の３点である。 

1）2011年のレビュー以降、連邦政府の雇用訓練プログラムの数や義務はどのように変化したか。 

2）雇用訓練プログラムが、同様の集団に同様のサービスを提供し続けている程度と潜在的な影響の

例はどのようなものか。 

3）プログラム間の断片化や重複に対処するため、各省庁がどの程度行動を起こし、何を学んだか。 
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【検査対象・検査手法】 

9つの連邦政府機関が運営する47の雇用訓練プログラムについて、プログラム管理者、関連レポー

ト・研究のレビュー及び連邦機関の職員へのインタビューによって検査を実施した。 

 

【検査結果】 

雇用訓練プログラムは、2011年度の47件（うち、44件が他のサービスと重複）から2017年度の43件

へと減少している。2009～2017年度にかけ、連邦政府による年間支出を約200億ドルから140億ドルへ

と減少させたが、これは、2009年の米国再生・再投資法（ARRA）による資金提供の終了が主要因で

ある。43件のプログラムは依然として9機関で実施されており、就職相談や評価 （43件のうち39件） 

や就職準備の訓練 （43件のうち38件） は重複している。ネイティブ・アメリカンや退役軍人、若者

等の特定の集団を対象とするプログラムも同様のサービスを提供している。 

調整された活動がプログラム対象者にどのような利益をもたらしたかを評価したのは1件のみであ

り、ネイティブ・アメリカン、若者、難民には焦点を当てていない。労働力革新機会法（WIOA）で

は、各機関による評価の実施を奨励しており、特に労働省（DOL）に対しては、特定のプログラムの

調整という目的に沿って、特定の雇用訓練プログラムの優先事項を記載した5か年計画の公表を義務

付けている。DOLはいくつかの措置を講じたと報告しているが、複数年にわたる雇用訓練プログラム

の評価の戦略計画は依然として欠如している。その結果、DOL は重複管理措置が成功しているかどう

かを把握できていない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

GAOは、DOLが他の連邦機関と協議の上、雇用訓練プログラム間の調整が完全であり、その評価に

関する複数年の戦略計画を策定・公開することを勧告した。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

DOLはGAOからの勧告に同意した。 
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5 

Economic Adjustment 
Assistance: Experts' 

Proposed Reform Options 

to Better Serve Workers 

Experiencing Economic 

Disruption  

（GAO-21-324） 

 

経済調整支援：経済的に

困難な労働者により良い

サービスを提供するため

の専門家の改革案 

 

無し 

（特定の連邦機

関を対象とした

検査ではない） 

 

 

 
 

 

 

 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

政策変更や経済変革は、地域、産業、職業に雇用喪失をもたらし得る。GAOは、上院議員から、労

働者が経済変革を乗り切るための支援策や、プログラム改革の選択肢を検査するよう要請された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

労働者が経済変革を乗り切るための支援策や、プログラム改革には、どのようなものがあるか、と

いう観点から検査が行われた。 

 

【検査対象・検査手法】 

GAOは、全米科学・工学・医学アカデミーの協力により、12名の専門家から構成されるバーチャル

円卓会議を開催した。また、関連する連邦法、過去のGAO報告書（GAO-19-85RやGAO-20-521）、そ

の他の調査も参照した。 

 

【検査結果】 

連邦経済調整支援（EAA）プログラムは、労働者が経済的変革に適応することを支援するが、専門

家からは、より良いサービスを提供するためには、1）変革に取り組むための積極的な努力、2）プロ

グラムへのアクセスの改革、3）労働者訓練の改革、4）収入・その他のサポート策の改革、5）EAA

によるサービス提供の改革、6）EAAシステム構造の改革という、6つの相互関連する改革が必要とさ

れた。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

 本検査では、勧告は行われていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

ドラフト段階で、労働省からテクニカルコメントが提供され、報告書にも取り入れられた。 
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6 

Career and Technical 
Education: 

Perspectives on Program 

Strategies and Challenges 

（GAO-22-104544） 

 

キャリア・技術教育： 

プログラム戦略と課題の

展望 

教育省、労働省

（DOL） 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

キャリア・技術教育（CTE）プログラムでは、学生が技術およびエンプロイアビリティスキルを学

びながら、キャリアを探求する機会を提供している。教育省は、第5次パーキンス職業教育法

（Strengthening Career and Technical Education for the 21st Century Act: Perkins V）を通じてプログラム資

金を管理している。2021年度に議会はPerkins Vを通じてCTEプログラムを支援するために約13億ドル

を承認し、2019年から2020年に約1,100万人の学生がプログラムに参加した。Perkins Vと2021年度の歳

出法案に付随する下院委員会報告書には、GAOがCTEサービスおよび資金調達戦略を検査する規定が

ある。加えて、GAOでは議会からPerkins Vによるプログラムを検査するよう要請も受けている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本検査では、（1）連邦CTE資金を受け取った事業者がCTEプログラムを運用し、さまざまな学生層

を支援するために使用した戦略、（2）CTEプログラムの関係者が直面している課題とその対処方法、

（3）州教育機関がCTEプログラムをどのように支援しているかを扱っている。 

 

【検査対象・検査手法】 

GAOは関連する連邦法および教育文書を把握した。さらにさまざまな学生層のCTEプログラムへの

登録などに基づいてデラウェア州、ジョージア州、オハイオ州、ワシントン州を選定した。これらの

州教育担当者、8つのCTEプログラムの提供事業者、および企業代表者を含む14名のCTE関係者に対し

て、CTEプログラムに関する戦略、課題、支援方法などについてインタビューを実施した。また、8つ

のCTEプログラムの提供事業者に対してはCTE資金の情報について調査している。 

 

【検査結果】 

検査の対象となった4つの州と8つのCTEプログラムの提供事業者は、州、地方、その他の連邦資金

を活用し、ニーズ評価を実施、業界と連携していくことを戦略としながら、さまざまな学生層を支援

してきた。ニーズ評価は、学生のニーズを特定し、CTEプログラムを改善する方法を提供している。

例えば、あるCTE事業者は、英語学習者へのサービス提供の課題を特定し、情報アクセスを円滑にす

るため通訳を雇用した。この結果、このCTEプログラム登録者は、前年度にはゼロだったのに対し、

2021-2022年度には対象となる20人のうち12人が登録している。州担当者も、職業ごとに学習機会を特

定するためには業界と連携することの重要性を強調している。 

教育省は、補助金の管理、技術支援の提供、他の連邦機関との提携、研究の拡大を通じて、CTEプ

ログラムを支援している。教育省は、CTEの参加学生の成果を向上させるための戦略に関して研究を
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拡大する措置を講じている。教育省のWhat Works Clearinghouseはこれらの中心的な情報源となってお

り、ユーザーによるアクセス向上を図るため、2021年にこのサイトは改善されている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

本検査では、勧告は行われていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

教育省と労働省にドラフトを送付した。教育省は技術的なコメントを行い、これについては報告書

に反映した。労働省からはコメントはなかった。 

7 

Workforce Automation: 

Insights into Skills and 

Training Programs for 

Impacted Workers 

（GAO-22-105159）  

 

労働の自動化： 

影響を受ける労働者の技

能と訓練プログラムに関

する洞察 

労働省、 

及び 4州（カリ

フォルニア、ケ

ンタッキー、ペ

ンシルベニア、

ワシントン） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

技術の進歩により、以前は人が行っていた仕事が自動化されているため、一部の労働者は雇用の維

持や就職のために、必要なスキルを学ぶ再教育を受け入れなければならなくなった。 

 

【検査の観点・着眼点】 

1 どのような労働者が自動化のリスクにさらされているのか、また今後10年間で需要が高まる仕事

に必要なスキルについて、入手可能なデータは何を示しているのか。 

2 離職者や自動化の影響を受ける人々により良いサービスを提供するための労働力開発プログラム

について関係者はどのような見識を示しているのか。 

 

【検査対象・検査手法】 

1は労働省、国勢調査局やO*NET、BLS（労働統計局）の過去のデータを参照した。また、州政府

や企業団体、訓練提供者、組合、民間企業のデータ（非公開データを含む）の参照や聞き取りも行っ

た。 

2については、職種・地理的に多様な4の州でケーススタディを実施した。州労働委員会に対し、リ

スクの高い労働者向け労働力訓練プログラムの例についての質問を行った。 

 

【検査結果】 

1に関し、データからは自動化によって失職する労働者を明確にすることはできなかった。今後10

年で需要が高まると予測される仕事に必要なスキルについては、①連邦政府のデータからは、需要の

高い仕事には能動的学習や批判的思考など知識を素早く習得するためのソフトスキルやプロセススキ

ルなど様々なスキルが必要であること、②BLSおよびO*NETのデータからは、重要なスキルの数が多
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い需要の高い仕事ほど高いレベルの教育を必要とする傾向があること、③州やその他のデータから

は、特定地域で需要の高い仕事にとって、最も重要なスキルについての知見を得ることができるこ

と、等が示された。 

2に関し、より良い労働力開発プログラム実現のため、①訓練内容を需要のあるスキルに絞るこ

と、②育児や地理的な障壁等を越えてアクセスしやすいプログラムを設定する必要があること、③プ

ログラムへの投資を増やすこと、④他の労働関係者と連携すること等の重要性が示された。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

 本検査では、勧告は行われていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

ドラフト段階で、労働省・商務省からテクニカルコメントが提供され、報告書にも取り入れられ

た。 

8 

Workforce Innovation and 

Opportunity Act: 

Additional Steps Needed to 

Help States Collect 
Complete Enrollment 

Information 

 （GAO-23-104830） 

 

労働力革新機会法：州が

完全な登録情報を収集す

るために必要な追加措置 

労働省、教育省 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

労働力革新機会法は、連邦資金による労働力開発プログラム間の調整を行い、プログラムの業績に

関する共通指標を策定するよう求めている。GAOは、プログラム参加者と業績に関する情報を労働省

や教育省がどのように収集し利用しているかを検査するよう、議会から要請された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の観点は、1）労働省と教育省は、同法の中核プログラムへの参加と成果に関する情報をどの

ように収集し、2）どのように成果目標を設定し、どの程度評価しているのか、という点である。 

 

【検査対象・検査手法】 

 プログラムのガイダンス、同法とその関連規則・文書、2020年7月から2021年6月までのプログラム

の情報を調査した。また、労働省と教育省の職員や、複数州の業績に関する専門知識を持つ10団体の

関係者にインタビューを実施した。 

 

【検査結果】 

労働省と教育省は、6つの中核プログラムの参加者と実績について、州が収集することを義務付け

られている情報を標準化する共通のデータの構造を作成した。しかし、データが分散していたり、プ

ログラム参加者の情報に関する守秘義務があったりするなど、参加者の雇用・教育の成果データを収

集することは困難になっている。両省はこのような課題に対処するため、機密を保持しつつ外部機関
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から情報を入手するためのデータ共有戦略などのガイダンスや技術支援を行っている。 

しかし、両省とも複数のプログラムに共同登録された参加者に関する完全な情報が不足している。

例えば、労働省のデータには、教育省にも登録されている可能性のある参加者のうちの最大67％の登

録情報が含まれていなかった。この理由は、参加者の自己申告に頼っていることや、プログラム間で

のデータ共有が限られていることであるという。しかし、より完全な共同登録情報があれば、参加者

が複数のプログラムからサービスを受けているかどうか、また、そうすることで雇用上の成果が上が

っているかどうかを、教育省がより正確に把握できるようになる。同法が、連携・調整されたサービ

スを提供するというビジョンを達成しているかどうかの評価にも役立つことになる。 

 なお、両省とも、同法の業績評価プロセスの実施を進めてきた。労働省は、暫定的な業績目標を決

め、監督する基幹プログラムの業績を2つの最終雇用成果目標に照らして評価を実施した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

両省は、相互に協力して追加情報や技術支援を行うことにより、州がプログラム間の共同受講者の

情報をより良く共有できる方法を決定すべきである。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

両省とも、勧告には同意した。両省からの技術的なコメントは、本報告書に取り入れられた。 

 

9 

Subminimum Wage 

Program: DOL Could Do 

More to Ensure Timely 

Oversight （GAO-23-

105116） 

 

最低賃金未満プログラ

ム：DOLはタイムリー

な監督を確保するために

より多くのことができる 

労働省 

 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

1938年公正労働基準法第14（c）条は、雇用主が労働省から発行される14（c）証書を保持している

場合、障害者に連邦最低賃金を下回る賃金を支払うことを認めている。2014年、労働力革新機会法

は、1973年リハビリテーション法を改正し、これらの人々が競争力のある賃金を得る機会を最大化す

ることを求めたため、GAOは14（c）プログラムの検査を行うことを議会から依頼された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の観点は以下の３点である。 

1）14（c）プログラムへの参加状況と労働者の賃金の傾向がどのようになっているのか 

2）14（c）プログラムに参加している雇用主が、労働者の特徴や競争力のある雇用への移行をどの

ように報告しているのか 

3）DOLが14（c）プログラムをどの程度監督しているのか 

 

【検査対象・検査手法】 
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関連連邦法、規制、ガイダンスや、14（c）雇用、賃金、証明書とその調査に関するDOLのデータ

を分析した。また、全国の地域リハビリテーションプログラムの雇用者のサンプル調査を実施（回答

率72％）し、その結果を一般化した。GAOは、DOL職員や関係団体の代表者にもインタビューを行っ

た。 

 

【検査結果】 

14（c）雇用者のほぼ全員が知的障害または発達障害を持ち、ほとんどが白人で働き盛りの年齢

（25歳から54歳）であった。14（c）雇用労働者のうち、競争的雇用（障害のない人と同じ職場で最

低賃金以上の収入を得ることを含む）に従事している労働者はほとんどいない。 

DOLは、雇用主が正確に賃金を計算することを確認する等の認証プロセスを通じて14（c）プログラ

ムを監督しているが、更新を含む一部の申請に対しては長い処理時間がかかっている。約40％が4か

月以内に完了しているものの、2日から2年以上と幅がある。DOLの申請処理マニュアルではタイムリ

ーな処理を行うこととなっているが、タイムリーさの目標を設定しておらず、周知もしていない。 

既存の証書を持つ雇用主は、更新プロセス期間中、労働者に最低賃金未満の賃金を支払い続けること

が認められているが、この期間中に雇用主が賃金の計算を誤った場合、雇用主は正しい賃金と支払っ

た賃金との差額を補うため、労働者に多額の未払い給与を支払う義務が生じる可能性がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

GAOは、DOLが14（c）証明申請の処理に関するタイムリーな目標を設定し、それを周知すること

等、3つの勧告を行った。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

DOLはGAOからの勧告に同意した。 

 

10 

Telework: Growth 

Supported Economic 

Activity During the 

Pandemic, but Future 

Impacts Are Uncertain 

 （GAO-23-105999）  

 

無し 

（特定の連邦機

関を対象とした

検査ではない） 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

テレワークの導入は、COVID-19パンデミックに対する国家対応の重要な位置付けとなっている。

GAOはテレワークの影響についての検査を議会から要請された。本報告書はその1本目である。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の観点は、1）パンデミック前後での主体別のテレワークの導入の推移、2）テレワークの導入

と生産性、企業業績等のパフォーマンスとの関係を把握することであった。 
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テレワーク：パンデミッ

ク時の経済活動は成長で

支えられたが、将来の影

響は不透明 

【検査対象・検査手法】 

1）について、ACS（コミュニティ調査）とATUS（時間利用調査）を使用し、2010年から2021年ま

でのテレワークの利用傾向、2019年から2021年までの労働者の特性別テレワーク導入を検査した。 

2）についてはテレワークと生産性、企業のパフォーマンスの関係については、基準を満たす44本

の論文を参照した。 

 

【検査結果】 

 1）について、高学歴・高収入者ほどテレワーク導入のスピードが早い。職業別では、フィジカル

な労働が必要となる職については、テレワークはほとんど普及されていない。また、特にアジア系人

種でテレワークが伸びている。業種として、IT、金融業界を中心にテレワーク導入が進んだが、建

設、飲食など対面業務が主となる業界は、導入が遅れている。 

2）について、パンデミック前では、一部業界でのテレワークによる生産性向上効果が示されてい

るが、広範囲にわたる調査結果は見当たらなかった。パンデミック後は、テレワークを導入している

企業の回復力が高いが、テレワーク導入による混乱や個人間のコラボレーションの低下などの調査報

告もあるため、テレワークの総合的な経済効果については判断が難しい。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

本検査では、勧告は行われていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

労働省、行政管理予算局（OMB）、人事管理局にドラフトを提供したが、コメントは無かった。 

 

11 

Unemployment Insurance: 

DOL Needs to Address 

Substantial Pandemic UI 

Fraud and Reduce 

Persistent Risks  

（GAO-23-106586） 

 

失業保険： 

DOLはパンデミックに

よる深刻な失業保険不正

無し 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

議会は、COVID-19パンデミックの中で4つの新しい失業保険プログラムを創設し、これらのプログ

ラムにおける不正の額が増加した。失業保険は長期にわたる課題に直面し、パンデミックによりその

課題は深刻化している。2020年4月から2022年9月には失業保険全体で約8,780億ドルを支出した。これ

には議会が加えた4つのプログラムによる給付金も含まれている。給付金に対する前例のない需要と

新しいプログラムを迅速に実施する必要性により、失業保険不正のリスクが高まった。これらの状況

とその他の課題により、GAOは2022年6月に失業保険をハイリスクリストに追加している。本稿は下

院での証言のために作成されている。 

 

【検査の観点・着眼点】 
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に対処し、持続的なリス

クを軽減する必要がある 

本稿は（1）失業保険における不正、（2）失業保険不正のリスクとそのリスクの管理、（3）失業

保険における継続的な不適切な支払いの問題、（4）GAOのハイリスクリストに対する失業保険の追

加について取り上げている。 

 

【検査対象・検査手法】 

本稿はパンデミックとこれ以前においてGAOが作成した失業保険に対する検査報告書から作成され

たものである。関連する検査報告書として23件を挙げており、これにはGAO-23-106556、GAO-23-

105523、GAO-22-106159などがある。従って、検査対象・検査手法なども個々の検査報告書に依存し

ている。 

 

【検査結果】 

GAOでは、パンデミック中の失業保険不正について包括的な推定値の作成に取組んでいるが、過去

の検査報告書では、DOLの2021年の推定連邦不正率を利用して不正支払いが600億ドルを超えると推

計した。DOLの失業保険不正調査の結果、2020年4月から2023年1月までに1,200件を超える起訴または

告発が実施され、毎週100件を超える新規調査を開始している。これは、パンデミックに際して、

DOLと各州が不正リスクへの対応が遅れたことが原因であり、その後いくつかの措置が講じられてい

る。しかし、DOLは、依然GAOが勧告した不正対策戦略についてはまだ作成していない。 

2022年6月にGAOは、失業保険制度の変革の必要からこれをハイリスクリストに追加した。失業保

険の管理と個々のプログラムの整合性に関する課題は、サービスの提供に重大なリスクをもたらし、

巨額の財務損失の可能性がある。失業保険の管理と時代遅れのITシステムに関する長年の課題は、特

に不況において州の対応能力を低下させ、さらにサービスの低下、アクセスの低下、給付金分配の不

均衡にも寄与している。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

本稿では勧告を行っていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

GAOは過去の検査報告書においてDOLに失業保険に対する勧告を実施してきたが、2023年1月時点

で19件が未解決のまま残されている。このうち8件は失業保険不正のリスク管理を強化するためのも

のである。勧告には、自営業者や臨時労働者を支援するプログラムにおける不正防止対策の検討、不

正リスクを管理する組織の特定、不正リスク評価の実施、不正防止戦略の策定と実施などがある。 
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12 

Unemployment Insurance: 
Estimated Amount of 

Fraud During Pandemic 

Likely Between $100 

Billion and $135 Billion 

（GAO-23-106696） 

 

失業保険：パンデミック

時の不正推定額は 1,000

億ドルから 1,350億ドル

の間と思われる 

 

 

 

労働省 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

失業保険制度は、プログラムが不完全であるという課題に長年直面しており、特に、COVID-19パ

ンデミックの期間中にさらに悪化した。議会は失業者を救済する一時的な失業保険制度を新設した

が、給付に対する需要が急増し、給付を迅速に実施する必要があったため、不正受給のリスクが高ま

った。そのため、GAOは2022年6月に失業保険制度をハイリスクリストに追加していた。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の観点・着眼点は、（1）パンデミック期間中の失業保険の不正額、（2）労働省（DOL）が各

州に行った支援額、（3）各州が報告した失業保険の過払い金の回収額と免除額、を示すことであ

る。 

 

【検査対象・検査手法】 

GAOはDOLの給付サンプルデータを他の連邦データベースと照合した。また給付請求と経済状況に

関する計量経済モデルを作成した。GAOはまた、州が報告した過払い、回収、免除に関するデータも

活用した。不正リスクやその他の要因に基づいて、14州の職員に対するインタビューも実施した。 

 

【検査結果】 

GAOは全米50州にコロンビア特別区、プエルトリコ、米領バージン諸島を含めた53州・地域を対象

にCOVID-19パンデミック時（2020年４月～2023年５月まで）の失業保険の不正額は1,000億ドルから

1,350億ドルの間であったと推定している。これは、パンデミック中に支払われた失業保険給付総額の

約11％～15％に相当する。 

パンデミック期間中、DOLは各州に失業保険制度とプロセスを改善するための支援を行い、2023年

7月現在、不正防止、発見、調査、回収行動のために、合計約 14 億ドルの補助金を各州に割り当て

た。州職員は、検証ソフトや給付の適時性の改善、不正の発見と防止に取り組んだ。2023年5月1日時

点で、各州は2020年3月から2023年3月までに、約558億ドルの不正および非不正の失業保険の過払い

を確認し、約68億ドルを回収した。この期間中、各州は合計53億ドルの不正な失業保険過払いを確認

し、12億ドルを回収した。州は、直接返済や相殺など、過払い金を回収するためにいくつかの手段を

用いている。また、州は過払い金を回収不能として損金処理（write-off）することもできる。さら

に、州は不正でない過払い金を回収する法的権利を放棄することができるが、DOLの規則では、州が

不正な過払い金を放棄することは認められていない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 
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2018年以来、GAOはDOLに対し、失業保険制度を改善するために26の勧告を行ったが、16件は未実

施のままである。パンデミック失業支援（PUA）の受給における人種的・民族的不公平さとその潜在

的原因について調査し報告すべきであることや、何をもって求職活動を行ったとみなすかについての

情報を明確にすべきである等の勧告を実施することにより、失業保険の不正に関する脆弱性を減らす

ことができる。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

DOLは、継続的に不正防止対策に取り組んできており、GAOからの勧告についても取り入れてい

る、との書簡をGAOに送付した。その中で、GAOの今回の推計は、PUAの請求対象の少数サンプルに

ついての分析に大きく依存しており、不正額の推計というよりも、不正リスクの大きさを推計したも

のに過ぎない、と述べている。 

 

13 

Federal Workforce: 

Leading Practices Related 

to Diversity, Equity, 

Inclusion, and 
Accessibility 

（GAO-24-106684） 

 

連邦政府の労働力： 

多様性、公平性、インク

ルージョン、アクセシビ

リティに関連する先進的

実践 

無し 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

連邦政府は国内最大の雇用主として、多様性、公平性、包括性、アクセシビリティ（DEIA）のモデ

ルとなることを目指している。連邦政府機関では、すべての従業員が活躍できる生産性の高い労働力

を確立し、維持していくことが求められている。GAOは、こうしたDEIA管理を推進するための主要

な実践項目（Practices）と考慮事項を特定するように議会から要請を受けた。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本稿は、2005年に公表されたDEIA管理に関する実践項目を更新したものである。これらの実践項目

は各政府機関のDEIAプログラムを改善することに有効である。また、DEIA管理における考慮事項と

して従業員の評価や、実施における戦略やアクションなども扱っている。 

 

【検査対象・検査手法】 

DEIA管理の実践項目と考慮事項を抽出、検討するにあたり、GAOは、まず多様性管理に関連する

学術および査読済みの文献をレビューしている。さらに連邦政府、州政府、地方自治体の関係者など

を含む21名の専門家を無作為に選び、半構造化インタビューを実施した。 

 

【検査結果】 

本稿は、DEIA管理に関して、GAOが特定した実践項目を紹介し、これを実施するための考慮事項

を示している。これらの実践項目は、各機関がDEIAプログラムを強化するための貴重な示唆とガイダ

ンスを提供しているが、すべてを網羅する訳ではなく、法律に基づく機会均等の要件とは異なる。 
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専門家のインタビューと文献調査から、DEIAプログラムの開発、実施において、本稿で示した9つの

実践項目が重要であることは概ね同意されている。このうち、すべての専門家は「トップリーダーの

コミットメント（Top leadership commitment）」が、DEIA管理に対する真剣さとビジネスへの関連性

を示す明確なメッセージとなると述べた。GAOも、これが経営改善策を成功させる上で最も重要な要

素であると繰り返し強調してきた。「説明責任（Accountability）」は、あらゆるレベルのマネージャ

ーがDEIA管理に責任を持ち、その取組を評価する方法を提供している。「DEIAトレーニング（DEIA 

training）」は経営と職員にDEIAに関する情報を提供し、教育するための組織的な取組が含まれる。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

本稿では勧告を行っていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

GAOは雇用機会均等委員会（EEOC）、連邦人事管理庁（OPM）に対してドラフトを送付した。

EEOCは報告書に概ね同意し、いくつかコメントを付けており、これは本稿の参考資料に掲載した。

また、OPMも同様に概ね同意するとともに、技術的なコメントを付けており、これについては報告書

に反映した。 
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1 

Program Specific 

Performance Measures 

Are Needed to Better 

Evaluate The 

Effectiveness of The 

Reemployment Services 

and Eligibility 

Assessment Program

（04-17-002-03-315） 

 

再就職支援・適格性評価

プログラムの有効性をよ

り良く評価するために、

プログラム固有の業績測

定が必要である 

 

 

労働省雇用訓練

局 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

失業保険の受給者がより早く仕事を見つけられるように支援することと、失業保険の不適切な支払

いを削減することは、労働省雇用訓練局（ETA）の優先課題となっている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査は、ETAは再就職支援・適格性評価（RESEA）プログラムの有効性を適切に評価するための

業績指標を確立しているか、という観点から行われた。 

 

【検査対象・検査手法】 

ETA職員に対するインタビュー、地域事務所の実地検査、データの信頼性を評価するための国・地

域担当者との面談、財務報告書、実績報告書、説明責任報告書の検討等を行った。 

 

【検査結果】 

ETAは、RESEAの効果を適切に評価するための固有の業績指標を確立していない。プログラム終

了後の第2四半期および第4四半期における就業状況など、労働力革新機会法（WIOA）で規定された

共通業績指標を利用しているが、これらの指標はRESEAの参加者への効果を具体的に評価するもの

でもない。また、多くの州が依然として信頼性の低いデータを報告しているため、成果と影響を十分

に評価できないでいる。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

ETAに対して、1）RESEA固有の業績指標を設定すること、2）失業保険給付を使い果たす可能性

の高い請求者を特定するため、労働者のプロファイルモデルを更新し続けること、3）各州が正確な

業績成果データを提供できるよう、協力して作業すること、4）RESEA以外の参加者の成果との比較

を含め、RESEAを定期的に評価すること、の4つを勧告した。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

ETAは4つの勧告のうち3つに同意したが、WIOAと共通の指標以外の追加指標は必要ないとの見解

であった。 
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2 

COVID -19: ETA Needs 

a Plan to Reconcile and 

Return to the U.S. 

Treasury Nearly $5 

Billion Unused by 

States for a Temporary 

Unemployment 

Insurance Program

（19-23-015-03-315） 

 

COVID -19： 雇用訓練

局 ETA は、州が一時的

失業保険に未使用の約

50億ドルを精算し、財

務省に返還する計画を策

定する必要がある 

労働省雇用訓練

局 

 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

無待機失業給付に関する連邦から州への還付措置（TFFF）は、適格申請者に対して1週間以内に失

業保険を給付した州に給付金を払い戻すプログラムであり、労働省雇用訓練局（ETA）が所掌してい

る。OIGは、パンデミック期間中の失業給付や連邦の支出拡大に関するリスクを懸念していた。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 ETAは、州がTFFFの要件を満たし、コロナウイルス支援・救済・経済保障法（CARES法）や後に

続く法の意図に従って資金を使用したことを確認したかどうか、という観点から監査を実施した。 

 

【検査対象・検査手法】 

監査は、独立系公認会計士法人Rocha社に委託して実施された。Rocha社では、各州が受け取った

TFFFの金額、OIGによる以前の監査で監査対象とならなかった割合により、三層多段階無作為抽出

を行い、95％信頼区間、相対的推定精度7％を確保できるように、詳細な監査対象州6州を選んだ。さ

らに47州の労働力機関に対する監査を行った。また、Rocha社では、第1週目での給付額データと各

州の自動支払申請システムで確認されるTFFF口座からの引き落とし額とを照合したり、内部統制の

状況を検討したりした。 

 

【検査結果】 

ETAと各州は、TFFFの要件や法的意図を必ずしも満たしていなかった。緊急に必要な失業保険給

付を申請者が待たされたり、各州が資格のないTFFFを受け取ったり、各州のTFFF口座に未使用資金

残高があるにもかかわらず、財務省に返還されなかったりした。これらの問題は、州が払い戻しを受

ける資格があるかどうかということや、未使用分のTFFFを連邦政府に返還すべきことを確認するた

めの管理体制をETAが整えていなかったために発生した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

OIGはETAに対して、下記を含む8つの勧告を行った。 

・州と協力し、不適格な州の失業給付に対するTFFF約1億510万ドルの返還を確実にすること（勧告

1） 

・州がTFFFの適格期間内に給付を行った証拠を提出するための期限を設けること（勧告2） 

・州がTFFF口座を照合、精算する期限を設け、ETAが払い戻しを解除できるようにすること（勧告

5） 
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・TFFFの教訓から適切な内部管理手順を策定し、将来、州が同種プログラムに対して遅滞なく給付

できるようにすること（勧告7） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

ETAは5つの勧告に同意・部分的同意したが、3つの勧告（上記の勧告1、7等）には同意しなかっ

た。 
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

1 

Delivering value through 

the apprenticeships 

programme （原文） 

 

養成訓練制度プログラム

による価値の提供（邦

題） 

 

2016年 9月 6日（発行

年月） 

教育省（DfE） 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

イギリスは、ドイツ・フランス・米国と比較して生産性が3/4程度と低いが、これは技術者および職

業教育に重点を置いていないことが一因である可能性がある。養成訓練制度はスキル開発の重要な手

段とされており、政府は介入により経済的最適性を確保しようとしている。教育省は養成訓練制度を

拡張し、雇用主主導のアプローチを採用している。2015-2020年の間に300万件の新規開始を目指して

いる。そのために、①トレイルブレイザー（Trailblazers）と呼ばれる雇用主のグループが集まり、よ

りニーズを満たすような新たな職業訓練基準の策定、②給与総額が300万ポンドを超える雇用主は、

養成訓練制度の資金を調達するための賦課金を支払う、③独立した雇用主主導の養成訓練制度研究所

（Institute for Apprenticeships）の設立などの取り組みが導入されている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

教育省は養成訓練制度に関する移行プログラムの初期段階にあり、報告書ではその管理方法と、雇

用主主導の養成訓練制度から得られる価値を増加させるためのこれまでの取り組みを評価することを

目的としている。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 2015年12月から2016年5月の間に収集した証拠を分析し、養成訓練制度のバリューフォーマネー

を検査した。養成訓練制度の価値提供について評価するため、データと情報に基づく詳細な分析

を行い、プログラムの拡大と改革が効果的かどうかを検証した。 

¶ 各関係者とのインタビューやデータレビューを通じて、プログラムの成功の測定方法、品質改善

のアプローチ、リスク管理の戦略についての理解を深め、プログラムの実施状況とその効果を評

価した。インタビュー先は以下に示すところである。 

¶ 監督機関への半構造化インタビュー：（インフラ・プロジェクト庁（Infrastructure and 

Projects Authority：IPA）、資格・試験監査機関（Office of Qualifications and Examinations. 

Regulation：Ofqual）等 

¶ 研修提供機関の幹部への半構造化インタビュー：地域・規模・種類の異なる7箇所を選定 

¶ 雇用主・企業家団体への半構造化インタビュー：建設・自動車・デジタルサービスの3業

種が対象（①成長が期待される分野、②技能ニーズがある、③職業訓練が技能ニーズを満

たすとの理由から選定） 
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¶ 分析にあたっては、①養成訓練制度の統計及び養成訓練制度の質に係るデータ（技能資金提供機

関（Skills Funding Agency:SFA）の達成率、ビジネス・イノベーション・技能省の利用者満足度

データ、資格・試験監査機関（The Office of Qualifications and Examinations Regulation:Ofqual）の

検査結果、養成訓練制度の訓練期間・内容との質的データ）の分析、②雇用主が策定した養成訓

練制度の基準に関するデータ、モニタリング・監督体制等の監督機関が有する文書及びデータの

分析、③教育省等の監督機関、研修提供機関の幹部、建設・自動車・デジタルサービス産業の雇

用主への半構造化インタビュー、④中小企業連盟の支援のもと小規模事業者とのフォーカスグル

ープを実施している。 

 

【検査結果】 

教育省は、質を確保しつつ限られた時間で養成訓練制度プログラムの拡大と改革を進めているが、

プログラムの総合的な影響や養成訓練制度の拡大がいかにして経済生産性の最大化に寄与するか、最

も効果的な養成訓練制度の構成について明確にはなっていない。また、複雑で規模が大きいプログラ

ムに関連するリスクの管理方法を強化し、リスクが発生した際に迅速に対応できる体制を整える必要

がある。養成訓練制度プログラムの土台を整え、バリューフォーマネーを達成していることを示すた

めに、効果的な対応を取る必要がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

¶ プログラムの成功を測定するために、生産性と成長への全体的な影響を設定し、短期的な業績評

価指標を明確にする必要がある。現状では、2020年までに300万人の新規養成訓練制度開始とい

う目標を超えた成功の定義が不明確である。 

¶ トレイルブレイザーが設定した基準の開発スケジュールを現実的なものにし、雇用主と提供者に

適切に伝えることが求められている。 

¶ プログラムのリスク管理を改善し、様々な要素間の相互依存性や緊急事態への対応を強化する必

要がある。 

¶ 雇用主、訓練提供者、評価機関が改革への対応を理解し、市場の悪用に迅速に対応できる方法を

開発することが求められている。 

¶ 養成訓練制度の質を監視するために、政府機関と雇用主主導の養成訓練制度研究所（Institute for 

Apprenticeships）の役割を明確にする必要がある。研究所の影響力についての見通しが過度に楽

観的であることが指摘されている。 
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2 

Ensuring employers 
comply with National 

Minimum Wage 

regulations （原文） 

 

雇用主による最低賃金規

制遵守の確保（邦題） 

 

2016年 5月 11日（発行

年月） 

ビジネス・イノ

ベーション・技

能省（BIS）、

歳入関税庁

（HMRC） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

本報告書は通常の検査と異なり、議会等に対して情報提供を行うものである。報告書では、雇用主

が最低賃金規定に従っていない問題に関する政府の取り組みを検証する。この問題は、賃金の未払い

が低賃金労働者を苦しめ、未払い賃金を受け取るまでに長期間を要する可能性があるため、重要であ

る。また、政府が個別のケースを調査し結論を出すまでに要する時間や、社会福祉分野における法令

違反の蔓延について、記者から提起された懸念事項を検討し考慮することとした。 

 

【検査の観点・着眼点】 

これらの懸念を検討するために、未払いの申立てに対する調査が短縮できているか、未払いに対す

る罰則、ビジネス・イノベーション・技能省が、歳入関税庁が行っている未払いの取り締まり活動効

果をどのように計測・管理しているか、社会福祉分野における未払い問題改善の状況について確認す

る。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 以下の手法を用いて検査を実施している。 

¶ ビジネス・イノベーション・技能省と歳入関税庁に対し、最低賃金の遵守状況や違反の原

因、ビジネス・イノベーション・技能省による歳入関税庁の取り締まり活動への監督状況、

介護分野における法令順守に係る具体的な課題の理解のため、インタビューとワークショッ

プを実施 

¶ 低賃金委員会（Low Pay Commission 全国生活賃金と最低賃金について政府に助言する独立機

関）、市民助言サービス（Citizens Advice 市民の抱える課題に対して無料で助言を行う独立

機関）に対し、最低賃金の遵守状況や取り締まりの実効性、法令違反を改善するための介護

分野の近年の動向を理解するため、インタビューを実施 

¶ 最低賃金法に違反する取り締まり状況や雇用主の名称等のビジネス・イノベーション・技能

省の政策文書、最低賃金委員会の年次報告書、ビジネス・イノベーション・技能省および歳

入関税庁の法令順守・取り締まりに係るスコアカード（2015年3月末時点）等の文書を検査 

 

【検査結果】 

¶ 国家最低賃金規則の不遵守の正確な測定基準が存在せず、そのため歳入関税庁の取り締まり活動

の有効性を長期に亘って評価することは困難である。 

¶ 未払いに対する罰則については、罰金を未払金の1倍から2倍に増額（2016年4月以降）したこ
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と、違反した雇用主を定期的に公表（2013年以降）することで強化されてきた。また、ビジネ

ス・イノベーション・技能省が定めた起訴方針に従って重大な違反者を告訴することもあるが、

起訴によって企業が倒産した場合、賃金の受け取りに時間がかかる、または受け取れなくなるた

め、ビジネス・イノベーション・技能省と歳入関税庁は、制裁として起訴を行うことに慎重であ

る。 

¶ 最低賃金が遵守されているかの状況を示す一般指標は存在しない。そのため、歳入関税庁の取り

締まり活動の効果を評価することが難しい状況である。ビジネス・イノベーション・技能省が現

在用いている指標の一つに、歳入関税庁がリスクプロファイリングを基に自主的に調査したケー

スの中で違反が見つかる割合であるストライク率があるが、取り締まり活動が適切な分野で行わ

れているのかそもそも違反が増加しているのかはわからないため正確な指標とは言い切れない。 

¶ ビジネス・イノベーション・技能省は、毎年のサービス水準合意を見直す際に、入手可能な証拠

や特定分野における歳入関税庁の過去の活動実績に基づいて、歳入関税庁が重点的に取り組む分

野を割り当てている。2014-15年度には、歳入関税庁が社会福祉分野の事例を調査していたにも

かかわらず、ビジネス・イノベーション・技能省は社会福祉分野を優先分野として分類しなかっ

た。2011年から2013年にかけて、歳入関税庁は社会福祉分野における重点的な取り締まりを実施

し、その一部は2014-15年度も継続していた。ビジネス・イノベーション・技能省は、2015年4月

に社会福祉分野を優先分野として分類し、これにより社会福祉分野に関する苦情は迅速に処理さ

れるようになった。 

 

3 

Rolling out Universal 

Credit （原文） 

 

ユニバーサル・クレジッ

トの展開（邦題） 

 

2018年 6月 15日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

労働年金省は、労働年齢層の世帯向けに6つの所得審査型給付制度（求職者手当、所得支援手当、

住宅手当、雇用支援手当、勤労税額控除、児童税額控除）を統合し、2010年からユニバーサル・クレ

ジットの導入が着手された。導入によって、①経済的インセンティブを生み出しや手続きの簡素化、

求職者に対する求職活動要件の強化を通じて多くの人々の就労を促進すること、②不正や不備を減ら

すこと、③給付金の管理コストを削減することを目標としていた。当初は2017年10月に完了予定だっ

たが、プログラムの管理や技術開発に問題が生じ、政府は2013年にプログラムを見直した。 

2014年の報告書「Universal Credit: progress update」で、労働年金省はプログラムの管理を安定させた

ものの、複雑に重複したシステムやルールが導入されたことを報告した。2016年には、導入の完了予

定を2022年3月に変更し、さらに2018年には2023年3月まで延長することを発表した。2018年3月の時

点では、すべての給付がユニバーサル・クレジットに移行した場合の10%と見込まれる、約81.5万人

への普及にとどまり、計画の序盤段階であった。 
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【検査の観点・着眼点】 

ユニバーサル・クレジットはどのようなプロセスで進められてきたのか、どれほどの効果があるの

か、目標達成ができるのかについて確認した。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ ユニバーサル・クレジットに関する労働年金省の計画・進捗状況の評価にあたっては、以下を実

施した。①労働年金省の文書の確認（ユニバーサル・クレジットに関する政策・計画の進展と、

それがプログラム等の実施に与えた影響を調べるため）、②労働年金省への職員のインタビュー

（プログラムの検討、実際のサービスとデジタルサービスの進捗状況の把握のため）、③ユニバ

ーサル・クレジットの実施にあたってのアジャイル手法の利用状況の検証、④関係職員へのイン

タビュー及び文書確認（プログラムの移行段階における労働年金省の計画の評価のため）、⑤イ

ンフラ・プロジェクト庁・内閣府の実施ユニット・財務省職員へのインタビュー（ユニバーサ

ル・クレジットの導入の進捗状況に係る見解の聴取のため） 

¶ ユニバーサル・クレジットが実際に申請者等に対して有効であるか、労働年金省がこれまでの実

績から何を教訓としているのかを評価するために、①労働年金省が管理する情報の精査、②5か

所を対象とする事例調査、③ユニバーサル・クレジットに関連する20以上の組織へのインタビュ

ー等を実施した。 

 

【検査結果】 

¶ ユニバーサル・クレジットを継続することに、現実的な代替案は存在せず、これまでのプログラ

ムの推進姿勢は評価するものの、導入過程において、地方や全国の組織から運用に関して多くの

懸念が示されてきた。 

¶ 労働年金省は、デジタルシステムの改善に向けた提案には応じているものの、政策自体への意見

は防御的な姿勢を取っており、ユニバーサル・クレジットが申請者の困窮に繋がっているとの指

摘についても、前払い制度を利用すれば回避できると主張している。このため、申請者の課題を

軽視し、実情を明らかにするために他組織と協力することを避けていることから、申請者に対し

て無関心であるという印象を与えている。 

¶ プログラムの多くの分野でより良い管理を行っているが、現時点のプログラム管理状況のみでバ

リューフォーマネーを判断することはできず、雇用の増加という経済目標が達成されたかどうか

を測定することは困難である。計画が延期されたことや運用コストが従来の給付金制度に比べて
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高いことを考慮すると、現時点ではこのプログラムがバリューフォーマネーに優れているとは言

えず、将来的なバリューフォーマネーも不確実である。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

¶ ユニバーサル・クレジットが目指す成果に向けた進捗の追跡と透明性を改善する。労働年金省

は、その成果をどのように計算するかを明確に示し、第三者が過程をレビューし監視できるよう

奨励するべきである。また、ユニバーサル・クレジットが第三者に与える影響を評価し、その実

施コストを予算に含めるべきである。 

¶ 運用実績と費用が持続的に改善されることを確認してから、管理された移行を通じて申請者数を

増加させるべきである。自動化およびデジタルシステムが、増加した申請者数に対応できる準備

が整っているかを正式に評価し、通常業務が高い申請者数に対応できるようになるまで、プログ

ラムが拡大しないことを確保するべきである。 

¶ ユニバーサル・クレジットが実際にどのように機能しているかについて、共通のエビデンスベー

スを確立するために、配信パートナーと協力する必要がある。労働年金省は、配信パートナーか

らの実施問題や申請者への影響に関するフィードバックを、現場職員やプログラムマネージャー

からの既存のフィードバックとともに考慮すべきである。配信パートナーからのデータやエビデ

ンスを体系的に収集、分析、公開し、現場で実際に何が起きているのか、また提起された問題に

どのように対処しているのかを共通の理解としてまとめる必要がある。 

¶ 第三者が申請者を支援しやすくするための措置を講じる必要がある。具体的には以下が含まれ

る。認証プロセスを簡素化するために、家賃支払ポータルの概念を拡大する（例：保育費用の確

認など）。申請者の同意を得た上で、追加支援の必要性に関する情報など、適切な情報を第三者

と共有する。家賃変更など、申請者支援に役立つ情報を一括でアップロード・ダウンロードでき

るようにする。第三者が、共有された適切な情報を閲覧し、労働年金省と連絡を取り合うための

ジャーナルのバージョンにアクセスできるようにする。 

 

4 

Investigation into errors in 

Employment and Support 

Allowance（原文） 

 

雇用支援手当の誤りに関

する調査（邦題） 

 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

雇用支援手当（Employment and Support Allowance：ESA）は、障害や病気のために働けない人々に

支給される給付金で、拠出ベースと収入ベースの2種類がある。2011年に障害手当や所得手当などの

従来の給付金を受給している人々の再評価を開始し、雇用支援手当の受給資格があると評価された

人々は、「conversion（転換）」というプロセスで雇用支援手当に移行された。2017年に、雇用支援手

当への移行時に推定75,000人が誤って拠出ベースのみで支給され、収入ベースの支給が未払いであっ
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2018年 3月 21日（発行

年月） 

た問題が報じられた。労働年金省は未払い問題に対応するためのチームを設立したが、全給付におけ

る未払いと過払いは引き続き課題となっていた。2017年7月、労働年金省の会計検査を通じて、不正

や不備の原因を理解し、過少支給や過剰支給を減らすための効果的な措置を講じるよう勧告した。 

 

【検査の観点・着眼点】 

調査では、雇用支援手当に関する誤った支払いの規模とその管理方法を検討した。雇用支援手当に

移行した人々に対する未払い問題の不備については、推定75,000人が誤って拠出ベースの雇用支援手

当に設定され、実際には収入ベースの雇用支援手当の権利があった可能性があることが原因である。

調査では、不備の性質、影響を受けた人々および未払い分の支払い計画等の問題の規模、さらに問題

の発見時期、情報処理の方法等の問題に対する労働年金省の管理について検討した。 

 

【検査対象・検査手法】 

不備の性質、影響を受ける人、申請者への影響、労働年金省がどのように不備を特定したのか、不

備の修正計画を確認するための労働年金省の職員へのインタビュー、支援センターのスタッフへの現

場視察、公式ガイダンス、業務計画、内部レビュー文書、定量分析、省庁関係者間の書簡等の文書レ

ビューを行った。 

 

【検査結果】 

¶ 労働年金省は、2011年以降、他の給付金から雇用支援手当に移行した約7万人に対して、給付額

を過少に支払っている。このミスは、収入ベースの雇用支援手当の受給資格があるものの、拠出

ベースの雇用支援手当のみが支給された者に関わるものである 

¶ 過少支給額の平均額は2018-19年半ばには5,000ポンドに達する見込みであり、労働年金省が支払

うべき未払額は総額3億4,000万ポンドに上ると推定されている。労働年金省の1,000件のサンプル

に対する調査では、障害プレミアムのみの受給資格がある45,000人の受給者は2,500ポンド、重度

障害プレミアムの受給資格がある者は約20,000人の受給者は約2,000ポンドの受給が認められる可

能性がある。労働年金省は2019年4月までに未払い金を支払うことを約束している。 

¶ 2022-23年度末までに、当初予想よりも合計で5億7,000万ポンドから8億3,000万ポンド多く払う必

要があると労働年金省は推計している。 

¶ 未払い金が生じた原因は、給付金を雇用支援手当に切り替えるための労働年金省の手順が、当時

の法令を反映していなかったことが挙げられる。受給資格の確認を義務付けられていたが、労働

年金省は、確認をしていたわけではない。法的リスクの評価を行っておらず、上級管理職がその
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ような分析を検討した訳でもない。 

¶ 2014年までこの問題を組織的な問題として認識されていなかった。2013-14年度の不正・エラー

統計を作成する際に、労働年金省の不正・エラー統計チームは、過少支給を原因とするエラーを

特定し、2014年4月に公式にエラーとして分類した。2014年6月に新たな指針を発行したが、既存

の事例を評価する措置を取らなかった。2015年2月に正式な指針を更新した。 

¶ 労働年金省は、最も重い病気や障害を持つ人々が属する雇用支援手当のサポートグループに対す

るプロセスを改善するための指針を提供した。しかし、改定された指針では、労働関連活動グル

ープ（Work-Related Activity Group）の人々を対象としていなかったものの、特別手当に該当する

一部の人々のケースを見直すことを決定した。 

¶ 2014年6月から2015年末まで、労働年金省は既存のエラーに対応しなかった。その後、2016年5月

以降、労働年金省の不正・エラー対策チームは、雇用支援手当の支給不足という継続的で重大な

問題に対処することを促した。2017年7月、労働年金省は、影響を受けた人々を特定する法的責

任があることを認識し、対応策を策定した。 

¶ 労働年金省は、この事例を教訓とすべく、2017年後半に2件の内部調査を実施した。2014年の議

論では法的リスクの理解が不足していたと指摘し、法的リスクに関する決定は上級管理者が行う

べきであるとした。また、財務スタッフが問題の早期通知を受けるべきだったとし、不正とエラ

ーの根本原因を評価し対処することが可能と結論付けた。 

 

5 

The apprenticeships 

programme（原文） 

 

養成訓練制度プログラム

（邦題） 

 

2019年 3月 6日（発行

年月） 

教育省

（DfE）、教育

技能資金庁

（ESFA）、雇用

主主導の養成訓

練制度研究所

（Institute for 

Apprenticeships、

財務省（HM 

Treasury） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

養成訓練制度は、16歳以上を対象とした、仕事と研修を組み合わせた職業プログラムである。12か

月以上の期間で行われ、有給期間の少なくとも20％の時間を職場外研修に充てる必要がある。プログ

ラムは、雇用主や認定された提供者によって実施され、政府が訓練と評価の費用を負担する。 

2017年春、プログラムの実施を支援するために①養成訓練制度が有給期間の少なくとも20%を訓練に

費やすことを求める要件を資金規則に追加、②養成訓練制度基準の策定や基準の承認を支援するため

に雇用主主導の養成訓練制度研究所（Institute for Apprenticeships）を設立、③養成訓練制度賦課金

（apprenticeship levy）の導入（人件費が300万ポンド超の雇用主対象）、④小規模雇用主向けの費用分

担制度（新規の養成訓練制度の訓練・評価費用の10%を雇用主が負担義務）を導入、⑤オンラインサ

ービスの開始などの変更が行われた。養成訓練制度プログラムに対する公的支出は、2010-11年度の12

億ポンドから、2017-18年度には16億ポンドに増加した。2018-19年度の予算は22億ポンドである。 

 

【検査の観点・着眼点】 
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政府は、養成訓練制度を通じて能力と生産性を向上させることを目指しており、教育省は養成訓練

制度の質を担保し公的資金を投じることが求められている。前回の養成訓練制度についての報告は

2016年9月で、当時教育省は制度の拡大・改革の初期段階にあった。それ以降、教育省は、雇用主主

導、雇用主出資のプログラムにするため、大幅な変更を行った。今回の検査では、2016年以降の進捗

状況を検証し、制度変更がバリューフォーマネーを提供しているかについて評価し、支出や予算、プ

ログラムの監督体制などを詳しく検査した。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 養成訓練制度プログラムのバリューフォーマネーを評価している。プログラムの支出・財源、養

成訓練制度プログラムの利用状況、管理状況を検査している。 

¶ 検査手法は以下である。 

¶ 養成訓練制度プログラムの制度設計・財源・実施・監視の役割を担う政府機関の職員への

インタビューの実施（教育省、教育技能資金庁、財務省、雇用主主導の養成訓練制度研究

所、教育水準局（Office for Standards in Education :Ofsted）等） 

¶ 関係書類の確認（2018年12月の教育省の養成訓練制度プログラムのアカウンタビリティ報

告書等） 

¶ 教育省、教育技能資金庁、雇用主主導の養成訓練制度研究所、教育水準局のデータ分析

（例：月別・年別の養成訓練制度開始数に係るデータを用いて、養成訓練制度プログラム

の利用者数の経年変化や指標の実績を分析） 

¶ 雇用主、教育訓練の提供者、地方自治体等の利害関係者に対するインタビュー又は書面で

の回答 

¶ 教育訓練の提供者及び終了時評価機関を対象としたフォーカスグループの開催（プログラ

ムの目標に係る見解や実際の運用状況、プログラム変更の影響などを聴取） 

 

【検査結果】 

教育省は、養成訓練制度の質を向上させ、雇用主のニーズに対応するための改革を進めている。

2017年4月に養成訓練制度プログラムの財源が大きく変更され、2017年4月以降には給与支払額が300

万ポンドを超える雇用主は給与支払額の0.5%を養成訓練制度賦課金として支払うこととなり、雇用主

は賦課金を教育訓練等の費用に用いることが可能となる。賦課金を支払わない企業についても、費用

の10%を支払うことでサービスを受けることが可能となる。しかし、雇用主は、賦課金の利用をあま

り行わず、養成訓練制度の開始数が減少している。プログラムの効果や生産性への影響が明確に示さ



【イギリス NAO】 

196 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

れていないため、現時点ではバリューフォーマネーの達成には課題がある。将来的には、需要が増加

した場合の予算不足のリスクがある、政府は資金の追加提供や養成訓練制度の利用増加の抑制、また

は一部の養成訓練制度への公的資金の削減などの選択を迫られる可能性がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

2019年末までに、教育省、教育技能資金庁、雇用主主導の養成訓練制度研究所（Institute for 

Apprenticeships）、財務省は、以下の措置を行うべきである。 

¶ 養成訓練制度プログラムが生産性に与える影響の測定方法、目標水準の明確化（教育省） 

¶ マイノリティグループ（白人以外の人種の者、様々な障害等を抱える者等）の参加に関するプロ

グラムの成果指標の設定・上乗せ（教育省） 

¶ 特定分野等の養成訓練制度プログラムの優先順位付けによるより高いバリューフォーマネーの実

現の有無の評価（教育省・教育技能資金庁） 

¶ 実務外訓練に20%の時間を費やすことができないリスクの軽減（教育技能資金庁） 

¶ 評価が異なる養成訓練制度プログラム等の間での公平な評価制度の整備（雇用主主導の養成訓練

制度研究所） 

¶ 養成訓練制度プログラムの財政的持続可能性を確保するための財源確保や支出管理策の検討（教

育省・財務省） 

6 

Supporting disabled people 

to work（原文） 

 

障害者の就労支援（邦

題） 

 

2019年 3月 28日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

イギリスでは約760万人の生産年齢人口が障害者である。就業している障害者の数は増加している

ものの、依然として障害や長期間の健康問題は、貧困、学歴の低さ、就業機会の減少と結びついてい

る。障害者の就業率は51.5%と非障害者の81.7%に比べて低い。特に精神的な健康問題や学習障害を持

つ人々は就業がさらに難しい状況にある。 

 

【検査の観点・着眼点】 

障害や健康問題を抱える人々が就労について直面する不利を軽減するための政府の取組を評価して

いる。障害者が仕事に就く際の障壁を克服するための労働年金省の支援や同省の就労支援の役割に焦

点を当てる。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 労働年金省が障害者や健康問題をもつ人々に対する雇用支援をどのように改善しているかを分析

した。障害者のための雇用支援のバリューフォーマネーを評価するために、戦略、ポートフォリ
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オ管理、支援の実施プロセスについて、どのような取り組みが最適であるかを検討する評価基準

を備えた分析フレームワークを用いて、政府の戦略、支援ポートフォリオ、ジョブセンター・プ

ラスでの取組などを検討した。また、就労にあたって障害者個人を支援するプログラム（Access 

to Work等）や障害者の雇用主を支援するプログラムなど様々な雇用支援介入を評価した。 

¶ 障害者の就労支援に関する政府の戦略、現在の目標達成状況を評価した。評価にあたっては、イ

ギリス会計検査院の過去の検査結果、労働年金省・保健社会福祉省のグリーンペーパーをはじめ

とする労働年金省の公表文書・非公表文書、国家統計局の労働力調査のデータ分析、有識者や独

立専門家への諮問、専門家パネルが共通した文書等を用いている。また、介入策の効果に関し

て、雇用関連サービス協会やイギリス支援雇用協会のメンバーとともにワークショップを開催

し、障害者のための雇用サービスを提供する40以上の事業者に意見聴取している。更に、ジョブ

センター・プラスの事務所内での障害者とのかかわりを改善するための労働年金省の取組を評価

するため、4か所のジョブセンターを訪問するとともに、主要なジョブセンター及び地域のスタ

ッフ・地域の訓練提供者・地方自治体への半構造化インタビューやフォーカスグループを実施し

ている。 

 

【検査結果】 

労働年金省は、障害者支援に関する理解が不足しており、十分な実施戦略を持っていないことを認

識している。障害者のジョブセンターでの体験改善や何が効果的であるかのエビデンスベースで改善

するための保健社会福祉省との協力は評価できる一方、改善の具体的な要因は不明である。長年にわ

たる支援プログラムにもかかわらず、何が障害者支援に対して効果的かの理解が進まず、達成すべき

目標も欠如しているため、何が効果的かを明確に理解し、そのエビデンスを活用する計画を立てるま

では、労働年金省がバリューフォーマネーを達成しているとは言えない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働年金省に対して、必要に応じて保健社会福祉省及び仕事と健康ユニット（Work and Health 

Unit）と協力して、以下を行うことを勧告する。 

¶ 明確な説明責任を持った 10 年戦略の実施計画、政府全体での実施調整のためのフォーラム、各

部門の業績を反映する業績評価指標により、明確な政府横断的な戦略策定を主導すること 

¶ エビデンスギャップへの対処に係る計画策定により、障害者の雇用支援に関するエビデンス構築

に係る戦略を策定すること 

¶ ジョブセンターが行うサービスへのよりよい監督体制の構築、マネジメント情報の改善・利用、
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ジョブコーチへの障害者の目標設定の枠組みの提供等のジョブセンターにおけるコーチングの管

理強化 

 

7 

Universal Credit advances 

fraud（原文） 

 

ユニバーサル・クレジッ

トの前払いの不正受給

（邦題） 

 

2020年 3月 20日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

労働年金省は、既存の就労年齢世帯向けの6つの所得審査型給付制度（求職者手当、所得支援手

当、住宅手当、雇用支援手当、勤労税額控除、児童税額控除）を統合するため、ユニバーサル・クレ

ジットを導入した。ユニバーサル・クレジットは、毎月後払いで支給されるため、申請者は受給する

ために申請から最初の支払いを受けるまで少なくとも5週間待たなければならない。労働年金省は、

この空白期間を課題だと認識しており、最初の支払見込額に基づく前払いのオプションが提供されて

いる。これは、評価が完了した後に受け取る可能性が高い金額に基づいて支給される。2019年半ばま

でに、様々なメディアが、ユニバーサル・クレジットの前払いに関する不正の疑惑について報道を行

ってきた。いくつかの違法行為が確認され、中には前払いの金額を増やすために、虚偽の情報を提供

する行為や、第三者の個人識別情報を、本人の承諾の有無にかかわらず、不正に使用するケースがあ

った。さらに、ソーシャルメディアサイトで、前払いに関する不正を行う方法を広めているという疑

惑もあった。 

 

【検査の観点・着眼点】 

2019年7月、当時の労働年金委員会（Work and Pensions Committee）の委員長の要請を受け、労働年

金省がユニバーサル・クレジットの前払いに関する不正をどのように管理しているかを検査した。委

員長が提起した懸念は以下のとおりである。 

¶ 労働年金省がリスク評価の中で、前払いの不正を予測していたかどうか 

¶ 不正に対処するためにどのような対応を取っているか 

¶ 将来的にこのような不正を軽減するために、どのような対応を取る予定なのか 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 労働年金省のユニバーサル・クレジットの前払い制度の責任者であるユニバーサル・クレジット

担当の上級責任者へのインタビュー、労働年金省の関連文書（前払い金の計算方法等に係る技術

文書、労働年金省のシステムから抽出されたユニバーサル・クレジットの請求件数、前払い金の

請求件数、不正受給の懸念レベル等のデータ等）の検査等を実施した。 

¶ 労働年金省は、不正照会及び処置管理システム（Fraud Referral and Intervention Management 

System :FRAIMS）から本報告書の作成に必要な情報の一部を抽出している。 
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【検査結果】 

¶ 労働年金省は、ユニバーサル・クレジットの前払い金が不正の対象となりやすいことは認識して

いたが、受給者のおかれた厳しい環境を緩和しようとした。また、不正のリスクを検討していた

ものの、労働年金省はそのことを文書化していない。 

¶ 労働年金省は、2018年7月のオンラインで前払い金請求を可能とした直後から、不正受給が増加

したことを検知した（2018年7月以前は、不正受給疑いは合計633件、7月単月で179件だが、9月

には2倍以上に増加。2019年7月には15,044件まで増加）。当初は不正受給の発見・防止に焦点を

当てていたが、不正受給の抑止に向けた中長期的な対応を行った（不正受給の方法を共有するよ

うなSNSの削除要請等）。 

¶ 労働年金省は不正受給の疑いのある前払い金請求を10万件程度検知しており、その総額は9,800

万ポンドから1億4,700万ポンドと見積もられる。 

¶ 労働年金省は不正受給の疑いのある請求を検知するための指標を開発している。疑わしいケース

の95％以上を正確に特定できる自動化モデルを試験的に導入した。 

¶ 労働年金省は、2019年末までに不正受給の疑いがあるケースの3分の1を調査した。不正受給が疑

われる事例全てに対処するためには相当な時間がかかる。また、不正な前払い金を全て返金させ

る意向であるが、実際に行われるか不透明であり、長期にわたる可能性がある。 

¶ 労働年金省は、2019年秋から、オンラインでの前払い金請求前に対面での面談を求める、請求の

リアルタイム検証の強化等、前払い金不正受給を減らすための新たな措置を導入した。2019年9

月以降に不正受給の疑いのある事例の数は大幅に減少しており、労働年金省は、当該措置は効果

のあったものと考えている。 

¶ イギリス会計検査院は、対面での面談を実施することで、労働年金省が確認した10万件に加え、

更に49,630件の前払い金の不正受給の可能性がある事例が明らかになったと推定している。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

本報告書において、労働年金省への勧告はなされていない。 
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8 

Universal Credit: getting to 

first payment（原文） 

 

ユニバーサル・クレジッ

ト：初回給付に向けて

（邦題） 

 

2020年 7月 10日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

ユニバーサル・クレジットは、就労中あるいは失業中の受給者向けの給付金である。就労のインセ

ンティブを高め、6つの所得審査型給付制度（求職者手当、所得支援手当、住宅手当、雇用支援手

当、勤労税額控除、児童税額控除）を統合して簡素化するとともに、不正受給や過誤を減らし、給付

の事務コストを低減することを目的としている。労働年金省は、ユニバーサル・クレジットの新規請

求の処理手続きを設けており、2018年6月にイギリス会計検査院が公表した報告書「Rolling out 

Universal Credit」にて報告した。それ以来、自動化や集中業務管理により支払いの迅速化に取り組ん

でいる。また、不正や過誤を防止・検知するための仕組みをシステムに組み込んでいる。 

 

【検査の観点・着眼点】 

ユニバーサル・クレジットの初回の支払を受けるまでの手続きを改善するために、労働年金省がで

きるかぎりのことを行っているかどうか、申請者を効果的に支援しているかを検査するものである。

具体的には、以下に焦点を当てている。 

¶ ユニバーサル・クレジットの初回支払いの手続きを説明し、申請者への影響を考察する。 

¶ COVID-19パンデミックの前の時期において、ユニバーサル・クレジットの初回支払いが、期限

内に、コスト面で効率的に、不正や過誤なく支払われたかどうかを評価する。 

¶ 初回の請求手続きを通じて、労働年金省が申請者を効果的に支援しているかを評価する。 

 

【検査対象・検査手法】 

2019年9月から2020年2月までに収集した証拠を分析し、労働年金省がユニバーサル・クレジットの

初回支払いまでの手続きを管理する方法について分析した。新たな申請手続きの管理・改善、請求者

の支援に、最適な体制を検討する評価基準を用いた分析枠組みを適用した。検査にあたっては以下の

手法を用いている。 

¶ 労働年金省の公開・非公開の文書のレビュー 

¶ ユニバーサル・クレジットの申請者に係る控除や家賃滞納に関する非公開データの分析 

¶ プログラム費用・予測に関する非公開データの検証 

¶ ジョブセンター・サービスセンター1カ所の実地検査（就労コーチやケースマネージャーとのフ

ォーカスグループの実施を含む） 

¶ 利害関係者との協議 

¶ 支払が遅延したユニバーサル・クレジットの事例26件のレビュー等 
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【検査結果】 

ユニバーサル・クレジットの初回支払いを待つ期間は、申請者の財政的困難を悪化させる可能性が

あるが、前回の報告書公表以降、労働年金省は、ユニバーサル・クレジットの初回支払いを期日通り

に全額受け取る割合を約90%に改善している。手続きの自動化と変更により、ユニバーサル・クレジ

ットの請求を徐々に費用面で効率的に実施できているが、不正やエラーへの対処は依然として課題で

ある。多数の人々に影響する手続きを改善することで、今のところ支払いの迅速化に成功している

が、ユニバーサル・クレジットの申請者が増加する中で、期日内に全額を受け取ることができていな

い申請者が多く存在している。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働年金省は、地方自治体・慈善団体・住宅組合等、ユニバーサル・クレジットの申請者を支援す

る組織と協力し、以下のことを行う。 

¶ ユニバーサル・クレジットの申請者を支援する組織と協力し以下のことを行う。 

ü ユニバーサル・クレジットの申請が遅れている人々がいる理由について根拠に基づいて理解

すること 

ü ユニバーサル・クレジットを早期に受給することが得策である場合に、その旨を周知するた

めの情報伝達手段などを検討すること 

ü 脆弱な申請者の数やユニバーサル・クレジットの支払い実績に直接的または間接的に及ぼす

多様性への影響をデータに基づいて正確に把握し、ユニバーサル・クレジットの申請に苦戦

している人々を支援するために活用すること 

ü 申請者向けコミュニケーションの明確性を大幅に改善し、内容を明確かつ適切に調整し、必

要な情報をすべて含むようにすること 

¶ ユニバーサル・クレジットにおける不正や誤りを減らすための計画を策定すること 

¶ 現場の職員が、より多くの支援を必要とする申請者を特定し支援できるように、ユニバーサル・

クレジットのデジタルシステムの改善を優先すること 

¶ 計画された評価の結果に基づいて、「申請支援（Help to Claim）」サービスの提供と資金調達モ

デルを評価し、支払いの迅速性など、サービスの影響を評価するため、データの利用方法を検討

すること 

¶ 主なプログラムの全体的な費用がビジネスケースと比較してどの程度差異があるか継続的に監視

し、大きな変更が確認された場合は議会に情報を提供すること 

 



【イギリス NAO】 

202 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

9 

Employment support（原

文） 

 

雇用支援（邦題） 

 

2021年 6月 9日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

本報告書は通常の検査と異なり、議会等に対して情報提供を行うものであり、労働年金省の目的

や、労働年金省が行う雇用支援について理解したい国会議員やその他の人々にとって有用な内容であ

ることを意図している。本報告書の目的は、労働年金省が雇用支援を提供している理由とどのように

提供しているかを説明すること、特定のプログラムに関する報告書では扱いにくい、労働年金省が雇

用支援全体を提供する際に直面する主なリスクや課題について言及すること、COVID-19パンデミッ

クおよび現在の経済低迷の文脈において、労働年金省の雇用支援提供に対する議会の精査を可能とす

ることである。労働年金省の雇用支援プログラム、特に「ワークプログラム」の過去の事例を検証し

て得られた知見を活用したものである。また「Universal Credit: getting to first payment」および

「Supporting disabled people to work」も参考にしている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本報告書では、COVID-19パンデミックが雇用に与えた影響、パンデミックに対する労働年金省の

対応（目的、主な提供プログラム、計画された支出）、労働年金省がジョブセンターやワークコーチ

を通じて申請者に対して提供する雇用支援などを示している。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ データ分析（労働年金省の給付金受給者の割合に関するデータ、国家統計局の労働力調査に基づ

く雇用率・失業率に関するデータ、歳入関税庁の給与支払いを受ける従業員および新型コロナ

ウイルス雇用維持計画に関するデータ） 

¶ 文書レビュー（事業計画書、評価計画、労働年金省の労働市場を監督する方法を示す調査、ジョ

ブセンターの職員が使用する文書やオンラインツール） 

¶ インタビュー（労働年金省職員（雇用支援に関する労働年金省の目標、パンデミック下の介入の

開発過程、提供方法等を理解するため）、地域の職員・雇用アドバイザー等（求職者を雇用に導

く方法やその際に直面する課題を理解するため）、他省庁の職員（労働市場に関する見解と労働

年金省との連携方法を理解するため）、7つの地方自治体（課題に対する見解を得るため） 

¶ イギリス会計検査院の過去の報告書レビュー 

 

【検査結果】 

COVID-19パンデミック後、労働市場は悪化したが、休業支援計画（furlough scheme）により影響は

ある程度軽減された。データは不確実性があるものの、失業率と非労働力人口が増加したこと、給与
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支払いに登録されている労働者数が減少したこと、経済全体の求人件数が減少したことが明らかとな

った。 

労働年金省は雇用支援への支出を拡大する計画であるが、2008-09年度の不況後に比べると、実質的

な支出額は少ない見込みである。雇用支援介入の費用は、2020-21年度の3億ポンドから2021-22年度に

は25億ポンドへ増加すると予測されており、その増加の大部分はキックスタート計画への支出による

ものである。労働年金省が提供する雇用支援計画の費用は、各計画が提供する支援によって大きく異

なる。ユニバーサル・クレジットを受給している16歳から24歳の若者に対し、労働力技能支援を伴う

追加の雇用機会を提供することを目的としたキックスタート計画は、現在資金提供されているプログ

ラムの中で1件当たりの費用が最も高く、約6,700ポンドである。 

一方で、雇用統計には一部労働者の失業データが反映されていなかったり、失業者で雇用支援の恩

恵を受ける可能性がある人々の中には、必ずしも給付を申請していない者がいたりする課題がある。

加えて、13,500人のワークコーチの追加雇用は人材育成を難しくし、制度の提供サービスの質自体を

低下させてしまう恐れがある。また、地方自治体との協力においては、地域のジョブセンターと自治

体との良好な関係が指摘される一方で、雇用支援が自治体の雇用に関する優先事項と合致するよう、

プログラム設計における自治体の関与や、データの共有といった協力体制が要求されている。 

 

10 

Employment support: The 

Kickstart Scheme（原

文） 

 

雇用支援：キックスター

ト計画（邦題） 

 

2021年 11月 26日（発

行年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

労働年金省は、COVID-19パンデミックによる若年失業の増加に対応するため、2020年9月にキック

スタート計画を開始した。キックスタート計画は、雇用主が若者向けの雇用を創出するための資金を

提供する制度である。各職場では、該当する最低賃金で週25時間以上の労働を提供しなければならな

い。当初の発表では、長期失業のリスクがあるとみなされる16～24歳のユニバーサル・クレジット受

給者に6か月間の就労機会を提供することを目的としており、予算は最大19億ポンドだった。2021年

12月までに25万人の若者を支援する予定だったが、最終的には2022年9月まで延長された。キックス

タート計画は、労働年金省が若者向けに提供する主力の雇用支援施策であり、現在提供している雇用

支援制度の中で、一人当たりの費用が最も高い施策である。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本報告書は、労働年金省がキックスタート計画を、費用に値する価値を支援するよう管理している

かを検査する。検査は、以下の三点に着目する。 

¶ キックスタート計画の仕組み、目的、および現在までの主要な実績と費用 

¶ キックスタート計画の設計と実施において、労働年金省がどのようにバリューフォーマネーを考
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慮したか 

¶ バリューフォーマネーに対する主要なリスクとそのアプローチの影響に対する労働年金省の管理

（特に、キックスタート計画の仕事と研修の質に対する管理、最も恩恵を受ける可能性が高い

人々や地域へのターゲティング、助成金処理の効率性、不正や誤りに関する管理） 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 労働年金省がキックスタート計画の目的を達成し、バリューフォーマネーを支援する形で管理し

ているか判断するため、2021年5月から2021年11月までに収集した証拠を分析 

¶ COVID-19パンデミックにおけるキックスタート計画に関する政府の対応について、労働年金省

が重要な意思決定を行うために利用できた公開情報（2021年6月9日に公開された労働年金省の雇

用支援に関する報告書、2015年に発行された「Competitive and demand-led grants: good practice 

guide」、政策、プログラム、事業の評価および影響測定に関する財務省の報告書）の確認 

¶ 国家統計局の労働力調査等の労働市場データや経済指標の検討 

¶ 労働年金省の担当者や地方の担当者とインタビュー申請の承認プロセスと助成金の支払いプロセ

スについて、一連の行政手続きの視察 

¶ キックスタートの事業計画書、政策提出書類、内部レビュー会議の議事録などの文書レビュー 

¶ 外部のステークホルダー（スコットランド政府、ウェールズ政府、平等人権委員会、地方自治体

協会、ノーフォーク郡議会、ユース雇用グループ、雇用関連サービス協会、雇用主、大学教授

等）にインタビュー 

 

【検査結果】 

労働年金省は、COVID-19パンデミックが長期的に若年層の失業率が大幅に上昇し、若者の就労の

機会に悪影響を及ぼさないよう、2020年の夏にキックスタート計画を開始した。しかし、実際には繰

り返し行われたロックダウンの影響で、パンデミックの初期にユニバーサル・クレジットの申請を始

めた多くの若者が、制度が本格的に指導する1年以上前に、ユニバーサル・クレジットを受けてい

た。プログラムが拡大し、政府は本来自力で創出されたであろう仕事に対して補助金を支給するリス

クが高まったが、労働年金省は、多くの若年失業者に対して前向きな影響を与える可能性があるとい

う理由で、プロセスを継続することとした。 

プログラムの全体的な影響は、資金提供された仕事の追加性、参加者の体験の質、そして最も効果

を得る可能性が高い人々にターゲットを絞った運営に依存している。この影響が完全に明らかになる

のは、参加者の将来の雇用見通しに関する評価を数年後に完了するまで分からないため、その間、労
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働年金省が、目標達成に向けて順調に進んでいるかを監督し、必要に応じてプログラムを調整するこ

とが重要である。労働年金省は、仕事を創出するために適切な若者をターゲットにする役割を、担当

者のコーチに大きく依存しており、仕事が追加的で適切なトレーニングとサポートが含まれているこ

とを確認するために事前の審査を行っている。しかし、各職業が資金提供された後、それに関する監

督は比較的に少なく、結果としてキックスタート計画が実際に意図した通りのよい影響を与えている

かについての検証が限られている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

¶ 労働年金省は、キックスタート計画が対象を最適に絞ったものになるように、現場指導員を以下

の方法で監督すること。 

¶ 変化する経済下で、最も効果を得る可能性が高い計画の参加者の特徴を確認し、明確にす

ること 

¶ ユニバーサル・クレジットを受給している若年層の人口を特徴に基づいて分析し、計画に

適した人数を評価すること 

¶ 最も支援の効果を得ると考える参加者の特徴を持つ若者に、支援が届いているかに関する

統計を公開すること 

¶ 現場指導員がリスクのある人々にターゲットを絞り、必要に応じてさらなるガイダンスを

提供しているかを確認すること 

¶ 労働年金省は、キックスタート計画の適性がありながら、いまだに応募していない人々が多い理

由を評価するため、以下の方法を実施すること。 

¶ 現場指導員を通じて、キックスタート計画に適性でありながら、いまだに応募していない

人々や、キックスタート計画の仕事を得られていない若年層に関する情報を収集すること 

¶ 特定された課題に対処するために何ができるかを評価すること 

¶ 結果を国会に報告し、将来の計画策定に向けて教訓を得ること 

¶ キックスタート計画で創出された仕事が追加的な経済効果を生むことを確実にするために、労働

年金省は可能な限り、そのような効果を示す指標を以下の方法で監督するべきである。 

¶ キックスタート計画に参加している雇用主が、申請で設定した追加性に関する条件を満た

しているかどうかを確認するため、雇用主に対する定期的な監督および検査を実施するこ

と 

¶ 追加的な経済効果を生み出す可能性が高い仕事の論理的な段階と基準を設定すること 

¶ 計画されている評価で、参加組織に対するキックスタート計画の経済効果について、定量
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的および定性的な評価を提供すること 

¶ キックスタート計画の参加者が仕事とともに質の高い支援を受けられるように、労働年金省は、

以下の方法で提供される支援を監督するべきである。 

¶ キックスタート計画の参加者が受けるべき雇用支援の質と量に関する基準を設定し、その

基準をベンチマークとして使用すること 

¶ キックスタート計画に参加している雇用支援機関が提供している支援について、積極的な

定期的監督を実施すること 

¶ 雇用主が不十分な雇用支援を提供した場合に、資金回収の権利を設定し、実行すること 

¶ 公共および議会への説明責任を支援し、長期的な価値を確保するために、労働年金省は、以下の

方法で透明性を確保するべきである。 

¶ キックスタート計画の進捗に関する定期的かつ即時的な統計を公開すること 

¶ 元の計画に基づく少なくとも5年間のキックスタート計画の影響を監督すること 

¶ 計画されている評価の結果を、利用可能になり次第、迅速に公開すること 

¶ 今後の計画における、プログラムの管理に必要なデータと、プログラムに関する定期的な

統計を公開する範囲とスケジュールを明確に示すこと 

¶ 将来的にキックスタート計画に類似した計画を迅速かつ効果的に実施できるようにするため、労

働年金省は、以下のことを行うべきである。 

¶ キックスタート計画終了後も維持できる設計要素、インフラ、能力、機能などを特定する

こと 

¶ プログラムを迅速に拡大する方法について、十分な教訓を収集すること 
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Developing workforce 

skills for a strong economy

（原文） 

 

強い経済のための労働力

技能の開発（邦題） 

 

2022年 7月 13日（発行

年月） 

教育省（DfE） 

 

※技能開発を支

援する役割を担

う他の部局も対

象である 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

教育省は、「労働市場における技能や能力の供給を改善し、生産性を均等化し、人々の就労を支援

することで、経済成長を促進する」という目標を掲げており、イングランドの技能政策を主導し、バ

リューフォーマネーを得る責任がある。この成果を達成するため、ビジネス・エネルギー・産業戦略

省（Department for Business, Energy and Industrial strategy :BEIS）、デジタル・文化・メディア・スポー

ツ省（Department for Digital, Culture, Media and Sport :DCMS）、住宅・コミュニティ省（Department for 

Levelling Up, Housing and Communities :DLUHC）、労働年金省（Department for Work and 

Pensions :DWP）の支援を必要としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 
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技能開発に関する政策が、労働力の技能向上に効果的かどうかを調査した。対象とする技能は、職

場で発揮される技術的な技能に焦点を当てており、基礎的な技能や個人の雇用可能性を向上させるた

めの技能、学術教育は対象外である。分析では、イングランドの労働力技能の開発に焦点を当ててい

るが、データを集計することができなかった分析については、イングランドの一部を対象としてい

る。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 教育省職員のインタビュー（教育省の技能システムに対する計画、技能改革プログラム、介入に

対する評価の取り決め、他省庁と協力するための取り決めなどを調査するため） 

¶ ビジネス・エネルギー・産業戦略省、デジタル・文化・メディア・スポーツ省、住宅・地方自治

省、労働年金省職員へのインタビュー（政府横断的な協力および協働の取り決め、各省庁の具体

的な技能介入および雇用主やその他の関係者とのかかわりなどを調査するため） 

¶ 公開されている資料および他の文書レビュー（労働力技能の教科に関する教育省の戦略と目標、

パフォーマンスの監督および評価方法などを調査するため） 

¶ 労働力技能に関するデータ分析 

¶ ステークホルダーとの協議（労働力技能に関する政府の役割や支援状況などの意見を収集するた

め） 

 

【検査結果】 

十分に技能を持った労働者は、国の経済成功と広範な政府目標の達成に不可欠である。教育省は近

年、アプローチを強化し、理解を深め、監督を改善し、一貫性を持って対応している。 

一方で、技能に関する課題は大きくなり、主要な指標は悪化している。雇用主による労働力訓練への

投資が減少し、政府資金による技能プログラムへの参加も減少、これらのプログラムが生産性に与え

る影響も低下している。労働市場の広範な変化も課題を増大させている。 

政府は以前よりも効果的に技能の提供を支援する必要がある。教育省は雇用主主導のシステムにそ

の成功を賭けているが、現状では雇用主が十分に関与する準備が整っているかどうかが不明で、成功

するかどうかの条件が整っていない可能性がある。このため、政府の活動が活発化し良い意図がある

にもかかわらず、そのアプローチがこれまでの取り組みと同様に、労働力技能を支援する上で成功し

ないリスクが存在する。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 



【イギリス NAO】 

208 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

教育省が主導し、関連省庁の支援を受けながら、政府は以下の取り組みを行うべきである。 

¶ 「Skills for Jobs」白書のアプローチに基づき、労働力技能に関する目標を達成するための戦略と

支援実施計画を策定するべきである。 

¶ 政府の技能関連プロジェクト全体の管理を強化するため、各省庁の成果指標に基づく定期的な報

告を労働市場運営グループに行い、政府横断的な組織がどのように連携するかを明確にする。教

育省は特に内閣府と協力する必要がある。 

¶ 現在および将来の技能格差、技能訓練への参加に対する障壁、およびこれらの障壁にどのように

対処できるかを含め、労働人口に占める割合が増加している高齢労働者に関する具体的な問題を

検討する。教育省は特に労働年金省と協力する必要がある。 

¶ 2030年の地域格差解消に向けた目標を効果的に達成するために、連合自治体やその他の地方公共

団体と協力し、計画が問題なく進んでいるかを定期的に報告する。特に住宅・コミュニティ省と

協力する必要がある。 

¶ 将来の能力開発団体を支援し、最も重要な予測分野に注力させる。また、この団体が生成する情

報や見識を活用することによって、利害関係者に効果的な影響を与えているかどうかを評価す

る。 
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Delivery of employment 

support schemes in 

response to the COVID-19 

pandemic （原文） 

 

COVID-19パンデミック

に対応した雇用支援計画

の提供（邦題） 

 

2022年 10月 13日（発

行年月） 

財務省（HM 

Treasury）、 

歳入関税庁

（HMRC） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

2020年10月の報告書では、財務省と歳入関税庁がコロナウイルス雇用支援計画（Coronavirus Job 

Retention Scheme :CJRS）と自営業者支援計画（Self-Employment Income Support Scheme :SEISS）を迅

速に実施し、短期的には雇用を確保するという目標を達成したものの、一部の人々は支援を受けられ

なかったことも指摘した。またこれらの計画で発生する可能性のある誤りや不正のリスクを管理する

能力がバリューフォーマネーを評価する上で重要な要素になるだろうとも指摘された。本報告書では

2020年10月から計画が終了するまでの2021年9月末までの財務省および歳入関税庁の残りの対応に焦

点を当てている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本報告書では、計画の残りの期間中のリスク管理方法、計画の影響、誤りや不正のリスク管理につ

いて、以下の点について検査する。 

¶ 雇用支援計画が所得と労働市場への支援という目的を達成し、以前は計画から除外されていた

人々に支援が行き届いたかどうか 

¶ 計画の後半において、計画の実施をどのように管理したか、また不正や誤りのリスクを管理しつ
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つ、ターゲットを絞ることによって、バリューフォーマネーを向上させようとした試み 

¶ 歳入関税庁が不正や誤りの水準をどのように推定し、検出するための法令管理作業をどのように

行ったか 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 研究範囲に関する説明会（teach-ins）、情報要件の議論、初期の調査結果の検討、財務省と歳入

関税庁職員との毎週の連絡会議を含む、50回以上の会議。参加した関係者は以下の通り。 

¶ 財務省と歳入関税庁の法令管理体制を主導した、歳入関税庁の顧客コンプライアンスグル

ープの職員及び不正調査サービスを含むコンプライアンス案件に直接関与した職員 

¶ 計画のモニタリングと評価に関する議論を行った歳入関税庁の知識・分析・情報チーム 

¶ 計画の設計と実施に関与した歳入関税庁および財務省の政策担当職員 

¶ 歳入関税庁の内部監査チーム 

¶ 政府研究所（Institute for Government）、国立経済社会研究所（National Institute for Economic and 

Social Research）、税務協会（Chartered Institute of Taxation）、Resolution Foundation、CIFAS130

（不正防止専門機関）、独立系専門職および自営業者協会（Association of Independent 

Professionals and Self-Employed）といった機関や団体の専門家との意見交換 

¶ 雇用支援計画、自営業支援計画等の政策文書や、計画の評価に関する影響の分析、不正や誤りの

推定値を導き出すための手法といった、数百点の文書レビュー 

¶ 歳入関税庁が実施した支払後の法令遵守に関する案件のサンプルのレビュー 

¶ 雇用支援計画、自営業者支援計画と類似の支援を行う７か国を対象とした調査 

¶ 定量分析 

¶ 計画の利用率および費用に関する定量分析を行い、支払後の管理の分析では、投入された

リソース、いくつかの介入から得られた効果、および案件処理にかかった時間を検討した 

¶ 歳入関税庁は、自己申告納税者の人口に関する分析を実施し、結果を会計検査院の専門家

がレビューした 

¶ 対象とする人々に支援が行き届き、計画の目的を達成したかを確認するため、計画のマク

ロ経済的影響に関する第三者の分析を活用した 

¶ 雇用支援計画と自営業者支援計画に関する、過去の会計検査院の分析の検討。 

 

【検査結果】 

 
130 https://www.cifas.org.uk/  

https://www.cifas.org.uk/
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雇用支援制度はCOVID-19パンデミック中に経済に不可欠な支援を提供し、失業を防ぐ目的を達成

した。制度は迅速に導入されましたが、設計の迅速さとパンデミックの経過の不確実性により、欠陥

が生じた。政府は制度の範囲を広げ、アクセス性を改善したが、無駄な支出や不正・誤りのコスト削

減には更なる改善が必要だった。 

制度のコストは約1,000億ポンドで、意図的に寛容な設計が要因である。明確な財務影響テストを早

期に活用していれば、パンデミックによって実際に収入が影響を受けた人々に財政支援をより的確に

提供することができ、バリューフォーマネーを向上させることができたかもしれない。このようなテ

ストを適用する際に、申請者の不正や誤りのリスクを考慮したとしても、効果は期待される。現在、

大規模な不正や誤りの回収は困難であるため、政府は引き続き不正対策に努め、最も重大なケースに

は法的措置を講じる必要がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

¶ 支払いが終了したものの、不正や誤りへの対処の必要性は継続しているため、歳入関税庁は以下

のことを行う。 

¶ 法令順守業務の方法論を強化する一環として、法令違反の主なリスクに対する対応実績を

分析し、リスクのある申請を特定し対処するために使用できる追加のデータを特定するこ

と 

¶ 内閣府および政府の反不正組織と協力して、給付申請者に関するデータ収集を改善し、歳

入関税庁と他の公共機関でデータを共有する速度を向上させることで、リスクのある申請

を特定する能力を高めること 

¶ 現時点での実績を踏まえ、法令順守業務に対する期待を再確認し、刑事調査の件数やリス

ク額を公表することで抑止力を働かせること 

¶ 不正や誤りの推定方法を改善する一環として、計画ごとの不正や誤りの未検出の推定を作

成し、必要に応じて有識者を取り込み、組織的な犯罪による不正の範囲と規模を評価する

こと 

¶ すべての法令順守介入の結果に関するデータを定期的に収集し、それらを基に計画やリス

クに応じて法令順守スタッフを配分すること 

¶ 不正や誤りの対処について、財務省は以下のことを行う。 

¶ 不正や誤りに取り組むことが費用対効果に優れている場合、政府の給付や支援制度全体で

効率的に不正を追及できるよう、歳入関税庁およびその他の省庁に十分な資源が確保され

るようにすること 
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¶ 計画のバリューフォーマネーを評価し、将来の教訓を得るために、財務省は以下のことを行う。 

¶ 計画の評価の一環として、無駄な支出の範囲を定義し、評価すること 

¶ 今後、同様の給付計画を設計する際には、閣僚の検討のために測定可能な財政的影響テス

トを考案すること 

¶ 将来的な危機に対して、政府がどのように対応すべきかを決定するために、歳入関税庁および財

務省は以下のことを行う。 

¶ 将来の計画のアクセス向上や無駄な支出、誤り、不正を減少させるために必要なデータを

特定すること（歳入関税庁） 

¶ 雇用支援計画および自営業者支援計画における法令順守対応から得た教訓を活用し、将来

の支援計画における法令違反の主な原因を迅速に特定・評価し、対応方法を検討するこ

と。また不正に対しては罰則を設けること（歳入関税庁） 

¶ 経済危機に対応するための頑健な計画を策定すること（財務省） 
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The Restart scheme for 

long‑term unemployed 

people（原文） 

 

長期失業者のためのリス

タート計画（邦題） 

 

2022年 12月 2日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

COVID-19パンデミックにより失業者が急増し、求人が減少した。2020年7月、労働年金省はリスタ

ート計画を発表し、29億ポンドの資金で長期失業者に最大12か月の個別支援を提供することを目指

し、約143万人の支援を見込んでいた。リスタート計画が開始されて間もなく、同プログラムの対象

者数が予想を大幅に下回っていることに気づき、この問題に対応するため、プログラムの対象資格基

準を拡大し、また計画内容を再検討し、より多くの人が支援対象になるようにした。現在、労働年金

省は、リスタート計画の総費用を16億8,000万ポンド、約69万2,000人がプログラムに参加すると予測

している。これは、計画当初の予想額の65%、当初期待していた参加者の48%に相当し、この変更に

よりリスタート計画の説得力は必然的に低下した。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本報告書は、2021年6月の「雇用支援」（COVID-19パンデミックが労働市場に与えた影響と労働年

金省の対応の概要を概観した報告書）と2021年11月の「雇用支援：キックスタート計画」（若者を対

象とした労働年金省の雇用対策を詳細に検討した報告書）を基に、長期失業者への雇用支援策である

リスタート計画に関して、需要の減少および計画の再検証の決定を踏まえて分析している。報告書で

は、リスタート計画が長期給付受給者のニーズに応じて設計されたか、労働年金省は、この制度に対

する需要を把握していたか、商業的なアプローチが適切だったか、経済的根拠を持つかを評価してい

る。 
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【検査対象・検査手法】 

2022年1月から11月にかけて、以下の取り組みを実施した。 

¶ 関係者へインタビュー 

¶ リスタート計画に関する職員（政策立案、採算性、分析および評価担当者）との議論 

¶ 失業者への支援提供とリスタート計画に関して、専門家の関係団体へのインタビュー 

¶ リスタート計画に関する実績等について、リスタート計画の請負企業の幹部職員へのインタ

ビュー 

¶ 労働年金省の取り組みへのフォローアップ、インタビューや現地視察等の他の調査から得られた

結果との照合、プログラムデータへの情報提供を目的として、リスタート計画の事業計画書、大

臣への提出書類、評価報告書等の文書レビュー 

¶ 労働市場に関する国立統計局のデータ、労働市場の予測に関する予算責任局のデータ、労働年金

省が発表した失業関連の給付受給者に関するデータの分析 

¶ リスタート計画について、現場職員による申請者への対応の様子の視察や、現場職員との議論の

ため、2022年4月から5月の間に、労働年金省のジョブセンターとその地域の雇用支援事業者への

現地視察を実施 

 

【検査結果】 

リスタート計画は、長期失業者の就労を支援する有益なサービスであり、経済全体にも大きな利益

をもたらした。しかし、労働年金省は需要の過小評価により、プログラムのコストを抑えることがで

きなかった結果、リスタート計画は、一人当たりのコストは当初の予定より高く、また以前の同様の

制度よりも高い。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働年金省は、将来的に再び経済危機が起こった際に、リスタート計画のような雇用支援プログラ

ムを導入する可能性が高いため、リスタート計画で得た知見を活かし準備を整えるべきであり、労働

年金省は以下のことを行う。 

¶ 現在の経済予測を踏まえ、リスタート計画の需要が増加する可能性があるかを検討し、今後の契

約に関するシナリオ計画を改善すること 

¶ 参加者が同じ情報を繰り返し伝えなくても済むように、今後の契約外の雇用支援プログラムに関

して、ジョブセンターと提供者間での情報提供を改善すること 
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¶ リスタート計画を評価し、今後の支援提供に役立てるため、提供者から得られる情報の収集と活

用を行うこと 

¶ 雇用支援を必要とする対象者を把握する能力を向上させること 

¶ 対象者がジョブセンターの使用頻度を減らすことを検討すること 

¶ 成果連動型報酬（Payment by Results）の継続的な改善を行うこと 

¶ 雇用支援の規模拡大と縮小コストの削減を行うこと 

¶ 今後の契約で、対象者のサービス基準を評価する情報の改善を行うこと 

¶ 雇用支援プログラムの透明性を高めること 
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Transforming health 

assessments for disability 

benefits（原文） 

 

障害給付のための健康評

価の変革（邦題） 

 

2023年 6月 23日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

現在、約390万人の就業年齢層が、雇用支援手当（Employment and Support Allowance :ESA）、ユニ

バーサル・クレジット、自立支援給付（Personal Independence Payment :PIP）などの障害給付を少なく

とも１つ受給している。労働年金省は、これらの給付等の対象者を評価するため、機能的健康評価を

使用している。2021年の健康変革プログラムの事業計画で、これらの給付の受給者数が、2020-21年度

の約480万件から、2025-26年度には約580万人に増加すると予測している。労働年金省は、2021年5月

の事業計画で、2019-20年度（COVID-19パンデミック前）に、評価と資格決定を必要とする190万件の

障害給付申請を支援する費用が11億ポンドと推定しており、そのうち4億1000万ポンドはプロバイダ

ーが実施した評価の費用である。雇用支援手当およびユニバーサル・クレジットの場合、労働能力評

価において、病気や障害が申請者の就労能力にどのように影響するかを評価している。自立支援給付

と、雇用支援手当あるいはユニバーサル・クレジットの両方に申請する場合、現在、別の機能的健康

評価を2回受ける必要がある。 

2016年の報告書では、労働年金省は新たな契約に移行する際に雇用支援手当の評価に対してより多

くの費用を支払うことが予想され、その商業プロバイダーは評価数や評価に関する報告書の質につい

て、労働年金省の目標を達成していなかった。2018年、下院の労働年金委員会は、評価プロセスが 

大多数の申請者にとっては満足のいくものだったが、一部の申請者には十分でないと結論付けた。同

委員会では、申請者が評価プロセスに不信感を抱いていることを指摘した。2023年3月、一部プロセ

スは改善されたものの、多くの問題が依然として残っていると委員会は報告した。 

労働年金省は、申請と評価プロセスの改善を目的としたプログラムを立ち上げた。プログラムは2018

年7月に作業を開始し、2019年3月に発表された。これは、政府の現在のポートフォリオの中で最も価

値のある大規模な変革およびサービス提供プログラムの一つであり、2029年まで継続され、10億ポン

ド以上の費用がかかると予測されている。このプログラムを通じて、すべての障害関連給付の機能的
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健康評価を提供するための単一契約による統合サービスの構築など、申請の負担を減らすことを目指

している。2023年3月、労働年金省は、健康および障害に関するホワイトペーパーを発表し、より多

くの障害者や健康問題を抱える人が「仕事を始め、続け、成功させる」ための新しい政策アプローチ

を示した。 

 

【検査の観点・着眼点】 

報告書では、労働年金省の健康変革プログラムの進展状況を初期段階で評価している。また、機能

的健康評価の基本的性能、労働年金省による機能的健康評価への変革へのアプローチ、そして健康変

革プログラムの実施における課題を分析している。 

 

【検査対象・検査手法】 

公開文書（政策文書、議会質問への回答、下院の労働年金委員会への報告書など）および非公開の

文書（事業計画書、契約書、政府関連文書、障害者福祉サービスの実績に関する管理情報など）を調

査し、それぞれの文書を評価基準に基づいてレビューした。労働年金省の職員や機能的健康評価の商

業提供者、関連機関へのインタビューを通じて、プログラムの実施状況とリスクを評価した。また、

労働年金省のデータ（自立支援給付のアセスメントおよび労働能力アセスメントデータ、アセスメン

ト報告書の品質、自立支援給付および労働能力アセスメントの所用時間データ）の定量分析を行い、

顧客満足度や評価報告書の品質を確認した。さらに、関係者への相談や現地視察を通じて、申請プロ

セスや実施状況に関する知見を得た。 

 

【検査結果】 

健康変革プログラムは、機能的健康評価のコスト、タイムライン、精度を大幅に改善し、申請者の

経験とシステムへの信頼を向上させることを目指しており、労働年金省が障害者給付の改革を進める

主要な手段である。ただし、健康変革プログラムの規模と複雑さから、時間や費用の超過、意図した

利益を達成するには高いリスクが伴う。 

健康変革プログラムのスケジュールは契約の期間の長さと新しい契約の調達の必要性に依存してお

り、COVID-19パンデミックや商業的アプローチの変化によって遅延が発生している。労働年金省は

サービスを提供者間でどのように統合するか、十分なテストを可能にする中間モデルをどのように構

築するか、健康変革プログラムが計画された効果を達成しているかについての評価方法などの課題が

残っている。労働年金省は、最近発表したホワイトペーパーにおける制度改革が、健康変革プログラ

ムの詳細な費用、効果、スケジュールにどのような影響を与えるかはまだ把握していない。また健康
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変革プログラムが、さらなる変更にも対応する必要がある可能性も高い。全体として、バリューフォ

ーマネーに関するリスクが依然として存在しており、健康変革プログラムが意図されたすべての効果

を実現するためには、これらのリスクを慎重に管理する必要がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働年金省は、以下のことを行う。 

¶ 事業計画を見直し、ホワイトペーパーの内容を組み込んだ、最新の事業計画書の作成すること。

なお、以下の内容を含むこと。 

¶ テスト・アンド・ラーン活動、新しい法律、健康評価サービスの開発に対して、楽観主義

バイアスと予備費を考慮すること 

¶ 相互依存関係および政策や立法の変更などの外部の変化からのリスクを含む、異なるシナ

リオに対する計画を踏まえ、プログラム目標に対する長期的なリスクを個別および総合的

に把握すること 

¶ 労働年金省がプログラムのテスト・アンド・ラーン活動を追跡し、健康評価アセスメント

が次の段階に進む準備が整っているかどうかを評価する基準を確立するための作業を完了

すること 

¶ プログラムのデジタル開発に対する効果的な保証と管理が行われていることを示し、労働

年金省の他の部門のデジタル化に関する調整方法について、プログラムとは独立した監督

を使用すること 

¶ プログラムの適切な段階で中間的なターゲットモデルを作成し、テスト・アンド・ラーン活動を

継続的に進化させるべきである。以下の内容を含むこと。 

¶ 2029年までの新しいサービスに関して、どの方法が最適であるかをテスト・アンド・ラー

ンすることにより、労働年金省と契約者が実装すべき内容を明確にすること 

¶ テスト・アンド・ラーン活動、効果の追跡、およびプログラムの評価を可能にするため、

新しいサービスが生成すべきデータと証拠を明確にすること 

¶ 健康評価サービスがどのようにベンチマークとなり、暫定的な機能評価サービスとの比較

データをどのように活用するかを明確にすること 



【イギリス NAO】 

216 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

¶ 医療専門職および意思決定者にフィードバックを提供し、強制的な再認定131や審理から得

られたデータを使用するなどして、意思決定の一貫性を保証するメカニズムを確立するこ

と 

¶ プログラムに関して透明性を担保するため、以下の情報を公開することによって、議会などのス

テークホルダーがプログラムの目標、実績、および新しい取り組みに適応する柔軟性を理解でき

るようにすること 

¶ 新しい事業計画書 

¶ プログラムの実行とその効果の実現を監督するために使用する指標 

¶ サービスの実績に関する定期的なデータ 

¶ プログラムの効果実現に関するデータおよび評価 

 

15 

Progress in implementing 

Universal Credit（原文） 

 

ユニバーサル・クレジッ

ト実施の進捗状況（邦

題） 

 

2024年 2月 27日（発行

年月） 

労働年金省

（DWP） 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

2010年に労働年金省は、就労中および就労していない人々を支援するユニバーサル・クレジットの

導入を発表し、6つの所得審査型給付制度（求職者手当、所得支援手当、住宅手当、雇用支援手当、

勤労税額控除、児童税額控除）を統合した。ユニバーサル・クレジットは、生活費を支援する給付で

あり、主な目的は、人々に就労した方が、生活が向上することを明確に伝えることである。就労する

ことで、受給資格が急激に失われ生活がさらに苦しくなる状況を回避するためである。労働年金省

は、ユニバーサル・クレジットを通じて、より充実した経済的インセンティブ、簡素化された手続

き、申請者に対する求職活動の義務付けの強化により、より多くの人々の就労を促進することを目指

している。また不正や誤支給の削減、給付管理コストの削減への寄与も期待されている。労働年金省

は2017年までに800万世帯をユニバーサル・クレジットに移行させる計画だったが、システム開発の

初期段階で問題が発生し2013年にプログラムを再設定することとなった。労働年金省は、2018年にユ

ニバーサル・クレジットの新規申請を全国規模で展開し、2018年時点での詳細を記載した2018年の事

業計画の中で、2022年3月までにユニバーサル・クレジットへの移行を完了させる意向を示した。

2022年11月、労働年金省は2018年の事業計画の一部を更新した。2023年4月から全国的な移行が始ま

り、2023年12月時点で約630万人がユニバーサル・クレジットを請求しており、2022-23年度には412億

ポンドがユニバーサル・クレジット給付として支払われた。 

 

 
131 社会保障給付等に不服がある者が、労働年金省等に対して不服を申し立てることができる制度である。通常は、強制的な再認定を請求した後でなければ、裁判

所に対して訴訟を提起することができない。 
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【検査の観点・着眼点】 

本報告書では、労働年金省がユニバーサル・クレジットの導入作業を適切に進めているかを検証す

る。バリューフォーマネーを評価するための基準として、ユニバーサル・クレジットの実施について

2018年の報告書で期待された進捗が達成されているか、従来の給付からユニバーサル・クレジットへ

効果的に移行させる管理準備が整っているか、従来の給付からユニバーサル・クレジットへの移行を

完了させる計画があるかについて検討している。 

 

【検査対象・検査手法】 

¶ 労働年金省がユニバーサル・クレジットの実施において、全体として達成した進捗状況、および

移行プロセスに関する詳細な計画と進捗について理解するため、ユニバーサル・クレジットの主

要責任者および労働年金省の職員にインタビューを行った。 

¶ 他機関のインタビュー先は以下に示すところである。 

¶ 移行プロセスにおける歳入関税庁の役割と、労働年金省との連携について理解するため、

税額控除からユニバーサル・クレジットへの移行を支援する歳入関税庁の担当者にオンラ

インインタビューを実施した。 

¶ ユニバーサル・クレジットを含む、政府の主要プロジェクトに関して、労働年金省のプロ

グラムの監査と精査を担当する、インフラ・プロジェクト庁（Infrastructure and Projects 

Authority :IPA）の担当者にオンラインインタビューを実施した。 

¶ 労働年金省からの助成金によって提供されている市民相談所の「申請支援（Help to 

Claim）」サービスについて議論するとともに、ステークホルダー向けの諮問への意見を

求めるため、市民相談所（Citizens Advice）の担当者にオンラインインタビューを実施し

た。 

¶ ユニバーサル・クレジット導入における、労働年金省の全体的な進捗状況、従来の給付からユニ

バーサル・クレジットへの移行に関する計画と進捗状況、移行の完了に関する計画について理解

するため、以下の文書をレビューした。 

¶ ユニバーサル・クレジット事業計画、進捗報告書、リスク登録、管理情報などを含むユニ

バーサル・クレジットプログラム委員会の文書などの労働年金省の未公表文書 

¶ 発表や声明、議会質問への回答、政策文書、評価報告書などの労働年金省の公表文書 

¶ 下院の会計委員会および労働年金委員会に提出された証拠および同委員会の公表した報告

書 

¶ ユニバーサル・クレジットの申請プロセスについて理解を深めること、労働年金省の意思決定者
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の役割を議論し視察すること、ユニバーサル・クレジット移行における労働年金省の取組につい

て議論し視察すること、労働年金省担当者と移行プロセスにおける経験や他業務との関連性につ

いて議論することを目的に、2023年10月に、労働年金省の拠点である、ボルトンとプレストンの

サービスセンターに現地訪問した。 

¶ 以下に示すデータを用い、定量的分析を行った。 

¶ ユニバーサル・クレジットの実施における労働年金省の全体的な進捗状況を評価するた

め、ユニバーサル・クレジットおよび従来の給付の受給者数に関するデータを用い、労働

年金省の未公表の推定値および計画と比較した。 

¶ 受給者に送付された移行通知の件数および結果に関するデータを用い、ユニバーサル・ク

レジットの受給者のうち、ユニバーサル・クレジットの申請者数と未申請者数、および未

申請のために従来の給付が停止された人数を割り出した。また、労働年金省が送付した移

行通知数と送付した移行通知の予測数値とを比較した。 

¶ ユニバーサル・クレジットに関する財務状況を把握するため、政府による公的資金援助の

発表、労働年金省による未公表の2018年の事業計画および2023年12月までの推定費用と利

益に関するデータ、労働年金省による未公表の費用および支出等の財務データを分析し

た。 

¶ 障害者権利、福祉権利、貧困緩和など様々なステークホルダー団体から意見を収集することを目

指し、連絡を取った13団体のうち、8団体（子どもの貧困対策グル－プ、市民相談所、障害者権

利擁護団体、慈善団体、全国住宅連盟、Policy in Practice、司法ネットワーク（Rightsnet）、フー

ドバンク支援団体（The Trussell Trust））から面談または書面にて、以下の点について質問し

た。 

¶ 従来の給付からユニバーサル・クレジットへの移行について、労働年金省がどの程度順調

に進んでいると考えるか。 

¶ 申請者がユニバーサル・クレジットへ移行する上で、現在または将来的に促進する要因や

阻害要因は何か。 

¶ ユニバーサル・クレジットへの移行の際に、脆弱な申請者が労働年金省の支援を必要とす

る場合、その支援は利用可能で効果的か。 

¶ 労働年金省は、移行プロセスに、貴団体をどのように関与させているか。 

¶ ユニバーサル・クレジットへの移行において、主な機会とリスクは何か。 

 

【検査結果】 
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労働年金省は、2024年末までに大多数のユニバーサル・クレジット移行を完了させる見込みで、最

初は比較的に単純なケースが予想される税額控除の受給者から移行を開始した。今後より支援が必要

だと予想される、従来の給付受給者の移行には、多くの課題に直面する可能性がある。現在の主な課

題は、税額控除の受給者の一部がユニバーサル・クレジットに申請しないことであり、労働年金省は

ユニバーサル・クレジットに移行しない受給者が経済的困難に陥っていないか、適切に支援を受けて

いることを確認する必要がある。 

COVID-19パンデミック初期の2020年は、ユニバーサル・クレジットに予期しなかった大幅な需要

増加をもたらしたが、ユニバーサル・クレジットは対応する能力を示した。ただし、申請の増加に対

応するために一部のコントロールを緩めたため、不正や誤りも増加した。全体的には、2018年の事業

計画以来、ユニバーサル・クレジットの実施完了日が少なくとも6年延び、実施コストの見積もりが9

億ポンド（45%）以上増加した。それにもかかわらず、労働年金省は2022年の評価でユニバーサル・

クレジットの費用対効果が依然として高いと結論付けた。労働年金省の評価では、ユニバーサル・ク

レジットは、少なくとも短期的には一部の受給者の労働市場に良い影響を与えていることが示されて

おり、またユニバーサル・クレジットの全てのメリットがコストを上回っていると確信している。し

かし、2018年の事業計画で予測された規模の利益を、ユニバーサル・クレジットが達成していること

を示す証拠はない。労働年金省は、ユニバーサル・クレジットを推進するにあたり、ユニバーサル・

クレジットが完全に実施されたときに、最大限の価値を確保できるよう、費用対効果を保証し、また

教訓を得るために、影響評価を引き続き発展させる必要がある。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

労働年金省は、以下のことを行う。 

¶ 一般的な給付実現に関する進捗とともに、特に労働市場への影響を評価する業務の一環として、

モニタリング、調査、評価を行い、ユニバーサル・クレジットの効果的な運用に関する根拠を構

築し続けること 

¶ 雇用支援手当受給者の、ユニバーサル・クレジットへの移行の遅延による影響を反映させるため

に、費用や効果の推定値を更新すること 

¶ 従来の給付受給者の一部がユニバーサル・クレジットを申請しない理由をより深く理解するため

に必要な調査と試験を継続し、必要な場合には、そのアプローチを適応させ、申請の障壁に対処

するために迅速な対応を取ること 

¶ 調査と試験の結果を踏まえ、より脆弱な受給者がユニバーサル・クレジットに移行する際に、労

働年金省の従来の給付受給者への効果的な支援を提供するための適切な手配を整えること 
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３．ドイツ会計検査院 BRH における労働施策に対する検査の概要 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

1 

Arbeitsmarktstatus von 

erwerbsfähigen 

Leistungsberechtigten 

bei den gemeinsamen 

Einrichtungen （原文） 

 

共同施設における雇用可

能な受益者の労働市場の

状況（邦題） 

連邦労働社会省 

連邦雇用庁 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

ジョブセンターにおける失業関連施策を対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

予算執行の財務に直接影響するものではないが、ジョブセンターにおいて登録された失業者の就業

状況が、職業紹介・カウンセリング情報システム（以下 “VerBIS”）に正確に記録されているか検

査している。 

 

【検査対象・検査手法】 

連邦労働社会省傘下ジョブセンター219か所において登録された失業者770人のデータを検査対象と

している。なお、信頼水準90%、許容誤差±3%と設定したうえで必要なサンプル数を752例＋安全マー

ジンと計算し、サンプル・サイズを決定している。 

システムに登録されている原データに加えて、ジョブセンターのその他書類を参照している。ま

た、連邦雇用庁の統計・労働市場報告担当部署に対する失業統計に係るヒアリングも実施している。 

 

【検査結果】 

770人のうち66人（8.6%）が、統計基準日である2017年4月12日時点においてシステム上の統計ステ

ータスに誤りがあった。うち45件は3か月以上、14件は1年以上ステータスが不正確であった。2017年

4月にジョブセンターに登録された3,375,507人のうち、平均約290,000人に影響が及んだものと推計

される。 

2016年1月から2017年9月までの間に、ジョブセンターは検査対象の失業者770人のうち210人

（27.3％）について誤ったステータスをVerBISに登録していた。また、2016年1月から2017年9月まで

の検査対象期間について、ジョブセンターは770人のうち159人（20.6%）を期限内に失業者として登

録していなかった。また、ジョブセンターは、求職者としてリストアップされていた就労給付金請求

者をシステムから誤って削除していた。これらにより、長期失業統計の計数を違法に引き下げ、支

援・統合の機会を減らすことに繋がっていた。 

統合専門家（ジョブセンターにおいて求職者の求職を支援する担当者）がVerBISの手続きにおいて

不正確な登録情報を検索することができない。連邦雇用庁がまとめて検索した上で、ジョブセンター

に提供しているが、ジョブセンターはこれを修正作業に用いていないように見受けられる。 
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

連邦労働社会省・連邦雇用庁に対し、失業統計の正確性を確認し、誤りを修正することを勧告し

た。 

ジョブセンターに対し、何カ月も支援を受けていない失業者を、法的に義務付けられているカウンセ

リングや職業紹介に参画させることを勧告した。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

連邦労働社会省・連邦雇用庁は「統計とデータの品質」を主題とする取組みを実施した。連邦雇用

庁は、様々な規制を策定するとともに、システムを再構築し、地方への監督を強化して、修正作業を

実施した。連邦雇用庁は、質的・量的な最低基準を策定しようとしている。 

連邦雇用庁は、ジョブセンターの関与の下で、通知の見直しを行う予定である。2019年9月に新たな

規則を制定した。 

ジョブセンターは2019年4月以降にリストの修正を行い、失業統計の有効性が高まった（失業者数

は3%程度上昇し、都市州の増加率は5.4%と高く、いくつかの大都市では10%以上上昇した） 

 

2 

Assistierte Ausbildung 

im Rechtskreis SGB III

（原文） 

 

SGB III の法的分野にお

けるアシスト付き養成

訓練（邦題） 

連邦雇用庁 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

ドイツ社会法第3編（SGBⅢ）の法的分野におけるアシスト付き養成訓練（以下“AsA”）を検査対

象としている。 

2015年に立法機関は、旧社会法第3編に従い、AsAに関する規則を制定した。AsAは、とりわけ不利

な立場にある若者たちが、デュアルシステムによる企業内職業訓練へ移行・修了し、労働市場に関与

することを支援することを目的としている。 

AsAは2020年5月の法律により訓練関連の別途の支援と統合されている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

2017年に実施したAsAの検査による指摘事項に対する連邦雇用庁の改善状況を検査した。 

2017年の検査では、①利用者の少なさ（定員の23.1%が充足されず850万ユーロの無駄が発生）、②

参加資格の確認が不十分であること（参加者の28.9%の適格性が確認されず）への指摘がなされた。 

 

【検査対象・検査手法】 

2018年から2019年の間に開始された研修支援プログラムの下での388の措置全てを対象とし、参加
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番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

者7,314名の記録を検査対象とした。 

検査にあたっては、連邦雇用庁のデータベース、IDEA監査ソフトウェア等によるデータ抽出を実施

している。また、連邦雇用庁とのオンライン会議を実施している。 

 

【検査結果】 

 ̧ 連邦雇用庁は2018年3月から2019年6月に388の研修支援プログラムに資金提供した。うち90.5%の

プログラムにおいて利用枠に空きがあった。18.7%の枠が利用されておらず、そこに460万ユーロ

が支出された。 

 ̧ 388のAsA参加者の51.2%が、途中で終了した。終了理由が「モチベーション低下」である参加者

は、途中修了者の27.9%であった。 

 ̧ 無作為に抽出した98件の検査対象プログラムのうち53件（54.1%）において、助成金受給要件の

充足状況に関する検討内容を職業紹介・カウンセリング情報誌システムにおけるデータセットに

登録していなかった。 

 ̧ AsAの支援を受けて企業内職業訓練を終了する目標は、600名の参加者のうち122名（20.3%）が達

成している。 

 ̧ AsAの受講者数は2017年以降、大幅に減少している。2019年には前年比で26.9%減少している。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

AsAの利用率が低迷しており、かつ途中終了した者が多いことを懸念しており、研修支援プログラ

ムについて改善が急務である。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

連邦雇用庁は、AsAが十分に活用されていないことを認めている。同庁は、法定の資金調達要件を

遵守しなければならないこと、および、個々の支援ニーズに基づいて、この制度を的を絞った方法で

利用しなければならないことに同意している。 

連邦雇用庁は、システム手続き等を変更した。 

 

3 

Betreuung von 

Leistungsberechtigten 

nach Vollendung des 

連邦労働社会省 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

55歳以降の就労等支援を受ける資格のある個人に対してジョブセンターが提供する支援を検査対象

としている。 

社会法典第2編（SGBⅡ）に基づく標準給付の受給資格（以下 “受給者”）を有する者は573万人、
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55. Lebensjahres durch 

die Jobcenter （原文） 

 

ジョブセンターによる

55歳以降の給付金受給

者への支援（邦題） 

うち55歳以上の者は74万人である（いずれも2021年3月現在）。 

SGBⅡに第53a条を追加したが、第2項において、「就労可能で失業給付受給資格を有する者で、58

歳に達した者は、少なくとも12カ月間、社会保険の適用対象となる雇用を提示されることなく求職者

向基本保障給付を受給した場合、当該期間満了後、給付金請求期間中は失業者とみなされない」と規

定されている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

合規性の観点から、55歳以上の求職者に対して、ジョブセンターが法令に従って支援等を実施して

いるかどうかを検査している。 

 

【検査対象・検査手法】 

5か所（うち4か所は地方自治体と連邦雇用庁が共同で設定している機関、1か所は認可自治体が単

独設定している機関）のジョブセンターにおける322の事例を検査対象としている。160事例は2019年

6月1日に57歳以上のものを対象として2017年6月から2019年5月までの状況を、162事例は60歳の誕生

日から3年間の状況を個別に調査した。求職者等のデータベース等を参照している。 

 

【検査結果】 

① 統合専門家（ジョブセンターにおいて求職者の求職を支援する担当者）の中には、SGBⅡ第53a条

第2項を理由として、高齢の求職者に対する支援を行わなかった者が含まれる。これはSGBⅡの基

本要件に反するものと考えられる。 

② 214人の受給者のうち、195人については就職にあたっての課題が記録されているが、これらの課

題を克服するための活動はほとんど実施されていない。また、給付金受給のためのITシステム

に、行動計画が記録されていないケースが見られた（検査対象のジョブセンターの1か所では大

半のケースで未記載） 

③ SGBⅡ第10条（2）第3項では、就業場所が従前の就業場所よりも居住地から離れているという理

由だけでは、仕事を拒否することができないと規定している。しかし、ITシステムにおいて、各

受給者に対して仕事の検索範囲が半径50km未満に限定されていることが頻繁にみられる。また、

求職申込書にアクセスできない事態も発生していた。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① 連邦労働社会省に対し、全ての高齢受給者が適切な求職支援を受けることができるよう更なる努



【ドイツ BRH】 

224 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

力を行うよう勧告する。また、SGBⅡに第53a条第2項の廃止又は当該規定が高齢の求職者に対す

る職業紹介を行わないものではないことの明確化を求める。 

② 統合専門家が、受給者の就職を妨げる課題を記録しているにも関わらず、それら課題を解決する

ための行動をほとんど行っていないことを憂慮している。ジョブセンターに対して、受給者の就

職を妨げる課題を解決するため、適切な措置を取ることを勧告する。 

③ SGBⅡの要件に従わず、理由が文書化されないまま、多くのケースで求職にあたっての距離制限

がなされていることを憂慮している。近い距離に限定した求職活動は、例外的な場合のみ、限ら

れた期間においてのみ許可されるべきである。また、求職申込にあたっては、適切かつエラーが

発生しないようにすることが必要である。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

① 連邦労働社会省は、SGBⅡ第53a条第2項は高齢の求職者に対する職業紹介に影響を与えるもので

はなく、連邦会計検査院の批判が正当なものであると考えられる。ただし、COVID- 19関連の対策

等を優先するため、直ちに法改正を行うことが不可能であるが、技術的指示による明確化は実施

済である。なお、2024年時点ではSGBⅡに第53a条第2項は削除されている。 

② 連邦雇用庁は、就職を妨げる課題の解決に向け、迅速かつ意識的に取り組むべきとする連邦会計

検査院の見解に同意する。 

③ 連邦雇用庁は、データ品質に課題があることに同意する。 

 

4 

Bundesagentur für 

Arbeit muss 

Dienstleistungen für 

Jobcenter 

kostendeckend 

kalkulieren （原文） 

 

連邦雇用庁はジョブセン

ターのサービス費用を算

定しなければならない

（邦題） 

連邦雇用庁 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

連邦雇用庁がジョブセンターに対して行う各種サービスが検査対象である。 

ジョブセンターのうち、連邦雇用庁が地方公共団体と共同で運営しているものについては、費用は

連邦政府・地方自治体からの税財源によって賄われている。 

連邦雇用庁は、主に失業保険の拠出金を財源としているが、失業保険の拠出金は、SGBⅢに基づく

雇用促進サービスのみに用いることができることとなっている。連邦雇用庁は、ジョブセンターに対

して、電話サポート等のサービスを提供しているが、これらサービスの費用はジョブセンターから払

い戻しを受けることとなっている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

合規性の観点から、連邦雇用庁がジョブセンターに対して行う各種サービスに係る対価支払いが法

令に適合しているかどうかを検査している。 
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【検査対象・検査手法】 

連邦雇用庁の過去の決算情報等を参照している。 

 

【検査結果】 

連邦雇用庁は、2017年から2019年までの支出超過額を2,190万ユーロと算出している。2019年に

は、連邦雇用庁が提供する25のサービスのうち、19のサービスで、収入が支出から3%以上乖離してい

た。 

連邦雇用庁は、サービス提供のために必要な人件費・物件費の一部を、サービス費用（連邦雇用庁

がジョブセンターから償還を受ける費用）算出にあたって考慮していなかった。2017年から2019年の

間に、サービス費用が2,700万ユーロ過少計上されており、全体で4,890万ユーロの赤字となってい

た。 

この金額は、連邦雇用庁の財源である失業保険からの拠出金によって補填されていた。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

連邦雇用庁は、収入と支出が見合わない状況を考慮し、サービス費用の見直しを行うべきであっ

た。 

連邦雇用庁は、サービス費用と対価を均衡させるという法的義務を果たしていない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

連邦雇用庁は、連邦雇用庁とジョブセンターのコストを厳格に分離することは、両者の責任や業務

の分離に繋がるため、両者のシナジー効果を打ち消し、多額の追加経費の原因となることを懸念して

いる。ただし、今後はより精緻な費用計上を行うことを約束している。 

 

5 

Auslastung von 

Vergabemaßnahmen in 

den Rechtskreisen SGB 

III und SGB II （原

文） 

 

連邦労働社会省 

連邦雇用庁 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

SGBⅢに基づく労働市場措置（積極的な雇用促進措置）は主に雇用機関によって実施され、SGBⅡに

基づく労働市場措置（求職者の基本的補償措置）は主にジョブセンターによって実施される。なお、

これらの労働市場措置の実施に当たっては、雇用機関やジョブセンターから事業者への委託契約によ

って行われる（労働市場措置の調達）。 

 

【検査の観点・着眼点】 
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SGBⅢ及び SGBⅡの法的

分野における調達措置の

活用（邦題） 

雇用機関及びジョブセンターによる労働市場措置の調達が経済的に行われているか、調達した労働

市場措置に係る参加枠の充足状況が把握されているか、などに着眼して検査が行われた。 

 

【検査対象・検査手法】 

雇用機関及びジョブセンターが2017年に調達した40,575件の労働市場措置（SGBⅢ：25,407件、SGB

Ⅱ：15,168件）のうち、雇用機関及びジョブセンターが参加枠を割り当てる必要がある34,096件

（SGBⅢ：19,935件、SGBⅡ：14,161件）を母集団とし、そこからサンプルとして2,767件（SGBⅢ：

1,441件、SGBⅡ：1,326件）を無作為抽出して充足・未充足の参加枠に対する支出の検査が行われ

た。また、この結果をもとに、数理統計学的手法により、34,096件における未充足の参加枠に対する

支出額を推計している。 

 

【検査結果】 

サンプルとなった労働市場措置について、SGBⅢでは1,441件のうち1,045件（72.5%）が、SGBⅡで

は1,326件のうち983件（74.1%）が十分に利用されていないことが明らかとなり、2,767件のサンプル

のうち2,028件で未充足の参加枠が発生していた。 

支出状況を見ると、SGBⅢの1,441件について2億6,300万ユーロが支出され、うち3,220万ユーロ

（12.2%）が未充足の参加枠に対する支出であった。また、SGBⅡの1,326件については1億4,430万ユ

ーロが支出され、うち2,300万ユーロ（15.9%）が未充足の参加枠に対する支出であった。 

これらの結果を2017年に調達された34,096件の労働市場措置に適用すると、うち約25,000件（73%）

が十分に利用されていないと想定され、未充足の参加枠に対する支出は3億5,700万ユーロ（SGBⅢ：2

億6,3000万ユーロ、SGBⅡ：9,400万ユーロ）と推計された。 

そして、連邦雇用庁、雇用機関、ジョブセンターのいずれも、調達した労働市場措置の充足状況を

包括的にモニタリングしていない。2018年以降、連邦雇用庁は4種類の若年者向け労働市場措置につ

いて、雇用機関が利用状況をモニタリングできるIT手続を提供しているが、他の労働市場措置につい

ては把握できない。また、ジョブセンターはデータ保護上の理由から、このIT手続を利用して利用状

況をモニタリングすることはできず、相当する他の手続もない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

雇用機関及びジョブセンターが、本検査の対象となったSGBⅢ及びSGBⅡに基づく労働市場措置の4

分の3において未充足の参加枠があったにもかかわらず措置に係る費用の全額を支払ったという事実

は懸念されるべきである。充足された参加枠をベースにした支払いとすれば財政的な不利益を回避す
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ることが可能である。雇用機関は、未充足の場合における費用負担のリスクをすべて契約相手方に転

嫁することは現実的ではないとするが、参加枠の未充足は一定の範囲内でのみ許容されるものであ

り、本検査による3億5,700万ユーロという支出は明らかに限度を超えており許容できず、資金の経済

的な活用という原則に反している。 

また、調達した労働市場措置の利用状況に係るモニタリングについて、SGBⅢ及びSGBⅡのすべての

労働市場措置が含まれているわけではない点で不十分である。雇用機関もジョブセンターも、未充足

の参加枠の状況とそれに伴う財政的影響について包括的な把握ができておらず、連邦雇用庁について

も同様に当てはまる。 

その上で、雇用機関及びジョブセンターが需要に基づいた現実的な調達を行うこと、充足された参

加枠をベースにした支払いに移行すること、SGBⅢ及びSGBⅡに基づく労働市場措置の利用状況を包括

的にモニタリング可能とすること等を勧告した。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

連邦雇用庁は、十分に利用されていない労働市場措置の割合を特定するための会計検査院の方法論

が基本的に適切であること、労働市場措置の利用が望ましい水準に達していないことに同意した。 

また、連邦雇用庁は、調達する参加枠に関する不適切な評価が、労働市場措置が十分に利用されない

原因の一つである可能性があることにも同意した。 

連邦雇用庁は、2018年以降、一定の最低参加枠に対してのみ支出する契約の増加、契約期間の短

縮、4種類の若年者向け労働市場措置の利用状況モニタリングといった措置を講じてきたことを強調

したうえで、今後もさらなる措置を検討・実施するとしている。 

2021年には、既存のIT手続の対象に成人向け労働市場措置も含めるよう拡大する方針である。ジョ

ブセンターについては、別のIT手続により利用状況を把握する予定である。これにより、2023年には

利用状況に関する照会にも対応可能となる見込みである。 

連邦労働社会省は、労働市場措置の現実的な調達や利用状況の継続的なモニタリングに当たって必

要な措置を講じる必要性について同意した。また、利用状況をさらに拡大する必要があることについ

ても認識を共有した。そのために、利用状況のモニタリングシステムを導入する連邦雇用庁の取組を

これまで支持してきたが、さらなる開発について連邦雇用庁を支援するとした。 

 

6 

Konjunkturelles 

Kurzarbeitergeld in 

der Covid - 19- Pandemie 

連邦労働社会省 

連邦雇用庁 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

操業短縮手当（Kurzarbeitergeld ）は、景気後退等により休業あるいは企業等における週当たりの

労働時間を短縮せざるを得ない場合に、休業・労働時間短縮を求められた労働者に対して、連邦雇用
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-  Schlussfolgerungen 

für die 

Weiterentwicklung des 

Kriseninstrumentariums  

（原文） 

 

 

新型コロナウイルスによ

るパンデミックにおける

経済的な操業短縮手当 -  

危機管理制度のさらなる

発展に向けた結論（邦

題） 

庁が減少した賃金の一部を補填するものである。新型コロナウイルス感染症前から導入されていた

が、新型コロナウイルス感染症の下（以下「コロナ禍」）で要件緩和や補填率の引き上げなどの特例

措置が設けられている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

コロナ禍における操業短縮手当の課題や改善点について、有効性・経済性・効率性の観点から評価

している。 

 

【検査対象・検査手法】 

操業短縮手当を対象としている。検査手法として、操業短縮手当の給付にあたっての連邦労働社会

省や連邦雇用庁のデータの分析、職員に対するインタビュー等を実施している。 

 

【検査結果】 

① コロナ禍における操業短縮手当の特別措置の適用期限が何度か延長されている（当初は2021年末

までの時限措置だが、一部規定は2023年6月まで延長）が、そのことは労働時間の一時的な減少

を補償するという操業短縮手当の本来の目的と乖離しているものである。特別措置を長期にわた

って適用することで、企業内部での雇用調整等の必要性を低下させ、企業にとって不要な労働者

が雇用され続けることにつながり、財源である雇用保険料や税財源が非効率的に用いられる。 

② 財務面から見て雇用維持に問題のない企業に対しても適用されている。また、別途救済措置が設

けられている企業・業種については、特別措置の適用が制度目的に合致しているのか疑問が生じ

る。（例として、医療機関に対する支援制度（COVID- 19- Krankenhausentlastungsgesetz）） 操

業短縮手当の特別措置の適用条件が広範であり対象を限定していないことによって、死荷重効果

のリスクが高くなっている。 

③ 2021年1月以降に、2か月後ごとに操業短縮手当の支給状況について報告しているが、統計データ

に適時性・内容面から重大な問題がある。連邦労働社会省は特別措置の延長にあたって、業種特

有のニーズを理由としたが、実際に特別規定が特定の業界への支援に適しているか評価すること

ができなかった。 

④ 特別措置により、操業短縮手当の不正受給のリスクが高まっている。しかし、連邦雇用庁は、不

正受給の疑いがある、あるいは実際に不正受給と確定した事例を体系的に記録していない。ま

た、不正受給の疑いのある事案の処理についても不適切な点がある。例えば、連邦会計検査院の

調査対象の事案のうち3分の1で手続が文書化されていない。さらに、連邦雇用庁は不正受給によ
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る経済的損失の定量化ができていない。 

⑤ 操業短縮手当の受給資格が最終的に確定するのは、最終的な検査の段階である。しかし、手当の

支給から最終的な検査の準備を整えるまで、1年を要した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① 連邦労働社会省・連邦雇用庁に対して、操業短縮手当の特別措置の利用状況を分析することを推

奨する。望ましくない利用がみられる場合には、必要に応じて特別措置の内容を見直すべきであ

る。特に社会保険料の雇用主負担分の還付（特別措置の一環として、雇用主負担分が還付され

る）、一時金支給における労働時間減少の閾値の低さについて問題意識がある。また、簡素化手

続き規定については絶対に必要期間を超えて存続させるべきではない。 

② 連邦労働社会省は、新型コロナウイルス感染症により、危機を受ける主体・規模を分析した上

で、適切な支援のあり方を検討すべきである。 

③ 連邦労働社会省・連邦雇用庁は、操業短縮手当に係るデータ整備が必要である。 

④ 連邦労働社会省・連邦雇用庁は、操業短縮手当の不正受給の検知及び防止に向けた取組みを改善

することが必要である。また、責任と手続きを明確化すべきである。 

⑤ 危機的な状況においては、簡素な申請・決裁プロセスが求められるが、適法性を犠牲にしてはな

らない。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

① 連邦労働社会省の見解としては、企業・業種ごとの取扱いに関して、労働時間の減少が、直接又

は間接にコロナ禍に起因するものであるのか、明確な法的基準を設けることは難しいとしてい

る。また、サプライチェーンや相互依存関係等を考慮すると、企業・業種によって異なる措置を

設けることは従業員の不公平な取扱いに繋がりうると指摘している。 

② 連邦労働社会省は、社会保険料の雇用主負担分の還付については、2022年秋の予算委員会に置い

て、賞与支給・配当金支払い等がなされた場合には除外とすることができないか検討すると表明

した。なお、その後2023年6月に、社会保険料の雇用主負担分の還付について、利益や配当を考

慮すると通知。 

③ 連邦労働社会省および連邦雇用庁は、操業短縮手当に係る統計の充実に向けて取り組むと述べて

いるが、ITシステムを適応させる必要があるため、時間がかかる。2021- 22年年度・2023- 24年度

の労働・開発プログラムにおいて、評価オプションの拡張が予定されている。 

④ 連邦雇用庁は、不正受給への対応に組織的な問題はないとしつつ、書類の不備や個別のケースの
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誤った処理があることを認めた。連邦労働社会省は、連邦雇用庁による不正受給の記録に関する

改善の必要性を確認するとともに、連邦雇用庁における改善に向けた努力を認めた。 

⑤ 連邦労働社会省は、操業短縮手当を申請した企業は仮決定された時点で後日、最終的な検査を受

けることを想定しなければならないと指摘し、連邦雇用庁も最終的な検査の必要性を常に強調し

ていたことから、不正受給のインセンティブは生じなかったと主張した。 

 

7 

Bedarfsgerechte 

Veranschlagung und 

Verteilung der  

Mittel f ür 

Eingliederungsleistung

en in der  

Grundsicherung f ür 

Arbeitsuchende （原

文） 

 

 

求職者の基本所得支援に

おける統合サービスのた

めのニーズに基づく予算

編成と資金配分（邦題） 

連邦労働社会省 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

求職者に対する基礎保障制度（Grundsicherung für Arbeitsuchende）を対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

経済性、効率性の観点から、各ジョブセンターに配分された予算が適切なものであるのかを検査し

ている。 

 

【検査対象・検査手法】 

連邦労働社会省（以下“BMAS”）、連邦労働局本部・地方事務所、ジョブセンター12カ所を検査対

象としている。求職者に対する基礎保障制度の対象者数・予算額等の統計利用、BMASによる配分額決

定根拠となる各種資料の収集・分析、ジョブセンターの予算管理や契約管理・業務実施状況等に係る

資料の収集・分析、職員へのインタビューを実施しているものと思料される。分析については、時系

列分析等が主であり計量的手法は用いていない。 

 

【検査結果】 

BMASによるジョブセンター毎の予算配分に当たっては、前年度のジョブセンター毎の求職者数を基

本として設定されるが、①労働年齢人口に占める求職者の割合、②長期受給者の割合による補正がな

されている。BMASは当該補正の有効性をまだ確認していない。 

2023年にウクライナからの難民に対する特別配分がなされたが、ジョブセンター毎のウクライナ国

籍の求職者数に応じた配分となっていた。 

ジョブセンターの中には、特別配分の使用見込みがないが、割り当てがなされているところもあ

る。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① ジョブセンターへの資金配分は、実際のニーズに即したとなるよう再構築することを勧告する。
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例えば、求職者一人当たりの定額配分に基づくことで達成できる。他方、労働市場政策の優先事

項に基づく配分は追加資金によって賄うことができる。また、求職者のグループごとに定額配分

額を変えることで、個別のジョブセンターの状況を考慮することが可能となる。 

② 資金配分にあたって、労働年齢人口に占める求職者の割合、長期受給者の割合による補正の効果

は実証されておらず、悪影響が生じる可能性が高いことから、中長期的に廃止すべきである。 

③ 年度途中におけるジョブセンター間の資金の融通を効率的に行うため、資金使途を管理するため

の指標を策定すべきである。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

① ジョブセンターへの資金配分を求職者一人当たりの定額配分に基づくべきとの勧告についてはコ

メントしていない。 

② 補正される金額割合が小さいこと、補正により資金を受け取っているジョブセンターは平均して

高い支出率となっていること、地域毎の事情に配慮する観点から、労働年齢人口に占める求職者

の割合、長期受給者の割合による補正を廃止することは望んでいない。 

③ 年度途中におけるジョブセンター間の資金の再配分は、ジョブセンターの責任の観点から否定的

である。 

 

8 

Bundesprogramm 

“Ausbildungsplätze 

sichern” （APS ） -  

Teil 1  （原文） 

 

連邦プログラム「職業訓

練ポストの確保」‐第 1

部 （邦題） 

連邦雇用庁 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

連邦雇用庁（以下“BA”）による連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」（以下“APS”）の助

成指針の実施状況を検査の対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

BAがAPSの助成指針とそれに基づく申請を適切かつ経済的に実施していたかという観点から検査が

行われた。 

 

【検査対象・検査手法】 

2021年10月27日時点で、若年者職業訓練支援を目的とするボーナス（職業訓練ボーナス、職業訓練

ボーナス・プラス、訓練生引受けボーナス）の申請件数は54,995件、助成金（職業訓練手当助成金、

トレーナー報酬助成金、ロックダウンⅡ特別助成金）の申請件数は27,440件であった。このうちサン

プルケースとして、職業訓練ボーナス60件、職業訓練ボーナス・プラス60件、訓練生引受けボーナス

30件、職業訓練手当助成金60件、トレーナー報酬助成金60件、ロックダウンⅡ特別助成金30件を無作



【ドイツ BRH】 

232 

 

 

番号 タイトル 検査対象機関等 概要 

為に選択し、これら300件について検査が行われた。 

 

【検査結果】 

① 職業訓練ボーナス、職業訓練ボーナス・プラスについて、検査対象となった118件のうち14件の

処理に誤りがあった。例として、試用期間終了の3か月以上前に申請が承認されたケース、申請

書類に不備があったケースのほか、2つのケースでは職業訓練生の人数に関して申請書と商工会

議所発行証明書で記載が異なっていたものの、その点に関して事実関係を明らかにしなかったた

めに、事実と異なる形でボーナスが承認された。 

② 助成金（申請期限）について、2つのケースでは企業が期限の翌月に申請していたにもかかわら

ず申請が承認されていた。また、あるケースでは申請書の提出が遅れたという理由で申請が却下

されていたが、助成指針の変更により実際には遡及申請が可能となっていた。 

③ 助成金（申請書類等の不備）について、申請書がないケースが1件あったほか、申請書類の一部

が不足していたり不備があるケースが数件あった。 

④ デミニマス証明書及び少額助成証明書のランダムフォローアップについて、BA本部では申請の際

にこれらを要求する手順を雇用機関（以下“AA”）に任せていたところ、その手続がAAによって

異なっていた。また、今回の検査対象となった300件では、これらを要求していなかった。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① 不当に支払われた職業訓練ボーナスや職業訓練ボーナス・プラスの回収を検討するよう勧告し

た。 

② BAの行動について、適法性が確保されなければならないと勧告した。 

③ 助成金の不当な支払いを避けるため、すべての書類が適切に提出され、電子ファイル（e- file ）

化されていることを確認するよう勧告した。 

④ 今後は BA本部又は地域総局において、各 AAが適切に証明書を要求するよう、あるいはレビュー

すべきケースの最低数を設定し、各 AAがその規模により独自の裁量で設定するよう勧告した。 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

① BAは、不当に支払われたケースを調査し、必要に応じてその適法性を立証したとした。 

② BAは、指摘を受けたケースについて、適法性を立証したとした。1つ目のケースについて、申請

は電子メールで期限内に受信されており、期限内の申請であることが確認されたとした。 

③ BAは、すべての申請関連書類がe- file で確認できる必要があるという点について同意した。 

④ BAは、今後、同様のケースの取扱いに関して検討する意向を表明した。 
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9 

Bundesprogramm 

“Ausbildungsplätze 

sichern” （APS ） -  

Teil 2 （原文） 

 

連邦プログラム「職業訓

練ポストの確保」‐第 2

部 （邦題） 

連邦労働社会省 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

連邦労働社会省（以下“BMAS”）による連邦プログラム「職業訓練ポストの確保」（以下

“APS”）の助成指針の策定・変更に係る状況を検査の対象としている。 

※助成指針は策定後に3回の変更がなされたところ、本報告書では、助成対象企業の拡大や助成金

の増額等を内容とした2回目の変更に着目している。 

 

【検査の観点・着眼点】 

BMASによるAPSの助成指針の策定・変更が経済的かつ適切に実施されたかどうか、助成事業がAPSの

目的にどの程度貢献したか、という観点から検査が行われた。 

 

【検査対象・検査手法】 

300件の個別ケースをサンプルとして検査が行われた。なお、この300件はNo.8の検査対象と同一で

ある。 

 

【検査結果】 

① 助成指針の策定に当たってのニーズや経済的実現可能性の検討が不十分であった。また、助成指

針の変更に当たっても、対象企業の拡大についてその必要性や経済的実現可能性について検討さ

れておらず、助成金の増額に当たっても、従前の金額が目標を達成するのに不十分であるのかな

どの検討がされていなかった。さらに、策定・変更の内容が政治的決定であるとしてレビューを

行わないことは連邦予算法に違反することになる。 

② 助成指針の変更によって追加されたロックダウンⅡ特別助成金について、その資格要件は曖昧な

形で策定された。 

③ 助成指針の変更によって要件の変更と助成金の遡及申請が認められたが、これにより、助成金が

なくとも問題がない状況であったにもかかわらず助成金が認められたため、デッドウエイト・ロ

スが拡大した。また、企業がコロナの影響によって大きな打撃を受けた時期と職業訓練に関する

決定時期や助成金の支給時期との間に確立した関連性がなく、その点からもデッドウエイト・ロ

スが拡大した。 

④ 職業訓練に関する助成プログラムを行っている州が存在する中で、同じ目的・内容で二重に助成

金を受けることがないよう、申請に当たってはその点について申告させたが、各州との協定を通
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じて管理メカニズムを提供することはなかった。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① 連邦予算法を遵守し、2023年にレビューを実施するよう勧告した。 

② 曖昧な法律用語をできるだけ明確に記述するよう勧告した。 

③ 要件の変更により遡及適用が不可能となるよう、将来の措置を設計するよう勧告した。また、財

政的支援の原因、経済的インセンティブ、支援の目的との間に因果関係が期待できるような形で

今後の施策を設計するよう勧告した。 

④ 重複措置による助成金の乱用を避けるために、将来的には州と協力して管理メカニズムを開発す

ることを勧告した。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

① BMASは、経済的実現可能性の調査を十分に行わなかったことを認めた。一方で、当時の政治的意

思決定と事業実施までの期間の短さによってこれは正当であると主張した。また、助成指針の変

更に当たっては、対象企業の拡大についてアライアンスと調整したとし、増額に当たっては職業

訓練生の雇用に対する効果的なインセンティブを実現するために代替策を検討したとした。レビ

ューの実施に関しては、助成事業の最後の申請の処理が2023年2月末時点で完了しておらず、最

終的に統計的に記録されていないものの、その実施の必要性は認識しており、できるだけ早期に

実施する予定とした。 

② BMASは、過度に要件を詳細にすることにより、企業がロックダウンⅡ特別助成金の対象から除外

されることを防ぐため、要件を例として提示したとした。更なる例を提示することにより、要件

がより明確になることを認めた。 

③ BMASは、助成金はさかのぼって申請する機会を全ての企業に与える必要があったと指摘した。な

お、BMASは、職業訓練開始時点では企業がもはやコロナの影響を受けていなかった可能性がある

点については触れなかった。 

④ 助成指針を策定する際に、その内容について各州と調整しようとしたが、内容や目的が大きく異

なる中で調整することができなかったとした。また、操業短縮手当の処理が大きな負担となって

いる中で、申告書の内容について完全に検証を行うことや包括的な管理を行うことまでは対応が

難しいとした。 
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10 

Erkenntnisse aus der 

COVID- 19- Pandemie zu 

Kriseninstrumenten im 

Bereich des 

Bundesministeriums für 

Arbeit und Soziales -  

Schlussfolgerungen für 

die Weiterentwicklung 

der 

Integrationsarbeit, 

der Leistungsgewährung 

und anderer Maßnahmen 

（原文） 

 

 

連邦労働社会省の分野に

おける危機的手段に関す

る COVID- 19パンデミッ

クからの調査結果-統合

作業、給付金支給および

その他の措置のさらなる

発展のための結論 （邦

題） 

連邦労働社会省 【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

COVID- 19のパンデミックは労働市場に大きな影響を与えたが、これに対して立法府や行政府等は包括

的な危機対応措置を実施し、労働市場の機能維持等に貢献した。このうち、連邦労働社会省（以下

“BMAS”）による危機対応措置として、①社会法典第2編（以下“SGBⅡ”）に基づくカウンセリング

と労働市場への統合、②SGBⅡに基づく給付金の支給、③その他の支援策を検査の対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

措置について、必要性、効果性、経済性といった観点から検査している。 

 

【検査対象・検査手法】 

検査の対象としている労働施策は上記のとおりであり、本報告書では17件の検査から得られた調査

結果と包括的な結論を要約している。 

 

【検査結果】 

① 措置には設計上の欠陥があり、必要性や経済性に関する分析が欠けていた。また、絶対的に必要

でないにもかかわらず、措置が延長された。受給資格要件は必ずしも十分に定義されておらず、

その証明の提出義務も規定されていないことが多かった。一方で、連邦労働社会省はこのような

欠陥を是正しなかったり、是正したとしても長い時間がかかったりした。 

② SGBⅡに基づくカウンセリングと労働市場への統合の措置は、カウンセリング措置が支援対象者

のニーズにあったものではなかったこと、IT機器を利用できない受給資格者に対しての支援が限

定的であったことなどから、場合によっては逆効果をもたらした。SGBⅡの基本原則に反し、受

給資格者の統合プロセスを後退させ、支援期間が長期化するリスクを抱えていた。 

③ SGBⅡに基づく給付金の支給措置について、ジョブセンターが誤って解釈していたことにより、

受給資格者が収入の変化を故意に報告していない場合でも、ジョブセンターは過払いとなった給

付金を取り戻さなかったなどのケースがあり、連邦政府に財政的損失のリスクが生じた。また、

これによりさらなる行政コストが発生した。 

④ 社会サービス事業者投入法（SodEG）に基づく社会サービス提供者の支援のための資金援助等、

その他の支援策において欠陥があった。例えば、ジョブセンター等は、申請者の確認が不要との

連邦雇用庁からの指示に従って対応しており、社会サービス提供者がSodEGに基づく資金援助を

受ける要件を満たしているかどうかを十分に確認していなかった。本来は受け取る権利のない資

金援助を社会サービス提供者が受け取っていた可能性がある。 
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【所見（検査対象機関等への勧告）】 

① 適切なタイミングで分析・調整を行う。適切な受給資格証明書の提出義務を規定する。危機に対

応する特別措置であっても、未定義の法律用語の使用を避ける。 

② 個々のニーズに基づいたコミュニケーション手段を用いる。危機に対応する特別措置であって

も、SGBⅡの基本原則と目的を遵守する。 

③ 特別措置の実施を担当する職員への研修等による迅速な情報提供を行う。給付金の支給に当たっ

ては証明を要求し、不正に使用された場合には返還を求める可能性を規定すべきである。措置を

継続する場合に必要な評価を規定する。 

④ SodEGに基づく資金援助について、今後は最終的な資金援助の時点で受給要件を満たしているの

か確認することを義務付けるべきである。 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

連邦労働社会省は、危機に直面した人々を迅速に救済しなければならないという特別な状況を強調

し、今回の措置は一次的な対策として正当化されるとした。また、危機に際して行われた改革や職員

の献身への評価が十分に行われていないともした。 

一方で、連邦労働社会省は、個々の措置について改善の余地があるともしている。例えば、ジョブ

センターによるカウンセリング等においてIT機器の利用可否を考慮することとしている。 
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1 

La formation des 

demandeurs d'emploi （原

文） （04.07.2018） 

 

求職者向けの訓練（邦

題） 

CDCは政府内の関係省庁（労

働省内の雇用・職業訓練一般

代表部など）、地方自治体

（イル・ド・フランスな

ど）、職業訓練分野の主要機

関（雇用局（Pôle emploi）な

ど）に対して検査を行った。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

予算組織法第58条の2に基づき、2016年12月に、国民議会の財政・一般経済・予算統

制委員会委員長から検査要請された。本報告書は求職者向けの訓練全般（2016年の50万

人計画を含む）を対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 検査の目的は、近年とられた措置、特に関係機関が動員した財政資源を把握し、措置

の効果や職業訓練システムの組織の有効性について評価し、訓練の需給調整における制

度の改善策を特定することである。なお、本検査は2018年の能力開発投資計画（PIC）

および職業訓練改革の前に実施された検査ではあるが、その後の改革を意識して勧告を

提示している。 

 

【検査対象・検査手法】 

CDCは書面での質問状の送付や現地でのヒアリングによる検査を実施した。 

 

【検査結果】 

50万人計画により追加的に実施された訓練は、職業訓練制度を更に複雑なものにし

た。同計画の予算に対する監視は十分ではなかった。また、訓練の結果は、平均して受

講者の2人に1人の雇用にしか繋がっていないなど、期待外れであった。訓練の評価は、

訓練コース終了後6ヵ月以内の就職という指標のみで行われ、訓練に係る費用と便益を

測定する評価プロセスは設定されていなかった。訓練に関与する地方、国等間の調整

は、共有する政策がないなど不十分であった。また、情報システム、意思決定ツール、

公共調達、ニーズに合わせた訓練、求職者へのアドバイス、訓練コースの品質等に問題

が見受けられた。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

 CDCは職業訓練に関する勧告として、以下の6つを提示している。 

１．職業訓練のための共通戦略を国・地域レベルで策定し、その実施を監視・評価する

ための共有システムを導入すること 
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２．国から提供される追加資金の有効性を確保すること 

３．職業訓練に関わる様々な関係者の活動と資金の明確性を向上させること 

４．職業訓練個人口座（CPF）の下で訓練を受ける求職者の自主的な訓練を促進するこ

と 

５．キャリアアップカウンセリング（CÉP）の一環として、公共雇用サービスにおける

訓練コースのモニタリングを発展させること 

６．求職者に対する訓練の管理体制を向上させること 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

検査対象機関の対応やその後の状況については、記載がない。 

 

2 

Les dispositifs de l'État en 

faveur des salariés des 

entreprises en difficulté  

（原文）  

（22.07.2020） 

 

経営難に陥った企業の従

業員を支援する国の制度

（邦題） 

CDCは政府内の関係省庁（労

働省内の雇用・職業訓練一般

代表部など）、雇用局（Pôle 

emploi）、全国商工業雇用連合

（Unédic）などに対して検査を

行った。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

本報告書は経営難に陥った企業の従業員を支援する制度を対象としており、部分活動

（Activité partielle）、国家雇用創出基金（FNE-Formation）および職業安定化契約

（contrat de sécurisation professionnelle：CSP）に関する検査を行っている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本検査は、特に資金繰りの必要性を満たすために国が実施する可能性のある事業支援

策ではなく、雇用の維持や雇用が失われた場合の当該従業員の再就職を目的とした制度

に焦点を当てている。2008年から2019年を主な対象としており、コロナ禍で実施された

緊急の措置には一部のみ言及している。 

 

【検査対象・検査手法】 

政府内の関係省庁、雇用局（Pôle emploi）、全国商工業雇用連合（Unédic）、労使団

体の代表者、再就職支援会社等と面談を行い、労働・雇用問題を担当するすべての地方

総局に質問状を送付した。労働省の調査・研究・統計局（Dares）およびUnédicが収集

したデータも使用した。 

 

【検査結果】 

経営難に陥った企業を支援する制度として部分活動（Activité partielle）があり、コロ

ナ禍以前はあまり利用されていなかったが、コロナ禍における例外的措置の導入によっ
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て利用が増加した。同じくほとんど利用されていなかった国家雇用創出基金（FNE-

Formation）も、コロナ禍における一時的措置によって、パートタイム労働者にまで対

象者が拡大された。職業安定化契約（CSP）には２つの限界があり、雇用の継続性や就

職先の質を考慮しない迅速な復職が奨励されているほか、給付の受給資格が経済的な事

由のみに基づいており、復職の困難性は検討されていない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは財務省、労働省および全国商工業雇用連合（Unédic）に対して5件の勧告を行

っており、主要なものは以下の通りである。 

１．経営状況が悪化する可能性のある企業のデータを検出し、迅速に影響を検討するた

めの戦略を構築すること（財務省） 

２．倒産企業に雇用される有期契約労働者にも、最低在籍期間を条件に職業安定化契約

（CSP）の適用を拡大すること（労働省、Unédic） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

雇用担当大臣および全国商工業雇用連合（Unédic）が回答しており、Unédicは自身が

実施した職業安定化契約（CSP）に関する調査が制度の評価に貢献していると述べてい

る。 

 

3 

[RAPPORT PUBLIC 

ANNUEL 2021] Tome I - 

L'assurance chômage face 

à la crise sanitaire （原

文） 

（18.03.2021） 

 

[2021年度年次報告書]  

第１巻 健康危機に直面

する失業保険（邦題） 

CDCは政府内の関係省庁、

全国商工業雇用連合（Unédic）

などに対して検査を行った。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

本報告書ではコロナ禍における失業保険の財政状況を検査対象としている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

コロナ禍以前の失業保険の状況、コロナ危機が失業保険の財政状況に及ぼした影響、

失業保険のガバナンスの枠組みと財政的見通しに関して想定される変化を順に検討して

いる。 

 

【検査対象・検査手法】 

CDCは政府内の関係省庁、全国商工業雇用連合（Unédic）などに対して検査を行っ

た。検査手法については、報告書内で明記されていない。 
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【検査結果】 

失業保険制度は、コロナ禍で雇用の維持のために用いられた部分活動（Activité 

partielle）の3分の1の費用を国とともに負担し、重要な役割を果たした。しかし、コロ

ナ禍での対応により、失業保険制度には174億ユーロの前例のない赤字が発生し、2020

年末には負債が542億ユーロとなった。近年の資金調達方法の変更や大規模な緊急の支

出によって、失業保険制度の一貫性は曖昧になっており、全体的なガバナンスも上手く

機能していない。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省、財務省および全国商工業雇用連合（Unédic）に対して4件の勧告を行

っており、主要なものは以下の通りである。 

１．短期的には支出と収入の決定、債務の管理における国と労使団体の役割を整理し、

制度のガバナンスの枠組みを明確にすること（労働省、財務省、Unédic） 

２．長期的には残された負債を返済できる財政的見通しを再策定すること（労働省、財

務省、Unédic） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

首相および全国商工業雇用連合（Unédic）が回答しており、Unédicは失業保険制度が

部分活動の3分の1の費用を負担していることから、その制度設計に労使団体が関与すべ

きと述べている。 

 

4 

Préserver l'emploi : le 

ministère du travail face à 

la crise sanitaire （原文） 

（12.07.2021） 

 

雇用の維持：労働省が健

康危機に取り組む（邦

題） 

国家レベルでは、労働省内の

雇用・職業訓練一般代表部

（DGEFP）、労働総局

（DGT）、調査・研究・統計

局（Dares）、財務省総局、サ

ービス支払機関（ASP）、雇用

局（Pôle emploi）および11の能

力開発実施機構（OPCO）のう

ち5つの機関に検査を実施し

た。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 本報告書の検査対象は、コロナ禍で実施された雇用・労働に関する施策である。具体

的には、労働力の余剰を回避するための部分活動の措置、部分活動に配置された従業員

の職業訓練を強化するための国家雇用創出基金（FNE-Formation）の利用などがある。

2020年の夏以降には、若年層向けの１人の若者に１解決プラン（Plan #1 jeune 1 

solution）に基づく施策が行われた。 

 

【検査の観点・着眼点】 

本報告書の目的は、COVID-19の流行に際して、労働省が実施した措置の設計、実

施、および可能な限り初期の結果を評価することである。ただし、本報告書の目的は、
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地方レベルでは、オクシタニ

ー、サントル・ヴァル・ド・

ロワール、イル・ド・フラン

スのビジネス・労働・雇用等

を担当する地方総局に対し

て、詳細なヒアリングを行っ

た。 

ロックダウン措置の妥当性を検討することではなく、政府が実施した経済戦略全般（特

に連帯基金、国家保証付き融資、税・社会保障の免除・猶予などの措置）の妥当性を検

証することでもない。 

 

【検査対象・検査手法】 

CDCは労働省内の関係組織、サービス支払機関（ASP）、雇用局（Pôle emploi）、能

力開発実施機構（OPCO）および地方レベルの関係組織に対して、質問状の送付やヒア

リングを実施した。 

 

【検査結果】 

 部分活動については、支援の必要がなかった企業に恩恵をもたらすなどの悪い結果は

限定的であったと考えられる。また、国家雇用創出基金は、対象グループや内容を絞っ

ていなかったため、非熟練労働者の支援には必ずしも繋がらなかった。さらに、ロック

ダウン中の失業者の受給権（失業保険）の延長は、迅速に実施されたが、娯楽産業の断

続的労働者に対する費用（一人当たり）は過度に高額であった。部分活動の助成につい

て、申告された労働時間や給与の過大評価等の不正のリスクがあることから、このよう

な濫用を防止するために、社会保障関連の申告、銀行口座情報等のデータの相互参照や

事前チェックの再導入をすべきであった。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省、財務省、サービス支払機関（ASP）などに対して10件の勧告を行い、

部分活動の不正に関連する主な勧告は以下の通りである。 

１．事業を縮小していない企業が受け取った給付金の一部返還を認める規定を設けるこ

と（労働省） 

２．不正行為により効果的に対処するために、国の管理機関とサービス支払機関

（ASP）が特に社会、税金、銀行に関するデータを相互に照合できるようにすること

（財務省、労働省、サービス支払機関等） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

CDCの勧告に対して、サービス支払機関（ASP）、雇用局（Pôle emploi）などが回答

している。雇用局（Pôle emploi）は、雇用期間と失業期間を繰り返す労働者に対する給
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付金の支払いが遅れているとCDCが指摘している点に関しては、遺憾であると述べて

いる。 

 

5 

[RAPPORT PUBLIC 

ANNUEL 2022] Le plan 

#1 jeune 1 solution en 
faveur de l'emploi des 

jeune （原文） 

（16.02.2022） 

 

[2022年度年次報告書]  

若者雇用のための1人の

若者に1解決プラン（邦

題） 

 

CDCは労働省や雇用局（Pôle 

emploi）に対して検査を行っ

た。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 本報告書の検査対象は、コロナ禍における若年者向けの雇用対策として実施された１

人の若者に１解決プラン（Plan #1 jeune 1 solution）の施策である。本計画の主な施策と

して、25歳未満の若年者を採用した企業を対象とした一人当たり4,000ユーロの特別手

当の支給や若年者向けの交互訓練契約を締結した企業に対する特別手当の支給がある。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 本検査では１人の若者に１解決プランの実施条件、初期の結果、総額100億ユーロに

上る費用の検証を行った。 

 

【検査対象・検査手法】 

 CDCは労働省や雇用局（Pôle emploi）に対して検査を行った。検査手法については、

報告書内で明記されていない。 

 

【検査結果】 

 2021年の秋時点で、労働市場における若年者の状況は比較的安定しているが、１人の

若者に１解決プランの成果と判断するには留意が必要である。雇用に関する措置の有効

性は証明されておらず、若年者の状況の安定は、部分活動や大学での定員増などにも起

因している。本計画の予算の大部分は、これまで行われてきた施策の拡充に充てられ

た。このような予算規模は経済危機からの脱却に向けて、部分的に再検討を行う必要が

ある。さらに、受益者数の増加により、若年者のニーズに留意できていないという問題

が改めて見受けられた。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省および雇用局（Pôle emploi）に対して4件の勧告を行っており、主要な

ものは以下の通りである。 

１．見習い契約に対する補助金の額を、労働市場への統合の面で付加価値が最も高いコ

ースや資格に有利になるよう調整すること（労働省） 
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２．若年者の職業訓練制度への参加に関する達成目標を、地域における若年者の雇用動

向の実態に見合ったものにすること（労働省） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

首相および雇用局（Pôle emploi）が回答しており、雇用局はCDCの勧告に同意した上

で、若年者向けの雇用施策に関する雇用局の成果を強調している。 

 

6 

La formation en alternance  

（原文） 

（23.06.2022） 

 

交互訓練における訓練

（邦題） 

CDCは政府内の関係省庁（労

働省、財務省など）、経済・

雇用・労働・連帯地域圏局

（DREETS）、見習い訓練セン

ター（CFA）、フランス職業

能力開発機関（France 

compétences）、能力開発実施

機構（OPCO）などに対して検

査を行った。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 本報告書では、交互訓練（alternance）を検査の対象としている。交互訓練契約に

は、若年者向けの見習い契約（Contrat d'apprentissage）と継続的訓練としての専門化契

約（Contrat de professionnalisation）の２種類がある。見習い契約では30歳未満の若年層

を対象に、職場での実務と見習い訓練センターでの研修を交互に行う。専門化契約では

より幅広い対象者に対して、技能の習熟化のための労働と訓練の機会を提供する。 

【検査の観点・着眼点】 

 本検査の目的は、交互訓練に関して①2018年の職業訓練改革による措置と②2020年夏

から実施されたコロナ禍での資金援助の効果を検証することである。 

 

【検査対象・検査手法】 

 CDCは政府内の関係省庁、訓練の実施者や実習生に対して、ヒアリング調査や現地

調査を実施した。その他、政府内各省の統計データを使用した。 

 

【検査結果】 

 2016年から2021年の間に、交互訓練を利用する若者の数は438,000人から800,000人へ

と82％増加した。専門化契約を結ぶ若年者の数は激減しているが（2019年から2021年の

間に57％減）、見習い契約を結ぶ若年者の数は2019年から2021年の間に98％増加してお

り、これはコロナ禍での政府の資金援助が影響している。交互訓練を利用する実習生の

属性を見ると、交互訓練はより高いレベルの資格取得に向けて用いられているが、この

状況は労働市場への参入が困難な低レベル資格の若年者を支援するという交互訓練の当

初の目的とは異なっている。交互訓練契約の増加は、フランス職業能力開発機関

（France compétences）が2020年（46億ユーロ）と2021年（32億ユーロ）に記録した赤

字の要因となっており、資金繰りが悪化した2021年には、借入（17億ユーロ）を行い、
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国から臨時の補助金（27.5億ユーロ）を受給した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省、フランス職業能力開発機関（France compétences）、能力開発実施機

構（OPCO）などに対して10件の勧告を行っており、主なものは以下の通りである。 

１．優先目標を定め、全国的な交互訓練に関する戦略と対応する資金計画を設定するこ

と（労働省、教育省、財務省等） 

２．2022年度開始までに、交互訓練契約の支援レベルを再定義すること（労働省、フラ

ンス職業能力開発機関） 

３．実習生の雇用主に支払われる臨時の補助金を廃止すること（労働省、財務省） 

４．学齢期の若年者の交互訓練利用を促進するため、情報提供やガイダンス、個別支

援、移動支援といった施策を実施すること（労働省、教育省、地域圏） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

フランス職業能力開発機関（France compétences）、能力開発実施機構（OPCO）など

が回答しており、フランス職業能力開発機関はCDCの勧告に同意した上で、交互訓練

契約の管理には十分な注意を払っていると述べている。 

 

7 

Les dispositifs en faveur de 

l'emploi des habitants des 

quartiers prioritaires de la 

politique de la ville  （原

文） 

（19.07.2022） 

 

都市部の重点地区

（QPV）おける雇用促進

計画（邦題） 

 

CDCは労働省内の雇用・職業

訓練一般代表部（DGEFP）、

国家地域統合庁（ANCT）、雇

用局（Pôle emploi）などに対し

て検査を行った。 

地方レベルでは、ブルターニ

ュ、オクシタニーなどの雇用

サービス関係者にヒアリング

を実施した。 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 2021年6月7日の書類により、財政裁判所法第132条の6に基づき、国民議会の財政・一

般経済・予算統制委員会委員長から検査要請された。本検査は2015年から2021年の期間

における都市部の重点地区（QPV）住民への積極的労働市場政策を対象としている。都

市部の重点地区（QPV）は、都市郊外にある低所得者層の居住地区で、失業率が高く政

府の支援対象となっている。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 本検査では、都市部の重点地区（QPV）居住者に対する積極的労働市場政策の展開と

効果に焦点を当てている。労働市場政策には、技能の向上と求職活動の効率化を目的と

した専門的な技術支援、若年層と求職者に対する研修、雇用への補助、労働コストの削

減を目的とした措置が含まれる。2017年から2018年にかけて実施された政策の初期効果

を測定し、さらにコロナ危機の影響と対応状況を評価している。 
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【検査対象・検査手法】 

政府内の関係省庁、地方の関係者に対するインタビュー調査のほか、雇用局（Pôle 

emploi）から提供されたデータを用いてコホート分析を行った。また、CDCの委託を受

けたBVA研究所は、都市部の重点地区（QPV）の住民1,001人に対して、電話によるヒ

アリング調査を実施した。 

 

【検査結果】 

 雇用促進策は都市部の重点地区（QPV）の住民に一定の効果をもたらしてはいるが、

他地区の住民との格差は減少していない。公共職業安定所の取り組みや１人の若者に１

解決プランによる措置にもかかわらず、QPV住民の失業率は他の居住区よりも2.7倍高

い。2014年にはQPV内の雇用率（43.8%）と他の地域の雇用率（64.8%）の差は21%であ

ったが、2019年にはその差が21.3%とわずかに拡大している。 

QPV住民を支援する課題として、労働市場から離れている住民に会って仕事を探すよ

う説得することと、適切な解決策を提供することがある。また、QPV住民の支援に当た

っては、貧困と若者の学校中退という経済的統合と雇用に大きな影響を与える２つの要

因を考慮する必要がある。難解な雇用施策の制度や雇用施策に携わる関係者のネットワ

ークの複雑さは、QPV住民の制度利用を困難にしている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省、国家地域統合庁（ANCT）などに対して7件の勧告を行っており、主

なものは以下の通りである。 

１．雇用施策の制度を簡素化し、適用条件と関連給付額を可能な限り調和させること

（労働省） 

２．2023年までに、地方公共雇用サービス、公共雇用・統合サービス、雇用センターを

統合すること（労働省、国家地域統合庁） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

 CDCの暫定的見解に対して、雇用局（Pôle emploi） や雇用・職業訓練一般代表部

（DGEFP）が意見を述べており、雇用・職業訓練一般代表部は制度の簡素化の可能性

に言及している。 
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8 

Le plan en faveur des 

demandeurs d'emploi de 

longue durée  （原文） 

（28.03.2023） 

 

長期求職者支援計画（邦

題） 

CDCは労働省内の雇用・職業

訓練一般代表部（DGEFP）、

調査・研究・統計局

（Dares）、雇用局（Pôle 

emploi）などに対して検査を行

った。 

  

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 本検査は、オーディットフラッシュ（政策を実施している期間に同時進行で検査を実

施し、その改善について助言するもの）として、財政裁判所法第111条の3以降に基づき

実施された。2021年にフランス政府が発表した計画には、長期求職者および超長期求職

者への対応を強化するための施策パッケージが含まれていた。長期求職者への支援活動

を増やすために4億ユーロ以上が配分され、雇用局（Pôle emploi）では超長期求職者の

再就職のために、700人の職員が増員された。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 本検査では長期求職者を支援するための計画の内容、財源、実施状況を分析し、目標

の達成度と当該計画の効果を検証する。 

 

【検査対象・検査手法】 

 CDCは労働省内の関係部署や雇用局（Pôle emploi）などに対して、インタビュー調査

や書面による質問状の送付を行った。 

 

【検査結果】 

 雇用局の人員増により、すべての長期求職者および超長期求職者に対して、期間内に

連絡することができた。他方で、長期求職者を専門化契約で雇用するための財政支援は

ほとんど利用されておらず、政府の計画の下で展開された施策の実施率は期待外れであ

った。最も困難な状況にある求職者のすべてが、採用に苦戦している業種に短期間で就

職できるとは限らない。本計画には多大な資源が投入されていたが、雇用の回復、失業

率の低下などの測定可能な目標が設定されていなかった。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 
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 CDCは労働省に対して、以下の勧告を行っている。 

１．失業対策のため追加の人員配置を伴う短期計画を立案する際には、単なる手段ベー

スの目標ではなく、対象者に向けた結果ベースの目標を設定すること、また、労働省に

よる評価手続きも規定すること（労働省） 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

検査対象機関の対応やその後の状況については、記載がない。 

9 

La formation 
professionnelle des salariés 

（原文） 

（30.06.2023） 

 

従業員のための職業訓練

（邦題） 

CDCは政府部門、特に労働省

内の雇用・職業訓練一般代表

部（DGEFP）、職業訓練の主

な資金提供者であるフランス

職業能力開発機関（France 

compétences）、能力開発実施

機構（OPCO）、転職支援協会

（Association Transitions 

Pro）、供託局（Caisse des 

dépôts et consignations）、多数

の職業訓練機関およびその代

表者に対して検査を行った。 

 

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

本報告書の検査対象は、2018年の法律による従業員の職業訓練改革である。職業訓練

改革の目的は、管理機関数の削減とフランス職業能力開発機関（France compétences）

への統合による制度の簡素化、職業訓練の質の向上などであった。 

 

【検査の観点・着眼点】 

検査の目的は、職業訓練改革の程度を測定し、提供される訓練の質を向上するために

取られた措置の初期評価を実施することである。続いて、主要な職業訓練制度、特に職

業訓練個人口座（CPF）、能力開発計画や職業移行計画に関して、改革の成果と限界を

示し、職業訓練の管理および資金調達に影響を及ぼす主要な問題について検討する。 

 

【検査対象・検査手法】 

 CDCは政府部門、職業訓練の主な資金提供者、多数の職業訓練機関およびその代表

者に対して、書類に基づく検査と現地訪問による検査を実施した。 

 

【検査結果】 

 職業訓練改革により、職業訓練個人口座（CPF）の利用件数は、改革前の年間50～60

万件から、2021年には200万件超に増加している。より利用しやすい制度となった一方

で、その大きな市場（年間数十億ユーロ）が不正な勧誘や詐欺による制度の悪用に繋が

っている。2021年末から2022年にかけての不正行為の取り締まりの強化は、一定の成果

を上げてきたが、定量化された目標を設定することで、より容易に結果をモニタリング

できる。 

 2018年の職業訓練改革では、職業訓練機関の質を保証する制度として、クオリオピ

（Qualiopi）認証が導入された。この認証プロセスは国の認証機関であるフランス認定

委員会（Comité français d'accréditation：Cofrac）に委ねられており、さらにCofracは、こ
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の認証を発行する責任を負う34のサービス提供者（認証機関）を認定している。この認

証プロセスには欠陥があり、Cofracがすべての審査を完了する前に認証機関がクオリオ

ピ認証を発行するなど、不正行為が発生している。 

 2020年に始まったコロナ危機により、政府は企業の供出金で賄われる職業訓練制度に

追加資金を提供したが、従業員数50人から299人の企業による職業訓練等、他の財源で

賄うことができたはずの訓練に資金を提供しており、財源の明確性が失われた。また、

コロナ禍における職業訓練個人口座と見習い契約の利用の急増により、フランス職業能

力開発機関（France compétences）の会計は赤字となり、借入や国からの提供資金を利

用した。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCは労働省や財務省などに対して13件の勧告を行っており、主なものは以下の通

りである。 

１．2023年に職業訓練における不正行為撲滅のため、特にクオリオピ認証と職業訓練個

人口座（CPF）を対象とし、指標と期限を含む計画を策定すること（労働省） 

２．認証および品質管理における不正行為への対応を検討して、フランス認定委員会、

認証機関、資金提供機関に対する基準を強化する；2024年には総合評価を行うこと（労

働省） 

３．職業訓練に関する財政法案の付録に、全体及び企業規模別（特に従業員数50人から

299人の企業について）の職業訓練費用を定期的に記載すること（労働省） 

４．職業の変化に応じた優先課題に資金提供できるよう裁量を拡大するため、フランス

職業能力開発機関に対して、恒久的な政府補助金を導入すること（労働省、財務省） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

検査対象機関の対応やその後の状況については、記載がない。 

 

10 

Les tensions sur l'emploi : 
le cas des filières de 

production emblématiques 

du Jura  （原文） 

（25.09.2023） 

CDCは雇用局（Pôle emploi）、

労働省内の雇用・職業訓練一

般代表部（DGEFP）、調査・

研究・統計局（Dares）、能力

開発実施機構（OPCO）などに

【背景（検査の対象となった労働施策の概要）】 

 本報告書は、ジュラ県を例に、雇用への圧力を軽減するために公的機関が実施した措

置を対象としている。雇用対策として2022年に国家レベルで開始された計画では、失業

給付の調整により職場復帰のインセンティブを高めること、フランス・トラバイユ設立

の準備作業により公共雇用サービスの業務を改善すること、初期の職業訓練の内容を企
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雇用への圧力：ジュラ地

方を代表する生産部門の

ケース（邦題） 

対して検査を行った。 

地方レベルでは、ブルゴーニ

ュ・フランシュ・コンテ地域

圏、ジュラ県の地方自治体、

教育当局が関与した。 

 

 

業のニーズに合わせることを目指している。 

 

【検査の観点・着眼点】 

 本検査は、労働力と求人のマッチングが困難な要因と官民の関係者が対応策として提

案しうる措置を明らかにすることを目的としている。特にジュラ県の主要産業である建

設・公共事業、金属加工、プラスチック、木材、眼鏡産業の職業訓練コースに着目して

いる。 

 

【検査対象・検査手法】 

 CDCは政府部門の関係省庁、地方自治体にヒアリングを実施した。また、ジュラ地

方にある従業員2人以上の企業約1,500社を対象にオンライン調査を行い、111社から回

答を得た。その他には雇用局や地方自治体のデータも利用した。 

 

【検査結果】 

 ジュラ県における低い失業率と歴史的に高い雇用率により、企業経営者は人材確保の

困難に直面している。技能開発の基本となる初期及び継続的な職業訓練は、特に大学の

ある地域に魅力を感じている若年者のニーズを十分に満たしていない。人材確保を妨げ

ている要因は職業訓練のみならず、人口減少、スイスや近隣県への若者の流出、地域で

の移動の困難さ、学生や労働者向けの住居の不足などがある。雇用への圧力を軽減する

措置が実施されているが、その効果は限定的であり、持続可能な政策には雇用と統合、

職業訓練だけではなく、地域の統合、交通、住宅など幅広い分野別の政策が必要であ

る。 

 雇用への圧力を軽減し、より広くは労働者と企業のマッチングを促進するために、短

期的な対応だけではなく、長期的な施策が求められている。具体的な対応策として、①

雇用への圧力の軽減を職業訓練の方針に組み込むこと、②各求職者グループの特徴を考

慮に入れて、雇用から遠ざかっている人々や若者等に採用の対象者の範囲を広げるこ

と、③官民の連携を強化することで、ジュラ地方の職場の魅力を向上させること、④職

業と企業の魅力向上への支援が必要とされている。 

 

【所見（検査対象機関等への勧告）】 

CDCはブルゴーニュ・フランシュ・コンテ地域圏、労働省、雇用局などに対して、
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12件の勧告を行っており、主なものは以下の通りである。 

１．職業訓練・指導の発展のための次期地域計画（CPRDFOP）が、地域の経済戦略・

環境戦略のもとで、特に採用難の軽減という目的に沿ったものとなるようにすること

（ブルゴーニュ・フランシュ・コンテ地域圏） 

２．経済活動の拠点となる地域内において、地域を代表する産業・工芸分野（眼鏡産業

や金属加工など）の職業学士号を取得するまでの完全な初期研修プログラムを提供する

こと（ブルゴーニュ・フランシュ・コンテ地域圏教育当局） 

 

【検査対象機関の対応・その後の状況】 

検査対象機関の対応やその後の状況については、記載がない。 
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参考資料 2 本報告書で取り上げた検査報告の一覧 

（1）本報告書で取り上げたアメリカ会計検査院（GAO）等の検査報告 

No. 公表年 タイトル 

（レポート番号） 

タイトル邦訳 

1 

2017 Workforce Training: DOL Can Better 

Share Information on Services for On-

Demand, or Gig, Workers （GAO-17-

561） 

職業訓練：DOLはオンデマンドま
たはギグワーカー向けのサービス
に関する情報をより良く共有でき
る 

2 

2018 Unemployment Insurance: Actions Needed 

to Ensure Consistent Reporting of 

Overpayments and Claimants' Compliance 

with Work Search Requirements （GAO-

18-486） 

失業保険：過払いと申請者の求職
要件の遵守に関する一貫した報告
のために必要な措置 

3 

2018 Vocational Rehabilitation: Additional 

Federal Information Could Help States 

Serve Employers and Find Jobs for People 

with Disabilities （GAO-18-577） 

職業リハビリテーション：連邦政
府の追加情報は、州が雇用主と障
害者の求職活動を支援することに
役立つ 

4 

2019 Employment and Training Programs: 

Department of Labor Should Assess 

Efforts to Coordinate Services Across 

Programs （GAO-19-200） 

雇用訓練プログラム：労働省はプ
ログラム間のサービス調整の努力
を評価すべきである 

5 

2021 Economic Adjustment Assistance: Experts' 

Proposed Reform Options to Better Serve 

Workers Experiencing Economic 

Disruption （GAO-21-324） 

経済調整支援：経済的に困難な労
働者により良いサービスを提供す
るための専門家の改革案 

6 

2022 Career and Technical Education: 

Perspectives on Program Strategies and 

Challenges （GAO-22-104544） 

キャリア・技術教育：プログラム
戦略と課題の展望 

7 

2022 Workforce Automation: Insights into Skills 

and Training Programs for Impacted 

Workers （GAO-22-105159） 

労働の自動化：影響を受ける労働
者の技能と訓練プログラムに関す
る洞察 

8 

2023 Workforce Innovation and Opportunity 

Act: Additional Steps Needed to Help 

States Collect Complete Enrollment 

Information （GAO-23-104830） 

労働力革新機会法：州が完全な登
録情報を収集するために必要な追
加措置 

9 

2023 Subminimum Wage Program: DOL Could 

Do More to Ensure Timely Oversight 

（GAO-23-105116） 

最低賃金未満プログラム：DOLは
タイムリーな監督を確保するため
により多くのことができる 

10 

2023 Telework: Growth Supported Economic 

Activity During the Pandemic, but Future 

Impacts Are Uncertain （GAO-23-

105999）  

テレワーク：パンデミック時の経
済活動は成長で支えられたが、将
来の影響は不透明 

11 

2023 Unemployment Insurance: DOL Needs to 

Address Substantial Pandemic UI Fraud 

and Reduce Persistent Risks （GAO-23-

106586） 

失業保険：DOLはパンデミックに
よる深刻な失業保険不正に対処
し、持続的なリスクを軽減する必
要がある 

12 

2023 Unemployment Insurance: Estimated 

Amount of Fraud During Pandemic Likely 

Between $100 Billion and $135 Billion 

（GAO-23-106696） 

失業保険：パンデミック時の不正
推定額は 1,000億ドルから 1,350億
ドルの間と思われる 
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No. 公表年 タイトル 

（レポート番号） 

タイトル邦訳 

13 

2024 Federal Workforce: Leading Practices 

Related to Diversity, Equity, Inclusion, and 

Accessibility （GAO-24-106684） 

連邦政府の労働力：多様性、公平
性、インクルージョン、アクセシ
ビリティに関連する先進的実践 

 

本報告書で取り上げたアメリカ労働省監察総監室（DOL-OIG）の監察レポート 

No. 公表
年 

タイトル 

（レポート番号） 

タイトル邦訳 

1 2017 Program Specific Performance Measures 

Are Needed to Better Evaluate The 

Effectiveness of The Reemployment 

Services and Eligibility Assessment 

Program（04-17-002-03-315） 

再就職支援・適格性評価プログラ
ムの有効性をより良く評価するた
めに、プログラム固有の業績測定
が必要である 

2 2023 COVID-19: ETA Needs a Plan to Reconcile 

and Return to the U.S. Treasury Nearly $5 

Billion Unused by States for a Temporary 

Unemployment Insurance Program（19-23-

015-03-315） 

COVID-19： 雇用訓練局 ETAは、

州が一時的失業保険に未使用の約

50 億ドルを精算し、財務省に返還

する計画を策定する必要がある 
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（2）本報告書で取り上げたイギリス会計検査院（NAO）の検査報告 

No. 公表
年 

タイトル タイトル邦訳 

1 2016 
Delivering value through the 

apprenticeships programme 

養成訓練制度プログラムによる価値の提
供 

2 2016 
Ensuring employers comply with National 

Minimum Wage regulations 
雇用主による最低賃金規制遵守の確保 

3 2018 Rolling out Universal Credit ユニバーサル・クレジットの展開 

4 2018 
Investigation into errors in Employment 

and Support Allowance 
雇用支援手当の誤りに関する調査 

5 2019 The apprenticeships programme 養成訓練制度プログラム 

6 2019 Supporting disabled people to work 障害者の就労支援 

7 2020 Universal Credit advances fraud 
ユニバーサル・クレジットの前払いの不
正受給 

8 2020 Universal Credit: getting to first payment 
ユニバーサル・クレジット：初回給付に
向けて 

9 2021 Employment support 雇用支援 

10 2021 
Employment support: The Kickstart 

Scheme 
雇用支援：キックスタート計画 
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（3）本報告書で取り上げたドイツ連邦会計検査院（BRH）の検査報告 

No. 公表
年 

タイトル タイトル邦訳 

1 2020 

Arbeitsmarktstatus von erwerbsfähigen 

Leistungsberechtigten bei den 

gemeinsamen Einrichtungen 

共同施設における雇用可能な受益者の労
働市場の状況 

2 2021 
Assistierte Ausbildung im Rechtskreis 

SGB III 

SGB IIIの法的分野におけるアシスト付き
養成訓練 

3 2021 

Betreuung von Leistungsberechtigten 

nach Vollendung des 55. Lebensjahres 

durch die Jobcenter 

ジョブセンターによる 55歳以降の給付金
受給者への支援 

4 2021 

Bundesagentur für Arbeit muss 

Dienstleistungen für Jobcenter 

kostendeckend kalkulieren 

連邦雇用庁はジョブセンターのサービス
費用を算定しなければならない 

5 2022 
Auslastung von Vergabemaßnahmen in 

den Rechtskreisen SGB III und SGB II 

SGB IIIおよび SGB IIの法的分野における
調達措置の活用 

6 2023 

Konjunkturelles Kurzarbeitergeld in der 

Covid-19-Pandemie - 

Schlussfolgerungen für die 

Weiterentwicklung des 

Kriseninstrumentariums 

新型コロナウイルスによるパンデミック
における経済的な操業短縮手当- 危機管理
制度のさらなる発展に向けた結論 

7 2023 

Bedarfsgerechte Veranschlagung und 

Verteilung der Mittel für 

Eingliederungsleistungen in der 

Grundsicherung für Arbeitsuchende 

求職者の基本所得支援における統合サー
ビスのためのニーズに基づく予算編成と
資金配分 

8 2023 
Bundesprogramm „Ausbildungsplätze 

sichern“ （APS） - Teil 1 

連邦プログラム「職業訓練ポストの確
保」（APS） - 第１部 

9 2023 
Bundesprogramm „Ausbildungsplätze 

sichern“ （APS） - Teil 2 

連邦プログラム「職業訓練ポストの確
保」（APS） - 第２部 

10 2024 

Erkenntnisse aus der COVID-19-

Pandemie zu Kriseninstrumenten im 

Bereich des Bundesministeriums für 

Arbeit und Soziales - Schlussfolgerungen 

für die Weiterentwicklung der 

Integrationsarbeit, der 

Leistungsgewährung und anderer 

Maßnahmen 

連邦労働社会問題省の分野における危機
的手段に関する COVID-19パンデミック
からの調査結果-統合作業、給付金支給お
よびその他の措置のさらなる発展のため
の結論 
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（4）本報告書で取り上げたフランス会計検査院（CDC）の検査報告 

No. 公表年 タイトル タイトル邦訳 

1 2018 La formation des demandeurs d'emploi 求職者向けの訓練 

2 2020 
Les dispositifs de l'État en faveur des 

salariés des entreprises en difficulté 

経営難に陥った企業の従業員を支援する
国の制度 

3 2021 

[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2021] 

Tome I - L'assurance chômage face à la 

crise sanitaire 

[2021年度年次報告書] 

第１巻 健康危機に直面する失業保険 

4 2021 
Préserver l'emploi : le ministère du 

travail face à la crise sanitaire 

雇用の維持：労働省が健康危機に取り組
む 

5 2022 

[RAPPORT PUBLIC ANNUEL 2022] 

Le plan #1 jeune 1 solution en faveur de 

l'emploi des jeune 

[2022年度年次報告書] 

若者雇用のための 1人の若者に 1解決プ
ラン 

6 2022 La formation en alternance 交互訓練における訓練 

7 2022 

Les dispositifs en faveur de l'emploi des 

habitants des quartiers prioritaires de la 

politique de la ville 

都市部の重点地区（QPV）における雇用
促進計画 

8 2023 
Le plan en faveur des demandeurs 

d'emploi de longue durée 
長期求職者支援計画 

9 2023 La formation professionnelle des salariés 従業員のための職業訓練 

10 2023 

Les tensions sur l'emploi : le cas des 

filières de production emblématiques du 

Jura 

雇用への圧力：ジュラ地方を代表する生
産部門のケース 
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参考資料 3 用語集 

 

■ハイリスクリスト（High Risk List） 

GAO では、1990 年から、無駄や不正、濫用、不適切な管理が生じやすい、又は変革の必

要性が高い政府プログラム・業務を「ハイリスクリスト（High Risk List）」として取り上げ

ている。2 年ごとに、ハイリスク分野の状況を説明し、さらなる進展を確実にするために

必要な行動を概説し、行政府と議会が注意を払う必要のある新たなハイリスク分野を特定

している。2023年時点で 37分野のハイリスクリストが指定されており、失業保険制度も、

2022年 6月に新たにハイリスクリストに追加された。 

 

■最低賃金未満プログラム（Subminimum Wage） 

アメリカにおける公正労働基準法（Fair Labor Standards Act：FLSA）第 14（c）条により、

職業教育学生、小売業やサービス業、農業、高等教育機関で雇用されるフルタイムの学生

や、身体的または精神的な障害によって仕事に対する稼得能力または生産能力が損なわれ

ている個人を、最低賃金を下回る賃金水準で雇用することができる制度。 

 

■労働力革新機会法（Workforce Innovation and Opportunity Act） 

アメリカにおいて、1998 年に制定された労働力投資法（Workforce Investment Act：WIA）

を全面的に改定し、2014年に制定された法律。各州・地域に労働力開発委員会（Workforce 

Development Board: WDB）を創設することが定められており、求職者が 1 か所で、職業紹

介、失業保険、教育･職業訓練情報、貧困家庭一時扶助（Temporary Assistance for Needy 

Families: TANF）などの包括的就業支援サービスを受けられるワンストップ・センター

（One-stop Center）を設置することが進められている。 

 

■ジョブセンター・プラス（Jobcentre Plus） 

イギリスにおける、公共職業安定機関を指す。労働年金省の所管であり、求職者および雇

用主向けの職業紹介・就労支援に関する業務と、求職者や就労困難者、低所得者を対象と

した各種給付の支給に関する業務を担っている。 

 

■VfMレポート（value for money reports） 

イギリスにおいて、政府の目標を達成するために、公共の資金がどのように使われたのか

についての分析を示した報告書を指す。2023-24年度は 64件の検査が実施された。通常の

会計検査報告書では、公共部門全体の財務諸表に関する勧告を示している。 

 

■ミニジョブ（Mini-Jobs） 

ドイツにおいて、雇用機会の拡大を目的として、所得税と社会保険料の労働者負担分を免

除する就労形態であり、低賃金労働 と短期間労働 の 2つが含まれる。どちらも最低賃金や

休暇など通常の労働者と同様の権利が認められており、労災保険も適用される。年金保険

は、低賃金労働は原則適用対象となるため一定の年金保険料の支払いが発生するが、短期
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間労働は適用外となる。その他の社会保険（医療、介護、失業）はどちらも適用外であ

り、保険料支払いも免除となる。なお、事業主は一定の社会保険料や税金等を一括して支

払い、金額はミニジョブの形態等によって異なる。 

 

■デュアルシステム 

ドイツにおいて、職業学校における理論教育（週 1-2日）と事業所における実践的な職業

訓練（週 3-4日）を並行して実施するもので、義務教育を終了した若者等が主な対象とな

る。職業学校での教育費用は州が負担し、企業での訓練費用は訓練生手当を含めて企業が

負担する。なお、企業での職業訓練場所は企業説明会等を通じて若者自身で確保する必要

があり、雇用機関傘下の職業情報センターが支援を実施する。 

 

■交互訓練（alternance） 

フランスにおける若年者向けの雇用対策として、企業での実務と職業訓練センターでの研

修を交互に行う制度のことをいう。交互訓練には、主に 30歳未満の若年者を対象とした見

習い契約（Contrat d'apprentissage）とさらに高度な技能の習熟を目指す専門化契約（Contrat 

de professionnalisation）がある。 

 

■部分活動（Activité partielle） 

フランスにおいて、経済情勢の悪化を理由として、企業が労働時間の短縮や事業所の一時

的な閉鎖を実施した場合に、国が企業に対して助成金を支給する制度である。企業はサー

ビス支払機関（Agence de services et de paiement：ASP）から部分活動を行う労働者の時間

給の一部に相当する助成金を受け取り、労働者に部分活動手当を支払う。日本における雇

用調整助成金の制度に類似している。 

  



 

258 
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令和 6年度会計検査院委託業務報告書 

 

欧米主要国における労働施策とそれに対する会計検査等の状況に関する 

調査研究 

 

令和 7年 2月 
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